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Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達

成するためとるべき措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見直し、効率化を進める。

また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合による事務の合理化を図っているところであるが、今後

も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業務の効率化を図る。 

 

（１）一般管理費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以上を削減するほか、そ

の他の事業費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％以上の業務の効率化を図

る。 

また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、事業の継

続性に十分留意する。 

なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価の実施等に伴う事務・事業の業務量の

変動に対応して、組織の見直しを図る。 

 

（３）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）により決定された「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につい

て」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、適正化を推進する。 

 

（４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏まえ、必要に応じて情報

システム環境の見直しを図る。 

 

（５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制における内部統制の仕組みを整備するとともに、機構長をはじめ

とした関係職員で構成する企画調整会議を毎月開催し、機構のミッションや管理運営方針の役職員への周知徹底を

図るなど適切な業務運営と内部統制の充実・強化を図り、必要に応じて見直しを行う。 
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〔中期計画〕Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見直し、効率化を進める。

また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合による事務の合理化を図っているところであるが、今後

も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業務の効率化を図る。 

 

（１）一般管理費（退職手当を除く）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以上を削減するほか、そ

の他の事業費（退職手当を除く）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％以上の業務の効率化を図

る。 

また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、事業の継

続性に十分留意する。 

なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価の実施等の各事業の業務量の変動に

伴い、必要に応じて組織の見直しを行うとともに、人員の適正配置を実施する。その際、管理業務について、集

約化やアウトソーシングの活用などにより、法人全体として管理部門をスリム化することについて検討する。 

 

（３）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）により決定された「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につい

て」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、適正化を推進するため、機構が策定する「調達等合理化計

画」に沿って、取組を着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。 

 

（４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏まえ、必要に応じて情

報システム環境の見直しを図るとともに、事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化を図る。 

 

（５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制における内部統制の仕組みを整備するとともに、適切な業務運

営を行うため、リスクマネジメント体制の整備、企画調整会議の毎月の開催等による組織にとって重要な情報の

把握及び機構のミッションや管理運営方針の役職員への周知徹底を行い、内部統制の充実・強化を図り必要に応

じて見直しを行う。また、監事による監査や会計監査人による法定監査により、機構の業務運営全般について厳

格なチェックを行う。 

 

（６）予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構

長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 

また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果

を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一

層の透明性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 
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自己評価の結果 
中期計画 評定 根 拠 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質

の向上を図りつつ、既存経費の見直し、効率化を進める。

また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合

による事務の合理化を図っているところであるが、今後

も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業務の効

率化を図る。 

 

 （１）一般管理費（退職手当を除く）について、中期目

標の期間中、毎事業年度につき３％以上を削減する

ほか、その他の事業費（退職手当を除く）につい

て、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％以上

の業務の効率化を図る。 

    また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期

的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、

事業の継続性に十分留意する。 

    なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、

運営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

Ｂ 平成29年度決算（退職手当を除く）は平成26

年度決算（退職手当を除く）と比較して、一般

管理費は△10,071千円（△2.4％）の減、その他

の事業費（特殊経費及び退職手当を除く）は

103,360千円（10.3％）の増となっている。しか

し、その他の事業費（特殊経費及び退職手当を

除く）の増は、平成27年度に大学ポートレート

事業を拡充したこと及び平成29年度に新規事業

として円滑な資格認証に関する調査を実施した

ことの影響による増であり、各年度の予算上は

事業費（特殊経費及び退職手当を除く）につい

て１％の効率化が盛り込まれた上で事業が拡充

されたものである。平成29年度決算額から当該

拡充分に係る事業費を除くと、その他の事業費

（特殊経費及び退職手当を除く）については△

76,326千円（△7.6％）となっている。 

一般管理費については平成28年度に法人統合

があった影響等により、平成26年度決算と平成

29年度決算を比較して2.4％の削減率であった

が、その他の事業費については7.6％と目標以上

の削減を達成したことから、中期計画における

所期の目標を達成する見込みであると判断し、

Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

 （２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研

究の状況についての評価の実施等の各事業の業務量

の変動に伴い、必要に応じて組織の見直しを行うと

ともに、人員の適正配置を実施する。その際、管理

業務について、集約化やアウトソーシングの活用な

どにより、法人全体として管理部門をスリム化する

ことについて検討する。 

Ｂ 人員の適正配置を実施したことから、中期計

画における所期の目標を達成する見込みである

と判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

 （３）契約については、原則として一般競争入札等によ

るものとし、「独立行政法人改革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）により決

定された「独立行政法人における調達等合理化の取

組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣

決定）に基づき、適正化を推進するため、機構が策

定する「調達等合理化計画」に沿って、取組を着実

に実施するとともに、その取組状況を公表する。 

Ｂ 平成 28 年度には契約件数が増加しているが、

これは、法人統合や第２期中期目標期間におけ

る国立大学教育研究評価に係る業務量の増加に

よる一時的なものである。 

「調達等合理化計画」に基づき、平成 27 年度

には５件の共同調達を実施、また、平成 28 年度

及び 29 年度には合わせて 11 件（更新を含める

と 16 件）の契約を単年度から複数年度に変更し

たほか、職員を対象とした契約手続に関する勉

強会を実施するなど計画に沿った取組を着実に

実施した。 

契約に関しては、内部監査や契約監視委員会

による点検を行い、契約手続が適正に行われて

いることを確認した。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

 （４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を

適切に推進するため、政府の方針を踏まえ、必要に

応じて情報システム環境の見直しを図るとともに、

Ｂ PDCA サイクルに基づきセキュリティ対策を実

施したこと、情報伝達の迅速化・情報の共有化

等に向けた取組を実施した。 
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事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化

を図る。 

以上のことから、中期計画における所期の目

標を達成する見込みであると判断し、Ｂとし

た。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

 （５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制に

おける内部統制の仕組みを整備するとともに、適切

な業務運営を行うため、リスクマネジメント体制の

整備、企画調整会議の毎月の開催等による組織にと

って重要な情報の把握及び機構のミッションや管理

運営方針の役職員への周知徹底を行い、内部統制の

充実・強化を図り必要に応じて見直しを行う。ま

た、監事による監査や会計監査人による法定監査に

より、機構の業務運営全般について厳格なチェック

を行う。 

 （６）予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努

め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把

握し、機構長のリーダーシップの下、適切な予算配

分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 

    また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ご

とに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、

その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させ

ること等により見直しの実効性を確保するととも

に、財務内容等の一層の透明性を確保する観点か

ら、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の

公表の充実等を図る。 

Ｂ 内部統制の体制を整備し、機能状況について

調査を行い、機構のミッション等を阻害する要

因の把握と対応について、適切に行われている

ことを確認した。組織の重要な情報について

も、企画調整会議や説明会の開催などにより役

職員の間で適切に共有した。 

また、監事と連携の上、監査等を実施し、適

切な業務運営と内部統制の充実・強化を図っ

た。 

さらに、予算ヒアリングの実施、機構長裁量

経費の確保及び四半期毎のモニタリングを確実

に実施した。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

 
 
評定区分 

 

・ 「Ｂ」を標準とする。 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られている

と認められる（定量的指標においては対中期目標値の120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認めら

れる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的

指標においては対中期目標値の120％以上）。 

Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期目標値の100％以上120％

未満）。 

Ｃ：中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期目標値の80％以上100％

未満）。 

Ｄ：中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求める（定量的指標において

は対中期目標値の80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要がある

と認めた場合）。 

 

・ なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価

等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目的としている場合など、業務実

績を定量的に測定し難い場合には、以下の要領で上記の評定に当てはめることも可能とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると

認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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  第３期中期計画－Ⅰ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 ２法人の統合  
 

独立行政法人大学評価・学位授与機構と独立行政法人国立大学財務・経営センターとの

間で、役職員による「法人統合協議会」及び同協議会の下「法人統合連絡会」を設置し

た。平成26年度は、統合に必要な経費、統合後の業務内容や組織編制等について検討する

とともに、統合のシナジー効果についても議論を行うなど、統合に向けた準備を進めた。

さらに、「法人統合連絡会」の下には、総務人事、会計、及び情報基盤の分野別ワーキン

ググループを置き、随時両法人間で連絡を取りながら、実務レベルの個別・具体的な検討

を行った。 
なお、平成26年８月29日の行政改革推進本部決定「各独立行政法人の統廃合等に係る措

置の実施時期について」により、統合の実施時期が平成28年４月に決定された。 
平成27年度は、新法人の組織体制、英語名称、オフィスのレイアウト等について協議・

決定した。その後は、両法人の総務・人事、会計、情報基盤の各ワーキンググループの担

当者が緊密に連絡を取り合い、協力して法人統合に係る準備作業を進めた。 
また、機構内では、平成27年４月に、理事を室長とする「法人統合準備室」を設置し、

会議を月１回開催するなど、統合に向けた準備作業の進捗状況の管理に努めるとともに、

会議の議事概要については毎月の「企画調整会議」で報告するなど、準備状況の機構全体

での情報共有にも努めた。平成27年12月８日には、全教職員を対象に「法人統合に係る機

構内説明会」を開催した。説明会においては、参加した143人の教職員に対し、統合準備室

長から新法人の姿や統合後の課題等について説明し、構成員の共通理解を図った。 
上記のとおり、両法人が連携し、規則等の改正、施設・設備の改修、情報環境の整備等

の作業を進め、平成28年４月１日付けで法人統合し、独立行政法人大学改革支援・学位授

与機構が発足した。 
 
 
○ 法人統合記念除幕式（平成28年４月１日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見直

し、効率化を進める。また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合による事務の

合理化を図っているところであるが、今後も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業

務の効率化を図る。 
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  第３期中期計画－Ⅰ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 既存経費の見直しによる業務効率化及び経費の削減  
 

第３期中期目標期間中（平成26年度～平成30年度）における業務効率化については、計

画の達成を妨げることなく業務を順調に進捗させた上で、既存経費の見直しによる業務の

効率化及び経費の削減に努めている。 
 
既存経費の見直し、効率化を進めるため、平成26～30年度に、以下の取組を行った。 

 
 ・ ペーパーレス化による用紙代・印刷代等のコスト削減及び印刷、仕分け、配布作業

の部分的廃止による業務の効率化を図り、給与明細等の電子化を導入した（平成28年
度～）。 

 ・ ペーパーレス化による印刷代等のコスト削減及び印刷、封入、仕分け、配布作業の

部分的廃止による業務の効率化を図り、年末調整申請システムを導入した（平成29年
度～）。 

 
中期目標期間終了年度である平成30年度予算（退職手当を除く）額は、中期目標期間開

始年度である平成26年度予算（退職手当を除く）額と比較して、一般管理費は△49,911千
円（△13.8％）の減、その他の業務費（特殊経費及び退職手当を除く）は186,439千円

（16.0％）の増となっている。その他の業務費（特殊経費及び退職手当を除く）の増は、

平成27年度に大学ポートレート事業を拡充したこと及び平成29年度に新規事業として円滑

な資格認証に関する調査を実施したことによるものであり、当該事業に係る事業費を除く

と、△44,796千円（△3.8％）の減となっている。 
 
決算額の比較においては、小平本館～竹橋オフィス間通信回線契約、複写機リース、電

気料等に係る契約の見直しやペーパーレス化の推進等により、平成29年度決算額は平成26
年度決算額と比較して一般管理費は△10,071千円（△2.4％）の減、その他の事業費（特殊

経費及び退職手当を除く）は103,360千円（10.3％）の増となっているが、その他の業務費

（特殊経費及び退職手当を除く）については、前述の事業拡充や新規事業に係る経費を除

くと、△76,326千円（△7.6％）となっている。 
  

 

（１）一般管理費（退職手当を除く）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％

以上を削減するほか、その他の事業費（退職手当を除く）について、中期目標の期間

中、毎事業年度につき１％以上の業務の効率化を図る。 
また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であ

ることに鑑み、事業の継続性に十分留意する。 
なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況に

も留意する。 
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〇 第３期中期目標期間中の一般管理費及びその他事業費の削減状況（予算額及び決算額） 

【予算額】 （単位：千円） 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

一般管理費 354,441 341,368 330,028 320,127 310,523

物件費 177,274 170,616 165,498 160,533 155,717

人件費（退職手当を除く） 177,167 170,752 164,530 159,594 154,806

その他の事業費 1,166,560 1,343,807 1,329,343 1,366,666 1,352,999

物件費 376,644 526,891 520,596 566,006 560,346

人件費（退職手当を除く） 789,916 816,916 808,747 800,660 792,653

1,521,001 1,685,175 1,659,371 1,686,793 1,663,522

対前年度増減率 --- 10.8% △1.5% 1.7% △1.4%

合　　計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※平成27年度、28年度及び29年度については、特殊経費を除いた金額となっている。 
※平成26年度及び平成27年度については、大学評価・学位授与機構と国立大学財務・経

営センターの合算した金額となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

【決算額】 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

一般管理費 428,464 444,332 433,981 418,393

物件費 152,255 187,291 178,111 133,839

人件費（退職手当を除く） 276,210 257,040 255,870 284,555

その他の事業費 1,008,063 1,191,702 1,073,968 1,111,423

物件費 323,142 539,155 331,372 344,930

人件費（退職手当を除く） 684,922 652,546 742,596 766,493

1,436,528 1,636,033 1,507,949 1,529,816

対前年度増減額 --- 199,506 -128,085 21,867

対前年度増減率 --- 13.9% △7.8% 1.5%

合　　計
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  第３期中期計画－Ⅰ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 人員の適正配置、管理部門のスリム化  

 
 第３期中期目標期間は、法人の統合や各事業の業務量の変動に対応するため以下のとお

り組織を見直し、人員を適正に配置した。 
 
① 大学改革支援・学位授与機構の発足（平成28年４月１日） 
  平成28年度は大学評価・学位授与機構と国立大学財務・経営センターが統合し、大学

改革支援・学位授与機構が発足した。これに伴い管理部門を合理化し、旧国立大学財

務・経営センター職員18人を審議役１人、調査役２人及び国立大学施設支援課10人に再

配置した。 
 
② 大学ポートレートセンターの設置（平成26年７月１日） 
 大学情報の収集・管理・公表・活用及び人材育成に関する業務を行うため、大学ポー

トレートセンターを設置し、教員及び評価企画課の事務職員を兼務により配置した。 
 
③ 情報企画支援室の設置（平成29年４月１日） 

情報業務の効率化、危機管理やマネジメント機能等の強化を図るため、総務企画課に

情報企画支援室を設置した。 
 

④ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人90法人の第２期中期目標期間における教育研

究の状況の評価に伴う業務量の増加（①13,475件の研究業績を判定、②1,429の学部・研

究科の水準を判定する現況分析、③90法人の目標・計画に対する達成状況評価）に対応

するため、平成27年度は17人を評価企画課に配置し、平成28年度は評価企画課に国立大

学評価室を設置し、43人（うち人事交流者37人）を配置した。 
平成29年度は、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況の評価の業

務量が大幅に減少したため、評価事業部評価企画課国立大学評価室を廃止した。これに

伴い増員期間が終わり、国立大学評価室43人のうち34人を減員し、残り９人は、引き続

き当該評価に関する業務等を行う必要があるため評価企画課に配置した。 
 
⑤ 評価支援課については、各年度の機関別認証評価、法科大学院認証評価の申請校数に

応じた人員配置とした。（平成26年度31人、平成27年度28人、平成28年度19人、平成29
年度19人、平成30年度19人） 

 
⑥ 教員人事については、機構における大学評価、学位授与及び質保証連携の各事業に携

わるため、必要な人員を採用した。（平成27年度２人、平成28年度７人、平成29年度２

人） 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価の実施等の各

事業の業務量の変動に伴い、必要に応じて組織の見直しを行うとともに、人員の適正配置

を実施する。その際、管理業務について、集約化やアウトソーシングの活用などにより、

法人全体として管理部門をスリム化することについて検討する。 
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○ 部課別職員数 

（）は人事交流者数（人事交流者数が０人の場合は省略） 

部課等名 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度※ 平成 29 年度 
職員数 
（人） 

職員数 
（人） 

職員数 
（人） 

職員数 
（人） 

審議役  － １ １ 
監査室 ２（１） ２ ３ ３ 
管理部  54（18） 49（15） 64（19） 66（22） 
 総務企画課 20（５） 16（６） 19（６） 18（５） 

 
総務企画課 
情報企画支援室 

－ － － ５ 

 会計課 12（７） 12（５） 12（４） 14（４） 
 国立大学施設支援課 － － 10（３） 10（６） 
 学位審査課 21（６） 20（４） 20（６） 16（７） 
評価事業部 57（23） 73（48） 90（58） 59（29） 
 評価企画課 15（８） 31（21） 14（５） 24（12） 

 
評価企画課 

国立大学評価室 
－ － 43（37） － 

 評価支援課 31（22） 28（22） 19（12） 19（12） 
 国際課 10（３） 13（５） 13（４） 15（５） 
研究開発部  19 15 19 18 

合 計 132（52） 139（63） 177（77） 147（51） 
旧国立大学財務・経営 

センター 
19（６） 18（５） － － 

※ 平成28年度に大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・経営センターが統合し、 
大学改革支援・学位授与機構が発足した。 
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  第３期中期計画－Ⅰ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

 調達等合理化計画に沿った取組の着実な実施  
 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）により決定

された「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日
総務大臣決定）に基づき、平成27年度より毎年度「調達等合理化計画」を策定した。 
当該計画において当該計画においては、共同調達等による経費の削減や複数年契約によ

る調達事務の合理化を重点的に取り組む分野として位置づけ、共同調達を5件実施したほ

か、11件の契約について単年度から複数年契約に移行した。また、各課の契約手続に携わ

る職員を対象に勉強会を実施し、契約手続業務の知識の向上並びに情報共有を図るなど

「調達等合理化計画」に沿った取組を実施した。 
当該計画の取組状況の評価についてはウェブサイトにおいて公表している。 

 
〇 第３期中期目標期間における契約状況について 

 （単位：件、億円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

競争入札等 17 2.5 20 2.98 37 4.51 26 6.02
企画競争・公募 1 0.06 0 0 3 0.22 3 0.22
競争性のある契約（小計） 18 2.56 20 2.98 40 4.73 29 6.24
競争性のない随意契約 6 0.24 4 0.13 12 0.37 4 0.08
合計 24 2.8 24 3.11 52 5.1 33 6.32
２者以上 12 0.75 9 0.66 21 1.76 18 4.61
１者以下 6 1.82 11 2.32 19 2.97 11 1.62
合計 18 2.56 20 2.98 40 4.73 29 6.24

平成29年度

契約状況

一者応札・
応募状況

※表中平成26年度、27年度の件数、金額は大学評価・学位授与機構のものである。

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

  
 

 

 内部監査等  

 

内部監査を「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構内部監査規則」に基づき、各年

度において機構における業務、予算執行及び会計処理の適正を期すことを目的として、年

１回、定期監査を実施し、契約手続や資産の管理状況、科学研究費補助金、法人文書の管

理状況、施設費貸付・交付事業等について点検した。このほか、会計伝票、契約書類等の

決裁書類を確認する日常監査を行っており、業務の適切かつ効率的な執行が図られてい

る。 

（３）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に

関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）により決定された「独立行政法人

における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日総務大臣決定）に基

づき、適正化を推進するため、機構が策定する「調達等合理化計画」に沿って、取組を着

実に実施するとともに、その取組状況を公表する。 
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  また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）に

より決定された「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年
５月25日総務大臣決定）に基づき、契約監視委員会を設置し、調達等合理化計画の策定及

び自己評価の際の点検を行うとともに、随意契約、一者応札・応募を中心に個々の契約案

件の事後点検を行い、契約手続が適正に行われていることを確認した。 
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  第３期中期計画－Ⅰ 

 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 情報セキュリティ対策の推進  

 
  以下の取組を行った。 
・Plan（セキュリティ対応計画） 
  セキュリティ対応計画を立案 
・Do（情報セキュリティ対策実施） 

情報セキュリティマニュアルを改訂 

情報セキュリティへの意識向上を目的とした研修を実施 

要機密情報が保存されている外付け記憶装置の保管場所を変更 

情報セキュリティポリシー対策基準を改訂 

不審メール対応訓練を実施 
・Check（内部監査） 
  情報セキュリティの自己点検として、情報資産の管理状況に関する調査を実施 
・Act（ポリシーの見直し・改訂） 
 「情報資産の格付区分と取扱制限」の改訂 

 最高情報セキュリティ責任者（CISO）及び情報セキュリティインシデント対応チーム

（CSIRT）を設置 

 
 
 情報伝達の迅速化、情報の共有化  

 
 以下の取組を行った。 
・ グループウェアのリモートサービスの運用開始 
・ 竹橋オフィスにおいてはタブレットを導入し、外部委員が出席する会議でペーパーレ

ス会議の実施を支援している。また、小平本館においても、外部委員が出席する会議で

パソコンを活用したペーパーレス会議の実施を支援した。 
・ 会議や打合せについて、ＴＶ会議システムで小平・竹橋間を中継することにより、職

員の移動を減らし、業務の効率化を図った。 
・ Web会議システムについて、業務への活用を図り、学位授与事業の口頭試問に利用す

るための接続テストを支援した。 
・ オンラインストレージの導入により、情報伝達の迅速化及びセキュリティの確保を図

った。 
 
 
 
 

（４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏

まえ、必要に応じて情報システム環境の見直しを図るとともに、事務情報化を推進し、事

務処理のより一層の効率化を図る。 
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  第３期中期計画－Ⅰ 

 
 
 
 
 

 

 

 

  実績・参考データ 
 

 新たな業務体制における内部統制の仕組みの整備  

 
  旧大学評価・学位授与機構では、平成27年６月に「内部統制の推進に係る規則」を制定

し、内部統制委員会の設置など、内部統制システムの基本的事項を整備し、平成27年12月
８日開催の第１回及び平成28年３月８日開催の第２回内部統制委員会において「内部統制

の基本方針」を審議・決定した。 
 

平成28年度に法人統合により新たな業務体制となったことから、「内部統制の推進に関

する規則」を改正し、改めて内部統制委員会を中心とした内部統制体制を整備した。 
 
○ 大学改革支援・学位授与機構における内部統制体制図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 リスクマネジメント体制の整備  

 
  リスクマネジメント及び内部統制の機能状況のモニタリングとして、毎年度「機構のミ

ッション及び中期目標の達成を阻害する要因（リスク）への対応状況」について調査を実

施した。調査結果については、内部統制委員会において報告され、各項目ごとに設定され

たチェック項目に基づきそれそれ必要な対応がなされていることについて、役職員と監事

で確認・共有がなされた。 

（５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制における内部統制の仕組みを整備すると

ともに、適切な業務運営を行うため、リスクマネジメント体制の整備、企画調整会議の毎

月の開催等による組織にとって重要な情報の把握及び機構のミッションや管理運営方針の

役職員への周知徹底を行い、内部統制の充実・強化を図り必要に応じて見直しを行う。ま

た、監事による監査や会計監査人による法定監査により、機構の業務運営全般について厳

格なチェックを行う。 
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また、平成28年度に事業ごとの業務フローの認識・明確化に取り組み、業務に関するマ

ニュアルに基づき、学位授与及び認証評価の業務フロー図を作成した。これらの業務フロ

ー図については、内部統制委員会において役職員と監事で共有がなされた。 
 
 
 重要な情報の把握及びミッションや管理運営方針の役職員への周知徹底  

 
機構の管理・運営及び業務等に対し企画立案を行うとともに、その実施について必要な

連絡調整を行うことを目的として、機構長を議長とする企画調整会議（機構長、理事、監

事、審議役、調査役、部課長以下各部課室の担当補佐・係長が参集）を毎月１回開催し

た。 
同会議において、機構内規則の改正、各種委員会委員等の選考、各年度の業務実績等報

告書及び財務諸表等の作成、年度計画（案）及び予算案の作成、海外機関との協定の締

結・更新等に係る協議を行ったほか、報告事項として内部監査の結果、各事業に係る説明

会・研修等の実施状況、競争的資金の受入れ状況、国際連携事業の取組状況の情報共有、

海外出張報告を通じた諸外国の質保証機関の状況把握等を行った。 
これらにより、機構にとって重要な情報の把握に努めるとともに、機構のミッションや

管理運営方針の役職員への周知徹底を図った。 
そのほか、平成26年７月に、機構の果たすべき使命・役割と基本的な目標を再確認する

ため、全構成員の指針として「機構憲章」を制定、公表した。同憲章については、機構内

説明会を開催し、機構長及び理事から職員に対しての説明を行い、役職員の意識の共有を

図った。 
また、法人統合を目前に控えた平成27年12月には、全教職員を対象に「法人統合に係る

機構内説明会」を開催し、参加した143人の教職員に対し、統合準備室長から新法人の姿や

統合後の課題等について説明し、構成員の共通理解を図った。 
 

 

 監査の実施  

 

  内部監査については、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構内部監査規則」に基

づき、機構における業務、予算執行及び会計処理の適正を期すことを目的として、各年度

において、年１回、定期監査を実施し、契約手続や資産の管理状況、科学研究費補助金、

法人文書の管理状況、施設費貸付・交付事業等について点検した。また、会計伝票、契約

書類等の決裁書類を確認する、日常監査を行っており、業務の適切かつ効率的な執行が図

られている。 
  監事監査については、企画調整会議、運営委員会、評議員会、自己点検・評価委員会な

どの諸会議に監事が出席し、監査室のバックアップ体制により、その会議の席上で意見聴

取しながら監査を実施し、法人の長がリーダーシップを発揮できる環境整備、法人のミッ

ションの役職員への周知徹底、組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対

応等を確認することで監査機能の充実を図っている。そのうちの会計監査に関しては、財

務諸表等に対する意見聴取を会計監査人と連携し、各年度において、年１回、実施した。

また、業務に関する監査に関しては、中期目標・年度計画に対する定期的な監査（執行状

況確認等）に加え、機構の事務・事業のうち特定事項について関係部局からヒアリング等

を実施し、内部統制の現状把握・課題への対応についての確認を行った。 
  そのほか、役員と会計監査人、監事と会計監査人とのディスカッションを定期的に行

い、役員との意思疎通や会計監査人との連携を図っている。 



Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 16 - 

 
  第３期中期計画－Ⅰ 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

  実績・参考データ 
 

 予算の戦略的な配分と執行管理  

 

  予算編成前に、各部署に対して予算ヒアリングを実施し、重点分野と効率化を進める分

野を明確にした戦略的かつメリハリのある予算配分を行った。 
  また、機構長のリーダーシップの下、戦略的に予算を配分するための機構長裁量経費を

確保し、職員を海外の教育研究機関等における先進的な調査・研究等へ参加させるための

海外派遣や、法人統合によるシナジー効果の十分な発揮のため国立大学法人等財務分析経

費等を支出するなど、戦略的な予算執行を行った。 
  さらに、業務別に予算の計画的な執行と管理がなされているかを把握するため、四半期

ごとに予算執行モニタリングを行い、運営費交付金が業務達成基準により収益化されるこ

とを踏まえて、各事業単位ごとに予算執行並びに収益化額を把握した。また、予算執行モ

ニタリング結果に基づき、戦略的に予算の再配分（増額・減額）を行うなど、効率的な執

行に努めた。 
 
 
 事業ごとの評価・分析の実施と結果を踏まえた見直し  

 
毎年３回の自己点検・評価委員会を開催し、定期的に各事業の進捗状況や課題等につい

て点検・評価を行うとともに、その結果を次年度の年度計画の策定に反映させた。また、

業務量の変動に応じた人員の適正配置や、四半期ごとの各事業ごとの予算の執行状況の確

認結果に基づく予算の再配分など、状況に応じて業務運営の効率化を図った。 

さらに、以降の項目（「中期目標Ⅳ－１ 予算の適正かつ効率的な執行」）において示

すように、内部監査の充実、決算情報・セグメント情報の公表の充実等を図ることによ

り、財務内容等の一層の透明性を確保した。 

 

 

 

 

（６）予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に

係る情報を把握し、機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことによ

り、効率的な執行を図る。 
また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の

実施を促進し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直

しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、内部

監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
１ 総合的事項 
 
（１）機構の高等教育の発展に資するという業務の性格に鑑み、幅広く大学関係者及び有識者等の参画を得た業務運営

を行うため、会議における外部有識者（大学関係者及び有識者）の割合を80％以上とする。 
 
（２）機構の業務運営及び事業について、効果的かつ効率的に推進するために、ＰＤＣＡ（Plan（計画）、Do（実

行）、Check（評価）、Act（改善））サイクルを構築することを目的とし、自己点検・評価委員会を年に３回以上

開催する。 
また、本中期目標期間中に業務等に関する自己点検・評価の結果についての外部検証を行い、その結果に基づ

き、業務の見直しを図る。なお、調査研究については、その成果及び活用状況等について高等教育関係者による評

価を受ける。 

 
〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
１ 総合的事項 
 
（１）大学関係者及び有識者等の参画を得て業務運営を行うため、会議における外部有識者（大学関係者及び有識者）

の割合を80％以上とする。なお、評価事業及び学位授与事業の実施に当たっては、評価担当者や審査委員となる外

部の学識経験者について負担の軽減を図りつつ、計画的な確保を行う。 
 
（２）機構の業務運営及び事業について、効果的、効率的に推進するために、自己点検・評価委員会を年に３回以上開

催し、達成目標、実施体制を明確に設定した上で、その推進を図るとともに、進捗状況のフォローアップを適時、

適切に行い、これらに関する自己点検・評価を実施して、その結果に基づき業務等の見直しを図る。 
また、次期中期目標期間における業務の改善に資する観点から、本中期目標期間中に、外部検証委員会におい

て、自己点検・評価の結果についての検証等を実施し、その結果に基づき、業務の見直し・改善を図る。 
なお、調査研究については、その成果及び活用状況等について高等教育関係者による評価を受ける。 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 18 - 

財務情報及び人員に関する情報 

会議開催及び自己点検・評価のみに要した部分を切り出すことは不可能なため、当該評価項目の財務情報及び人員に関

する情報は記載できない。 

 

自己評価の結果 
中期計画 評定 根 拠 

１ 総合的事項 

（１）大学関係者及び有識者等の参画を得て業務運営を行

うため、会議における外部有識者（大学関係者及び有

識者）の割合を 80％以上とする。なお、評価事業及び

学位授与事業の実施に当たっては、評価担当者や審査

委員となる外部の学識経験者について負担の軽減を図

りつつ、計画的な確保を行う。 

Ｂ 中期計画どおり大学関係者及び学識経験者等

の参画を得て組織を設置し、必要な審議を行っ

た。 

また、これらの組織における外部有識者（大

学関係者及び有識者）の割合は、平成26年度～

平成29年度の平均で91.0％であった。 

さらに、評価事業及び学位授与事業の実施に

あたって、研究開発部教員の関与を積極的に進

めるほか、以下のような取組により、開催回数

の削減等、委員の負担軽減に努めた。 

・論点が明確で意思確認が十分である場合は書

面審議を行ったほか、タブレット端末を利用

した会議資料の電子媒体での提供や、オンラ

インストレージを利用した会議資料の事前送

付など、ペーパーレス化はもとより、業務の

効率化、セキュリティの向上を図った。（大

学機関別認証評価委員会、高等専門学校機関

別認証評価委員会、法科大学院認証評価委員

会） 

・平成27年度に開催した第41回国立大学教育研

究評価委員会においては、書面審議を行うこ

とにより、委員の負担軽減を図った。平成28

年度に実施した第２期中期目標期間における

教育研究の状況についての評価にあたって

は、第１期中期目標期間における教育研究の

状況についての評価において実施した訪問調

査は原則として実施せず、複数の法人に対し

短期間で集中して行うヒアリングに実施方法

を変更したほか、専門委員への評価書類の送

付、受領の方法について、紙媒体での郵送か

らオンラインでのストレージ等を利用したデ

ータでのやり取りに変更するなど、評価者の

評価作業の負担の軽減を図った。（国立大学

教育研究評価委員会） 

 

 以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

（２）機構の業務運営及び事業について、効果的、効率的

に推進するために、自己点検・評価委員会を年に３回

以上開催し、達成目標、実施体制を明確に設定した上

で、その推進を図るとともに、進捗状況のフォローア

ップを適時、適切に行い、これらに関する自己点検・

評価を実施して、その結果に基づき業務等の見直しを

図る。 

  また、次期中期目標期間における業務の改善に資す

る観点から、本中期目標期間中に、外部検証委員会に

おいて、自己点検・評価の結果についての検証等を実

施し、その結果に基づき、業務の見直し・改善を図

Ｂ 自己点検・評価委員会を毎年度３回開催し、

前事業年度の業務実績と、当該事業年度の業務

等の進捗状況について、自己点検・評価を実施

した。また、自己点検・評価を反映し、翌事業

年度計画を作成した。 

また、外部の有識者で構成される外部検証委

員会において、平成26年度から平成28年度まで

の自己点検・評価の結果についての検証等を実

施し、外部検証報告書をとりまとめ、公表し

た。 

さらに、調査研究の成果及び結果について



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 

- 19 - 

る。 

  なお、調査研究については、その成果及び活用状況

等について高等教育関係者による評価を受ける。 

は、外部検証委員会において高等教育関係者の

評価を受けた。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

 
 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 20 - 

 
  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 大学関係者及び有識者等の参画を得た業務運営  

 
機構の業務運営に関する重要事項を審議する評議員会、事業の運営実施に関する事項を

審議する運営委員会、評価事業を行う大学機関別認証評価委員会等及び学位授与事業を行

う学位審査会等の諸会議について、大学の学長、学長経験者、大学の教授、産業界等各方

面の有識者等の参画を得て運営した。 

これらの組織では、業務・事業の内容に関し、幅広い見地から審議が行われ、機構の適

切な運営のために重要な役割を果たした。 

また、これらの組織における外部有識者（大学関係者及び有識者）の割合は、平成26年

度～平成29年度の平均で91.0％であった。 

なお、評価事業及び学位授与事業の実施にあたっては、研究開発部教員の関与を積極的

に進めるなど、委員等の負担軽減に努めている。 

 
（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 

委員人数（人） 154 152 165 160 
うち外部有識者数（人） 138 138 152 146 
外部有識者の割合（％） 89.6 90.8 92.1 91.3 

※「外部有識者の割合」は、小数第２位を四捨五入 
 
 評議員会  

 
機構長の諮問に応じ、機構の業務運営に関する重要事項を審議するため、大学等に関し

広くかつ高い識見を有する者その他機構の業務の適正な運営に必要な学識経験を有する者

の参画を得て、評議員会を組織し、必要に応じて年２回から３回、評議員会を開催した。

各年度の業務実績等報告書及び財務諸表等の作成、各年度の年度計画（案）及び予算案の

作成、各種委員会委員の選考、業務方法書の一部改正、独立行政法人大学改革支援・学位

授与機構の機構長の任命等、機構の業務運営に関する重要事項について審議を行った。 
また、平成28年度の法人統合にあたって、準備状況や統合後の状況について適宜報告を

行ったほか、平成29年度に実施した機構の外部検証の結果、各年度の主務大臣による業務

実績評価の結果、各事業の実施状況等について報告を行い、機構の業務運営に関する意見

を聴取した。 
 
 

１ 総合的事項 
（１）大学関係者及び有識者等の参画を得て業務運営を行うため、会議における外部有識者

（大学関係者及び有識者）の割合を80％以上とする。なお、評価事業及び学位授与事業の

実施に当たっては、評価担当者や審査委員となる外部の学識経験者について負担の軽減を

図りつつ、計画的な確保を行う。 
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（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
委員人数（人） 19 19 20 20 19 
うち外部有識者数（人） 19 19 20 20 19 

 
 
 運営委員会  

 
機構の事業の運営実施に関する事項を審議するため、機構の教授並びに大学の学長及び

教員その他学識経験者の参画を得て、運営委員会を組織し、必要に応じて年３回、運営委

員会を開催した。評議員会との調整を図りつつ、各年度の業務実績等報告書及び財務諸表

等の作成、各年度の年度計画（案）及び予算案の作成、各種委員会委員の選考等に関する

審議のほか、給与規則等の改正、教員の選考、名誉教授の称号授与等の審議を行った。 
また、平成28年度の法人統合にあたって、準備状況や統合後の状況について適宜報告を

行ったほか、平成29年度に実施した機構の外部検証の結果、各年度の主務大臣による業務

実績評価の結果、各事業の実施状況等について報告を行い、機構の業務運営に関する意見

を聴取した。 
 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 
委員人数（人） 20 19 21 20 
うち外部有識者数（人） 15 14 16 15 

 
 
 大学等機関別認証評価委員会  

 
大学及び高等専門学校からの求めに応じて機構が行う、教育研究等の総合的な状況等に

ついての評価（機関別認証評価、機関別選択評価及び選択的評価事項に係る評価）を実施

するため、毎年度、大学等関係者、高等専門学校関係者及び学識経験者の参画を得て、大

学機関別認証評価委員会及び高等専門学校機関別認証評価委員会を設置した。また、その

下に、評価対象校数に応じ、適切な規模の評価体制を整備した。（評価体制については

pp.36、45-46に記載） 
上記委員会の実施にあたっては、論点が明確で意思確認が十分である場合は書面審議を

行い、会議への出席の手間を削減するなど評価委員の負担軽減に取り組んだ。また、タブ

レット端末を利用した会議資料の電子媒体での提供や、オンラインストレージを利用した

会議資料の事前送付など、ペーパーレス化はもとより、業務の効率化、セキュリティの向

上を図った。 
 

○ 大学機関別認証評価委員会 
（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 

委員人数 28 28 25 23 20 
うち外部有識者数 25 26 24 22 19 

 
○ 高等専門学校機関別認証評価委員会 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
委員人数 17 16 18 18 18 
うち外部有識者数 15 14 16 15 16 
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 法科大学院認証評価委員会  

 
法科大学院からの求めに応じて機構が行う、教育活動状況等についての評価（法科大学

院認証評価）を実施するため、毎年度、法科大学院関係者、法曹関係者及び学識経験者の

参画を得て、法科大学院認証評価委員会を設置した。また、その下に、評価対象校数に応

じ、適切な規模の評価体制を整備した。（評価体制についてはpp.46-47に記載） 
上記委員会の実施にあたっては、論点が明確で意思確認が十分である場合は書面審議を

行い、会議への出席の手間を削減するなど評価委員の負担軽減に取り組んだ。また、タブ

レット端末を利用した会議資料の電子媒体での提供や、オンラインストレージを利用した

会議資料の事前送付など、ペーパーレス化はもとより、業務の効率化、セキュリティの向

上を図った。 
 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
委員人数 25 24 23 23 24 
うち外部有識者数 25 24 23 23 24 

 
 
 国立大学教育研究評価委員会  

 
文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請を受けて実施する、国立大学及び大学共

同利用機関法人の中期目標期間における教育研究活動等の状況についての評価を実施する

ため、毎年度、大学等関係者及び学識経験者の参画を得て、国立大学教育研究評価委員会

を設置した。 
平成28年度に実施した第２期中期目標期間における教育研究評価の業務にあたっては、

その下に、適切な規模の評価体制を整備した。（評価体制についてはp.59に記載） 
本評価の実施にあたっては、第１期中期目標期間における教育研究の状況についての評

価において実施した訪問調査は原則として実施せず、複数の法人に対し短期間で集中して

行うヒアリングに実施方法を変更したほか、専門委員への評価書類の送付、受領の方法に

ついて、紙媒体での郵送からオンラインでのストレージ等を利用したデータでのやり取り

に変更するなど、専門委員の評価作業の負担の軽減を図った。また、平成27年度に開催し

た第41回国立大学教育研究評価委員会においては、書面審議を行うことにより、委員の負

担軽減を図った。 
 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
委員人数（人） 14 15 17 15 15 
うち外部有識者数（人） 14 15 17 15 15 

 
 
 学位審査会  

 
機構が行う学位の授与、短大・高専の専攻科の認定及び省庁大学校の課程の認定等の審

査を行うために、学位審査会を組織し、審査委員として、国公私立大学の教員等で高度な

学識を有する者に委嘱している。 
委員の委嘱にあたっては、在任期間、年齢等を考慮した見直しを進め、平成26年度よ
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り、原則、在任期間が10年以上の者及び70歳を超える者については、引き続いての委嘱を

行わないこととするとともに、学位授与の申請数や対応する分野等を考慮して、臨時専門

委員を必要に応じて確保した。 
 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
委員人数（人） 20 19 19 19 16 
うち外部有識者数（人） 15 15 15 15 13 

 
 
 大学ポートレート運営会議  

 
大学ポートレートによる情報の公表・活用など運営に関する重要事項について審議する

ため、平成26年度から、毎年度、大学ポートレート運営会議を設置した。 
 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
委員人数（人） 11 12 12 12 12 
うち外部有識者数（人） 10 11 11 11 11 

 
 
 国立大学施設支援センター審議委員会  

 
  国立大学施設支援センターの実施する事業に関し、国立大学法人等の財務・経営の現状

及び課題並びに国立大学法人等が必要としている支援について整理し、より効果的な事業

の在り方について審議を行うため、平成28年度から国立大学施設支援センター審議委員会

を設置し、毎年度２回会議を開催した。当該会議において、国立大学施設支援センターの

実施する事業に係る中期計画案及び年度計画案並びに当該計画に基づく各年度の事業内

容、進捗状況及びその実績について審議を行った。 
 

（中期目標期間） H28 H29 H30 
委員人数（人） 10 10 10 
うち外部有識者数（人） 10 10 10 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 各年度の業務の実績に係る自己点検・評価  

 
機構の業務運営及び事業について、効果的、効率的に推進するために、毎年度、監事２

人を含む自己点検・評価委員会を５～６月、11月、翌年２月に開催した。 
 
５～６月開催の自己点検・評価委員会では、各年度の業務の実績について自己点検・評

価を実施し、企画調整会議、運営委員会及び評議員会での審議を経て、各年度における業

務実績等報告書としてとりまとめ、文部科学大臣に提出するとともに、ウェブサイトで公

表した。 
なお、文部科学大臣（平成26年度実施までは文部科学省独立行政法人評価委員会）によ

る各年度における業務の実績に関する評価の結果においては、毎年度「Ｂ（全体としてお

おむね中期目標における所期の目標を達成していると認められる）」との評価を得た。 
 
 

 業務の進捗状況のフォローアップ  

 
11月及び翌年２月開催の自己点検・評価委員会では、各年度計画に掲げる業務のそれぞ

れ９月末現在、１月末現在の進捗状況について自己点検・評価を実施するとともに、各年

度の文部科学大臣（平成26年度実施までは文部科学省独立行政法人評価委員会）による業

務実績評価の結果を踏まえた業務運営の改善等への反映状況について自己点検を実施する

など、業務等の機構全体での適切な進行管理及び業務の見直しに努めた。 
また、各年度における業務の進捗状況や自己点検・評価の結果を踏まえ、翌事業年度の

年度計画案を作成し、企画調整会議、運営委員会及び評議員会での審議を経て確定した年

度計画について、文部科学大臣に届け出た。 
 
 
 次期中期目標期間に向けた外部検証の実施  

 
第３期中期目標期間における機構の業務の進捗状況について検証するとともに、次期中

期目標期間における機構の業務のあり方について検討することを目的として、外部の有識

１ 総合的事項 
（２）機構の業務運営及び事業について、効果的、効率的に推進するために、自己点検・評

価委員会を年に３回以上開催し、達成目標、実施体制を明確に設定した上で、その推進

を図るとともに、進捗状況のフォローアップを適時、適切に行い、これらに関する自己

点検・評価を実施して、その結果に基づき業務等の見直しを図る。 
また、次期中期目標期間における業務の改善に資する観点から、本中期目標期間中

に、外部検証委員会において、自己点検・評価の結果についての検証等を実施し、その

結果に基づき、業務の見直し・改善を図る。 
なお、調査研究については、その成果及び活用状況等について高等教育関係者による

評価を受ける。 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 

- 25 - 

者で構成される「外部検証委員会」を平成29年９月に設置した。 
外部検証の実施にあたっては、役員、教員及び事務職員の協働組織である企画室におい

て実施方針案等を検討し、各事業に係る業務実績のポイントと平成30年度までの見通しに

ついてとりまとめた資料を作成した。 
平成29年10月23日開催の第１回外部検証委員会では、まず外部検証の実施方法等につい

て協議し、外部検証委員会においては、平成26年度から平成28年度に係る業務実績報告

書、主務大臣による評価書のほか、各資料等に基づく書面調査及び機構からのヒアリング

調査により、中期計画の達成に向けた進捗状況について検証を行い、第３期中期目標期間

中の業務の進め方、次期中期目標期間に向けた展開等について意見を述べることととし

た。その後、機構の業務等についてヒアリングが行われた。12月12日開催の第２回外部検

証委員会では、第１回委員会後各委員から提出されたコメントを踏まえ、意見交換が行わ

れた。 
平成30年１月22日開催の第３回外部検証委員会では、これまでに出された意見に基づ

き、外部検証結果について協議が行われた。 
外部検証の結果については、報告書としてとりまとめ、平成30年３月にウェブサイトに

て公表した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外部検証委員会の様子 
 
○ 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構外部検証報告書（平成30年３月） 
  https://www.niad.ac.jp/media/001/201803/gaibukensyo_houkoku_h30.pdf 
 
 
 調査研究の成果及び活用状況の高等教育関係者による評価  

 
高等教育関係者を中心とする外部検証委員会（前項参照）において、平成26年度から平

成28年度までの調査研究の結果及び成果について検証を行い、機構の調査研究が中期計画

の達成に向けて適切に進められているとの評価を受けた。 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
２ 教育研究活動等の評価 
 

我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行えるよう、認証評価制度全体の改善に資するため、評価に

関する調査研究や国内外の質保証機関との連携等により得られた知見を活用して新たな評価方法の開発等を行い、そ

の実証を通じて、継続的に評価の進化を図るためのサイクルを構築する。こうした取組を推進し、民間認証評価機関

や大学等への専門的知見の積極的提供を図るため、認証評価機関連絡協議会を年間２回以上開催するなど、先導的役

割に特化することとする。 
さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究水準の向上に資するため、調査研究等の成果を活用

し、評価を行う。 
 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 
 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 
現行の評価制度の枠組みによらない取組として、毎年度、大学等の希望に応じ、大学等の個性の伸長及び特色

の明確化に一層資するための評価等を実施する。これにより、評価の選択肢の拡充や、先進的な評価手法の開発

等に資する。 
 

② 大学、高等専門学校又は専門職大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
毎年度、大学又は高等専門学校の求めに応じて、その教育研究等の総合的状況に関する評価又は専門職大学院

の教育研究活動の状況に係る評価を適切に実施し、その結果を当該大学等に提供し、教育研究活動等の質を保証

するとともに、その改善に資する。併せて当該大学等の活動について、広く国民の理解と支持が得られるよう、

毎年度、評価結果を公表する。 
なお、民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教育機関への影響を考慮

しつつ、機構自らが実施する認証評価について、本中期目標期間中にその数を段階的に削減し将来的な廃止を含

めた在り方を検討する。また、法科大学院に係る評価については、政府における法曹養成制度改革の動向を踏ま

え、本中期目標期間中に当該評価に係る運営費交付金の具体的な削減目標を設定し、その負担割合を段階的に削

減することとする。 
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〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
２ 教育研究活動等の評価 
 

我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行えるよう、評価に関する調査研究や国内外の質保証機関と

の連携等により得られた知見を活用し、大学等（大学、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関をいう。）の個

性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価、及び、大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の

状況に関する評価を行う。また、民間認証評価機関や大学等に専門的知見の提供等を積極的に行うため、認証評価機

関連絡協議会を年間２回以上開催する。これらの取組を推進することにより、認証評価全体の改善に資するための先

導的役割に特化する。 
さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究水準の向上に資するため、文部科学省国立大学法人評

価委員会からの要請に基づき、調査研究等の成果を活用し、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の中期目標期間

における教育研究の状況について評価を行う。 
 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 
 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 
ア 毎年度、大学等の希望に応じて、研究活動の状況、地域貢献活動の状況、教育の国際化の状況等について、

それぞれ機構が定める評価基準に従って選択評価を行い、評価結果を当該大学等に通知するとともに公表す

る。 
イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年度、評価担当者の研修を

実施する。 
ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うことにより検証す

る。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげる。 
エ 評価の国際通用性や高等教育政策上の要請を踏まえた評価システムを構築するため、本中期目標期間中に評

価に関する調査研究の成果を反映した新たな評価基準等の策定に向けた検討を行う。 
 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
ア 毎年度、大学、高等専門学校及び法科大学院の求めに応じて、機構が定める評価基準に従って大学、高等専

門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況について評価を行い、評価結果を当該大学、高等専門学校及び

法科大学院に通知するとともに公表する。 
イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年度、評価担当者の研修を

実施する。 
ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うことにより検証す

る。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげる。 
エ 民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教育機関への影響を考慮しつ

つ、機構自らが実施する認証評価について、本中期目標期間中にその数を段階的に削減し将来的な廃止を含め

た在り方を検討する。 
オ 認証評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を除き、原則として手数料収入で必要な

経費を賄うよう、合理化・効率化を図る。 
カ 法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価については、政府における法曹養成制度改革の動向を踏ま

え、本中期目標期間中に当該評価に係る運営費交付金の具体的な削減目標を設定し、その負担割合を段階的に

削減する。 
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財務情報及び人員に関する情報 

 H26 H27 H28 H29 H30 

機関別認証評価      

 経常費用（千円） 287,608 261,517 185,853 139,296  

 経常収益（千円） 371,156 322,053 166,945 119,384  

  うち運営費交付金収益（千円） 0 0 0 0  

  うち手数料収入（千円） 369,900 320,641 166,223 118,325  

  うちその他収入（千円） 1,256 1,412 722 1,059  

 従事人員数（人） 27.8(0) 26.8(0) 18.4(0) 13.1(1)  

      

分野別認証評価      

 経常費用（千円） 30,065 19,846 18,129 75,692  

 経常収益（千円） 30,065 19,845 22,842 78,101  

  うち運営費交付金収益（千円） 19,479 16,139 22,764 53,608  

  うち手数料収入（千円） 10,500 3,596 0 24,041  

  うちその他収入（千円） 87 110 78 452  

 従事人員数（人） 5.4(0) 2.1(0) 2.2(0) 7.6(0)  

注）従事人員数については、当該評価項目に係る業務を主として担当した人員数を記載。管理職員については、配下職員

の従事人員割合で按分。（年間の平均常勤職員数を実数、非常勤職員数を外数（）書きで表記） 

なお、評価項目Ⅱ-7（調査研究）の従事人員も、当該評価項目の業務に密接に関連している。 

 

自己評価の結果 
中期計画 評定 根 拠 

我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行

えるよう、評価に関する調査研究や国内外の質保証機関と

の連携等により得られた知見を活用し、大学等（大学、短

期大学、高等専門学校、大学共同利用機関をいう。）の個

性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価、及

び、大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等

の状況に関する評価を行う。また、民間認証評価機関や大

学等に専門的知見の提供等を積極的に行うため、認証評価

機関連絡協議会を年間２回以上開催する。これらの取組を

推進することにより、認証評価全体の改善に資するための

先導的役割に特化する。 

 さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育

研究水準の向上に資するため、文部科学省国立大学法人評

価委員会からの要請に基づき、調査研究等の成果を活用

し、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の中期目標期

間における教育研究の状況について評価を行う。 

 

（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資する

ための評価等 

   ア 毎年度、大学等の希望に応じて、研究活動の状

況、地域貢献活動の状況、教育の国際化の状況等

について、それぞれ機構が定める評価基準に従っ

て選択評価を行い、評価結果を当該大学等に通知

するとともに公表する。 

   イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価

体制等を適宜見直すとともに、毎年度、評価担当

者の研修を実施する。 

   ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効

Ｂ 予定したすべての評価対象校について、所定

の評価方法により選択評価を実施した。また、

すべての対象校について、説明会、研修及び申

請受付を実施した。 

大学機関別選択評価は、認証評価とは別に機

構が独自に実施する第三者評価であり、年度に

より評価実施校数にばらつきが生じる。なお、

高等専門学校も同様であるが、慣例的に認証評

価とあわせて評価を受ける対象校が多いため、

認証評価の対象校数に比例する傾向がある。 

評価の検証についても、毎年度、機構内に研

究開発部と評価事業部によるワーキンググルー

プを組織し、前年度に実施した大学機関別選択

評価及び高等専門学校選択的評価事項に係る評

価に関して、評価の有効性・適切性を検証し

た。 

文部科学省の「先導的大学改革推進委託事

業」に平成26年度から平成28年度の３年間に渡

り採択され、最終年度となる平成28年度の調査

研究では、分野別質保証を推進するにあたって

のガイドラインとなる「教育の内部質保証に関

するガイドライン」を作成し、今後望まれる内

部質保証システムの考え方を提示した。 

中央教育審議会大学分科会における提言や、

先導的大学改革推進委託事業等の調査研究の成

果も踏まえながら、平成29年度においては、平

成31年度からの３巡目の大学機関別認証評価に

向けて、「大学機関別認証評価評価実施大

綱」、「大学機関別認証評価大学評価基準」を
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性、適切性について多面的な調査を行うことによ

り検証する。また、その検証結果を踏まえ評価シ

ステムの改善につなげる。 

   エ 評価の国際通用性や高等教育政策上の要請を踏

まえた評価システムを構築するため、本中期目標

期間中に評価に関する調査研究の成果を反映した

新たな評価基準等の策定に向けた検討を行う。 

とりまとめ、平成30年３月に文部科学大臣に届

出を行い、公表した。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動

等の状況に関する評価 

   ア 毎年度、大学、高等専門学校及び法科大学院の

求めに応じて、機構が定める評価基準に従って大

学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動

等の状況について評価を行い、評価結果を当該大

学、高等専門学校及び法科大学院に通知するとと

もに公表する。 

   イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価

体制等を適宜見直すとともに、毎年度、評価担当

者の研修を実施する。 

   ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効

性、適切性について多面的な調査を行うことによ

り検証する。また、その検証結果を踏まえ評価シ

ステムの改善につなげる。 

   エ 民間認証評価機関が評価を実施することが可能

な教育機関の数や評価を受ける教育機関への影響

を考慮しつつ、機構自らが実施する認証評価につ

いて、本中期目標期間中にその数を段階的に削減

し将来的な廃止を含めた在り方を検討する。 

   オ 認証評価制度全体の改善に資するための先導的

な取組に関する部分を除き、原則として手数料収

入で必要な経費を賄うよう、合理化・効率化を図

る。 

   カ 法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評

価については、政府における法曹養成制度改革の

動向を踏まえ、本中期目標期間中に当該評価に係

る運営費交付金の具体的な削減目標を設定し、そ

の負担割合を段階的に削減する。 

Ｂ 予定したすべての評価対象校について、所定

の評価方法により認証評価を実施するととも

に、法科大学院については予定した年次報告書

等の分析・調査を実施した。また、すべての対

象校について、説明会、研修及び申請受付を実

施した。 

大学、高等専門学校及び法科大学院それぞれ

の申請状況に応じた適切な評価体制を整備する

とともに、評価担当者向けの研修においては、

担当者からおおむね肯定的な満足が得られた。 

評価の検証についても、毎年度、機構内に研

究開発部と評価事業部によるワーキンググルー

プを組織し、前年度に実施した大学機関別認証

評価、高等専門学校機関別認証評価及び法科大

学院認証評価に関して、評価の有効性・適切性

を検証した。 

２巡目に実施した認証評価の検証に先立ち、

評価対象校及び評価担当者に対して毎年度実施

したアンケート結果の分析並びに評価結果の分

析等により、大学及び高等専門学校の機関別認

証評価に係る２巡目の中間検証を報告書として

とりまとめ、平成28年３月にそれぞれ公表し

た。 

認証評価事業の今後の在り方を検討するた

め、平成27年９月に設置した「認証評価事業の

将来検討タスクフォース」においてとりまとめ

た中間報告案（平成28年６月）に基づき、機構

は、民間の認証評価機関における評価の実施体

制の整備状況や評価を受ける教育機関への影

響、中央教育審議会における認証評価制度の改

善に向けた議論の状況を踏まえつつ、認証評価

制度全体の質の保証・向上を担う先導的な機能

をより重視し、我が国の認証評価を発展させて

いくべきと考えており、第３期中期目標期間中

においては、内部質保証や国際的な質保証に関

する調査研究等の実施などにより認証評価制度

全体の先導的役割を果たしている。 

また、「認証評価機関連絡協議会」に参画

し、機構は議長機関として同協議会の事務局を

務め、平成26年度から平成30年度末までに協議

会を年２回（中期目標期間中、計10回）、協議

会の下に設置されたワーキンググループを計６

回開催した（予定）。機構は事務局として、同

協議会及びワーキンググループの議論を主導

し、認証評価制度全体の先導的役割を果たして

いる。 

さらに、認証評価の在り方の検討、合理化・

効率化、法科大学院認証評価に係る検討につい

ても、計画どおり取組を実施した。 
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以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

標記計画に係る実績等は、以降の具体的な事項における実績・参考データにおいて

記載済み。 

 
 
 
 

２ 教育研究活動等の評価 
我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行えるよう、評価に関する調査研

究や国内外の質保証機関との連携等により得られた知見を活用し、大学等（大学、短期大

学、高等専門学校、大学共同利用機関をいう。）の個性の伸長及び特色の明確化に一層資

するための評価、及び、大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関

する評価を行う。また、民間認証評価機関や大学等に専門的知見の提供等を積極的に行う

ため、認証評価機関連絡協議会を年間２回以上開催する。これらの取組を推進することに

より、認証評価全体の改善に資するための先導的役割に特化する。 
さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究水準の向上に資するため、

文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、調査研究等の成果を活用し、国

立大学法人及び大学共同利用機関法人の中期目標期間における教育研究の状況について評

価を行う。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 

 評価の実施  

 
評価全体の改善に資するため先導的な取組として、以下のとおり、認証評価とは別に大

学等の求めに応じて機構が独自に行う機関別選択評価を実施した。 
 

① 書面調査を実施した。 
  対象大学及び高等専門学校から各年度の６月末までに提出された自己評価書及びその

根拠資料・データ等に基づいて、機構の定める各評価事項について、対象大学及び高等

専門学校が有する目的の達成状況の判断を中心とした分析を行い、分析結果の整理及び

訪問調査における調査内容の検討等を行った。 
② 訪問調査を実施した。 
  書面調査の結果を踏まえ、評価部会に所属する委員及び専門委員が、書面調査で確認

できなかった事項を中心として、各対象大学及び高等専門学校関係者等との面談、教育

現場の視察及び学習環境の状況調査等を実施した。 
③ 評価結果の審議等を行った。 
  書面調査及び訪問調査を経て、評価部会、専門部会及び大学機関別認証評価委員会・

高等専門学校機関別認証評価委員会において審議の上、評価結果（案）をとりまとめ、

対象大学及び高等専門学校に通知し、すべての対象大学及び高等専門学校から意見の申

立ての有無に係る回答を受け、評価結果を確定した。 
④ 評価実施結果報告を対象大学、高等専門学校及び設置者に通知するとともに、社会に

公表した。 
 
 

 評価の実施状況（受付状況）  

 
〔大学〕 

○ 平成26年度評価対象大学：平成25年度受付６校（国立６校） 
選択評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（国立） 神戸大学 
選択評価事項Ｂ「地域貢献活動の状況」 
（国立） 福島大学、愛知教育大学、三重大学、京都工芸繊維大学 
選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」 
（国立） 九州工業大学 

 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 
  ① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 

ア 毎年度、大学等の希望に応じて、研究活動の状況、地域貢献活動の状況、教育の

国際化の状況等について、それぞれ機構が定める評価基準に従って選択評価を行

い、評価結果を当該大学等に通知するとともに公表する。 
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○ 平成27年度評価対象大学：平成26年度受付７校（国立３校、公立４校） 
選択評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（国立） 奈良教育大学 
（公立） 横浜市立大学、大阪市立大学 
選択評価事項Ｂ「地域貢献活動の状況」 
（国立） 山口大学、佐賀大学 
（公立） 神奈川県立保健福祉大学、横浜市立大学、大阪市立大学、北九州市立大学 
選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」 
（公立） 横浜市立大学、北九州市立大学 

 
○ 平成28年度評価対象大学：平成27年度受付８校（国立１校、公立６校、私立１校） 
選択評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（公立） 大阪府立大学、福山市立大学、大分県立看護科学大学 
選択評価事項Ｂ「地域貢献活動の状況」 
（国立） 埼玉大学 
（公立） 前橋工科大学、京都府立大学、大阪府立大学、福山市立大学 

九州歯科大学、大分県立看護科学大学 
選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」 
（私立） 桜美林大学 

 
○ 平成29年度評価対象大学：平成28年度受付２校（公立２校） 
選択評価事項Ｂ「地域貢献活動の状況」 
（公立） 奈良県立大学、県立広島大学 

 
○ 平成30年度評価対象大学：平成29年度受付１校（国立１校） 
選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」 
（国立） 岡山大学 

 
〔高等専門学校〕 
○ 平成26年度評価対象高等専門学校：平成25年度受付15校（国立14校、私立１校） 
選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（国立） 函館工業高等専門学校、苫小牧工業高等専門学校、秋田工業高等専門学校 

福島工業高等専門学校、小山工業高等専門学校、群馬工業高等専門学校 
長岡工業高等専門学校、石川工業高等専門学校、豊田工業高等専門学校 
米子工業高等専門学校、津山工業高等専門学校、大島商船高等専門学校 
新居浜工業高等専門学校、大分工業高等専門学校 

（私立） 近畿大学工業高等専門学校 
選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」 
（国立） 函館工業高等専門学校、苫小牧工業高等専門学校、秋田工業高等専門学校 

福島工業高等専門学校、小山工業高等専門学校、群馬工業高等専門学校 
長岡工業高等専門学校、石川工業高等専門学校、豊田工業高等専門学校 
米子工業高等専門学校、津山工業高等専門学校、大島商船高等専門学校 
新居浜工業高等専門学校、大分工業高等専門学校 

（私立） 近畿大学工業高等専門学校 
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○ 平成27年度評価対象高等専門学校：平成26年度受付２校（公立１校、私立１校） 
選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（公立） 神戸市立工業高等専門学校 
（私立） サレジオ工業高等専門学校 
選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」 
（私立） 神戸市立工業高等専門学校 

 
○ 平成28年度評価対象高等専門学校：平成27年度受付４校（国立４校） 
選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（国立） 仙台高等専門学校、富山高等専門学校、香川高等専門学校 

熊本高等専門学校 
選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」 
（国立） 仙台高等専門学校、富山高等専門学校、香川高等専門学校 

熊本高等専門学校 
 
○ 平成29年度評価対象高等専門学校：平成28年度受付４校（国立３校、公立１校） 
選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（国立） 旭川工業高等専門学校、広島商船高等専門学校、沖縄工業高等専門学校 
（公立） 大阪府立大学工業高等専門学校 
選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」 
（国立） 旭川工業高等専門学校、広島商船高等専門学校、沖縄工業高等専門学校 
（公立） 大阪府立大学工業高等専門学校 

 
○ 平成30年度評価対象高等専門学校：平成29年度受付６校（国立６校） 
選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」 
（国立） 八戸工業高等専門学校、長野工業高等専門学校、沼津工業高等専門学校 

鈴鹿工業高等専門学校、明石工業高等専門学校、阿南工業高等専門学校 
選択的評価事項Ｂ「地域貢献活動等の状況」 
（国立） 八戸工業高等専門学校、長野工業高等専門学校、沼津工業高等専門学校 

鈴鹿工業高等専門学校、明石工業高等専門学校、阿南工業高等専門学校 
 
 

 評価結果の通知・公表  

 
各年度の３月末に、全対象大学、高等専門学校及びその設置者に対して、目的の達成状

況を、評価結果として通知するとともに、評価結果を「大学機関別選択評価実施結果報

告」及び「選択的評価事項に係る評価実施結果報告高等専門学校」としてとりまとめ、ウ

ェブサイトに掲載した。なお、意見申立てのあった対象大学については、申立て内容や、

その対応についても評価結果に記載し、対象大学に送付、公表した。 
 
○ 評価実施結果報告 
〔大学〕 

https://www.niad.ac.jp/evaluation/selection_evaluation/se_university/daigakukika_hyou
kakekka.html 
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〔高等専門学校〕 

https://www.niad.ac.jp/evaluation/certification_evaluation/specialized_specialty/koutou_
hyoukakekka.html 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 
 評価体制の整備等  

 
平成26年度から、教育の国際化の状況（選択評価事項Ｃ）の評価体制として大学機関別

認証評価委員会の下に評価部会選択評価事項Ｃ部会を、平成28年度からは、すべての選択

評価事項についての評価体制として評価部会選択評価事項専門部会を設置した。 

 

大学の研究活動の状況（選択評価事項Ａ）については、評価の実施に必要な書面調査担

当の委員を確保した。 

 
評価担当者の研修を各年度の６月に実施した。 

 
○ 評価の体制 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
評価対象校数      
研究活動の状況（Ａ） 1 3 3 － － 
地域貢献活動の状況（Ｂ） 4 6 7 2 － 
教育の国際化の状況（Ｃ） 1 2 1 - 1 

評価部会の委員数（人） 
 〃 専門委員数（人） 
〃 専門委員数（人）書面調査担当 

－ 
4 

110 

3 
4 

162 

3 
9 

93 

2 
－ 
－ 

1 
1 
－ 

 
 
 
 
 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 
イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年

度、評価担当者の研修を実施する。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 

 各年度に実施した選択評価の検証  

 

毎年度、機構内に研究開発部と評価事業部によるワーキンググループを組織し、前年度

に実施した大学機関別選択評価及び高等専門学校選択的評価事項に係る評価に関して、評

価の有効性・適切性を検証した。具体的には、評価終了後に評価対象校及び評価担当者に

対して実施したアンケート調査の回答の傾向や意見の内容を整理・分析し、機構が定める

評価基準等が評価の目的に照らして適切であったか、評価が対象校にどのような効果・影

響を与えたかなどを多面的に検証した。当該検証結果は報告書としてとりまとめ、毎年度

末にウェブサイトで公表した。なお、平成27年度以降の高等専門学校選択的評価事項につ

いては、当該年度の評価実施対象校が少数であったため、統計的な観点から、まとめて報

告書を作成することとした。 
アンケート調査の結果については、毎年度、検証に先立って機構内の評価実施担当者に

フィードバックするとともに、寄せられた意見に基づいて説明会における理解向上や資料

の工夫に努めるなどの改善を図った。 
 
○ 平成25年度に実施した選択評価に関する検証結果報告書 

・大学機関別選択評価 
・選択的評価事項に係る評価（高等専門学校） 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1264801_989.html 

 
○ 平成26年度に実施した選択評価に関する検証結果報告書 

・大学機関別選択評価 
・選択的評価事項に係る評価（高等専門学校）

https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1288551_989.html 
 
○ 平成27年度に実施した選択評価に関する検証結果報告書 

・大学機関別選択評価 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1310802_989.html 

 
○ 平成28年度に実施した選択評価に関する検証結果報告書 

・大学機関別選択評価 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1326251_989.html 

 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 
ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査

を行うことにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につ

なげる。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 

 新たな評価システム等の検討  

 

文部科学省の「先導的大学改革推進委託事業」に平成26年度から平成28年度の３年間に

渡り採択された。研究会の開催や外部有識者との意見交換、分野別質保証の取組状況に関

するアンケート調査の実施、関係８団体に対するヒアリング等を通じ、我が国の分野別質

保証の在り方について検討した。最終年度となる平成28年度の調査研究では、分野別質保

証を推進するにあたってのガイドラインとなる「教育の内部質保証に関するガイドライ

ン」を作成し、今後望まれる内部質保証システムの考え方を提示した。また、人文学系の

大学教員や産業界の方などによって構成される研究会においては、人文学系の教育の質保

証や評価における留意点をとりまとめた「人文学系の教育の質保証・評価のあり方につい

て」を作成した。これらの調査研究の成果については、報告書としてとりまとめ、ウェブ

サイトで公表した。 

 
○ 平成26年度 文部科学省先導的大学改革推進委託事業：大学教育における分野別質保証

の在り方に関する調査研究（平成27年３月） 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/project/__icsFiles/afieldfile/2015/08/03/no09_nr15-
2-0803.pdf 
 

○ 平成27年度 文部科学省先導的大学改革推進委託事業：我が国における大学教育の分野

別質保証の在り方に関する調査研究（平成28年３月） 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/project/__icsFiles/afieldfile/2016/07/14/no09_nr16-
0714.pdf 
 

○ 平成28年度 文部科学省先導的大学改革推進委託事業：大学教育における分野別質保証

の在り方に関する調査研究（平成29年３月） 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/project/__icsFiles/afieldfile/2017/06/08/no09_nr17-
0608.pdf 
 

○ 教育の内部質保証に関するガイドライン（平成29年３月） 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/project/__icsFiles/afieldfile/2017/06/08/guideline.pdf 
 

○ 人文学系の教育の質保証・評価のあり方について（検討まとめ）（平成29年３月） 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/project/__icsFiles/afieldfile/2017/06/08/kentou.pdf 

 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 
エ 評価の国際通用性や高等教育政策上の要請を踏まえた評価システムを構築するた

め、本中期目標期間中に評価に関する調査研究の成果を反映した新たな評価基準等

の策定に向けた検討を行う。 
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 大学機関別認証評価の３巡目に向けた基準改定等  

 

中央教育審議会大学分科会における提言や、先導的大学改革推進委託事業等の調査研究

の成果も踏まえながら、平成29年度においては、平成31年度からの３巡目の大学機関別認

証評価における新たな評価基準の策定に向けて、大学機関別認証評価委員会の下に設置し

た検討ワーキンググループにおいて検討を進め、平成29年10月の意見公募手続（パブリッ

クコメント）を経て、大学機関別認証評価委員会として「大学機関別認証評価評価実施大

綱」、「大学機関別認証評価大学評価基準」としてとりまとめ、平成30年３月に文部科学

大臣に届出を行い、公表した。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 

 評価の実施  

 
大学等の教育研究活動の状況について、評価を行う実施体制を整備した。(評価部会、運

営小委員会、意見申立審査会等の編成、設置等) 
 
大学、高等専門学校及び法科大学院を置く大学からの求めに応じ、教育活動等の状況に

ついて評価を行った。 
 
① 書面調査を実施した。 
【大学・高等専門学校】 
  対象大学及び高等専門学校から各年度の６月末までに提出された自己評価書及びその根

拠資料・データ等について、機構の定める評価基準を満たしているかどうかの判断を中心

とした分析を行い、分析結果の整理及び訪問調査における調査内容の検討等を行った。 
【法科大学院】 
  対象法科大学院を置く大学から各年度の６月末までに提出された自己評価書及びその根

拠資料・データ等について、機構の定める評価基準に適合しているかどうかの判断を中心

とした分析を評価部会において行い、また、教員組織については、より専門的・統一的な

見地から評価を行うため、教員組織調査専門部会による調査を行った。これらの分析結果

を踏まえ、分析結果の整理及び訪問調査の調査内容の検討等を行った。 
 
② 訪問調査を実施した。 
【大学・高等専門学校】 
  書面調査の結果を踏まえ、評価部会に所属する委員及び専門委員が、書面調査で確認で

きなかった事項等を中心として、各対象大学及び高等専門学校の関係者等との面談、教育

現場の視察及び学習環境の状況調査等を実施した。 
【法科大学院】 
  書面調査の結果を踏まえ、評価部会に所属する委員及び専門委員が、書面調査で確認で

きなかった事項等を中心として、法科大学院の関係者等との面談、教育現場の視察及び学

習環境の状況調査等を実施した。 
 
③ 評価結果の審議等を行った。 
【大学・高等専門学校】 
  書面調査及び訪問調査の結果を基に、評価部会、財務専門部会及び大学機関別認証評価

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
ア 毎年度、大学、高等専門学校及び法科大学院の求めに応じて、機構が定める評価

基準に従って大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況について

評価を行い、評価結果を当該大学、高等専門学校及び法科大学院に通知するととも

に公表する。 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 

- 41 - 

委員会（高等専門学校機関別認証評価委員会）において審議を行い、評価結果（案）をと

りまとめ、対象大学及び高等専門学校に通知し、すべての対象大学及び高等専門学校から

意見の申立ての有無に係る回答を受け、評価結果を確定した。 
【法科大学院】 
  書面調査及び訪問調査の結果を基に、評価部会、運営連絡会議及び法科大学院認証評価

委員会において審議を行い、評価結果（案）をとりまとめ、当該法科大学院を置く大学に

通知し、すべての対象法科大学院を置く大学から意見の申立ての有無に係る回答を受け、

評価結果を確定した。 
④ 評価実施結果報告を対象大学等及び設置者に通知及び提供し、並びに社会に公表した。 
【大学・高等専門学校】 
  対象大学、高等専門学校及びその設置者に対して、対象大学及び高等専門学校が設置基

準をはじめ関係法令に適合し、機構の定める評価基準を満たしていることを評価結果とし

て通知するとともに、評価結果をとりまとめ、ウェブサイトに掲載した。 
【法科大学院】 
 対象法科大学院を置く大学に対して、当該法科大学院が、機構の定める法科大学院評価

基準に適合していると認められた場合には適格認定を与え、評価結果として通知するとと

もに、評価結果をとりまとめ、ウェブサイトに掲載した。 
 
  法科大学院については、以下のとおり、年次報告書等の分析・調査を実施した。 
 
① 書面調査を実施した。 
  機構の評価において適格認定を受けた法科大学院を置く大学から次の評価を受けるまで

の間に提出される法科大学院年次報告書及び対応状況報告書について、年次報告書等専門

部会において評価結果に対し教育課程、教員組織その他法科大学院の教育活動全般に係る

重要な変更又は状況の変化があるかどうかの判断を中心とした分析を行った。 
② 評価結果への付記事項の審議等を行った。 
  年次報告書等専門部会の調査結果を基に、運営連絡会議及び法科大学院認証評価委員会

において審議を行い、評価結果への付記事項（案）をとりまとめ、当該法科大学院を置く

大学の意見を聴いた上で、評価結果への付記事項を確定した。 
③ 評価結果への付記事項の通知、公表を行った。 
  当該法科大学院を置く大学に対して、評価結果への付記事項を通知した。また、評価結

果への付記事項をウェブサイトに掲載した。  
 
 
 評価の実施状況（受付状況）  

 
〔大学〕 
○ 平成26年度評価対象大学：平成25年度受付29校（国立28校、公立１校） 
（国立）旭川医科大学、東北大学、福島大学、千葉大学、東京工業大学 

東京海洋大学、一橋大学、横浜国立大学、新潟大学、上越教育大学 
金沢大学、山梨大学、浜松医科大学、名古屋大学、愛知教育大学 
三重大学、京都工芸繊維大学、兵庫教育大学、神戸大学、鳥取大学 
岡山大学、愛媛大学、高知大学、九州大学、長崎大学、宮崎大学 
鹿児島大学、鹿屋体育大学 

（私立）大妻女子大学 
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○ 平成27年度評価対象大学：平成26年度受付33校（国立25校、公立６校、私立２校） 
（国立）北海道大学、北海道教育大学、小樽商科大学、茨城大学、宇都宮大学 

群馬大学、東京大学、東京医科歯科大学、電気通信大学、福井大学     
静岡大学、名古屋工業大学、滋賀大学、滋賀医科大学、大阪大学 
奈良教育大学、島根大学、山口大学、香川大学、福岡教育大学 
九州工業大学、佐賀大学、熊本大学、大分大学、 
奈良先端科学技術大学院大学 

（公立）神奈川県立保健福祉大学、横浜市立大学、大阪市立大学 
尾道市立大学、北九州市立大学、宮崎県立看護大学 

（私立）日本社会事業大学、光産業創成大学院大学 
 
○ 平成28年度評価対象大学：平成27年度受付18校（国立３校、公立15校） 
（国立）埼玉大学、お茶の水女子大学、広島大学 
（公立）秋田県立大学、前橋工科大学、首都大学東京、富山県立大学、石川県立大学 

静岡文化芸術大学、京都府立大学、大阪府立大学、兵庫県立大学 
岡山県立大学、福山市立大学、九州歯科大学、福岡県立大学、福岡女子大学 
大分県立看護科学大学     

 
○ 平成29年度評価対象大学：平成28年度受付14校（国立７校、公立５校、私立２校） 
（国立）帯広畜産大学、筑波大学、東京芸術大学、東京学芸大学、富山大学 

  琉球大学、政策研究大学院大学 
（公立）福島県立医科大学、愛知県立芸術大学、京都府立医科大学、奈良県立大学 

県立広島大学  
（私立）大阪女学院大学、放送大学 

 
○ 平成30年度評価対象大学：平成29年度受付５校（国立１校、公立４校） 
（国立）筑波技術大学 
（公立）公立はこだて未来大学、秋田公立美術大学、山梨県立大学、愛知県立大学 

 
 

〔高等専門学校〕 
○ 平成26年度評価対象高等専門学校：平成25年度受付15校（国立14校、私立１校） 
（国立）函館工業高等専門学校、苫小牧工業高等専門学校、秋田工業高等専門学校 

福島工業高等専門学校、小山工業高等専門学校、群馬工業高等専門学校 
長岡工業高等専門学校、石川工業高等専門学校、豊田工業高等専門学校 
米子工業高等専門学校、津山工業高等専門学校、大島商船高等専門学校 
新居浜工業高等専門学校、大分工業高等専門学校 

（私立）近畿大学工業高等専門学校 
 
○ 平成27年度評価対象高等専門学校：平成26年度受付２校（公立１校、私立１校） 
（公立）神戸市立工業高等専門学校 
（私立）サレジオ工業高等専門学校 

 
○ 平成28年度評価対象高等専門学校：平成27年度受付４校（国立４校） 
（国立）仙台高等専門学校、富山高等専門学校、香川高等専門学校 
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熊本高等専門学校 
 
○ 平成29年度評価対象高等専門学校：平成28年度受付４校（国立３校、公立１校） 
（国立）旭川工業高等専門学校、広島商船高等専門学校、沖縄工業高等専門学校 
（公立）大阪府立大学工業高等専門学校 

 
○ 平成30年度評価対象高等専門学校：平成29年度受付６校（国立６校） 
（国立） 八戸工業高等専門学校、長野工業高等専門学校、沼津工業高等専門学校 

鈴鹿工業高等専門学校、明石工業高等専門学校、阿南工業高等専門学校 
 
 

〔法科大学院〕 
○ 平成26年度評価対象大学：平成25年度受付３校（【本評価】国立３校） 
【本評価】  
（国立）筑波大学、信州大学、静岡大学 

 
○ 平成27年度評価対象大学：平成26年度受付１校（【本評価】国立１校） 
【本評価】  
（国立）千葉大学 

 
○ 平成28年度評価対象大学：平成27年度受付０校 

 
該当なし 
 

 
○ 平成29年度評価対象大学：平成28年度受付６校（【本評価】国立４校、私立２校） 
【本評価】  
（国立）北海道大学、一橋大学、金沢大学、熊本大学 
（私立）上智大学、愛知大学 

 
○ 平成30年度評価対象大学：平成29年度受付13校（【本評価】国立９校、公立２校、私立

２校） 
【本評価】  
（国立）東北大学、東京大学、横浜国立大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学 

神戸大学、広島大学、九州大学 
（公立）首都大学東京、大阪市立大学 
（私立）学習院大学、近畿大学 

 
 
 評価結果の通知・公表  

 
【大学機関別認証評価】 

各年度の３月末に、全対象大学及びその設置者に対して、当該大学が大学設置基準をは

じめ関係法令に適合し、機構が定める大学評価基準を満たしているかどうかを評価結果と

して通知するとともに、評価結果を「大学機関別認証評価実施結果報告」としてとりまと
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め、ウェブサイトに掲載した。なお、意見申立てのあった対象大学については、申立て内

容や、その対応についても評価結果に記載し、対象大学に送付、公表した。平成26年度か

ら平成29年度までに認証評価を実施した大学については、機構が定める大学評価基準を満

たしていた。 
 
○ 評価実施結果報告 

https://www.niad.ac.jp/evaluation/certification_evaluation/ce_university/daigaku_hyo
ukakekka/ 

 
【高等専門学校機関別認証評価】 

各年度の３月末に、全対象高等専門学校及びその設置者に対して、当該高等専門学校が

高等専門学校設置基準をはじめ関係法令に適合し、機構が定める高等専門学校評価基準を

満たしていることを評価結果として通知するとともに、評価結果を「高等専門学校機関別

認証評価実施結果報告」としてとりまとめ、ウェブサイトに掲載した。平成26年度から平

成29年度までに認証評価を実施した高等専門学校については、すべて機構が定める高等専

門学校評価基準を満たしていた。 
 
○ 評価実施結果報告 

https://www.niad.ac.jp/evaluation/certification_evaluation/specialized_specialty/kouto
u_hyoukakekka.html 

 
【法科大学院認証評価】 

各年度の３月末に、全対象法科大学院を置く大学に対して、機構が定める法科大学院評

価基準に適合していると認められているかどうかを評価結果として通知するとともに、評

価結果を「法科大学院認証評価実施結果報告」としてとりまとめ、ウェブサイトに掲載し

た。なお、平成26年度には２法科大学院、平成29年度には１法科大学院について、機構が

定める法科大学院評価基準に適合していないことを評価結果として通知した。 
 
○ 評価実施結果報告 

https://www.niad.ac.jp/evaluation/certification_evaluation/graduate_certification/hyou
kakekka.html 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 
 評価体制の整備等  

 

大学の評価体制については、各年度、大学機関別認証評価委員会の下に、評価部会及び

財務専門部会を設置した。また、評価結果（案）において基準を満たしていないとの判断

に対する意見申立てについて審議を行うため、意見申立審査会を設置した。さらに、評価

部会が複数になる年度には、各評価部会間の横断的な事項や評価結果（原案）の調整等を

行う運営小委員会を設置した。また、翌年度評価における対象大学の数や学部等の状況に

応じた評価担当者を配置するため、大学機関別認証評価委員会の中に専門委員選考委員会

を設置し、大学関係団体、学協会及び経済団体等から推薦のあった候補者の中から、対象

大学の学部等の状況に応じた各分野の専門家及び有識者を専門委員として選考した。 
 
○ 大学機関別認証評価委員会の体制 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
評価対象校数 29 33 18 14 5 
評価部会数 7 7 4 3 1 
評価部会の委員数（人） 

 〃 専門委員数（人） 
28 
65 

17 
68 

13 
47 

13 
33 

7 
11 

専門部会（財務専門部会）数 1 1 1 1 0 
意見申立審査会数 1 1 1 1 1 
意見申立審査会の専門委員数（人） 5 5 5 5 5 
運営小委員会の委員数（人） 10 10 8 5 0 

 
高等専門学校の評価体制については、各年度、高等専門学校機関別認証評価委員会の下

に、評価部会及び財務専門部会を設置した。また、評価結果（案）において基準を満たし

ていないとの判断に対する意見申立てについて審議を行うため、意見申立審査会を設置し

た。さらに、評価部会が複数になる年度には、各評価部会間の横断的な事項や評価結果

（原案）の調整等を行う運営小委員会を設置した。また、翌年度評価における対象高等専

門学校の数や学科等の状況に応じた評価担当者を配置するため、高等専門学校機関別認証

評価委員会の中に専門委員選考委員会を設置し、高等専門学校関係団体、学協会及び経済

団体等から推薦のあった候補者の中から、対象高等専門学校の学科等の状況に応じた各分

野の専門家及び有識者を専門委員として選考した。 
 
 
 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年

度、評価担当者の研修を実施する。 
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○ 高等専門学校機関別認証評価委員会の体制 
（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 

評価対象校数 15 2 4 4 6 
評価部会数 2 1 1 1 1 
評価部会の委員数（人） 

 〃 専門委員数（人） 
8 

15 
3 
3 

3 
6 

4 
4 

5 
8 

専門部会（財務専門部会）数 1 1 1 1 1 
意見申立審査会数 1 1 1 1 1 
意見申立審査会の専門委員数（人） 5 5 5 5 5 
運営小委員会の委員数（人） 6 0 0 0 0 

 
 

法科大学院の評価体制については、各年度、法科大学院認証評価委員会の下に評価部会

を設置したほか、法科大学院認証評価委員会の会議の議案を整理するため、運営連絡会議

を設置した。また、授業科目の内容と担当教員の教育研究業績等の適合性について調査を

行う教員組織調査専門部会、適格と認定されない評価結果（案）に対する意見の申立ての

審査を行う意見申立審査専門部会を設置した。さらに、評価を受けた法科大学院を置く大

学から提出された法科大学院年次報告書等の調査を行う年次報告書等専門部会を設置し

た。 
 
○ 法科大学院認証評価委員会の体制 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 
評価対象校数 
本評価 
追評価 

3 
3 
0 

1 
1 
0 

0 
0 
0 

6 
6 
0 

13 
13 
0 

【運営連絡会議】 
委員数（人） 
専門委員数（人） 

 
11 
5 

 
12 
4 

 
12 
4 

 
12 
4 

 
11 
5 

【評価部会】 
部会数 
委員数（人） 
専門委員数（人） 

 
2 
2 

14 

 
1 
3 
5 

 
－ 
－ 
－ 

 
3 
4 

19 

 
6 
7 

45 
【教員組織調査専門部会】 
専門部会数 
委員数（人）  
専門委員数（人） 

 
1 
3 

11 

 
1 
3 
8 

 
－ 
－ 
－ 

 
1 
5 
9 

 
1 
3 

21 
【意見申立審査専門部会】 
専門部会数 
専門委員数（人） 

 
1 
5 

 
1 
5 

 
－ 
－ 

 
1 
5 

 
1 
5 
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【年次報告書等専門部会】 
（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 H30 

評価対象校数 24 26 27 17 9 
専門部会数 
委員数（人） 
専門委員数（人） 

2 
2 

10 

2 
1 

11 

2 
2 

10 

2 
2 

10 

1 
1 
5 

 

 

 評価担当者の研修  

 
【大学・高等専門学校】 

評価担当者に対する研修については、評価担当者が共通理解の下で公正、適切かつ円滑

にその職務を遂行できるよう、「評価作業マニュアル」等を用いて実際の評価をシミュレ

ーションするなどの工夫を図りつつ、大学及び高等専門学校機関別認証評価等の目的、内

容及び方法等に関する研修を各年度の６月に実施し、質疑応答や意見交換等により、評価

担当者の共通認識を深めた。なお、研修終了後に行ったアンケート調査（各設問に対して

「そう思う」から「そう思わない」を４又は５段階で回答）では、例えば以下のような設

問について、おおむね肯定的な回答が得られている。 
【アンケート調査の設問例】 
「評価作業に関する理解が深まった」 
「説明が分かりやすかった」 
「資料が分かりやすかった」 
「研修内容の分量が十分であった」 
「進行が適切であった」 
「この研修会に満足した」 

 
○ 評価担当者に対する研修（機関別認証評価） 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 
大学（人） 64 75 42 37 
高等専門学校（人） 17 5 8 7 

 
【法科大学院】 

評価担当者が共通理解の下で公正、適切かつ円滑にその職務を遂行できるよう、各年

度、法科大学院認証評価に係る評価担当者に対する研修及び教員組織調査担当者に対する

研修をそれぞれ実施した。評価担当者に対する研修では、「自己評価書（イメージ）」や

「書面調査票記入例」等の資料を用いて、実際の評価をシミュレーションするなどの工夫

を図り、質疑応答や意見交換等を通じて評価担当者としての共通認識を深めた。なお、研

修終了後に行うアンケート調査（各設問に対し「そう思う」から「そう思わない」を４又

は５段階で回答）では、例えば以下のような設問について、おおむね肯定的な回答が得ら

れている。 
 
【アンケート調査の設問例】 
「法科大学院認証評価に関する理解が深まった」 
「説明がわかりやすかった」 
「資料がわかりやすかった」 
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「説明内容の分量が十分であった」 
「進行が適切であった」 
「この研修に満足した」 

  
評価担当者に対する研修（法科大学院） 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 
法科大学院認証評価に係る評価担当者に対

する研修（人） 
12 8 － 

 
24 

教員組織調査担当者に対する研修（人） 2 － － 7 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 

 各年度に実施した認証評価の検証  

 
毎年度、機構内に研究開発部と評価事業部によるワーキンググループを組織し、前年度

に実施した大学機関別認証評価、高等専門学校機関別認証評価及び法科大学院認証評価に

関して、評価の有効性・適切性を検証した。具体的には、評価終了後に評価対象校及び評

価担当者に対して実施したアンケート調査の回答の傾向や意見の内容を整理・分析し、機

構が定める評価基準等が評価の目的に照らして適切であったか、評価が対象校にどのよう

な効果・影響を与えたかなどを検証した。当該検証結果は報告書としてとりまとめ、毎年

度末にウェブサイトで公表した。なお、平成27年度以降の高等専門学校機関別認証評価に

ついては、当該年度の評価実施対象校が少数であったため、統計的な観点から、まとめて

報告書を作成することとした。 
なお、アンケート調査の結果については、毎年度、検証に先立って機構内の評価実施担

当者にフィードバックするとともに、寄せられた意見に基づいて説明会における理解向上

に努め、平成26年度には評価者の評価作業の参考となる「判定ガイドライン」を作成した

ほか、訪問調査における面談の選出基準を早めに通知するなどの改善を図った。 
 
○ 平成25年度に実施した認証評価に関する検証結果報告書 

・大学機関別認証評価 
・高等専門学校機関別認証評価 
・法科大学院認証評価 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1264801_989.html 

 
○ 平成26年度に実施した認証評価に関する検証結果報告書 

・大学機関別認証評価 
・高等専門学校機関別認証評価 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1288551_989.html 

 
○ 平成27年度に実施した認証評価に関する検証結果報告書 

・大学機関別認証評価 
・法科大学院認証評価（平成26年度実施分を含む） 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1310802_989.html 

 
 
 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を

行うことにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげ

る。 
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○ 平成28年度に実施した認証評価に関する検証結果報告書 
・大学機関別認証評価 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/re_verification/each_year/1326251_989.html 

 
 大学及び高等専門学校の機関別認証評価に係る２巡目の中間検証  

 
大学及び高等専門学校は、７年以内に一度、認証評価を受審することが義務付けられて

おり、高等専門学校は平成29年度までに、大学は平成30年度までに、評価を受ける必要が

あるすべての機関が二度目の評価を受ける予定である（２巡目の認証評価）。 

２巡目に実施した認証評価の検証に先立ち、評価対象校及び評価担当者に対して毎年度

実施したアンケート結果の分析並びに評価結果の分析等により、大学及び高等専門学校の

機関別認証評価に係る２巡目の中間検証を報告書としてとりまとめ、平成28年３月にそれ

ぞれ公表した。検証結果については、大学機関別認証評価及び高等専門学校機関別認証評

価の３巡目基準改定検討ワーキンググループの検討等に活用した。 

 
○ 大学機関別認証評価に関する第２サイクルの中間検証報告書 

http://www.niad.ac.jp/n_hyouka/jouhou/__icsFiles/afieldfile/2016/06/13/no6_12_dai2ch
ukanmatome.daigaku.pdf 

 
○ 高等専門学校機関別認証評価に関する第２サイクルの中間検証報告書 

http://www.niad.ac.jp/n_hyouka/jouhou/__icsFiles/afieldfile/2016/05/17/no6_12_dai2ch
ukanmatome.kousen.pdf 

 
 
 高等専門学校機関別認証評価及び法科大学院認証評価に係る２巡目の検証（予定）  

 

高等専門学校機関別認証評価は平成29年度に２巡目を終えたことから、２巡目に実施し

た評価の検証作業を進めており、検証結果報告書は、平成31年３月までに公表する予定で

ある。 

また、法科大学院については、５年以内に一度、認証評価を受審することが義務付けら

れており、平成27年度までに評価を受ける必要があるすべての機関が二度目の評価を受け

た（２巡目の認証評価）。２巡目に実施した法科大学院認証評価の検証に係る検証結果報

告書については、平成30年９月までに公表する予定である。 

 
 

 認証評価機関としての自己点検・評価の実施（予定）  

 

認証評価機関としてのPDCAサイクルを確立・機能させるため、学校教育法第110条第２

項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令第２条第４号に基づき、機

構の認証評価事業における「評価基準」「評価方法」「認証評価の実施状況」「組織及び

運営の状況」について自己点検・評価を実施し、平成30年９月に文部科学省に報告書を提

出するとともに、年度内にその結果を公表する予定である。 
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 ３巡目に向けた評価基準の改定  

 
平成31年度からの大学機関別認証評価３巡目の開始に向け、平成28年度に検討ワーキン

ググループを設置し、評価基準、評価方法、評価体制等に関する事項について、評価の現

代化や効率化等を踏まえた検討を行った。平成29年９月に開催された大学機関別認証評価

委員会（平成29年度第２回）において「大学機関別認証評価実施大綱（案）」及び「大学

評価基準（案）」をとりまとめ、意見公募手続（パブリックコメント）を経て、「大学機

関別認証評価実施大綱」、「大学評価基準」等を改定した。改定した実施大綱等について

は、文部科学大臣に届け出た後、ウェブサイトに掲載し、大学と各関係機関等に周知し

た。 
高等専門学校機関別認証評価についても、平成30年度からの３巡目の開始に向け、検討

を行い、平成29年３月に「高等専門学校機関別認証評価実施大綱」、「高等専門学校評価

基準」等を改定、周知した。 
法科大学院認証評価についても、平成28年度からの法科大学院認証評価３巡目の開始に

向け、法科大学院認証評価検討ワーキンググループにおいて、評価基準、評価方法（適格

認定の判断方法を含む。）、評価体制等に関する事項について検討を行った。平成27年６

月に開催された法科大学院認証評価委員会（平成27年度第１回）において「法科大学院評

価基準要綱（案）」としてとりまとめ、意見公募手続（パブリックコメント）を経て、

「法科大学院評価基準要綱」等を改定した。改定した基準要綱については、文部科学大臣

に届け出た後、ウェブサイトに掲載し、すべての法科大学院を置く大学と各関係機関等に

周知した。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 

 検討状況  

 

実施校数の段階的な削減や、将来的な廃止も含めた在り方について検討するため、毎年

度、以下の取組を行った。 
 

・ 認証評価機関連絡協議会等を通じ、民間認証評価機関の動向等の情報の共有。 
・ 次年度以降の申請校把握を目的とした意向調査の実施。 

 
また、認証評価事業の今後の在り方を検討するため、平成27年９月に設置した「認証評

価事業の将来検討タスクフォース」においてとりまとめた中間報告案（平成28年６月）に

基づき、機構は、民間の認証評価機関における評価の実施体制の整備状況や評価を受ける

教育機関への影響、中央教育審議会における認証評価制度の改善に向けた議論の状況を踏

まえつつ、認証評価制度全体の質の保証・向上を担う先導的な機能をより重視し、我が国

の認証評価を発展させていくべきと考えており、第３期中期目標期間中においては、以下

の取組などにより認証評価制度全体の先導的役割を果たしている。 
 
〇 我が国の認証評価制度全体の質の保証・向上を図るため、「教育の内部質保証に関する

ガイドライン（平成28年度）」や「大学教育における分野別質保証の在り方に関する調査

研究（平成26～28年度）」などの評価に関する調査研究を実施。 
 
〇 海外の質保証ネットワークに参加のほか、海外の質保証機関と覚書を締結し、国際的な

質保証に関する情報収集やスタッフ交流、調査研究等を実施。 
 
〇 「高等教育に関する質保証関係用語集」のほか、国内外の高等教育制度及び質保証制度

をまとめた刊行物・ブリーフィング資料（15カ国）等を含む「インフォメーション・パッ

ケージ」を作成。国際連携ウェブサイトを設け、これらの刊行物・資料を無料でダウンロ

ードできるほか、諸外国の高等教育の質保証動向を記事（年間約100件）にして適時発信。 
 
〇 日本の高等教育における質保証文化の定着に資するため、「大学質保証フォーラム」を

年１回開催。 
 
〇 日中韓の政府が共同で2013年より実施する「キャンパス・アジア」プログラムへの質保

証の取組として、機構は中韓の質保証機関と共同で、国際共同教育プログラムの質保証の

手法等を構築し、モニタリングを実施。2016年優良事例集、2017年質保証ガイドラインを

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
エ 民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教育

機関への影響を考慮しつつ、機構自らが実施する認証評価について、本中期目標期間

中にその数を段階的に削減し将来的な廃止を含めた在り方を検討する。 
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作成して公表したが、これらの成果が評価され、2018APQNクオリティ・アワードを共同

受賞。今後もモニタリングを実施予定。 
 
〇 米国高等教育アクレディテーション協議会国際質グループ(CHEA International Quality 

Group: CIQG）が発表した、高等教育の質について国際的な共通理解を促すために策定し

た原則に関して、同意の覚書を締結。 
 
 
 認証評価機関連絡協議会における活動  

 
我が国の高等教育の質の保証と認証評価の充実に向けた関係者間の意識の醸成を図ると

ともに、認証評価機関間の連携及び情報の共有を促進することを目的とする、「認証評価

機関連絡協議会」（機関別及び専門分野別の認証評価機関13機関により組織）に参画し、

機構は議長機関として同協議会の事務局を務め、平成26年度から平成30年度末までに協議

会を年２回（第３期中期目標期間中、計10回）、協議会の下に設置されたワーキンググル

ープを計６回開催した（予定）。同協議会及びワーキンググループでは、各評価機関にお

ける評価人材育成のための研修の充実や評価結果の活用、評価方法等に関する諸課題の改

善、諸外国の動向等を踏まえた評価活動の新たな方向性等についての議論を行い、機構は

事務局として議論を主導し、認証評価制度全体の先導的役割を果たしている。 
 
平成27年度には、認証評価において大学ポートレートを活用するために必要なデータ項

目・定義について検討し、大学ポートレート運営会議へ「大学ポートレートの充実につい

ての要望書」を提出した。要望書に対する回答を受け、平成28年度には各機関が共通で用

いる共通基礎データ様式を作成し、平成30年度の認証評価から活用するなど、認証評価で

使用するデータの共通化・共有化を図った。大学ポートレートのデータの活用について

は、平成31年度に実施する認証評価から開始することとしている。 
 
また、平成27年４月の同協議会ウェブサイトの立ち上げや、平成28年９月の同協議会リ

ーフレットの作成を通じ、認証評価に対する情報発信や社会的認知度の向上に取り組ん

だ。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

 事業経費  

 

機関別認証評価事業を実施するための経費については、合理化、効率化を図り、すべて

評価手数料収入により賄った。 

 

 

 

 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
オ 認証評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を除き、原則と

して手数料収入で必要な経費を賄うよう、合理化・効率化を図る。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 

 検討状況  

 
運営費交付金の具体的な削減目標の設定や、負担割合の段階的な削減について検討する

ため、以下のような取組を行った。 
・ 政府における法曹養成制度の動向の継続的な把握。 
・ 第３期中期目標期間中における運営費交付金投入率を70％以下に削減。 
・ 運営費交付金投入率を削減する要因の一つとして、平成29年度実施分以降の法科大学

院認証評価評価手数料額を改定。 
 
 
 
 

２ 教育研究活動等の評価 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 
カ 法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価については、政府における法曹養

成制度改革の動向を踏まえ、本中期目標期間中に当該評価に係る運営費交付金の具体

的な削減目標を設定し、その負担割合を段階的に削減する。 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
２ 教育研究活動等の評価 
 
（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価 

文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請に基づいて、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の

質の向上と個性の伸長に資するとともに、社会に対する説明責任を果たすことを実施方針とし、国立大学法人及び大

学共同利用機関法人90法人の教育研究の状況についての評価を適切に実施する。 

 
〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
２ 教育研究活動等の評価 
 
（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価 

ア 国立大学法人及び大学共同利用機関法人90法人の第２期中期目標期間における教育研究の状況について、評

価を行い、評価結果について、文部科学省国立大学法人評価委員会に提出するとともに、社会に公表する。 
イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう、評価体制等を構築し、大学の教育情報に係るデータベースを活

用するとともに、評価担当者の研修を実施する。 
ウ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第２期中期目標期間における教育研究の状況の評価の有効性、適

切性について多面的な調査を行うこと等により検証し、第３期の評価に向けた評価方法を改善するための検討

を行う。 
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財務情報及び人員に関する情報 

 H26 H27 H28 H29 H30 

 経常費用（千円） 94,701 230,661 614,081 141,021  

 経常収益（千円） 94,701 230,661 614,137 152,476  

  うち運営費交付金収益（千円） 88,353 221,351 604,359 148,893  

  うちその他収入（千円） 6,348 9,310 9,778 3,583  

 従事人員数（人） 7.8(1) 17.3(1) 46.1(15) 11.9(1)  

注）従事人員数については、当該評価項目に係る業務を主として担当した人員数を記載。管理職員については、配下職員

の従事人員割合で按分。（年間の平均常勤職員数を実数、非常勤職員数を外数（）書きで表記） 

なお、評価項目Ⅱ-7（調査研究）の従事人員も、当該評価項目の業務に密接に関連している。 

 

自己評価の結果 
中期計画 評定 根 拠 

２ 教育研究活動等の評価 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究

の状況に関する評価 

  ア 国立大学法人及び大学共同利用機関法人 90 法人の

第２期中期目標期間における教育研究の状況につい

て、評価を行い、評価結果について、文部科学省国

立大学法人評価委員会に提出するとともに、社会に

公表する。 

  イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう、評価

体制等を構築し、大学の教育情報に係るデータベー

スを活用するとともに、評価担当者の研修を実施す

る。 

  ウ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第２期

中期目標期間における教育研究の状況の評価の有効

性、適切性について多面的な調査を行うこと等によ

り検証し、第３期の評価に向けた評価方法を改善す

るための検討を行う。 

Ｂ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第

２期中期目標期間における教育研究の状況につ

いて、平成28年度に評価を実施し、平成29年４

月には評価報告書を文部科学省国立大学法人評

価委員会に提出するとともに、同年６月に公表

した。 

本評価の実施にあたっては、達成状況判定会

議、現況分析部会、研究業績水準判定組織等の

評価体制を構築し、平成28年2月～3月に評価者

となる専門委員に対して、教育研究評価の目

的、内容、方法等に関する研修を実施し、共通

認識を深めた。 

第２期中期目標期間における教育研究の状況

の評価の検証を行うため、評価者及び国立大学

法人等にアンケート調査を実施し、アンケート

結果を集計・分析の上とりまとめ、平成30年３

月に検証結果報告書を公表した。 

第３期中期目標期間における教育研究の状況

についての評価に向けた評価方法の検討にあた

っては、国立大学教育研究評価委員会の下にワ

ーキンググループを設置するなど、第３期中期

目標期間における教育研究の状況についての評

価の検討を行うための体制を整備し、第２期の

検証を踏まえた「評価実施要項（案）」等につ

いて検討を行い、平成30年３月に開催した国立

大学教育研究評価委員会において、「評価実施

要項（案）」を審議・決定の上、意見公募手続

（パブリックコメント）を実施した。 

平成30年度には、意見公募手続（パブリック

コメント）を踏まえて、評価実施要項を確定

し、国立大学法人等に説明会を開催する予定で

ある。さらに、実績報告書作成要領、評価作業

マニュアルの策定に向けて検討を行う予定であ

る。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 第２期中期目標期間における教育研究の状況についての評価の実施  

 
第２期中期目標期間における教育研究の状況について、国立大学法人及び大学共同利用

機関法人から平成28年５月末に研究業績説明書、同年６月末に中期目標の達成状況報告書

及び学部・研究科等の現況調査表の提出を受け、評価を開始した。 
研究業績水準判定組織では、研究業績説明書に基づき、研究分野ごとに研究業績の水準

を判定し、研究業績の水準判定結果をとりまとめた一覧表を現況分析部会及び達成状況判

定会議へ提供した。 
現況分析部会では、分野別に編成された10の学系部会において、文部科学省国立大学法

人評価委員会が定めた学部・研究科等の1429組織の現況について分析を行った。平成28年
７月から８月にかけて学部・研究科等の現況調査表や研究業績の水準判定結果等に基づい

て書面調査を行った後、平成28年９月及び11月に現況分析部会（第１回及び第２回）を開

催して現況分析結果（原案）を審議・確定し、同年12月開催の運営小委員会（現況分析部

会）で調整の上、達成状況判定会議へ提出した。 
達成状況判定会議では、評価の対象となる国立大学法人及び大学共同利用機関法人を各

法人の規模や専門性等を踏まえて８つのグループに分け、中期目標の達成状況の分析を行

った。平成28年７月から10月にかけて中期目標の達成状況報告書や現況分析結果等に基づ

いて書面調査を行った後、同年10月～11月に達成状況判定会議（第１回）を開催し、平成

29年１月にはヒアリングを実施した。ヒアリング結果を踏まえ、同年２月には達成状況判

定会議（第２回）を開催して中期目標の達成状況の評価結果（原案）を審議・確定し、同

月開催の運営小委員会（達成状況判定会議）で調整の上、国立大学教育研究評価委員会に

評価報告書（原案）として提出した。 
平成29年２月末に国立大学教育研究評価委員会を開催し、第２期中期目標期間における

教育研究の状況についての評価報告書（原案）を審議・決定した。その後、同年３月に評

価報告書（案）として各国立大学法人等に送付し、意見申立ての期間を設けた。 
平成29年４月には意見申立審査会を経て国立大学教育研究評価委員会において評価報告

書を確定するとともに文部科学省国立大学法人評価委員会に提供し、同年６月にはウェブ

サイトにて公表し、社会に向けて情報発信を行った。 
 

○ 国立大学法人等の第２期中期目標期間における教育研究の状況の評価結果について（平

成29年６月） 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/research_evaluation/kokuritukyoudou/hyoukakekk
a_h28/ 

 

２ 教育研究活動等の評価 
（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する評価 

ア 国立大学法人及び大学共同利用機関法人90法人の第２期中期目標期間における教育研

究の状況について、評価を行い、評価結果について、文部科学省国立大学法人評価委員

会に提出するとともに、社会に公表する。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 評価実施体制の整備  

 
第２期中期目標期間における教育研究の状況についての評価を実施するため、国立大学

教育研究評価委員会の下に達成状況判定会議（８グループ、委員８人及び専門委員178
人）、現況分析部会（10学系部会、専門委員252人）及び研究業績水準判定組織（専門委員

580人）を設置した。 
また、グループ間・部会間の調整を行うために、達成状況判定会議や現況分析部会等の

委員及び専門委員で構成する運営小委員会を設置したほか、評価結果に対する意見申立の

審査のために、意見申立審査会（委員４人、専門委員４人）を設置した。  
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大学の教育情報に係るデータベースの活用  

 

各法人から提出されたデータを基に、機構の大学ポートレートを通じて、データ分析

集・入力データ集を作成の上、法人及び評価者に提供し、第２期中期目標期間における教

育研究の状況の評価に使用した。 

 
 

２ 教育研究活動等の評価 
（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する評価 

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう、評価体制等を構築し、大学の教育情報に

係るデータベースを活用するとともに、評価担当者の研修を実施する。 
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 評価担当者の研修  

 
第２期中期目標期間の教育研究の状況についての評価の実施にあたって、評価者が共通

理解の下で公正、適切かつ円滑に職務を遂行できるよう、平成28年２月～３月に評価者と

なる専門委員（達成状況判定会議161人、現況分析部会238人、研究業績水準判定組織513
人）に対して研修会を実施した。研修会においては、教育研究評価の目的、内容、方法等

に関する研修を実施し、質疑応答等により、共通認識を深めた。 
 
 
 その他  

 
第２期中期目標期間の教育研究の状況についての評価を効率的かつ効果的に実施できる

よう、平成26年３月から４月にかけて実施した「評価作業マニュアル（案）」の意見公募

手続（パブリックコメント）に対し、寄せられた意見を検討し、同年７月に開催した国立

大学教育研究評価委員会（第38回）において、「評価作業マニュアル」を決定した。その

後、同年８月に大阪、東京で、国立大学法人等の評価実務担当者に対する説明会を開催

し、「評価作業マニュアル」の内容等について説明した。また、評価実施に関し、法人に

説明すべき事項を「Ｑ＆Ａ」としてとりまとめ、平成27年３月にウェブサイトに公表し

た。 
 
○ 第２期中期目標期間の教育研究の状況についての評価に係る「評価作業マニュアル

（案）」、「評価実施要項（改訂案）」及び「実績報告書作成要領（改訂案）」に関す

る意見募集の実施について（平成26年３月） 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/research_evaluation/kokuritukyoudou/kanren_h28
/1239602_926.html 

 
○ 国立大学教育研究評価委員会  第38回（平成26年７月３日開催）  

資料２－３「評価作業マニュアル（案）」等の改定等について（案）  
https://www.niad.ac.jp/evaluation/research_evaluation/kokuritukyoudou/kokurituhy
oukaiin/1244801_889.html 

 
○ 「国立大学法人等評価実務担当者説明会」の実施について（平成26年８月） 

https://www.niad.ac.jp/evaluation/research_evaluation/kokuritukyoudou/kanren_h28
/1251801_926.html 

 
○ 第２期中期目標期間の教育研究の状況についての評価に関するＱ＆Ａについて（平成27

年３月） 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/research_evaluation/kokuritukyoudou/kanren_h28
/1267503_926.html 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 第２期中期目標期間における教育研究の状況についての評価の検証  

 

第２期中期目標期間における教育研究の状況についての評価の検証を行うため、評価者

1,010名及び国立大学法人及び大学共同利用機関法人にアンケート調査を実施し、アンケー

ト結果を集計・分析の上とりまとめ、平成30年３月に検証結果報告書を公表した。 
指摘された点については、第３期中期目標期間における評価の評価方法の検討に活用し

ている。 
 

○ 「国立大学法人及び大学共同利用機関法人における教育研究の状況についての評価」に

関する検証結果報告書（第２期中期目標期間）（平成30年３月） 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/research_evaluation/kokuritukyoudou/kanren_h28/
1325601_926.html 

 
 
 第３期中期目標期間における教育研究の状況についての評価方法の検討  

 

第３期中期目標期間における教育研究の状況についての評価に向けた評価方法の検討に

あたっては、国立大学教育研究評価委員会の下にワーキンググループを設置するととも

に、機構内の評価事業連絡会議の下に国立大学法人評価ワーキンググループを組織するな

ど、第３期中期目標期間における教育研究の状況についての評価の検討を行うための体制

を整備し、第２期の検証を踏まえた「評価実施要項（案）」等について検討を行った。 
「評価実施要項（案）」については、平成30年３月に開催した国立大学教育研究評価委

員会において審議・決定の上、意見公募手続（パブリックコメント）を実施した。 
平成30年度には、意見公募手続（パブリックコメント）を踏まえて、評価実施要項を確

定し、国立大学法人等に説明会を開催する予定である。さらに、実績報告書作成要領、評

価作業マニュアルの策定に向けて検討を行う予定である。 
評価方法の改善の一環として、分野ごとの特性を踏まえた評価方法の検討を行う学系別

検討チームを国立大学教育研究評価委員会ワーキンググループの下に立ち上げることと

し、具体的なチームの構成や人選方法等について検討を行っている。 
中期目標期間における教育研究の状況の評価に関する法人からの意見の集約や共通理解

の促進のため、平成30年２月に「中期目標期間における教育研究の状況の評価に係る意見

交換会」を実施した。その際の法人からの意見については、第３期中期目標期間の教育研

究の状況についての評価の制度設計への活用を図っている。 
第３期中期目標期間における教育研究の状況についての評価に活用するデータ収集につ

２ 教育研究活動等の評価 
（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する評価 

ウ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第２期中期目標期間における教育研究の状

況の評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うこと等により検証し、第３期の

評価に向けた評価方法を改善するための検討を行う。 
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いて、第２期中期目標期間と同様の指標及び項目に基づき収集を行い、提出されたデータ

の整理作業を行っている。また、第３期中期目標期間における教育研究の状況についての

評価に活用する指標及び項目についての検討を行っている。 
 

○ 第３期中期目標期間の教育研究の状況の評価に係る「評価実施要項（案）」に関する意

見募集の実施について（平成30年３月） 
https://www.niad.ac.jp/evaluation/research_evaluation/kokuritukyoudou/kanren_h29
/1326501_926.html 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 
 

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営のため、機構は、我が国の高等教育及び学術研究の中心的な役割を果たし

ている国立大学法人等における教育研究環境の整備充実と財務及び経営の改善を図ることにより、国立大学法人等

が、より一層、活性化及び発展し、社会に貢献できるよう支援することを基本とする。 
国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活動基盤であって、質の高

い、安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大

学法人等の施設整備等を多様な財源により安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、機構において、文

部科学省の策定する方針に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付け及び交付を行う。ま

た、訪問調査を年に５回以上実施することにより、事業が適切に機能しているかを確認する。 
なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大学法人等と密接な連携を図りつつ、円滑な業務の推進に

努める。 
 

（１）施設費貸付事業については、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、教育研究環境の整備充実のた

め、毎年度、長期借入金等を財源として土地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸

付けを行う。特に、大学附属病院については、近年の社会情勢や医療構造の変化に対応すべく教育・研究・診療

等の機能を確実に提供することが求められていることから、これらを十分に踏まえた資金の貸付けを実施する。 
それに際しては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善にも資するよう、効率的な資

金の調達を実施するとともに、国立大学法人等の収支状況等に即した精度の高い審査を実施し、債権の確実な償

還に努め、債権を確実に回収する。 
 

（２）施設費交付事業については、毎年度、国立大学法人等に対し、教育研究環境の整備充実のため、土地の取得、

施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の交付を行う。 
なお、中長期的視点からその在り方及び財源の確保について検討を行い、本中期目標期間中に一定の結論を得

る。 
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〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 
 

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活動基盤であって、質の高

い、安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大

学法人等の施設整備等を多様な財源により安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、文部科学省の策定

する方針に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付け及び交付を行う。 
なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大学法人等と密接な連携を図りつつ、円滑な業務実施に努

める。 
 

（１）施設費貸付事業 
① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、大学附属

病院の施設整備及び国立大学の移転による整備等に必要な資金として貸付けを行う。 
② 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行により資金の調達を行う。 

その際、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資するよう、公募等による効率的な

資金の調達に努める。 
③ 貸付けの審査に当たって、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度の高い審査を実施することにより

償還確実性の確保に努める。 
また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機能の達成状況とそのバランス等を確認す

る。 
なお、これらが確実に実施できる審査体制の構築に努める。 

④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行うため、年間５箇所以上の

貸付先訪問調査を実施する。 
⑤ 民間資金の調達にあたり、ＩＲ活動として年間５箇所以上の投資家を訪問し、説明及び情報発信を行う。 
⑥ 機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を効果的・効率的に行うための調査、分析を行う。 

 
（２）施設費交付事業 

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特定学校財産を処分することで得られる

収入、各国立大学法人等からの財産処分収入の一定部分の納付金等の財源により、国立大学法人等に対し、施

設整備等に必要な資金として交付を行う。 
② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第

179号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図るため、年間５箇所以上の交付先訪問調査を実施す

る。 
③ 交付事業財源の確保について、文部科学省及び国立大学法人等の関係機関との連携を図るとともに、外部有

識者、専門家の協力を得る等により本中期計画期間中に具体的な検討を行い、一定の結論を得る。 
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財務情報及び人員に関する情報 

 H26 H27 H28 H29 H30 

経常費用（千円） 18,887,793 16,890,220 13,340,682 11,080,051  

経常利益（千円） 16,516,690 14,490,638 13,346,947 10,545,271  

行政サービス実施

コスト（千円） 
－ － － －  

従事人員数（人） 7 7 11.0(3) 13.1(4)  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

表中の情報は、センターの事業（施設費貸付事業・施設費交付事業・承継財産等処理）にかかるものを合算 

 

自己評価の結果 

中期計画 評定 根 拠 

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創

造性豊かな人材育成のための活動基盤であって、質の高い、

安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文部

科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等

の施設整備等を多様な財源により安定的に実施し、教育研究

環境の整備充実を図るため、文部科学省の策定する方針に基

づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸

付け及び交付を行う。 

 なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大

学法人等と密接な連携を図りつつ、円滑な業務実施に努め

る。 

 

（１）施設費貸付事業 

  ① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国

立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、大学附

属病院の施設整備及び国立大学の移転による整備等に

必要な資金として貸付けを行う。 

  ② 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は

債券発行により資金の調達を行う。 

    その際、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の

財務及び経営の改善に資するよう、公募等による効率

的な資金の調達に努める。 

  ③ 貸付けの審査に当たって、個々の国立大学法人等の

収支状況に即した精度の高い審査を実施することによ

り償還確実性の確保に努める。 

    また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及

び診療に係る各機能の達成状況とそのバランス等を確

認する。 

    なお、これらが確実に実施できる審査体制の構築に

努める。 

  ④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借

入金債務等の償還を確実に行うため、年間５箇所以上

の貸付先訪問調査を実施する。 

  ⑤ 民間資金の調達にあたり、ＩＲ活動として年間５箇

所以上の投資家を訪問し、説明及び情報発信を行う。 

  ⑥ 機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を

効果的・効率的に行うための調査、分析を行う。 

Ｂ 施設費貸付事業の適切な執行に向け、文部科

学省及び国立大学法人と連携し、情報共有等を

図りつつ、文部科学省の施設整備等に関する計

画に基づき、国立大学法人に対し、大学附属病

院の施設整備等に必要な資金として貸付けを適

切に行っている。 

施設費貸付事業の財源として財政融資資金か

ら長期借入れを行うとともに、債券の発行によ

り市場から効率的に資金調達を行っている。 

施設費貸付事業については、「国立大学施設

支援センター貸付審査会」を設置し、関係規則

に基づき、事業目的及び内容が文部科学大臣の

定めた範囲内であり、かつ償還能力及び担保能

力があるか、大学附属病院の公的使命を果たし

ているか等を総合的に審査する体制を構築して

おり、内部統制の強化及び審査の向上に努めつ

つ、適正に実施している。 

貸付金の回収にあたっては、貸付先に払込通

知書を発行・送付するとともに、各国立大学法

人から提出される状況報告書や財務諸表等によ

り、財務状況等の確認を行っている。また、延

べ30法人に対して、貸付対象事業に係る現地調

査を実施し、事業の執行状況の確認や法人から

の意見聴取等を行っている。毎年度の国立大学

法人からの債権回収率及び財政融資資金への債

務償還率はともに100％であり、適切に実施して

いる。 

資金調達に係る債券の発行に際し、ＩＲ活動

の一環として、主幹事証券会社の販売戦略に基

づき最適な投資家層を把握し、地方投資家等を

対象に個別投資家訪問を延べ62箇所実施してい

る。 

「病院経営分析検討チーム」、「国立大学附

属病院の財務・経営分析の在り方WG」、「国立

大学法人の財務等に関する勉強会」を開催し、

貸付事業を効果的・効率的に行うための調査、

分析を行っている。また、その成果として、ワ

ークショップの開催や冊子・データのとりまと

めを行い、国立大学法人へ提供している。 

さらに、各国立大学法人の前事業年度の財務

諸表等について、国立大学の財務に係る調査、

分析、データのとりまとめを行い、当該成果物

である「国立大学法人の財務」を毎年度刊行し
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ている。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

（２）施設費交付事業 

  ① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国

から承継した旧特定学校財産を処分することで得られ

る収入、各国立大学法人等からの財産処分収入の一定

部分の納付金等の財源により、国立大学法人等に対

し、施設整備等に必要な資金として交付を行う。 

  ② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律

第179号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確

保を図るため、年間５箇所以上の交付先訪問調査を実

施する。 

  ③ 交付事業財源の確保について、文部科学省及び国立

大学法人等の関係機関との連携を図るとともに、外部

有識者、専門家の協力を得る等により本中期計画期間

中に具体的な検討を行い、一定の結論を得る。 

Ｂ 施設費交付事業の適切な執行に向け、文部科

学省及び国立大学法人と連携し、情報共有等を

図りつつ、文部科学省の施設整備等に関する計

画に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備

等に必要な資金として適切に交付を行ってい

る。 

各国立大学法人等の交付申請額や事業目的・

内容の審査と交付決定後の事業実績の審査を適

切に行っており、また、延べ56法人に対し、施

設費交付対象事業に係る現地調査を実施するな

ど、施設費交付事業に係る予算執行の適正を期

している。 

国立大学法人等が保有している資産（未利用

の土地、建物及び資金等）の有効活用方策等の

検討に資するため、文部科学省、民間金融機関

及び私立大学の資金運用を行っている民間団体

から講師を招き、「資産活用に関する勉強会」

を14回開催している。また、「施設費交付事業

財源の確保等に関する検討会」を開催し、その

検討結果を踏まえ、交付事業財源の確保等につ

いての結論をとりまとめている。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  実績・参考データ 
 

標記計画に係る実績等は、以降の具体的な事項における実績・参考データにおいて

記載済み。 

 
 
 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための

活動基盤であって、質の高い、安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文

部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等の施設整備等を多様な財源

により安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、文部科学省の策定する方針

に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付け及び交付を行う。 

なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大学法人等と密接な連携を図り

つつ、円滑な業務実施に努める。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 
 施設費貸付事業の実績  

 
  文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人に対し、附属病院の施設

整備等に必要な資金として、第３期中期目標期間において297,110百万円の貸付けを行う予

定である。。なお、大学共同利用機関法人及び国立大学の移転に対する貸付けの実績はな

く、平成30年度においても予定していない。 
 また、文部科学省主催の「国立大学法人等施設整備に関する説明会」において、当該貸

付けに係る国立大学法人等の事業の適切な執行に資するよう、各法人の施設担当部課長等

に対し、貸付事業の留意点等について毎回説明を行った。さらに、各国立大学法人に対し

て毎年度事務連絡を発出し、当該年度の最終貸付けのスケジュールについて周知徹底を図

った。 
 各国立大学法人の工事進捗状況については、大学からの報告に基づき、文部科学省に定

期的に報告し、情報共有を図っている。 
 
 
 
○ 施設費貸付事業実績 

（単位：百万円） 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（計画） 

合計 

施設整備費 
(32 法人) 

(62 事業) 
36,797 

(33 法人) 

(66 事業) 
43,778 

(30 法人) 

(59 事業) 

40,621 

(31 法人) 

(51 事業) 

35,004 

(26 法人) 

(40 事業) 

34,624 

(152 法人) 

(278 事業) 

190,824 

病院特別医療 
器械整備費 
(設備整備) 

(20 法人) 
(21 事業) 
19,700 

(21 法人) 
(25 事業) 
19,647 

(21 法人) 
(25 事業) 

15,303 

(22 法人) 
(28 事業) 

32,056 

(24 法人) 
(26 事業) 
19,580 

(108 法人) 
(125 事業) 
106,286 

合計 
(35 法人) 

(83 事業) 

56,497 

(34 法人) 

(91 事業) 
63,425 

(34 法人) 

(84 事業) 

55,924 

(35 法人) 

(79 事業) 

67,060 

(31 法人) 

(66 事業) 

54,204 

(169 法人) 

(403 事業) 

297,110 

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 
※合計欄の法人数及び事業数は延べ数である。 

 
 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（１）施設費貸付事業 

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大学共同利用機関

法人に対し、大学附属病院の施設整備及び国立大学の移転による整備等に必要な資金と

して貸付けを行う。 
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○ 施設費貸付事業による整備例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【新病棟】 
（山梨大学） 

 
◆ 特定機能病院として急性期医療の充

実・先進医療への取組を加速するた

め、最先端の高度医療を提供できる施

設を整備するとともに、屋上ヘリポー

トを設置して救急施設・ICU へ直結さ

せたほか、個室の増床や設備の充実に

より療養環境を改善。 

【中央診療棟】 
（長崎大学） 

 
◆ 社会の医療ニーズに合わせて大学病

院の機能を強化するため、中央診療部

門を集約するとともに、近年の高難度

手術の増加傾向を踏まえて手術室や集

中治療室を増室したほか、ドクターヘ

リを活用した救急医療に対応するた

め、ヘリポートを新設。 

【デジタルガンマカメラシステム】 
（金沢大学） 

 
◆ 画像診断における医療の質を十分に

確保するため、現有機器の老朽化に伴

い、近年の診療の高度化に対応できる

性能を備えた機器に更新。 
 

【低侵襲手術支援システム】 
（徳島大学） 

 
◆ 安全で負担が少ない医療を提供する

ため、“外科手術”と“血管内治療”を組

み合わせた治療を可能とする“ハイブリ

ッド手術システム”を設置するととも

に、高機能手術室全体の設備を総合的

に整備。 
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  第３期中期計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 施設費貸付事業の財源の調達  

 
《長期借入れによる資金の調達》 
  施設費貸付事業の財源として、第３期中期目標期間において財政融資資金から275,196百

万円の長期借入れを行う予定である。 
 
《債券発行による資金の調達》 
  独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債券（５年債・50億円）（平成26年度、平成

27年度は独立行政法人国立大学財務・経営センター債券）を毎年度発行し、第３期中期目

標期間において市場から25,000百万円の資金調達を行う予定である。 
発行に向けては、毎年度、主幹事証券会社、受託会社及び格付け機関の選定を行い、Ｉ

Ｒ（インベスター・リレーションズ）資料を作成し、ウェブサイトへ掲載するとともに、

個別投資家訪問を行うなど、ＩＲ活動を積極的に実施した。また、投資家向けの債券内容

説明書を作成し公開することで、機構の事業内容や財務状況等の透明性の確保に努めた。

また、発行体（機構）及び債券の信用格付取得のため格付会社による調査を受審し、発行

体及び債券の信用格付は、第３期中期目標期間中、毎年度ＡＡを取得している。 
 
 
 
○ 資金調達実績 

（単位：百万円） 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（計画） 

合計 

財政融資資金 52,287  58,789  51,653  62,567  49,900  275,196 

債券発行額 
(財投機関債) 

5,000  
(4,211)  

5,000  
(4,636)  

5,000  
(4,271)  

5,000  
(4,493)  

5,000  
(4,304)  

25,000 
(21,913) 

合計 57,287  63,789  56,653  67,567  54,900  300,196 

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 
※債券発行額について、( )内の数値は既発行債券の償還分を除いた額（内数）である。 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（１）施設費貸付事業 

② 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行により資金の調達を行

う。 

  その際、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資するよ

う、公募等による効率的な資金の調達に努める。 
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○ ＩＲ資料＜抜粋＞ 

 
＜平成27年度版＞※ 旧国立大学・財務経営センター発行 

 
 
＜平成29年度版＞ 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 償還確実性の審査等  

 
  貸付けの審査にあたり、「施設費貸付規則」、「貸付金債権管理規則」、「施設費貸付

事業審査基準」等に基づき、事業目的・内容、償還能力、担保力及び教育・研究・診療等

の公的使命を果たしているか等を総合的に審査した。平成28年６月からは「国立大学施設

支援センター貸付審査会」を設置し、審査をより確実に実施できる体制を構築しており、

第３期中期目標期間において36回の開催及び審査を実施する予定である。 
 
 
 
○ 国立大学施設支援センター貸付審査会開催実績 

 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（予定） 

合計 

開催回数 12 回 12 回 12 回 36 回 

 
 
 
 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（１）施設費貸付事業 

③ 貸付けの審査に当たって、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度の高い審

査を実施することにより償還確実性の確保に努める。 

  また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機能の達成状況

とそのバランス等を確認する。 

  なお、これらが確実に実施できる審査体制の構築に努める。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 債権回収及び債務償還の確実な実施  

 
「貸付金債権管理規則」等に基づき、国立大学法人からの貸付金債権の回収及び財政融

資資金への長期借入金債務の償還及び債券の償還を確実に行った。貸付金の回収にあたっ

ては、貸付先に払込通知書を発行・送付し、回収の確実性を確保した。 
貸付先訪問調査（現地調査）については、過去の調査実績等を総合的に勘案し、第３期

中期目標期間中に延べ30法人を対象に実施する予定であり、事業の執行状況の確認や法人

からの意見聴取等を行っている 
第３期中期目標期間における国立大学法人からの債権回収率並びに財政融資資金及び債

券の債務償還率はともに100％である。（平成29年度末債務残高：591,064百万円） 
 
 
 
○ 貸付先訪問調査（現地調査）実施実績 

 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（予定） 

合計 

実施件数 ５箇所 ６箇所 ７箇所 ７箇所 ５箇所 30 箇所 

 
 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（１）施設費貸付事業 

④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行うた

め、年間５箇所以上の貸付先訪問調査を実施する。 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 74 - 

 
○ 債権回収及び債務償還実績 

 （単位：百万円） 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（計画） 

合計 

要元金回収額 31,041  32,670  33,978  35,384  36,222  169,296 

元金回収額 31,041  32,670  33,978  35,384  36,222  169,296 

利子回収額 5,556  5,017  4,307  3,434  2,805  21,121 

要元金償還額 
(財政融資資金) 

26,830  28,034  29,708  30,891  31,919  147,382 

要元金償還額 
（債券） 

5,000  5,000  5,000  5,000  5,000  25,000 

元金償還額 
(財政融資資金) 

26,830  28,034  29,708  30,891  31,919  147,382 

元金償還額 
（債券） 

5,000  5,000  5,000  5,000  5,000  25,000 

利子支払額 
(財政融資資金) 

5,198  4,692  4,017  3,284  2,762  19,953 

利子支払額 
（債券） 

117  90  60  39  30  335 

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 
※国立大学法人からの元金回収額と財政融資資金への元金償還額の差額は、債券償還財源に充当している。 
※国立大学法人からの利子回収額と財政融資資金への利子支払額の差額は、債券に係る利子支払額及び債券発行諸費用 
に充当している。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 ＩＲ活動の実績  

 
  貸付事業にかかる民間資金調達としての機構債券の発行に際し、ＩＲ活動の一環とし

て、主幹事証券会社の販売戦略に基づき中央及び地方の個別投資家訪問を、第３期中期目

標期間中に延べ62箇所実施する予定である。また、投資家と直接対話する主幹事証券会社

の販売担当者に対する説明を実施している。説明の際には、文部科学省監修の下制作・発

行した、国立大学附属病院の現状等を収載した「大学病院の現状」と併せて、平成28年度

からは国立大学附属病院長会議発行の「国立大学附属病院の将来像～現状と展望～『グラ

ンドデザイン2016』」、「将来像実現化行動計画2017」を活用し、個別投資家等に対し機

構の事業内容のみならず、国立大学附属病院の教育・研究・診療の各機能について広報し

た。 
また、平成28年度からは、主幹事証券会社による施設費貸付先訪問を実施し、国立大学

附属病院の役割や意義について、主幹事証券会社のレポートを通じて投資家へ発信した。 
 
 
 
○ ＩＲ訪問実績 

 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（予定） 

合計 

訪問件数 ９箇所 10 箇所 15 箇所 23 箇所 ５箇所 62 箇所 

 
 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（１）施設費貸付事業 

⑤ 民間資金の調達にあたり、ＩＲ活動として年間５箇所以上の投資家を訪問し、説明及

び情報発信を行う。 
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○ 大学病院の現状＜抜粋＞ 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 貸付事業を効果的・効率的に行うための調査、分析に関する実績  

 
《病院経営分析検討チーム及び国立大学附属病院の財務・経営分析の在り方ＷＧ》 
 施設費貸付事業等を通して国立大学附属病院の公的機能の向上を図るため、国立大学施

設支援センターが行う分析等の業務の在り方について検討することを目的に、「病院経営

分析検討チーム」及びその下に「国立大学附属病院の財務・経営分析の在り方ＷＧ」（平

成26年度は「国立大学病院施設の在り方ＷＧ」）を設置し、毎年度検討を行っている。 
 
 平成26年度は、医療設備における経費節減策について、国立大学附属病院関係者のほ

か、私立大学病院関係者、コンサルタントを交えて医療設備の共同調達の仕組み等につい

て検討を行い、その結果を報告書としてとりまとめた。 
平成27年度は、各国立大学附属病院における経営判断等に寄与することを目的に、国立

大学法人の財務諸表等から見た病院経営のアラームとなる財務指標及びその可視化の実現

に向けた検討を行い、冊子「国立大学附属病院における決算資料から見る経営判断の指標

等について」としてとりまとめた。なお、当該指標等については、平成28年度以降毎年度

更新版を作成し、各国立大学へ配布している。 
  平成28年度は、前年度にとりまとめた「国立大学附属病院における決算資料から見る経

営判断の指標等」について、国立大学附属病院の病院経営企画担当者や大学本部の財務担

当者を対象に、全国３会場（東京・岡山７月、名古屋８月）で説明会を実施した。説明会

には、延べ44大学、200人の参加があった。また、全国国立大学病院事務部長会議と連携し

て「国立大学病院経営分析ワークショップ」（平成29年１月）を企画・開催し、国立大学

附属病院の経営分析担当者を対象に、実践的な分析手法について検討を行った。ワークシ

ョップには、全国34大学から35名の参加があった。 
平成29年度は、国立大学附属病院における事業継続性の担保及び内部での経営判断の材

料として活用することを目的に、貸借対照表の作成について検討を行い、冊子「国立大学

附属病院セグメントの貸借対照表の試作について」としてとりまとめた。また、全国国立

大学病院事務部長会議総務委員会等と連携して「国立大学附属病院経営分析ワークショッ

プ」（平成30年１月）を企画・開催し、係長相当職を含む若手事務職員を対象に、財務的

及び医事的知識を駆使した経営分析の手法について検討を行った。ワークショップには、

各病院から44人の参加があった。さらに、国立大学附属病院長会議等と連携して「病院経

営次世代リーダー養成塾」（平成30年２月）を企画・開催し、次世代の病院経営に参画す

ることが期待される医師・歯科医師・メディカルスタッフを対象に、病院経営に関する基

礎的知識の修得と併せて、経営改善策のための様々なデータ分析の手法を確認した。ワー

クショップには、各病院から82人の参加があった。 
 
 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（１）施設費貸付事業 

⑥ 機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を効果的・効率的に行うための調

査、分析を行う。 
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  平成30年度は、前年度にとりまとめた「国立大学附属病院セグメントの貸借対照表の試

作について」に関して、国立大学附属病院の事務部長及び経営企画担当課長並びに大学本

部の財務担当部課長等を対象に、全国３会場（東京・名古屋・福岡８月）で説明会を実施

する予定である。また、全国国立大学病院事務部長会議総務委員会等と連携して「国立大

学附属病院経営分析ワークショップ」（平成31年２月）を企画・開催し、事務職員を対象

に財務的及び医事的知識を駆使した経営分析の手法について検討を行う予定である。 
 
◯ 国立大学附属病院における決算資料から見る経営判断の指標等に関する説明会（概要） 
 

本説明会は、各国立大学附属病院の経営分析を行う実務担当者を対象に、国立大学附属

病院の財務・経営分析の在り方WG委員が「国立大学附属病院における決算資料から見る経

営判断の指標」の解説を行うことに加え、実際に指標を用いて分析を行った大学の事例を

紹介することよって指標の普及を図り、もって国立大学附属病院の経営改善及び経営分析

を担う人材の育成を目的として行った。 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
○ 平成29年度国立大学附属病院経営分析ワークショップ（概要） 
 
  本ワークショップは、全国国立大学病院事務部長会議総務委員会及び国立大学附属病院

長会議事務局と連携し、財務的及び医事的知識を駆使しつつ経営分析を行うことが出来る

人材の裾野を広げることを目的として開催し、各病院から経営分析担当係長等44人の参加

を得た。開催にあたっては、「国立大学附属病院の財務・経営分析の在り方WG」において

ワークショップのコンテンツ作りを行った。 
  具体的には、事前にサンプル大学病院のデータを基に現在の収益と費用の課題及び今後

の見込みを分析し、グループワークにおいて各自分析した課題について議論した。その

後、各グループ別に作成した財務計画及び経営改善のためのストーリーボードについて発

表を行い、経営改善策のための様々なデータ分析の手法の確認を行ったものである。 
 

  
 
 

【岡山会場】                【名古屋会場】 

【グループワーク】             【各グループの発表】 
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◯ 病院経営次世代リーダー養成塾（概要） 
 
  本ワークショップは、国立大学附属病院長会議及び全国国立大学病院事務部長会議と連

携し、次世代の病院経営に参画することが期待される医師・歯科医師・メディカルスタッ

フを対象に、病院経営に関する基礎的知識を修得するとともに病院データの分析によって

病院の未来を探ることにより、次世代の病院執行部を担う人材の育成を目的として開催

し、各病院から82人の参加を得た。開催にあたっては、「国立大学附属病院の財務・経営

分析の在り方WG」においてワークショップのコンテンツ作りを行った。 
  具体的には、病院経営に関する財務会計及び管理会計の基礎的知識の修得を目的とした

講義の後、ＣＶＰ分析を利用した経営改善策の立案についてグループディスカッションを

行った。その後、経営判断にあたっては、単に費用・収益を考えるだけでなく、地域医療

の要素もかんがみる必要性から、地域医療に関する講義を行い、グループごとの発表、モ

デル解答解説・講評を経て、経営改善策のための様々なデータ分析の手法の確認を行った

ものである。 
 

 
 
○ 国立大学附属病院における決算資料から見る経営判断の指標（概要） 
 
  各国立大学附属病院における経営判断等に寄与することを目的に、42国立大学附属病院

（歯学部附属病院等含む）の財務諸表等から見た病院経営のアラームとなる財務指標

（『附属病院収益と借入金等返済額』『診療活動収入と経費率』『長期借入金等債務負担

額』『貸借対照表からみた資金状況』『損益分岐点（CVP）分析図表』『設備充実度及び

設備投資必要額』）の可視化に取り組んだものである。毎年度の決算値を基に更新し、各

国立大学に配付している。 

【グループディスカッション】        【各グループの発表】 
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《国立大学法人の財務等に関する勉強会》 

国立大学法人における財務マネジメント機能の向上を図るため、国立大学施設支援セン

ターが行う支援事業の在り方について検討することを目的として、平成28年度から「国立

大学法人の財務等に関する勉強会」を設置し、検討を行っている。 
平成28年度は、複数の国立大学法人における財務等に関する取組を事例集としてとりま

とめ、文部科学省が全国各地区で行う予算の説明会において、各国立大学法人に対して情

報提供を行った。 
  平成29年度は、国立大学法人の財務に関する制度の運用に際して理解が十分ではない又

は曖昧となっている事例を収集した上で、各事例の解説を作成し、冊子「制度とおカネの

もやもや話（国立大学法人会計編）」としてとりまとめた。また、委員の所属大学におけ

る資金運用拡大に向けた取組や契約事例集の紹介等を行い、前年度にとりまとめた財務等

に関する取組事例集を更新し、平成30年度に文部科学省及び各国立大学法人へ配布した。 
 
○ 財務等に関する取組事例発表＜抜粋＞ 
 

 
 
◯ 制度とおカネのもやもや話（国立大学法人会計編）＜抜粋＞ 
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《国立大学法人の財務》 

貸付事業を効果的・効率的に行うため、毎年度、各国立大学法人の前事業年度に係る財

務諸表等について、国立大学の財務に関する調査、分析、データのとりまとめを行い、当

該成果物を刊行し、文部科学省及び各国立大学法人へ配布した。 
平成30年度は、より有用な情報の提供を図るため、「国立大学法人の財務」の財務分析

指標等に係る有識者会議を設置し、検討を行う予定である 
 
 
 
◯ 平成29年度版国立大学法人の財務＜抜粋＞ 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 施設費交付事業の実績  

 
  文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に

必要な資金として、第３期中期目標期間において22,549百万円の交付を行う予定である。 
  施設費交付事業の財源として、第３期中期目標期間において、旧特定学校財産処分収入

12,850百万円、旧特定学校財産賃貸収入761百万円（財源としては、固定資産税相当分212
百万円（内数）を除いた549百万円）、国立大学法人等からの財産処分収入納付金4,515百
万円を得ている。 

 
 
 
○ 施設費交付事業実績 

 （単位：百万円） 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（計画） 

合計 

営繕事業費 
(90 法人) 

5,446 
(90 法人) 

5,458 
(90 法人) 

3,862 
(90 法人) 

3,783 
(90 法人) 

4,000 
(450 法人) 

22,549 
※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 
※合計欄の法人数は延べ数である。 

 
 
◯ 施設費交付事業財源収入実績 

（単位：百万円） 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（計画） 

合計 

旧特定学校財産 
処分収入 

3,010  3,010  3,010  2,010  1,810  12,850 

旧特定学校財産 
賃貸収入 

220  182  144  116  99  761 

財産処分収入 
納付金 

747  673  1,489  1,576  30  4,515 

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 
※旧特定学校財産賃貸収入には、固定資産税相当分が含まれる。 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（２）施設費交付事業 

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特定学校財産を処

分することで得られる収入、各国立大学法人等からの財産処分収入の一定部分の納付金

等の財源により、国立大学法人等に対し、施設整備等に必要な資金として交付を行う。 
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○ 施設費交付事業による整備例 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施工前  施工後  

施工前  施工後  

【バリアフリー対策工事】 
（東京芸術大学） 

 
◆ 東京藝術大学大学会館に

ついて、段差解消・エント

ランスの自動ドア化・多目

的トイレ設置等のバリアフ

リー対策工事を実施。 
 

【外壁等改修工事】 
（岐阜大学） 

 
◆ 学生寮について、老朽

化・機能劣化が進んでいた

ため、学生の生活に支障を

来たすことがないよう外壁

等の改修工事を実施。 

【外壁等改修工事】 
（鹿屋体育大学） 

 
◆ 学生寮について、老朽

化・機能劣化が進んでいた

ため、学生の生活に支障を

来たすことがないよう外壁

等の改修工事を実施。 
 

【道路舗装工事】 
（広島大学） 

 
◆ バイク・自転車の転倒事

故が発生しており、安全・

安心な交通環境を整備す

るため道路工事を実施。 

施工前  施工後  

施工前  施工後  
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 施設費交付事業の適正な実施  

 
  「大学改革支援・学位授与機構法（平成15年７月16日法律第114号）」及び同法により準

用する「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）」、

「施設費交付事業費交付規則」等に基づき、毎年度、各国立大学法人等からの交付申請

額、事業の目的・内容等について審査し、適正と認められることを確認して交付決定を行

った。また、各事業完了後に各国立大学法人等から提出される実績報告書により、事業が

上記法令等に違反することなく実施されたか、交付決定の内容及びこれに付した条件に適

合しているかなどの審査を行い、適正と認められた事業について交付金の額の確定を行っ

た。 
交付先訪問調査（現地調査）については、過去の調査実績等を総合的に勘案し、第３期

中期目標期間中に延べ56法人を対象に実施する予定である。調査にあたっては、施設費交

付事業の財源が国立大学法人等の土地処分収入によるところから、当該法人における土地

処分等の計画についても聴取し、状況把握に努めている。 
また、文部科学省主催の「国立大学法人等施設整備に関する説明会」において、当該交

付に係る国立大学法人等の事業の適切な執行に資するよう、各法人の施設担当部課長等に

対して、工事進捗状況の管理の徹底と早期執行への協力要請及び財産処分制限について毎

回説明を行った。 
 
 
 
○ 交付先訪問調査（現地調査）実施実績 

 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（予定） 

合計 

実施件数 14 箇所 14 箇所 13 箇所 10 箇所 ５箇所 56 箇所 

 
 
 
 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（２）施設費交付事業 

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和30年法律第179号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図るた

め、年間５箇所以上の交付先訪問調査を実施する。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 施設費交付事業の財源の確保等に関する取組  

 
《資産活用に関する勉強会》 
  国立大学法人等が保有している資産（未利用の土地、建物及び資金等）の有効活用方策

等の検討に資するため、文部科学省、民間金融機関及び私立大学の資金運用を行っている

民間団体から講師を招き、第３期中期目標期間において「資産活用に関する勉強会」を14
回開催した。 

 
○ 資産活用に関する勉強会開催実績 

開催回 開催日 講演内容 

第１回 平成26年４月24日 
「PRE戦略の実現に向けての初期的考察」 

「多様な財源を活用した施設整備～定期借地権による整備～」 

第２回 平成26年５月29日 
「不動産の有効活用手法について」 

「多様な財源を活用した施設整備～負担付寄附による整備～」 

第３回 平成26年９月９日 「PPP/PFIの動向と現状」 

第４回 平成27年１月15日 
「東京電機大学 東京千住キャンパスへの移転と新キャンパスでの新たな

取り組み」 

第５回 平成27年４月27日 「PRE戦略の実現に向けた具体的な検討～題材を用いての立案事例～」 

第６回 平成27年７月23日 
「モデルケースによる不動産の利活用検討について」 

「『国立大学施設整備』に係る民間連携について」 

第７回 平成27年10月22日 
「職員宿舎再開発整備～民間の資金及び経営能力を活用した整備事例～」 

「私立大学と連携した施設整備～土地交換及び学生宿舎の整備事例～」 

第８回 平成28年８月25日 
「国立大学法人法の一部を改正する法律の概要について」 

「土地の有効活用の手法と具体的事例」 

第９回 平成28年８月25日 
「国立大学法人法の一部を改正する法律の概要について」 

「PRE戦略の概略と国立大学法人法改正について」 

第10回 平成29年４月28日 
「国立大学法人法改正を受けた土地等の貸付けについて」 

「民間資金を活用した学生寮の整備について」 

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（２）施設費交付事業 

③ 交付事業財源の確保について、文部科学省及び国立大学法人等の関係機関との連携を

図るとともに、外部有識者、専門家の協力を得る等により本中期計画期間中に具体的な

検討を行い、一定の結論を得る。 
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【平成30年５月31日開催 第14回資産活用に関する勉強会の様子】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
《施設費交付事業財源の確保等に関する検討会》 
  交付事業財源の確保等について検討することを目的として、平成30年１月に機構職員及

び文部科学省職員を委員とする「施設費交付事業財源の確保等に関する検討会」を設置し

た。平成30年３月末までに３回（平成30年１月31日、２月21日、３月12日）開催し、検討

結果を３月28日に報告書にまとめた。 
当該検討会での検討結果を踏まえ、機構の次期中期目標期間である平成31年度から35年

度までは、施設費交付事業を現在の規模（毎年度約40億円程度）で行うことは可能との結

論をとりまとめた。 
また、より長期的な視点で考えた場合には、この施設費交付事業の仕組み上、財源は有

限であり、いずれ枯渇することを考慮しつつ、今後の国立大学法人等の施設を良好な状態

に保っていくためには、全国的に均衡のとれた整備を図る仕組みとしての施設費交付事業

の役割を踏まえ、国を中心としながら、国、機構及び国立大学法人等が連携を図り必要な

財源措置等の施策について検討を行うことが必要と考える。 
 
 
 
 

開催回 開催日 講演内容 

第11回 平成29年11月10日 「国立大学法人における資金の運用について」 

第12回 平成29年12月11日 「資産運用の基礎知識」 

第13回 平成30年２月８日 「大学共同基金（UPF）」投資戦略について 

第14回 平成30年５月31日 「国立大学法人の資金運用について－昨今の動向も踏まえ－」 
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〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
４ 国から承継した財産等の処理 

 
（１）国から承継した旧国立学校設置法第９条の５第１号に規定する特定学校財産の処分については、公用・公共用優

先の原則等を勘案しながら、処分の予定時期等を定めた計画を策定し、毎年度その進捗状況を明確にする。 
 
（２）国立大学法人法附則第12条第１項の規定により国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務（旧国立学

校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る利子の支払いを確

実に行う。 

 
〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
４ 国から承継した財産等の処理 

 
（１）旧特定学校財産の管理処分 

国から承継した旧特定学校財産である東京大学生産技術研究所跡地については、施設費交付事業等の財源に充てる

ため、独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館用地として貸与しつつ、売却を進める。 
なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画において策定することとし、毎年度その進捗状況を明確にす

る。 
 
（２）承継債務償還 

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係国立大学法人から納付される金銭を

確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び

当該債務に係る利子の支払いを確実に行う。 
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財務情報及び人員に関する情報 

 H26 H27 H28 H29 H30 

経常費用（千円） 18,887,793 16,890,220 13,340,682 11,080,051  

経常利益（千円） 16,516,690 14,490,638 13,346,947 10,545,271  

行政サービス実施

コスト（千円） 
－ － － －  

従事人員数（人） 7 7 11.0(3) 13.1(4)  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

表中の情報は、センターの事業（施設費貸付事業・施設費交付事業・承継財産等処理）にかかるものを合算 

 

自己評価の結果 

中期計画 評定 根 拠 

４ 国から承継した財産等の処理 

（１）旧特定学校財産の管理処分 

     国から承継した旧特定学校財産である東京大学生産技

術研究所跡地については、施設費交付事業等の財源に充

てるため、独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館

用地として貸与しつつ、売却を進める。 

      なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画

において策定することとし、毎年度その進捗状況を明確

にする。 

（２）承継債務償還 

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金

からの債務について、関係国立大学法人から納付される

金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法

に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）

の償還及び当該債務に係る利子の支払いを確実に行う。 

Ｂ 東京大学生産技術研究所跡地については、順

調に売却が進んでおり、未売却の土地について

は、使用契約を締結し、使用料を徴収してい

る。また、平成25年度に処分が完了した広島大

学本部地区跡地については、広島市と広島大が

進めるプロジェクトの実施状況を適切に把握し

ている。 

毎年度の国立大学法人からの債権回収及び財

政融資資金への債務償還については、回収率及

び償還率はともに100％であり、適切に実施して

いる。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 旧特定学校財産の管理処分の実績  

 
  東京大学生産技術研究所跡地については、平成19年度から独立行政法人国立美術館に措

置される予算の範囲内で段階的に売却を行っているところであり、第３期中期目標期間に

おいて土地全体面積（29,974.81㎡）のうち21.10%（6,324.53㎡）を12,850百万円で売却し

た。これにより、土地全体面積の89.53％（26,838.26㎡）の売却が完了し、未売却の土地

は10.46％（3136.55㎡）となった。未売却の土地については、独立行政法人国立美術館と

使用契約を締結し、第３期中期目標期間において使用料として761百万円（うち、固定資産

税相当分212百万円）を徴収した。売却完了時期については、予算額や土地価格の変動に左

右されるが、平成33年度に完了する見込みである。 
また、平成25年度に処分が完了した広島大学本部地区跡地については、広島市と広島大

学が主体となり進めている「ひろしまの『知の拠点』再生プロジェクト」において「知の

拠点を支えるゾーン」と位置づけられ、事業者として選定されている三菱地所レジデンス

株式会社を代表とするグループが事業を進めているところである。その進捗状況について

は、広島市から毎年度報告を受けることによって把握しており、平成30年３月末現在にお

いて、平成32年７月に事業完了予定と承知している。 
 
 

４ 国から承継した財産等の処理 

（１）旧特定学校財産の管理処分 

国から承継した旧特定学校財産である東京大学生産技術研究所跡地については、施設

費交付事業等の財源に充てるため、独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館用地と

して貸与しつつ、売却を進める。 

なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画において策定することとし、毎

年度その進捗状況を明確にする。 
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○ 東京大学生産技術研究所跡地の状況 
 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 合計 

売却額(百万円) 3,010  3,010  3,010  2,010  1,810  12,850 

売却面積(㎡) 1,626.29  1,546.77  1447.94  914.57  788.96  6,324.53 

売却持分比率

(%) 
5.43  5.16  4.83  3.05  2.63  21.10 

売却済面積(㎡) 22,140.02  23,686,79  25,134,73  26,049.30  26,838.26  

売却済比率(%) 73.86  79.02  83.85  86.90  89.53  

未売却面積(㎡) 7834.79  6288.02  4840.08  3925.51  3136.55  

未売却持分 
比率(%) 

26.14  20.98  16.15  13.10  10.46  

使用料徴収額 
(百万円) 

220  182  144  116  99  761 

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 
※使用料には、当該土地に係る固定資産税相当分が含まれる。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 承継債務の償還等の確実な実施  

 
  国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの借入に係る債務について、国

立大学法人からの債権の回収及び財政融資資金への債務の償還を確実に行った。（回収及

び償還は毎年度９月及び３月、又は５月及び11月） 
 第３期中期目標期間における国立大学法人からの債権回収率及び財政融資資金への債務

償還率は、ともに100％である。（平成30年度末債務残高：131,180百万円） 
 
○ 債権回収及び債務償還実績 

 （単位：百万円） 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 
平成 30 年度 
（計画） 

合計 

要元金回収額 46,108  43,478  40,773  37,658  33,038  201,053 

元金回収額 46,108  43,478  40,773  37,658  33,038  201,053 

利子回収額 7,088  5,669  4,420  3,330  2,391  22,898 

要元金償還額 
(財政融資資金) 

46,108  43,478  40,773  37,658  33,038  201,053 

元金償還額 
(財政融資資金) 

46,108  43,478  40,773  37,658  33,038  201,053 

利子支払額 
(財政融資資金) 

7,088  5,669  4,420  3,330  2,391  22,898 

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 
 
 
 
 
 

４ 国から承継した財産等の処理 

（２）承継債務償還 

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係国立大

学法人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく

国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る利子の支払い

を確実に行う。 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
５ 学位授与 
 

我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教育機関の国際通用性を伴った多様な発展等に寄与するた

め、大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階の様々な学習の成果を評価し、大学の卒業者又は大学

院の修了者と同等の水準にあると認められる者に対して学位を授与する。また、学位授与事業に関する情報発信のた

めの説明会を毎年度３回開催する。なお、学位授与事業の実施に当たっては、調査研究の成果を活用する。 
また、事業全体について効率化及び合理化を図るとともに、学位審査手数料の引上げにより、中期目標期間終了時

までに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げることとする。なお、省庁大学校修了者に対する学位授与につ

いては、引き続き運営費交付金を充当せずに収支均衡させることとする。 
 
（１）単位積み上げ型による学士の学位授与  

単位積み上げ型による学士の学位授与については、審査により学士の水準を有していると認められる者に対して学

士の学位を授与する。 
また、短期大学及び高等専門学校の専攻科の申し出に基づき、学校教育法第104条第４項第１号に規定する文部科

学大臣の定める学習として、専攻科の教育内容等が大学教育に相当する水準を有しているか審査を行い、機構が定め

る要件を満たすものについて認定することにより、当該専攻科で修得した単位が大学で修得した単位と同等であるこ

とを保証し、機構が授与する学位の水準を確保する。 
機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科修了見込み者に対する審査については、学位の審査と授与

を円滑に行うため、新たな審査方式を導入する。 
 
 
（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 

学校教育法第104条第４項第２号に規定する学校以外の教育施設の課程で大学又は大学院に相当する教育を行うも

のの認定に当たっては、省庁大学校からの認定の申出に基づき、大学の学部、大学院の修士課程又は博士課程の水準

を有しているか審査を行い、認定することにより、当該課程が大学又は大学院の水準と同等であることを保証し、機

構が授与する学位の水準を確保する。また、省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請を行う者に対しては、審査に

より、学士、修士又は博士の学位の水準を有していると認められる者にそれぞれの学位を授与する。 
 
（３）学位授与事業についての広報 

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する学習者に対して有用な情報を提供するとともに、学位授与事業に関す

る情報を積極的に発信し、社会における理解の増進や申請者の拡大に資する。 
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〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
５ 学位授与 

 
我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教育機関の国際通用性を伴った多様な発展等に寄与するた

め、大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階の様々な学習の成果を評価し、大学の卒業者又は大学

院の修了者と同等の水準にあると認められる者に対して学位を授与する。なお、学位授与事業の実施に当たっては、

調査研究の成果を活用する。 
さらに、事業全体について効率化及び合理化を図るとともに、学位審査手数料の引上げにより、中期目標期間終了

時までに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げる。また、省庁大学校修了者に対する学位授与については、

引き続き運営費交付金を充当せずに収支均衡させる。 
 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 
 

① 単位積み上げ型による学士の学位授与については、申請者に係る修得単位の審査並びに学修成果についての審査

及び試験等を行い、各専攻分野の学士の水準を有していると認められる者に対して、申請後６月以内に学士の学位

を授与する。 
 また、引き続き、インターネットを利用した電子申請の推進、不合格者に対する個別理由の通知など、利便性

向上の取組を推進する。 
② 短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定申出に基づき、大学教育に相当する水準を有しているか審査を行い、

基準を満たす専攻科については認定するとともに、一定期間ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。 
③ 機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科の修了見込み者に対する審査については、学位の質を担

保しつつ、円滑な学位の審査と授与を行うための新たな審査方式を平成27年度中に導入する。 
 

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 
 

① 省庁大学校からの課程の認定申出に基づき、大学の学部、大学院の修士課程又は博士課程の水準を有しているか

審査を行い、認定するとともに、一定期間ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。 
② 省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請を行う者に対しては、審査により各専攻分野の学士、修士又は博士と

しての水準を有していると認められる者に、学士は申請後１月以内に、修士及び博士は原則として申請後６月以内

に学位を授与する。 
 

（３）学位授与事業についての広報 
単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する潜在的な学習者に対する支援のため、また、学位授与事業に関する情

報を積極的に発信して、社会における理解の増進や申請者の拡大に資するため、電子媒体やパンフレット等により、

機構の学位授与制度について広報する。また、学位授与事業に関する情報発信のための説明会を毎年度３回開催す

る。 
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財務情報及び人員に関する情報 

 H26 H27 H28 H29 H30 

経常費用（千円） 345,190 297,417 275,082 258,404  

経常収益（千円） 345,190 297,417 275,731 274,214  

 うち運営費交付金収益（千

円） 
205,005 159,369 149,947 143,468  

 うち手数料収入 124,433 121,912 118,404 123,002  

 うちその他収入（千円） 15,752 16,135 7,380 7,743  

従事人員数（人） 23.5(5) 20.4(5)  19.3(4) 17.3(6)  

注）従事人員数については、当該評価項目に係る業務を主として担当した人員数を記載。管理職員については、配下職員

の従事人員割合で按分。（年間の平均常勤職員数を実数、非常勤職員数を外数（）書きで表記） 

なお、評価項目Ⅱ-7（調査研究）の従事人員も、当該評価項目の業務に密接に関連している。 

 

自己評価の結果 

中期計画 評定 根 拠 

５ 学位授与 

 我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教

育機関の国際通用性を伴った多様な発展等に寄与するため、

大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階の

様々な学習の成果を評価し、大学の卒業者又は大学院の修了

者と同等の水準にあると認められる者に対して学位を授与す

る。なお、学位授与事業の実施に当たっては、調査研究の成

果を活用する。 

 さらに、事業全体について効率化及び合理化を図るととも

に、学位審査手数料の引上げにより、中期目標期間終了時ま

でに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げる。ま

た、省庁大学校修了者に対する学位授与については、引き続

き運営費交付金を充当せずに収支均衡させる。 

 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 

  ① 単位積み上げ型による学士の学位授与については、

申請者に係る修得単位の審査並びに学修成果について

の審査及び試験等を行い、各専攻分野の学士の水準を

有していると認められる者に対して、申請後６月以内

に学士の学位を授与する。 

    また、引き続き、インターネットを利用した電子申

請の推進、不合格者に対する個別理由の通知など、利

便性向上の取組を推進する。 

  ② 短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定申出に基

づき、大学教育に相当する水準を有しているか審査を

行い、基準を満たす専攻科については認定するととも

に、一定期間ごとに、その水準を維持しているか審査

を行う。 

  ③ 機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専

攻科の修了見込み者に対する審査については、学位の

質を担保しつつ、円滑な学位の審査と授与を行うため

の新たな審査方式を平成27年度中に導入する。 

Ｂ 単位積み上げ型による学士の学位授与につい

て、中期計画のとおり確実に学位授与を行っ

た。 

また、インターネットを利用した電子申請の

利用率は平成26年度に比較して上昇しており、

特例による学位授与申請においてはすべて電子

申請により受け付けている。また、不合格者に

対する個別理由の通知なども行っているほか、

必要に応じて、修得単位の審査の基準等につい

て見直しを行った。 

申出のあった短期大学及び高等専門学校の専

攻科について、中期計画のとおり、審査を行い

認定を行った。 

また、認定を受けている専攻科に対し、教育

の実施状況等の審査を実施し、必要に応じて審

査結果に基づく所要の改善等を求めた。 

特例の適用を希望する専攻科の審査について

は、機構の認定を受けた高等専門学校の専攻科

からの申出を受け付け、中期計画のとおり、審

査を行い適用認定を行った。また、特例適用専

攻科に対し、教育の実施状況等の審査を実施

し、必要に応じて審査結果に基づく所要の改善

等を求めた。 

さらに、4月期と10月期に特例による学位授与

申請を受け付け、中期計画のとおり、審査を行

い、６月以内に学位を授与した。 

学位授与事業に係る運営費交付金の負担割合

の縮減を図るため、事業全体について効率化及

び合理化を図るとともに、受益者負担の観点か

ら、学位審査手数料を見直し、平成26年度から

学位授与申請に係る学位審査手数料を引き上げ

た。 

また、ペーパーレス会議の実施を推進すると

ともに各種審査の効率化を図るため、関係規程

を制定・改正し、事業全体について効率化及び

合理化を図った。 

学位取得者に対するアンケート調査を実施

し、その結果は、研究開発部と共有し、学位授

与業務の改善及び学位授与事業の検証等を行う
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際のデータとして確実に蓄積している。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 

① 省庁大学校からの課程の認定申出に基づき、大学の

学部、大学院の修士課程又は博士課程の水準を有して

いるか審査を行い、認定するとともに、一定期間ごと

に、その水準を維持しているか審査を行う。 

② 省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請を行う者

に対しては、審査により各専攻分野の学士、修士又は

博士としての水準を有していると認められる者に、学

士は申請後１月以内に、修士及び博士は原則として申

請後６月以内に学位を授与する。 

Ｂ 申出のあった省庁大学校の課程について、中

期計画どおり、審査を行い認定を行った。ま

た、認定を受けている課程に対し、教育の実施

状況等の審査を実施した。必要に応じて審査結

果に基づく所要の改善等を求めた。また、教育

課程について重要な変更が生じると認められた

課程に対し、審査を実施した。 

認定された省庁大学校の課程修了者に対する

学位授与について、学士、修士、博士の学位授

与の申請があったものに対し、所定の審査を行

い定められた期間内に学位の授与を行った。 

学位審査手数料を値上げするとともに、口頭

試問の開催日程を調整し、集中開催とすること

や、審査スケジュールの見直しと併せて遠隔会

議システムによる口頭試問を実施することによ

り、中期計画どおり、事業の合理化・効率化に

努め、収支均衡を図った。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

（３）学位授与事業についての広報 

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する潜在的な

学習者に対する支援のため、また、学位授与事業に関す

る情報を積極的に発信して、社会における理解の増進や

申請者の拡大に資するため、電子媒体やパンフレット等

により、機構の学位授与制度について広報する。また、

学位授与事業に関する情報発信のための説明会を毎年度

３回開催する。 

Ｂ 各種リーフレットについて、申請者の拡大や

学位授与事業の社会における理解の増進の観点

から、効果的に配布先を見直した。 

また、今後の申請者の増加につなげるため、

学位授与申請者数の傾向を分析し今後の広報活

動などに活かすこととした。 

さらに、学位授与制度や学位授与申請、認定

等の手続に係る説明会を毎年度３回以上開催

し、学位授与事業に関する情報を発信した。 

そのほか、「機構ニュース」の発行等を通

じ、学位授与事業に関する情報発信を行った 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 学位審査手数料の引上げ  

 
学位授与事業に係る運営費交付金の負担割合の縮減を図るため、事業全体について効率

化及び合理化を図るとともに、受益者負担の観点から、学位審査手数料を見直し、平成26
年度から学位授与申請に係る学位審査手数料を引き上げた。 
また、省庁大学校修了者に対する学位授与については、引き続き運営費交付金を充当せ

ずに収支均衡を図った。 
 

 《改定前》  《改定後》 

学士 25,000円 → 32,000円 

修士 34,000円 → 44,000円 

博士 67,000円 → 87,000円 

 
 
 事業の効率化及び合理化  

 
・ 特例適用による小論文試験の受験者減を踏まえ、平成27年度10月期の小論文試験会場

を３地区に、平成28年度４月期の小論文試験会場から２地区に縮減した。また、これま

で外部に委託していた東京地区の小論文試験会場の机と椅子の調達及び設営について、

平成28年度10月期以降は機構内の備品を利用して職員において行った。 
 
・ 平成27年度には、特例による学位授与申請に係る審査委員への謝金について、審査業

務の内容に応じた価格を設定し、運営費交付金の負担割合の引下げを図った。 
 

・ 平成28年度より、口頭試問の集中開催を行い、審査担当委員の移動の負担や旅費支出

を抑制することができた。 
 

５ 学位授与 

我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教育機関の国際通用性を伴った

多様な発展等に寄与するため、大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階

の様々な学習の成果を評価し、大学の卒業者又は大学院の修了者と同等の水準にあると認

められる者に対して学位を授与する。なお、学位授与事業の実施に当たっては、調査研究

の成果を活用する。 

さらに、事業全体について効率化及び合理化を図るとともに、学位審査手数料の引上げ

により、中期目標期間終了時までに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げる。ま

た、省庁大学校修了者に対する学位授与については、引き続き運営費交付金を充当せずに

収支均衡させる。 
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・ 平成28年度３月の学位審査会よりタブレット端末によるペーパーレス会議として実施

するとともに、専門委員会・部会においては、平成29年度より段階的にパソコンを活用

した会議とすることにより、業務の効率化及び合理化を行った。これに伴い、専攻科の

認定等の各種審査に必要な書類の提出部数を削減し、データでの資料提出をするため、

関係規程を改正した。これらの結果、複写機の利用枚数が削減され、平成30年度以降の

複写機の契約台数も削減した。 
 
・ 平成29年度より実施する特例適用専攻科の教育の実施状況等の審査については、従来

の認定専攻科の教育の実施状況等の審査と一本化することにより合理化を図り、審査を

行うにあたり、効率化を図った。 
 
・ 平成29年度において、平成30年度に提出される特例適用専攻科の変更の届出につい

て、審査の簡素化を図るため、関係内規を新設し、審査の効率化及び合理化を行った。 
 
・ 平成29年度に、遠隔会議システムの利用を希望する委員に対して、システムの接続テ

ストを実施し、平成30年２月以降に実施する口頭試問でのシステム利用が可能な状況を

整備した。さらに、省庁大学校の課程修了者に対する論文の審査及び口頭試問につい

て、配慮が必要な申請者に対して、平成30年３月までに実施できるようスケジュールを

見直すとともに、遠隔会議システムを利用して口頭試問を実施することにより、審査に

係る業務の効率化及び合理化を図った。 
 
・ 上記の事務合理化の結果、平成26年度に28.5人いた従事人員数を平成30年度には21人
に削減することにつながった。 

 
 
 アンケート調査の実施  
 
  今後の学位授与業務の改善の参考とするため、研究開発部と調査項目を精査の上、学位

取得者の満足度、「新しい学士への途」の分かりやすさ等に関するアンケート調査を、学

位取得者に学位記を送付する際に同封し実施した。 
なお、平成27年度10月期から開始した特例による学位取得者のうち、10月期の取得者に

対してはオンライによるアンケート調査を実施した。 
また、平成29年度４月期以降、通例による学位取得者についても、オンラインでの回答

を可能とした。 
 

〇アンケート調査結果 

 
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

合計 
４月期 10月期 ４月期 10月期 ４月期 10月期 ４月期 10月期 

対象者 276 2,262 256 2,281 286 2,181 257 2,209 10,008 

回答 215 1,537 203 1,418 232 1,276 188 1,245 6,314 

回答率 77.9％ 67.9％ 79.3％ 62.2％ 81.1％ 58.5％ 73.2％ 56.4％ 63.1％ 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

 単位積み上げ型による学士の学位授与  

 
短期大学・高等専門学校卒業者等の単位積み上げ型の学習者に対して、以下のとおり申

請の受付、審査を行った。 

 

① 申請の受付 

平成 26 年度から平成 29 年度においては、４月期は４月１日から４月７日まで、10 月

期は 10 月１日から７日まで、年２回の申請を受け付けた。また、電子申請のデータ入力

については、申請者の利便を考慮して申請日の半月前から使用できるように認めている。 

また、平成 30 年度においては、４月期の受付期間は同様としているが、業務効率化を

図り、受付期間の前倒しを行い、10 月期の申請受付期間を９月 25 日から 10 月５日まで

受付を行う。 

なお、申請者の利便性に配慮した上で、平成 31 年度から、申請の受付は、原則として、

電子申請のみとすることとした。 

 

〇電子申請システム利用率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 学位授与 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 

① 単位積み上げ型による学士の学位授与については、申請者に係る修得単位の審査並

びに学修成果についての審査及び試験等を行い、各専攻分野の学士の水準を有してい

ると認められる者に対して、申請後６月以内に学士の学位を授与する。 

  また、引き続き、インターネットを利用した電子申請の推進、不合格者に対する個

別理由の通知など、利便性向上の取組を推進する。 
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② 修得単位の審査 

学位審査会の下に置かれる専門委員会及び部会において、専攻の区分ごとに、申請者

の修得単位が機構の定める修得単位の審査の基準を満たしているかどうかを判定した。 

 

③ 学修成果・試験の実施及び審査 

申請者が提出した学修成果（レポート・作品等）に基づいて、４月期申請は毎年度６

月に、10 月期申請は毎年度 12 月に小論文試験及び面接試験を実施した。専門委員会及び

部会を７月及び１月に開催し、専攻の区分ごとに、各申請者が当該専攻に係る学士の学

力の水準を有していると認められるか（学修成果のテーマが専攻に関するものとして適

切か、学修成果の内容が学士の水準に達しているか、学修成果の内容が申請者の学力と

して定着しているか）を判定した。 

なお、小論文試験において、身体に障害のある申請者に対して特別措置を行った。ま

た、平成 28 年度においては、記録的な積雪による航空機の欠航に伴い、試験時間の繰り

下げや翌週に追試験を認める措置を講じた。 

 

〇特別措置実績 

年度 
該当 

者数 
障害等の種類 主な措置内容 

平成 27 年度 1 視覚障害 
点字の出題、PC による解答、 

別室受験、試験時間の延長等 

平成 28 年度 1 ストレス性の疾患 別室受験 

平成 29 年度 1 視覚障害 試験問題の文字拡大等 

  

④ 合否判定 

各専門委員会・部会の判定案をとりまとめ、４月期は毎年度８月に開催した学位審査

会において合否を判定し、修了見込みでの申請者に対しては、修了及び単位の修得の確

認を行い、９月末までに学位を授与した。10 月期は毎年度２月に開催した学位審査会に

おいて合否を判定し、合格者のうち修了見込みでの申請者に対しては修了及び単位の修

得の確認を行い、３月末までに学士の学位を授与した。 

 

以上を経て、第３期中期目標期間（平成 26 年度から平成 29 年度）においては、10,517

人の申請を受け付け、10,008 人に学士の学位授与を行った。 

 

〇単位積み上げ型の学士の学位授与に係る申請者数・合格者数・合格率 

 
平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 
合計 

申請者数 2,665 
2,675 

（1,510） 

2,592 

（1,566） 

2,585 

（1,646） 

10,517 

（4,722） 

合格者数 2,538 
2,537 

（1,489） 

2,467 

（1,547） 

2,466 

（1,630） 

10,008 

（4,666） 

合格率 95.2％ 
94.8％ 

（98.6％） 

95.2％ 

（98.8％） 

95.4％

（99.0％） 

95.2％ 

（98.8％） 

※（ ）内は特例適用専攻科修了見込者数で内数である。 

 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 100 - 

〇小論文試験・面接試験の実施状況 

年度 時期 試験区分 日程 会場 

平成 

26 

年度 

４月期 
面接試験 

平成 26 年 6 月 8日(日) 
東京 

小論文試験 東京、大阪 

10 月期 
面接試験 平成 26 年 12 月 7 日(日) 東京 

小論文試験 平成 26 年 12 月 14 日(日) 札幌、東京、大阪、岡山、福岡 

平成 

27 

年度 

４月期 
面接試験 

平成 27 年 6 月 7日(日) 
東京 

小論文試験 東京、大阪 

10 月期 
面接試験 平成 27 年 12 月 6 日(日) 東京 

小論文試験 平成 27 年 12 月 13 日(日) 東京、大阪、福岡 

平成 

28 

年度 

４月期 
面接試験 

平成 28 年 6 月 5日(日) 
東京 

小論文試験 東京、大阪 

10 月期 
面接試験 平成 28 年 12 月 4 日(日) 東京 

小論文試験 平成 28 年 12 月 11 日(日) 東京、大阪 

平成 

29 

年度 

４月期 
面接試験 

平成 29 年 6 月 4日(日) 
東京 

小論文試験 東京、大阪 

10 月期 
面接試験 平成 29 年 12 月 10 日(日) 東京 

小論文試験 平成 29 年 12 月 17 日(日) 東京、大阪 

平成 

30 

年度 

(予定) 

４月期 面接試験 
平成 30 年 6 月 10 日(日) 

東京 

小論文試験 東京、大阪 

10 月期 面接試験 平成 30 年 12 月 9 日(日) 東京 

小論文試験 平成 30 年 12 月 16 日(日) 東京、大阪 

 

 

○ 短期大学・高等専門学校卒業者等に係る学士の学位取得者数の推移 
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○ 試験会場               〇 学位記 

   
 

 
⑤ 不合格者に対する配慮 

学修成果・試験で不可となった申請者全員（試験欠席者を除く。）に対して、個別に

具体的な不可判定の理由を通知した。 
 

⑥ 修得単位の審査の基準等、専攻の区分及び基礎資格の見直し 
申請者が、修得した単位を分類しやすいように、法令の改正や学問の進展や大学にお

ける教育の実施状況等を踏まえ、例示科目の追加や変更、新たな専攻の区分の設置を行

った。なお、新たな専攻の区分の設置にあたっては、調査研究協力者会議を設置し、検

討を行った。 
 
≪修得単位の審査の基準の見直し≫ 
平成26年度：土木工学 
平成27年度：音楽、機構で学士の学位を取得した者が他の専攻の区分で機構に学位授

与申請を行う場合の修得単位の審査の基準を追加 
 
≪新たに設置した専攻の区分≫ 
平成29年度：演劇 

 
≪基礎資格の追加≫ 
平成28年度：一定の要件を満たす高等学校の専攻科、中等教育学校後期課程の専攻科

及び特別支援学校高等部の専攻科の修了者 
 

≪学修期間の取扱い等に係る周知≫ 
    平成27年度版の学位授与申請案内「新しい学士への途」について、「学修期間」の

取扱いや学修成果に求められる倫理的配慮等について改定を行った。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 
 専攻科の認定及び教育の実施状況等の審査  
 

認定を受けようとする年度の前年度９月末までに、専攻科を設置する短期大学及び高等

専門学校の設置者から認定の申出を受け付けた。11月に開催された学位審査会において審

査を付託し、11月及び翌年１月に専門委員会・部会において、審査が行われた。各専門委

員会・部会の審査結果をとりまとめ、２月に開催された学位審査会において認定の申出の

あった専攻の可否について判定し、専攻科の設置者に結果を通知した。必要に応じて、審

査対象専攻に対して、可否の通知と併せて、専門委員会及び部会からの教員組織に対する

意見を伝達することにより、今後のさらなる改善を求めた。 
 

また、教育の実施状況等に関する審査については、５月末及び９月末までに書類の提出

を受理した。８月に開催された学位審査会において審査を付託し、11月及び翌年１月に専

門委員会・部会において、審査が行われた。各専門委員会・部会の審査結果をとりまと

め、２月に開催された学位審査会において教育の実施状況等の審査を実施した専攻につい

て判定し、専攻科の設置者に結果を通知した。必要に応じて、審査対象専攻に対して、可

否の通知と併せて、専門委員会及び部会からの教員組織に対する意見を伝達することによ

り、今後のさらなる改善を求めた。 
 

さらに、平成29年度以降、次年度の組織改編を予定し、「特例の適用認定」と併せて

「専攻科の認定」を希望する高等専門学校から、４月末までに申出を受け付けた。５月に

開催された学位審査会において審査を付託し、５月及び７月に専門委員会・部会において

審査が行われた。各専門委員会・部会の審査結果をとりまとめ、８月に開催された学位審

査会において、認定の申出のあった専攻の可否について判定し、専攻科の設置者に結果を

通知した。必要に応じて、審査対象専攻に対して、可否の通知と併せて、専門委員会及び

部会からの教員組織に対する意見を伝達することにより、今後のさらなる改善を求めた。 
 

次表のとおり、第３中期目標期間（平成26年度から平成29年度）においては、短期大学

５校６専攻、高等専門学校10校13専攻の専攻科の認定を行った。短期大学29校34専攻、高

等専門学校23校46専攻の教育の実施状況等の審査を行い、すべて適と判定した。教育課程

について重要な変更が生じると認められた認定専攻科に対する再審査を、短期大学２校２

専攻、高等専門学校４校４専攻に対して行い、可と判定した。 
 
 
 

 

５ 学位授与 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 

② 短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定申出に基づき、大学教育に相当する水準を

有しているか審査を行い、基準を満たす専攻科については認定するとともに、一定期間

ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。 
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○ 専攻科の認定及び認定専攻科の教育の実施状況等の審査状況≫ 平成30年6月現在 
 認定の審査 教育の実施状況等の審査 再審査 

短期大学 
高等専門 
学校 

短期大学 
高等専門 

学校 
短期大学 

高等専門 
学校 

平成 26 年度 
2 校 

2 専攻 

5 校 

5 専攻 

11 校 

11 専攻 

9 校 

18 専攻 
― 

2 校 

2 専攻 

平成 27 年度 ― 
2 校 

2 専攻 

10 校 

14 専攻 

14 校 

28 専攻 

1 校 

1 専攻 

2 校 

2 専攻 

平成 28 年度 
2 校 

2 専攻 

2 校 

3 専攻 

5 校 

6 専攻 
― ― ― 

平成 29 年度 
1 校 

2 専攻 

1 校 

3 専攻 

3 校 

3 専攻 
― 

1 校 

1 専攻 
― 

合計 
5 校 

6 専攻 

10 校 

13 専攻 

29 校 

34 専攻 

23 校 

46 専攻 

2 校 

2 専攻 

4 校 

4 専攻 

平成 30 年度 

（予定） 
― 

1 校 

1 専攻 

4 校 
6 専攻 

― ― ― 

※教育の実施状況等の審査のうち、高等専門学校については、平成28年度より特例適用専

攻科の教育の実施状況等の審査に移行 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 特例の適用認定の申出に係る審査  
 

平成 26 年度から、新たな審査方式の適用を希望する機構の認定を受けた短期大学及び高

等専門学校の専攻科からの申出を受け付けた。平成 26 年度においては、５月末までに書類

を受け付け、７月及び 10 月に開催した専門委員会・部会において審査が行われた。各専門

委員会・部会の審査結果をとりまとめ、11 月の学位審査会において認定の申出のあった専

攻の可否について判定し、専攻科の設置者に結果を通知した。必要に応じて、審査対象専

攻に対して、可否の通知と併せて、専門委員会及び部会からの教員組織に対する意見を伝

達することにより、今後のさらなる改善を求めた。 
 
また、平成 27 年度以降においては、４月末までに書類を受け付け、５月及び７月に開催

した専門委員会・部会において審査が行われた。各専門委員会・部会の審査結果をとりま

とめ、８月の学位審査会において認定の申出のあった専攻の可否について判定し、専攻科

の設置者に結果を通知した。 
 
次表のとおり、第３期中期目標期間（平成26年度から平成29年度）においては、短期大

学19校22専攻、高等専門学校72校143専攻の認定の審査を行い、短期大学19校22専攻、高

等専門学校67校139専攻の認定を行った。 
 

加えて、平成 26 年度においては、平成 27 年度 10 月期からの申請に向けて、関係細則等

を制定することに加え、申出に係る提出書類・様式を見直し、関係規則を改正するととも

に、特例適用専攻科の教職員を対象とした説明会を実施した。 
 
 
 特例適用専攻科の変更に係る審査  
 

平成27年度から、特例の適用認定を受けた専攻科のうち、科目表又は学修総まとめ科目

に変更が生じるものについて、届出を受け付けた。 
11月に開催された学位審査会において審査の必要のある変更について審査を付託し、11

月及び翌年１月に専門委員会・部会において、審査が行われた。 
各専門委員会・部会の審査結果をとりまとめ、２月に開催された学位審査会において判

定の結果に基づく特例の適用認定の変更の可否について判定し、専攻科の設置者に結果を

通知した。 
なお、平成27年度においては、上記の届出に加え、6月下旬までに届出を受け付け、7月

に開始した専門委員会・部会において審査が行われた。 

５ 学位授与 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 

③ 機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科の修了見込み者に対する審査

については、学位の質を担保しつつ、円滑な学位の審査と授与を行うための新たな審査

方式を平成27年度中に導入する。 
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各専門委員会・部会の審査結果をとりまとめ、８月に開催された学位審査会において判

定の結果に基づく特例の適用認定の変更の可否について判定し、専攻科の設置者に結果を

通知した。 
 
 
 特例適用専攻科の教育の実施状況等の審査  
 

平成28年度に、特例適用専攻科の教育の実施状況等の審査について、認定専攻科の教育

の実施状況等の審査と併せて行うことや、実施内容及び方法等の検討を進め、関係規程を

整備し、専攻科の担当者向けの書類作成の手引きを作成・配布した。 
平成29年度から、特例適用専攻科の教育の実施状況等の審査について、５月末及び９月

末までに書類を受け付けた。８月に開催された学位審査会において審査を付託し、11月及

び翌年１月に専門委員会・部会において、審査が行われた。各専門委員会・部会の審査結

果をとりまとめ、２月に開催された学位審査会において教育の実施状況等の審査を実施し

た専攻について判定し、専攻科の設置者に結果を通知した。必要に応じて、審査対象専攻

に対して、可否の通知と併せて、専門委員会及び部会からの教員組織に対する意見を伝達

することにより、今後のさらなる改善を求めた。 
平成29年度において、２専攻は「保留」の判定となったことを踏まえ、最終的に「適」

と判定するとともに、これまで、未整備であった不利益処分に係る聴聞手続規則を制定し

た。 
 

また、第３期中期目標期間（平成 29 年度）においては、短期大学２校３専攻、高等専門

学校 10 校 23 専攻の教育の実施状況等の審査を行い、すべて適と判定した。 

 
○ 特例の適用認定及び特例適用専攻科の教育の実施状況等の審査状況≫ 平成30年6月現在 

 
 
 
 
 

 認定の審査 教育の実施状況等の審査 

短期大学 高等専門学校 短期大学 高等専門学校 

平成 26 年度 
16 校 

19 専攻 

56 校 

122 専攻 
  

平成 27 年度 
1 校 

1 専攻 

9 校 

11 専攻 
  

平成 28 年度 
2 校 

2 専攻 

6 校 

7 専攻 
  

平成 29 年度 ― 
1 校 

3 専攻 

2 校 

3 専攻 

10 校 

23 専攻 

合計 
19 校 

22 専攻 

72 校 

143 専攻 

2 校 

3 専攻 

10 校 

23 専攻 

平成 30 年度 

（予定） 

1 校 

1 専攻 

1 校 

1 専攻 

3 校 
3 専攻 

10 校 
23 専攻 
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 特例適用による学士の学位授与  
 
  平成27年度に特例の適用による学位授与申請に対応するため、申請案内を作成するとと

もに電子申請システムを整備し、平成27年度10月期から特例の申請受付を開始した。 
 

 特例による学位授与の申請及び受付について、以下のとおり行った。 
 

① 申請の受付 
   申請はすべて電子申請システムを利用し、４月期及び 10 月期のデータ入力及び送信及

び書類送付を受け付けた。 
   電子申請システムにおいて、申請者の修得単位とあらかじめ専門委員会・部会で審査

した科目表との照合により、申請者の修得単位が機構の定める基準を満たしているかど

うかを確認した。 
 

② 学修総まとめ科目の履修に関する審査 
   申請者が提出した学修総まとめ科目の履修計画書について、専門委員会及び部会にお

いて審査した。また、４月期は８月から９月にかけて、10 月期は２月から３月にかけて

学修総まとめ科目の履修終了時に申請者が提出した成果の要旨等により履修に関する審

査を行った。 
 

③ 合否判定 
   ４月期は、８月 18 日に開催された学位審査会において、単位修得、学修総まとめ科目

の成果の要旨等及び専攻科の修了を確認した上で最終的な合否を確定するものとして合

格と判定し、確認の結果９月末までに学士の学位を授与した。 
   また、10 月期の学位授与申請者に係る審査結果に基づき、各特例適用専攻科の学修総

まとめ科目の実施状況等について学位審査会で検証し、必要に応じて各特例適用専攻科

に改善を求めた。 
10 月期は、２月に開催された学位審査会において、単位修得、学修総まとめ科目の成

果の要旨等及び専攻科の修了を確認した上で最終的な合否を確定するものとして合格と

判定し、確認の結果３月末までに学士の学位を授与した。 
 

○ 特例適用専攻科における申請者数・合格者数・合格率 
p.99「〇単位積み上げ型の学士の学位授与に係る申請者数・合格者数・合格率」参照 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 省庁大学校の課程の認定及び教育の実施状況等の審査  

 
省庁大学校の課程の認定について、以下のとおり審査を行った。 

 
認定の申出に係る書類を９月末までに受理し、11月に開催された学位審査会において審

査を付託し、11月及び翌年１月に専門委員会・部会において、大学設置基準等の関係規定

に照らして、当該課程の教員組織や教育課程が大学の学部、大学院の修士課程及び博士課

程に相当する水準を有しているかを審査した。各専門委員会・部会の審査結果をとりまと

め、２月に開催された学位審査会において認定の申出のあった課程の可否について判定

し、所管省庁を経由して大学校長に結果を通知した。必要に応じて、審査対象課程に対し

て、可否の通知と併せて、専門委員会及び部会からの教員組織に対する意見を伝達するこ

とにより、今後のさらなる改善を求めた。 
 
また、省庁大学校の認定課程に対する教育の実施状況等の審査については、以下のとお

り審査を行った。 
 
教育の実施状況等の審査に係る書類を対象課程から5月末までに受理し、７月、11月又は

翌年1月に専門委員会・部会において、大学設置基準等の関係規定に照らして、当該課程の

教員組織や教育課程が大学の学部等に相当する水準を有しているかを審査した。各専門委

員会・部会の審査結果をとりまとめ、２月に開催された学位審査会において認定の申出の

あった課程の可否について判定し、所管省庁を経由して大学校長に結果を通知した。必要

に応じて、審査対象課程に対して、可否の通知と併せて、専門委員会及び部会からの教員

組織に対する意見を伝達することにより、今後のさらなる改善を求めた。 
 
次表のとおり、第３中期目標期間（平成26年度から平成29年度）においては、大学の学

部相当課程１課程、大学院の修士相当課程１課程、大学院の博士相当課程１課程の認定を

行った。また、大学の学部相当課程６課程、大学院の修士相当課程３課程、大学院の博士

相当課程１課程の教育の実施状況等の審査を行い、すべて適と判定した。加えて、教育課

程について重要な変更が生じると認められた大学の学部相当課程１課程に対する再審査を

行い、可と判定した。 
 
 
 
 
 

５ 学位授与 
（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 

① 省庁大学校からの課程の認定申出に基づき、大学の学部、大学院の修士課程又は博士

課程の水準を有しているか審査を行い、認定するとともに、一定期間ごとに、その水準

を維持しているか審査を行う。 
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○ 課程の認定及び認定課程の教育の実施状況等の審査状況 平成30年6月現在 
 認定の審査 教育の実施状況等の審査 再審査 

学部 
相当 

修士 
課程 
相当 

博士 
課程 
相当 

学部 
相当 

修士 
課程 
相当 

博士 
課程 
相当 

学部 
相当 

修士 
課程 
相当 

博士 
課程 
相当 

平成 26

年度 
― ― 1 課程 ２課程 １課程 ― ― ― ― 

平成 27

年度 
― 1 課程 ― 1 課程 1 課程 ― ― ― ― 

平成 28

年度 
1 課程 ― ― 1 課程 1 課程 1 課程 ― ― ― 

平成 29

年度 
― ― ― ２課程 ― ― 1 課程 ― ― 

合計 1 課程 1 課程 1 課程 ６課程 ３課程 1 課程 1 課程 ― ― 

平成 30

年度 

(予定） 

― ― ― 1 課程 ― １課程 ― 1 課程 1 課程 

 
○ 認定課程一覧（平成 30 年３月 31 日現在） 

（１）大学の学部に相当する教育を行う課程 

認定課程名 修業 
年限 認定年月日 学位に付記する 

専攻分野の名称 
防衛医科大学校医学教育部医学科 6 平成 3年 8月30日 医学 

防衛大学校本科 4 
平成 3年12月18日 理学、工学、 

社会科学 

平成13年 3月12日 人文科学 

水産大学校本科 4 平成 3年12月18日 水産学 

海上保安大学校本科 4 平成 3年12月18日 海上保安 

気象大学校大学部 4 平成 3年12月18日 理学 

職業能力開発総合大学校長期課程* 4 平成 3年12月18日 工学 

国立看護大学校看護学部看護学科 4 平成13年 3月26日 看護学 

職業能力開発総合大学校総合課程 4 平成24年 2月13日 生産技術 

防衛医科大学校医学教育部看護学科 4 平成29年 2月15日 看護学 
* 平成 28 年度末廃止 

 
 
 
 
 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 

- 109 - 

（２）大学院の修士課程に相当する教育を行う課程 

認定課程名 修業 
年限 認定年月日 学位に付記する 

専攻分野の名称 
防衛大学校理工学研究科(前期課程) 2 平成 3年12月18日 理学、工学 

職業能力開発総合大学校研究課程* 2 平成 3年12月18日 工学 

水産大学校水産学研究科 2 平成 6年 6月23日 水産学 

防衛大学校総合安全保障研究科(前期課程) 2 平成 9年 3月11日 安全保障学 
国立看護大学校研究課程部看護学研究科 
（前期課程） 2 平成17年 2月10日 看護学 

職業能力開発総合大学校長期養成課程 
職業能力開発研究学域 2 平成28年 2月12日 生産工学 

* 平成 24 年度末廃止 
 
（３）大学院の博士課程に相当する教育を行う課程 

認定課程名 修業 
年限 認定年月日 学位に付記する 

専攻分野の名称 
防衛医科大学校医学教育部医学研究科 4 平成 3年 8月30日 医学 

防衛大学校理工学研究科(後期課程) 3 平成13年 3月12日 理学、工学 

防衛大学校総合安全保障研究科(後期課程) 3 平成21年 2月13日 安全保障学 
国立看護大学校研究課程部看護学研究科 
（後期課程） 3 平成27年 2月13日 看護学 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 
 省庁大学校修了者に対する学位授与  
 
  省庁大学校の認定課程の修了者に対し、以下のとおり審査を実施した。 

 
① 学士 

大学の学部相当課程として認定した省庁大学校の課程から申請を受け付け、単位修

得及び課程修了に係る証明書に基づいて審査を行い、学位審査会において合格と判定

された者に、学士の学位を授与した。 
第３期中期目標期間においては、９課程の3,935人に学士の学位を授与した。 

 
② 修士 

大学院の修士相当課程として認定した省庁大学校の課程の修了者及び修了見込み者

からの申請を受け付け、証明書により単位修得と課程修了の確認を行うとともに、論

文の審査と面接による口頭試問を実施し、学位審査会において合格と判定された者

に、修士の学位を授与した。 
なお、留学生等配慮が必要な３月修了者の申請を受け付け、３月末までに論文の審

査と面接による口頭試問を実施した。証明書により単位修得と課程修了の確認を行っ

た上で、次年度の開催の学位審査会で判定を行った。 
第３期中期目標期間においては、４課程の358人に学士の学位を授与した。また、こ

のうち修了見込みでの申請者は109人であった。 
 
③ 博士 

大学院の博士相当課程として認定した省庁大学校の課程の修了者からの申請を受け

付け、単位修得と課程修了の確認を行うとともに、論文の審査と面接による口頭試問

を実施し、学位審査会において合格と判定された者に、博士の学位を授与した。 
なお、留学生等配慮が必要な３月修了者の申請を受け付け、３月末までに論文の審

査と面接による口頭試問を実施した。証明書により単位修得と課程修了の確認を行っ

た上で、次年度の開催の学位審査会で判定を行った。 
第３期中期目標期間においては、３課程の116人に学士の学位を授与した。また、こ

のうち修了見込みでの申請者は10人であった。 
 
④ 学位記の伝達 

省庁大学校の修士及び博士の学位の授与にあたっては、学位記伝達式を開催し、各

省庁大学校の代表者に学位記の伝達を行った。 

５ 学位授与 
（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 

② 省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請を行う者に対しては、審査により各専攻分

野の学士、修士又は博士としての水準を有していると認められる者に、学士は申請後１

月以内に、修士及び博士は原則として申請後６月以内に学位を授与する。 
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○ 省庁大学校修了者に係る学位別取得者数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 省庁大学校修了者の学位取得者数一覧 

（第３中期目標期間（平成 26 年度から平成 29 年度）） 
 

  学士 
認定課程名 修業年限 取得者数 

防衛大学校本科 ４  1,826 
防衛医科大学校医学教育部医学科 ６   310 
水産大学校本科 ４  736 
海上保安大学校本科 ４   160 
気象大学校大学部 ４   56 
職業能力開発総合大学校長期課程* 4   132 
国立看護大学校看護学部看護学科 ４   390 
職業能力開発総合大学校総合課程 ４   216 
防衛医科大学校医学教育部看護学科 ４  109 

合    計 3,935 
* 平成 28 年度末廃止 

 
  修士 

認定課程名 修業年限 取得者数 
防衛大学校理工学研究科（前期課程） ２ 224（ 35） 
防衛大学校総合安全保障研究科（前期課程） ２ 63（ 50） 
水産大学校水産学研究科 ２ 37（  5） 
国立看護大学校研究課程部看護学研究科 ２ 34（ 19） 

合    計 358（109） 
   ※（ ）は内数で、課程修了見込みでの申請者のうちの取得者数。 
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  博士 

認定課程名 修業年限 取得者数 
防衛医科大学校医学教育部医学研究科 ４ 78（ 0） 
防衛大学校理工学研究科(後期課程) ３  31（10） 
防衛大学校総合安全保障研究科(後期課程) ３  7（ 0） 

合    計 116（10） 
   ※（ ）は内数で、課程修了見込みでの申請者のうちの取得者数。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 学位授与事業についての広報  
 
  学位授与制度を紹介するリーフレット『学士をめざそう』について、機構の学位授与制

度をより的確かつ分かりやすく紹介する観点から、毎年度見直しを行うとともに、平成29
年度には、これまで配布していた短期大学、高等専門学校、専門学校、都道府県の公立図

書館及び生涯学習センター等の関係機関に加え、新たに基礎資格に追加された高等学校専

攻科も加えるなど、申請者の拡大に資するため配布先を見直した。 
また、機構が授与する学位を説明したリーフレット『機構が授与する学士の学位』につ

いては、学位授与事業の社会における理解の増進の観点から、平成27年度に名称を変更し

全面的に見直しを行い、平成29年度から大学のほかハローワークや商工会議所などの産業

界へも配布した。 
なお、今後どのような対象者にアピールし申請者の増加につながるかを検討するため、

学位授与申請者数の傾向を分析し、平成30年３月の学位審査会へ報告し、今後の広報活動

などに活かすこととした。 
 
 

５ 学位授与 
（３）学位授与事業についての広報 

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する潜在的な学習者に対する支援のため、ま

た、学位授与事業に関する情報を積極的に発信して、社会における理解の増進や申請者

の拡大に資するため、電子媒体やパンフレット等により、機構の学位授与制度について

広報する。また、学位授与事業に関する情報発信のための説明会を毎年度３回開催す

る。 
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○ 各種広報物の配布先 

名 称 
配布数 

主な配布先 
（平成29年度現在） 平成26 

年度 
平成27 
年度 

平成28 
年度 

平成29年
度 

新しい学士への途 12,870部 6,620部 4,414部 4,039部 

申請予定者 
短期大学 
高等専門学校 
都道府県 

学位授与申請書類 8,075部 5,658部 3,036部 3,212部 

申請予定者 
短期大学 
高等専門学校 
国会図書館 

学士をめざそう！ 9,009部 14,997部 15,139部 16,599部 

短期大学 
高等専門学校 
専門学校 
高等学校等専攻科 

機構が授与する学

士の学位* 22,485部 21,762部 17,497部 15,921部 
大学 
都道府県 
学位取得者 

※ 平成27年度以前の冊子名は「大学評価・学位授与機構が授与する学位を理解してい 

ただくために」 
 
平成28年度から一定の要件を満たす高等学校の専攻科、中等教育学校後期課程の専攻科

及び特別支援学校高等部の専攻科の修了者についても基礎資格を有する者として学位授与

申請の受付を開始したことに関し、平成28年度は、全国水産高等学校長協会主催で開催さ

れた総会・研究協議会及び文部科学省主催で開催された高等学校産業教育担当指導主事連

絡協議会に職員を派遣し、学位授与制度に関する説明を行った。また、平成29年度には、

全国看護高等学校長協会主催で開催された総会・研究協議会や文部科学省主催で開催され

た高等学校産業教育担当指導主事連絡協議会に、高等学校専攻科修了者向けの学位授与申

請に係る資料を配布し、広報の充実に努めた。 
 

平成27年度より、申請者の拡大に資するため、放送大学との連携事業として機構の学位

授与制度に関する説明会を研究開発部との協働により開催し、研究開発部教員及び学位審

査課職員から参加者に対し学位取得までの流れについて説明を行ったほか、説明会終了

後、参加者に対し個別相談会を実施した。なお、平成29年度の説明会の開催にあたって

は、これまでのウェブサイトでの案内のほか、学位取得者アンケート調査の分析結果を踏

まえ、新たに、学位取得者に対し、友人や知人等に紹介するよう依頼するなどの方法で、

参加者を募った。 
また、例年認定専攻科の教育の実施状況等の審査の対象となっている短期大学及び高等

専門学校の事務担当者を対象として、審査書類の作成等に関する説明会を開催した。 
さらに、平成29年度より、特例適用専攻科の教育の実施状況等の対象となっている短期

大学及び高等専門学校の事務担当者を対象として、審査書類の作成等に関する説明会を開

催した。 
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 学位授与事業に関する情報を積極的に発信するため、学士を取得した者のうち、生涯学

習に努め、特に精励したと認められた者若干名に対し、機構長より表彰状を授与する学位

取得者表彰制度を平成28年度に創設し、平成29年度の学位取得者より表彰候補者の選考を

開始した。 
 
○ 「大学改革支援・学位授与機構で学士の学位をめざす方への説明会」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 学位授与事業に関する情報発信  

 

広報誌「機構ニュース」（第131号～第190号（平成30年度末見込））をウェブサイトに

おいて毎月発行し、学位授与事業に係る申請案内、試験日程、申請状況や審査結果などの

活動内容について掲載・情報発信を行った。 
また、ウェブサイトのアクセス件数を月ごとに調査し、広報活動の成果の評価に役立て

るとともに、前年度のアクセス数と比較し、利用動向の分析を行った。 
 
ウェブサイトによる情報発信については、平成28年度の法人統合により、旧２法人のウ

ェブサイトの情報を統合し、さらに効果的な広報を行うため、平成28年度から２年間をか

けてウェブサイトの改修を行った。改修にあたっては、ウェブサイトの利便性の向上に資

するよう、各ページへのアクセスを容易とする導線の改良や効果的な情報発信についての

具体的な手段等の実装について検討を行うとともに、広報委員会の下に設置した「ウェブ

サイト新デザイン作業チーム」において機構内の各課室の協力を得ながら、新ウェブサイ

トのトップページのデザイン案の作成、移行する情報の精査、作成後の各ページの内容の

確認などの作業を行った。 
その結果、平成30年３月末に新規ウェブサイトの構築及び現行のウェブサイト上の情報

の移行作業を完了し、平成30年４月よりリニューアル後のウェブサイトの公開・運用を開

始した。 
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○ 平成26～29年度 ウェブサイトアクセス件数（全体及び学位授与事業） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ リニューアル後のウェブサイト 

https://www.niad.ac.jp 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
６ 質保証連携 
 

我が国の高等教育の発展に資するため、大学等と連携し、大学等における質保証を支援する。また、国内外の質保

証機関と連携し、研修会等を毎年度５回以上実施するなど、我が国の評価制度全体の改善と高等教育への国際的な信

頼性を高めるための活動を行う。 
なお、これらの事業実施に当たっては、調査研究の成果を活用する。 

 
（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 
 

① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 
大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に役立てるとともに、機構が行う評価の改善・向上に活用す

るため、諸外国の質保証の動向等についてウェブサイト等により情報提供を行うなど、大学等の教育研究活動等

の状況に係る情報の収集、整理及び提供を行う。この際、国際連携ウェブサイトの年間アクセス数を16万件以上

を目指す。 
また、学習機会の多様化や生涯学習の展開が進む社会の状況を踏まえて、各種の学習に関する情報及び学位授

与状況等の情報の収集、整理、提供を行う。 
これらの業務の一環として、データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表の仕組みとしての大学ポート

レートを、日本私立学校振興・共済事業団と連携して、運用する。大学ポートレートでは、大学の機能・特色に

応じた多様な情報を国内外の様々な者に提供することにより、社会において実態に即した大学像の共有が図られ

るように努める。当該目標を達成するため、毎年度、大学ポートレートへの大学の参加状況や利用者の利用状況

等の把握・分析等を行い、その改善に取り組むものとする。 
 

② 質保証人材育成 
大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の担当者に対する研修を毎年

度実施するなど、質保証に関わる人材の能力向上に資する活動を行う。 
 
（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組 
 

我が国の高等教育に係る国際的な信頼性を高めるため、国内外の質保証機関や評価機関等と連携し、国際的な質保

証活動に参画するとともに、多様化する高等教育の質の向上及び質保証に資する活動を行う。 
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〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
６ 質保証連携 
 

大学等における質保証を支援するため、大学等と連携し、大学等における内部質保証システムの確立に資するよ

う、国内外の質保証に係る情報の収集、整理及び提供、質保証に関わる人材の能力開発を行う。また、大学等におけ

る各種の学習の機会等に関する情報の収集、整理及び提供を行う。 
さらに、国内外の質保証機関と連携し、研修会等を毎年度５回以上実施するなど、我が国の評価制度全体の改善に

資する活動を行う。また、我が国の高等教育への国際的な信頼性を高めるため、国際的な質保証活動に積極的に参画

し、関係機関と協力して活動を行う。 
併せて、これらの活動について社会に広く発信する。 

 
（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 
 

① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 
ア 大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に資するための情報を収集・整理し、提供する。 
イ 国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係る制度情報や動向につい

て収集・整理し、ウェブサイト等により提供する。国際連携ウェブサイトの年間アクセス数は、16万件以上と

する。 
ウ 高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対応するため、各種の学習に関する情報及

び大学における学位授与状況調査等の学位に関する情報を収集・整理し、提供する。 
エ データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表の仕組みとしての大学ポートレートを、日本私立学校振

興・共済事業団と連携して、運用する。その際、毎年度、大学ポートレートへの参加大学数や大学による情報

公表の状況、大学ポートレートウェブサイトへのアクセス状況及び利用者の意見の把握・分析等を通じてその

効果を検証するとともに、その結果を踏まえて改善に取り組むものとする。 
 

② 質保証人材育成 
大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の担当者に対する研修を毎年

度実施するなど、自己点検・評価、ＩＲ（インスティチューショナル・リサーチ）、大学評価等の質保証に関わ

る人材の能力向上のための取組を行う。 
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財務情報及び人員に関する情報 

 H26 H27 H28 H29 H30 

経常費用（千円） 415,468 483,222 441,961 509,416  

経常収益（千円） 415,468 483,222 438,335 511,989  

 うち運営費交付金収益 

（千円） 
254,948 293,026 259,289 330,751  

 うち補助金等収益（千円） 28,592 17,138 0 0  

 うちその他収入（千円） 131,928 173,057 179,047 181,238  

従事人員数（人） 19.2(2) 21.1(4)  24.3(6) 30.6(2)  

注）従事人員数については、当該評価項目に係る業務を主として担当した人員数を記載。管理職員については、配下職員

の従事人員割合で按分。（年間の平均常勤職員数を実数、非常勤職員数を外数（）書きで表記） 

なお、評価項目Ⅱ-7（調査研究）の従事人員も、当該評価項目の業務に密接に関連している。 

 

自己評価の結果 

中期計画 評定 根 拠 

６ 質保証連携 

大学等における質保証を支援するため、大学等と連携し、

大学等における内部質保証システムの確立に資するよう、国

内外の質保証に係る情報の収集、整理及び提供、質保証に関

わる人材の能力開発を行う。また、大学等における各種の学

習の機会等に関する情報の収集、整理及び提供を行う。 

 さらに、国内外の質保証機関と連携し、研修会等を毎年度

５回以上実施するなど、我が国の評価制度全体の改善に資す

る活動を行う。また、我が国の高等教育への国際的な信頼性

を高めるため、国際的な質保証活動に積極的に参画し、関係

機関と協力して活動を行う。 

 併せて、これらの活動について社会に広く発信する。 

 

（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 

  ① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 

   ア 大学等における評価活動や教育研究活動等の改善

に資するための情報を収集・整理し、提供する。 

   イ 国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に

資するため、諸外国の質保証に係る制度情報や動向

について収集・整理し、ウェブサイト等により提供

する。国際連携ウェブサイトの年間アクセス数は、

16万件以上とする。 

   ウ 高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯

学習への展開に対応するため、各種の学習に関する

情報及び大学における学位授与状況調査等の学位に

関する情報を収集・整理し、提供する。 

   エ データベースを用いた大学の教育情報の活用・公

表の仕組みとしての大学ポートレートを、日本私立

学校振興・共済事業団と連携して、運用する。その

際、毎年度、大学ポートレートへの参加大学数や大

学による情報公表の状況、大学ポートレートウェブ

サイトへのアクセス状況及び利用者の意見の把握・

分析等を通じてその効果を検証するとともに、その

結果を踏まえて改善に取り組むものとする。 

Ｂ 諸外国等の質保証に関する情報収集、整理及

び発信については、教職協働による国際連携連

絡会議にてアクションプランを設定し、計画的

に実施した。また月に１回開催される同会議に

おいて、進捗状況を毎回確認している。 

さらに、「機構ニュース」の発行等を通じ、

大学における評価活動等に関する情報発信を行

った。 

「大学質保証フォーラム」を毎年度開催し、

参加者対象のアンケート結果で高い評価を得

た。 

国際連携にかかる重点的調査研究として、文

部科学省の補助事業として、平成27年度より３

年間に渡り実施したモビリティ調査の結果に基

づき、平成29年度より外国学修履歴の国際的な

認証促進のための教育情報整理に向けた調査を

実施した。 

最新の質保証動向については、国内の高等教

育関係者の質保証活動等に資するよう記事を作

成し、国際連携ウェブサイトで発信した。平成

27年度に動向記事発信のための特設サイトを新

設し、年間111件～126件の記事を配信した。併

せて平成27年度よりメールマガジンの配信を開

始し、平成29年度には登録者数が1,000人を超え

た。諸外国の質保証制度に関する基本的な情報

をまとめた「諸外国の高等教育分野における質

保証システムの概要」を９カ国版作成・改訂し

たほか、平成26年度からアジア６カ国・地域の

質保証システムに関するブリーフィング資料を

作成し、国際連携ウェブサイトに掲載した。こ

のほか、同ウェブサイトのフライヤー（チラ

シ）を作成して積極的な広報活動を行った結

果、国際連携ウェブサイト年間アクセス数が平

成26年度の180,456件から平成29年度の314,655

件へと大きく増加している。 

国公立大学・公立短期大学の大学基本情報を

平成24年度分から平成29年度分まで、毎年度ウ

ェブサイトに掲載している。 

毎年度、大学院を置く全国公私立大学の学位
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授与状況等の調査を実施し、回答を集計した結

果を文科省に提出しており、調査結果は文部科

学省より公表・提供されている。 

「大学改革支援・学位授与機構認定短期大

学・高等専門学校専攻科一覧」の作成・公開、

「科目等履修生制度の開設大学一覧」の作成・

公開を毎年度実施し、平成29年度からは新た

に、機構の学位授与事業に関して、特別なプロ

グラム等を設けている大学も紹介した。 

平成27年３月より公表を開始した大学ポート

レートについては、日本私立学校振興・共済事

業団と連携して運用、情報提供の充実を図っ

た。平成30年３月末日の参加大学数は、国立大

学86校、公立大学76校、公立短期大学13校、株

式会社立大学３校で参加割合は91.8%であった。

なお私立大学586校、私立短期大学300校で、国

公私立全体の参加割合は96.2%である。また、平

成29年４月１日から平成30年３月末日までのア

クセス件数は640,642件、新規訪問者数は

200,966件である。なお、国公私立全体でのアク

セス件数は3,604,296件であった。 

大学ポートレート（国内版）の閲覧者の利便

性を向上させるため、平成28年度にモバイル対

応を行い、平成29年度に一覧表示機能を追加し

た。 

平成30年４月から新しい情報分析システム導

入等を含むシステム更新を行い、平成31年３月

に新システムをリリース予定である。 

大学ポートレート（国際発信版）について

は、大学ポートレート運営会議において国際発

信版のシステム構築に関する方針が了承された

ことを受けて、平成29年４月から11月末にかけ

てシステムを構築した。また、国公立大学等を

対象に大学ポートレート（国際発信版）に関す

る説明会を平成29年８月に開催した。平成30年

８月以降に大学ポートレート（国際発信版）を

正式に公開し、運用を開始する予定である。 

認証評価機関連絡協議会と連携して認証評価

へ利用するための統一様式により大学ポートレ

ートデータを各大学に提供する準備を進めてお

り、平成31年度より統一様式に対応可能となる

ためのシステム改修を平成30年度内に終える予

定である。 

平成28年度に大学情報分析ツールを国公立大

学（短期大学含む）へ提供した。これを踏ま

え、各大学におけるＩＲ（インスティテューシ

ョナル・リサーチ）等での活用促進のため、国

公立大学・短期大学の大学ポートレート担当部

署及び国立大学の法人評価担当部署へ「大学に

おける情報活用ガイドブック－大学ポートレー

ト関連データの利用法－」を平成30年３月28日

に提供した。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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② 質保証人材育成 

大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性の

あるものとするため、大学等の担当者に対する研修を

毎年度実施するなど、自己点検・評価、ＩＲ（インス

ティチューショナル・リサーチ）、大学評価等の質保

証に関わる人材の能力向上のための取組を行う。 

 

Ｂ 
大学等の自己評価担当者等に対し実効性のあ

るものとするため、大学機関別認証評価及び大

学機関別選択評価、高等専門学校機関別認証評

価及び選択的評価事項に係る評価、並びに法科

大学院認証評価のそれぞれについて研修を実施

した。 

なお、研修会終了後にアンケート調査を行

い、翌年度に向けて、資料の見直しや研修内容

の改善を図った。 

大学、高等専門学校及び法科大学院それぞれ

の自己評価担当者向けの研修を実施するととも

に、研修後のアンケートにおいては、おおむね

肯定的な回答が得られた。 

第３期中期目標期間中に実施した大学等の質

保証関係者向けの研修等のアンケート結果か

ら、総合的な満足度や研修の理解度について高

い評価が得られた。 

【平成 26 年度】 

・大学教育の質保証研修（回収率：88％） 

研修全体の理解度：「理解しやすかった・や

や理解しやすかった」→72％ 

・EA ワークショップ「指標の選び方&指標信頼

性・妥当性のチェックリスト」（回収率：

100％） 

総合的な満足度：「満足・やや満足」→96％ 

【平成 27 年度】 

・EA ワークショップ「評価力を上げるための目

的・計画の作り方&指標の選び方」（回収率：

97％） 

総合的な満足度：「満足・やや満足」→97％ 

【平成 28 年度】 

・EA ワークショップ「評価力を上げるための目

的・計画の作り方」（回収率：96％） 

総合的な満足度：「満足・やや満足」→96％ 

・大学連携ワークショップ「「内部質保証と３

つのポリシー」～認証評価における優れた取

組から学ぶ～」（回収率：86％） 

総合的な満足度：「満足・やや満足」→92％ 

【平成 29 年度】 

・人材育成セミナー「内部質保証ワークショッ

プ」（回収率：第１回 94％、第２回 92％） 

総合的な満足度：「満足・やや満足」→第１

回：97％、第２回：91％ 

 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取

組 

① 我が国の大学等の評価の効果的かつ効率的な実施の

ため、認証評価機関連絡協議会等を通じて、国内の評

価機関等との連携・協力を進めるとともに、国内の評

価機関等に対して評価に関する専門的知見等の提供を

行う。 

② 我が国の高等教育の質保証に係る国際通用性の確保

を図るとともに、グローバル時代に即した質保証の発

展に資するため、諸外国の質保証機関及び国際的な質

Ｂ 国内外の質保証機関との連携による質の向上

への取組として、毎年度、以下の研修会等を行

い、中期計画に定める毎年度５回以上の実施を

達成している。 

平成27年４月に認証評価機関連絡協議会のウ

ェブサイトを立ち上げ、認証評価に関する情報

発信を開始した。ウェブサイトでは、前年度に

認証評価を受けた大学等の評価結果の概況と優

れた取組をとりまとめ、毎年度公表している。

また、平成27年９月からは各認証評価機関の評
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保証ネットワーク等と連携・協力した活動を行う。ま

た、大学等の国際的な連携に伴う教育の質保証に資す

る活動を行う。 

 

価結果一覧を掲載しているほか、平成29年３月

にはウェブサイトの英語版を作成・公表するな

ど充実を図った。 

また、平成28年度には認証評価機関連絡協議

会のリーフレットを作成するとともに、高校関

係機関への周知や文部科学省初等中等教育局の

メールマガジンへの寄稿等を行った。 

さらに、同協議会では毎年度、同協議会参加

機関の若手職員が企画した「認証評価機関連絡

協議会評価担当職員研修」を実施し、認証評価

機関職員の能力向上に取り組んだ。 

国際的な質保証ネットワークへの参画につい

て、INQAAHE、APQN及びCHEA-CIQGの総会、フォ

ーラム等へ積極的に参加し発表等を行った。

APQNでは、研究開発部教員がプロジェクトリー

ダー及びco-opt理事に就任し、調査を実施して

いる。 

諸外国質保証機関との交流・取組について

は、14機関等との間で連携協力の覚書を交わ

し、機関訪問やスタッフ交流等による人材交流

を図るほか、共同プロジェクトの実施やセミナ

ーの共同開催等を通じて、日本の高等教育の質

保証活動の改善に資するよう取り組んだ。平成

27年度より豪州TEQSA、台湾HEEACT、香港

HKCAAVQの３機関との間でスタッフ交流を行い、

派遣、受入を計８回実施した。マレーシアMQAと

の合同専門委員会では、平成29年度に調査報告

書をとりまとめ、「両機関における質保証の成

果の信頼にかかる共同声明」への両機関長によ

る署名を取り交わした。 

ASEAN＋３（ASEAN諸国及び日中韓）質保証専

門家会合では、平成29年度開催の第４回会合に

おいて、機構が原案を作成した「パクセー宣

言」が採択された。 

日中韓三国の質保証機関で実施しているキャ

ンパス・アジアの共同モニタリングについて

は、平成26年度に日本側１次モニタリングの優

れた取組について紹介するシンポジウムを開催

し、優良事例集を配布した。２次モニタリング

について、平成27年度に日中韓質保証機関協議

会を開催の上、三国の専門家による書面調査を

行い、共同訪問調査を実施した。２次モニタリ

ングの結果を、平成28年度に各プログラム別報

告書にとりまとめ、実施大学に提供した。ま

た、優良事例等を紹介する共同モニタリング報

告書を刊行し、平成29年度には共同ガイドライ

ンを三国合同で作成した。こうした日中韓三国

の共同の取組が評価され、平成29年度に

2018APQNクオリティ・アワードを受賞した（質

保証における国際協力賞）。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

標記計画に係る実績等は、以降の具体的な事項における実績・参考データにおいて記載

済み。 
 
 

６ 質保証連携 
大学等における質保証を支援するため、大学等と連携し、大学等における内部質保証シ

ステムの確立に資するよう、国内外の質保証に係る情報の収集、整理及び提供、質保証に

関わる人材の能力開発を行う。また、大学等における各種の学習の機会等に関する情報の

収集、整理及び提供を行う。 
さらに、国内外の質保証機関と連携し、研修会等を毎年度５回以上実施するなど、我が

国の評価制度全体の改善に資する活動を行う。また、我が国の高等教育への国際的な信頼

性を高めるため、国際的な質保証活動に積極的に参画し、関係機関と協力して活動を行

う。 
併せて、これらの活動について社会に広く発信する。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 国内の評価等に関する情報の収集、整理、提供  
 

大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に資するための情報については、大学

ポートレート及び認証評価機関連絡協議会ウェブサイト等での情報提供が開始されたこと

から、大学評価情報ポータルサイトにおける情報提供の在り方について整理を行い、関係

団体との調整の結果、平成28年末日をもって当該サイトを閉鎖した。 
 

国公立大学・公立短期大学の大学基本情報を平成24年度分から平成29年度分まで、毎年

度ウェブサイトに掲載している。 
 
○ 大学基本情報（http://portal.niad.ac.jp/ptrt/table.html） 

 

６ 質保証連携 
（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 
  ① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 
   ア 大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に資するための情報を収集・整理

し、提供する。 
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 質保証連携等に関する情報提供  

 

広報誌「機構ニュース」（第131号～第190号（平成30年度末見込））をウェブサイトに

おいて毎月発行し、認証評価の申請状況や評価結果、各種研修・説明会の実施、国立大学

法人等の教育研究評価の結果、国内外の質保証機関との連携等に係る活動内容について掲

載・情報発信を行った。 
また、ウェブサイトのアクセス件数を月ごとに調査し、広報活動の成果の評価に役立て

るとともに、前年度のアクセス数と比較し、利用動向の分析を行った。 
 
ウェブサイトによる情報提供については、平成28年度の法人統合により、旧２法人のウ

ェブサイトの情報を統合し、さらに効果的な広報を行うため、平成28年度から２年間をか

けてウェブサイトの改修を行った。改修にあたっては、ウェブサイトの利便性の向上に資

するよう、各ページへのアクセスを容易とする導線の改良や効果的な情報発信についての

具体的な手段等の実装について検討を行うとともに、広報委員会の下に設置した「ウェブ

サイト新デザイン作業チーム」において機構内の各課室の協力を得ながら、新ウェブサイ

トのトップページのデザイン案の作成、移行する情報の精査、作成後の各ページの内容の

確認などの作業を行った。 
その結果、平成30年３月末に新規ウェブサイトの構築及び現行のウェブサイト上の情報

の移行作業を完了し、平成30年４月よりリニューアル後のウェブサイトの公開・運用を開

始した。 
 
 
※リニューアル後のウェブサイトの画像については、「Ⅱ－３－（３） 学位授与事業に

ついての広報」に前掲。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 諸外国の質保証に関する情報の収集、整理及び提供  

 
諸外国等の高等教育や質保証の動向に関する情報収集、整理、及び発信については、教

職協働による国際連携連絡会議※にて設定したアクションプランの下、実施した。※平成27
年度までは、国際連携企画室として開催。 
また、情報収集活動の成果物である「諸外国の高等教育分野に関する質保証システムの

概要（インフォメーション・パッケージ）」や記事等を、国際連携ウェブサイトに集約し

て掲載するとともに、これらの周知を図るため、広報用フライヤー（チラシ）の作成・配

布やメールマガジン配信等により幅広い広報を行った。 
 
１．国際連携連絡会議 

国際連携連絡会議では、教員及び事務職員が協働し、諸外国の質保証に係る制度情報や動

向についての収集、整理及び提供等の方針等をまとめたアクションプランを設定した上で、

国際連携活動を実施した。実施にあたっては、毎回の会議で進捗状況の確認を行い、実施結

果や収集した関係情報・資料は、会議内で共有を図り、機構内外に発信した。 
 
○ 各年度の国際連携連絡会議開催数 

年度 H26 H27 H28 H29 
開催数 11回 11回 10回 11回 

 
（参考）平成29年度アクションプランのテーマ 
(1) 海外の高等教育及び質保証に関する情報発信（国内発信） 
(2) 日本の高等教育及び質保証に関する情報発信（海外発信） 
(3) 共同プロジェクトを含めた海外の質保証機関やネットワークとの連携事業の実施 
(4) 国際連携に係る重点的調査研究 
 
２．諸外国の質保証動向に関する情報収集と発信 

アクションプランに基づき、海外関係機関への現地調査、ウェブサイト等の文献調査、国

際ネットワーク会議等への参加等を通じ、積極的に幅広い手段で情報収集を行った。収集し

た情報のうち、最新の質保証動向については、国内の高等教育関係者の質保証活動等に資す

るよう記事を作成し、国際連携ウェブサイトで発信するとともに、機構内の各種会議でも配

付し、教職員間の情報共有に努めた。平成26年度からは新たに教育系新聞に紹介記事を掲載

し、国内関係者に広く周知した。 
また、諸外国の高等教育制度や質保証制度に関する基本的な情報は、「インフォメーショ

６ 質保証連携 
（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 
  ① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 
   イ 国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係

る制度情報や動向について収集・整理し、ウェブサイト等により提供する。国際連携

ウェブサイトの年間アクセス数は、16万件以上とする。 
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ン・パッケージ」の作成・改訂作業に活用した。「諸外国の高等教育分野における質保証シ

ステムの概要」の９カ国版に加え、平成26年度からアジア６カ国・地域の質保証システムに

関するブリーフィング資料を順次作成し、国際連携ウェブサイトに掲載した。このほか、国

内の高等教育関係者向けに海外の高等教育に関する研究会等を開催した。 
閲覧者の利便性向上のため、平成27年度に国際連携ウェブサイトのリニューアルを行っ

た。また動向記事発信のための特設サイト「QA UPDATES – International」を新設すると

ともに、本サイトの普及促進に向けて、メールマガジン「海外高等教育質保証動向ニュー

ス」の配信を開始した。メルマガ登録者数は毎年着実に増加しており、平成29年度には1,000
人を超えた。 
インフォメーション・パッケージや国際連携ウェブサイトの周知を図るため、これらに関

するフライヤーを作成・改訂し、大学関係者の集うフォーラムや会議（他機関主催も含む）

で配布するなど積極的な広報に努めた。 
 
○ 情報の収集 
情報収集に関する各年度における国際会議参加件数は、平成26年の10件から平成29年度の

24件に増加している。また、国内会議へは各年度10件程度参加した。 
 
①主な国際質保証ネットワーク主催会議への参加 
・高等教育質保証機関国際ネットワーク（INQAAHE）隔年次総会・メンバーフォーラム 
（平成26年度（２回）、平成27年度、平成28年度（２回）、平成30年度（２回予定）） 

・アジア太平洋質保証ネットワーク（APQN）年次総会 
（平成28年度、平成29年度（２回）、平成30年度（予定））  

・米国高等教育アクレディテーション協議会（CHEA）年次総会及びCHEA国際質保証グ

ループ（CIQG）年次会合 
（平成26年度、平成27年度、平成28年度、平成29年度、平成30年度（予定）） 

  
②主な諸外国の質保証機関等主催会議・セミナーへの参加 
・ASEAN質保証ネットワーク（AQAN）年次セミナー（平成27年度、平成29年度）  
・海外資格評価実務者協会（TAICEP）総会（平成27年度、平成29年度、平成30年度（予

定）） 
・マレーシア資格機構（MQA）主催インターンシッププログラム（平成28年度、平成29年
度、平成30年度（予定）） 

 
○ 情報の提供 
①国際連携ウェブサイトによる情報提供 
・諸外国の質保証の動向記事の発信実績 

年度 H26 H27 H28 H29 
件数 126件 111件 119件 114件 

 
・国際連携ウェブサイトアクセス数の推移 
国際連携ウェブサイトの年間アクセス数は、以下のとおり第３期中期計画に定めた16万

件以上を達成している。 
年度 H26 H27 H28 H29 
年間 

アクセス数 180,456件 206,016件 305,895件 314,655件 
月アクセス 

平均 15,038件 17,168件 25,491件 26,221件 
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②諸外国の質保証に関する概要資料の作成・提供 

・諸外国の高等教育分野に関する質保証システムの概要（インフォメーション・パッケー

ジ）の作成実績 
ドイツ第１版（平成26年12月） 
英国第２版（平成27年２月） 
オランダ追補資料（平成26年11月） 
豪州第２版（平成27年４月） 
米国第２版（平成28年１月） 
英国追補資料（平成29年４月） 
フランス第２版（平成30年１月） 
オランダ第２版（平成30年３月） 

 
・アジア地域の高等教育分野の質保証システムに関するブリーフィング資料の作成実績 

マレーシア（平成26年４月） 
インドネシア（平成26年６月） 
台湾（平成26年11月） 
香港（平成27年10月） 
タイ（平成27年11月） 
ベトナム（平成29年１月） 
台湾第２版（平成30年１月） 

 
③教育学術新聞への記事投稿実績 

年度 H26 H27 H28 H29 
件数 ４件 ６件 ５件 ５件 

 
④主な海外の高等教育に関するセミナー等の開催 

・台湾高等教育評鑑中心基金会（HEEACT）執行長による講演会（平成26年５月） 
・ドイツアクレディテーション協議会（GAC）による講演会（平成27年10月） 
・オーストラリア高等教育質・基準機構（TEQSA）による講演会（平成28年２月） 
・タイ全国教育水準・質評価局（ONESQA）局長による講演会（平成28年３月） 
・米国コンピテンスベース教育事情に関する講演会（平成29年４月） 

 
３．国内の質保証動向に関する情報収集と発信 

アクションプランに基づき、機構英文ウェブサイトの改善・充実、 
国際会議での発表や海外からの来訪者への説明等を通じて、日本の 
高等教育に関する質保証制度や機構が行う質保証の取組について発 
信した。 

日本の高等教育及び質保証に関する情報発信の整備・強化の取組 
として、平成26年度に「諸外国の高等教育分野における質保証シス 
テムの概要：日本（第２版）」、２巡目の大学機関別認証評価に係 
る実施大綱及び大学評価基準の英語版、また、平成28年度に「高等 
教育に関する質保証関係用語集（第４版）」を刊行するなど、日本 
の高等教育質保証制度の理解促進を図った。当用語集については、 
民間事業者と提携して冊子版を有償化するとともに検索機能を有す 
る用語集のオンライン版を開発し、国際連携ウェブサイトからのア 

高等教育に関する 
質保証関係用語集 

（第４版） 

インフォメーション・パッケージ 
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クセスを可能にするなど、国内関係者へのさらなる普及を目指した仕組みを導入した。機構

事業の国際的な発信力強化を目的として、平成28年度から「機構事業ニュース」の英訳記事

の配信を開始した。 
 
○ 国際会議等における発信 
①国際会議・セミナーでの機構からの発表実績 

年度 H26 H27 H28 H29 
開催数 ２件 ６件 ５件 ９件 

 
②主な国際質保証ネットワークの年次又は隔年次会議における発信 
・高等教育質保証機関国際ネットワーク（INQAAHE）隔年次総会・メンバーフォーラム 
（平成26年度、平成27年度、平成28年度）  

・アジア太平洋質保証ネットワーク（APQN）年次総会（平成28年度、平成29年度（２

回）、平成30年度（予定））  
 
③主な諸外国の質保証機関等主催会議・セミナーにおける発信 
 ・中国教育部高等教育教学評価センター(HEEC) 設立10周年記念行事（平成26年度） 
・第４回日豪間ハイレベル教育政策対話（平成27年度） 

 ・ASEAN大学連合（AUN）-QA International Conference 2017（平成28年度） 
・台湾高等教育評鑑中心基金会(HEEACT) –APQN 2017 Global Summit（平成29年度） 

 
○ 主な海外からの来訪者への情報提供  
・中国教育部・留学生事業訪日団（国際合作交流局関係者）（平成26年度） 
・ラオス教育省関係者（高等教育局長等）（平成28年度） 
・韓国教育部（平成28年度） 

 ・ドイツ研究振興協会（DFG）（平成29年度） 
 ・日中韓三国協力事務局（TCS）（平成29年度） 
 
○ 主な海外機関誌等を通じた発信 

 ・香港学術及職業資歴評審局（HKCAAVQ）の設立25周年記念誌（平成27年度） 
 ・高等教育質保証機関の国際ネットワーク(INQAAHE) 発行定期会報（平成28年度、平成

29年度（２回）） 
 ・米国高等教育アクレディテーション協議会国際質保証グループ(CIQG) ニュースレター

（平成29年度） 
 ・アジア太平洋質保証ネットワーク（APQN）のニュースレター（平成29年度） 
 
４．大学質保証フォーラムの開催 
質保証に関する時宜を得たテーマを取り上げ、国内外の有識者の講演等を通じて、我が国

における質保証文化の醸成や大学等の質保証活動の改善につなげることを目的とした「大学

質保証フォーラム」を年１回開催しており、平成26～30年度においても、下表のとおり開催

した（予定）。 
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〔大学質保証フォーラムのテーマ及び参加者数〕 
開催年度 テーマ 参加人数 

平成26年度※ 
大学の多元的道しるべ～ランキング指標を問う～ 
Toward a Multidimensional Approach: How we use 
ranking indicators? 

約430人 

平成27年度※ 知の質とは－アカデミック・インテグリティの視点から－ 約210人 
平成28年度 質保証、だれが何をどうするか 約400人 
平成29年度※ 教員と職員－学生のための大学をつくる－ 約330人 
平成30年度 
（予定） 国境を越える大学 約-人 

※平成26、27、29年度は、フォーラムと連日でテーマに関連した海外事例等に対する理解を

深めるための公開研究会も開催し、平成30年度も開催予定。 
 

また、毎回実施している参加者アンケートでは、フォーラムの満足度※について、平成26年
度＝85.6％、平成27年度＝80.8％、平成28年度＝76.4％、平成29年度＝75.9％という結果を

得た。 
※上記の数値は、回答総数から、５段階のうちの上位２段階の「とても良かった」及び

「まあまあ良かった」の回答の割合を示したもの。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．国際連携に係る重点的調査研究 
○ 「学生移動（モビリティ）に伴い国内外の高等教育機関に必要とされる情報提供事業の

在り方に関する調査」 
大学における学生の国際的な流動化を促進するために必要な今後の支援の在り方について

検討するための調査を平成25年度から平成27年度にかけて実施した。平成26年度には、国内

大学の教職員を対象としたアンケート調査、資格の認証・情報発信業務に関する海外事例調

査を行った。平成27年度には、「国境を越える学生の学修履歴の取扱い」に関する公開研究

会を開催した。調査結果は、日本学生支援機構ウェブマガジンへの論考の寄稿等により発表

した。 
 
○ 外国学修履歴の国際的な認証促進のための教育情報整理に向けた調査 

平成29年度より、外国の学習歴の円滑な認証を促進する、国内情報センターの基本的機能

に係る調査として、日本の教育制度及び高等教育機関について、平成27年度まで実施したモ

ビリティ調査の結果に基づき、関係機関等と連携しながら情報の整理を開始した。併せて、

国際的な学生移動や外国資格評価に関する国内外動向の調査・情報収集を実施している。教

職協働による機構内ワーキンググループを設置（平成29年度は７回開催）し、日本の教育制

度や高等教育機関一覧の海外発信に向けた調査を行った。 
日本の教育制度情報については、海外NICが発信する日本の教育情報等を調査し、項目・

構成等を検討の上、日本語の概要案をまとめた。高等教育機関一覧については、専修学校専

平成29年度大学質保証フォーラム
（平成29年８月） 
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門課程を含む日本の全高等教育機関（約4,000校）の機関名リスト（日本語・英語）の調査に

着手した。特に専修学校専門課程については調査票を全機関に送付し、約80％の回答を得

た。平成30年度においても、引き続き調査結果の整備を行う予定である。このほか、諸外国

の資格の認証に係る情報収集のため、国際会議の参加や、ディプロマ・サプリメントの活用

状況調査、各種文献調査等を実施した。 
 
 
 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 132 - 

 
  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 学位授与状況等調査  

 
高等教育行政上の基礎資料を得ること及び学位授与に関連する情報を収集することを目

的として、文部科学省と共同で、博士・修士・専門職学位の学位授与状況についての調査

を実施している。 
本調査の実施にあたっては、文部科学省と調整の上、毎年９～10月頃に大学院を置く全

国公私立大学へ調査票を送付し、すべての対象大学から回答を得て、集計作業を行い、翌

年３月末までに調査結果を文部科学省に提出した。 
なお、調査結果は、毎年度、文部科学省より公表されている。 

 
 
 学習機会等に関する情報の収集・整理及び提供  
 

機構が認定した短期大学及び高等専門学校の専攻科の学生募集の概要について照会し、

出願資格、選考方法、受験料及び学費等の情報を収集した。その結果をまとめ、「大学改

革支援・学位授与機構認定短期大学・高等専門学校専攻科一覧」を作成して、毎年度７月

にウェブサイトで公開した。 
なお、「科目等履修生制度の開設大学一覧」については毎年度１月又は２月に作成し、

公開するとともに、平成29年度においては、新たに、機構の学位授与事業に関して、特別

なプログラム等を設けている大学も紹介した。 
 
○ 大学改革支援・学位授与機構認定短期大学・高等専門学校専攻科一覧 

（参照） 
https://www.niad.ac.jp/n_gakui/application/senkouka.html/ 
 

○ 科目等履修生制度の開設大学一覧 
（参照） 
https://www.niad.ac.jp/n_gakui/application/kamokutou/ 

 
○ 平成30年度 特別なプログラム等の開設大学紹介（掲載ページ） 

https://www.niad.ac.jp/n_gakui/application/kamokutou/1323201_3711.html 
 
 

６ 質保証連携 
（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 
  ① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 
   ウ 高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対応するため、各

種の学習に関する情報及び大学における学位授与状況調査等の学位に関する情報を収

集・整理し、提供する。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 大学ポートレートによる教育情報の公表  

 

平成27年３月より公表を開始した大学ポートレートについては、日本私立学校振興・共

済事業団と連携して運用、情報提供の充実を図った。 

なお、大学ポートレートの掲載情報のうち国公立大学・公立短期大学等に関する情報に

ついては機構が、私立大学・私立短期大学に関する情報については日本私立学校振興・共

済事業団が、それぞれ担当している。 

 
○ 大学ポートレートウェブサイト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 質保証連携 
（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 
  ① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 
   エ データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表の仕組みとしての大学ポート

レートを、日本私立学校振興・共済事業団と連携して、運用する。その際、毎年

度、大学ポートレートへの参加大学数や大学による情報公表の状況、大学ポートレ

ートウェブサイトへのアクセス状況及び利用者の意見の把握・分析等を通じてその

効果を検証するとともに、その結果を踏まえて改善に取り組むものとする。 
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 参加大学数及びアクセス件数  

 

平成30年３月末日の参加大学数は、国立大学86校、公立大学76校、公立短期大学13校、

株式会社立大学３校で参加割合は91.8%であった。なお私立大学586校、私立短期大学300
校で、国公私立全体の参加割合は96.2%である。 
 
また、平成29年４月１日から平成30年３月末日までのアクセス件数は640,642件、新規

訪問者数は200,966件である。日本私立学校振興・共済事業団の運用ページを含めた国公私

立全体のアクセス件数は3,604,296件であった。 
 
 
 利用促進のための取組  

 
大学ポートレートの利用を促進するため、日本私立学校振興・共済事業団と連携し、学

校関係者へのチラシ配布を行った。また、メールマガジンや機構Twitterへの寄稿・投稿な

どにより、進学希望者等を視野に入れた広報を実施した。さらに平成30年度は大学ポート

レート（国際発信版）公開にあたって、関連団体への協力の依頼や留学イベント等におけ

るチラシ配布などを行う予定である。 
また、大学ポートレートステークホルダー・ボード等からの指摘を受け、大学ポートレ

ート（国内版）の閲覧者の利便性を向上させるため、平成28年度にモバイル対応を行い、

平成29年度に一覧表示機能の追加を行った。 

平成29年８月から10月にかけて、大学ポートレート・大学情報システム更新のための仕

様策定委員会を開催し、仕様書を確定した。その後同年10月から12月にかけて入札公告

（総合評価落札方式）を行い、平成30年１月に技術審査委員会による技術審査を経て、開

札・契約を行った。平成30年４月から、新しい情報分析システムの導入等を含んだシステ

ム更新を行い、平成31年３月に新システムをリリース予定である。 

 
 
 大学ポートレートによる国際発信  

 
大学ポートレート（国際発信版）については、平成28年７月開催の大学ポートレート運

営会議（第５回）において国際発信版のシステム構築に関する方針が了承された。これを

受けて仕様書を作成し、平成29年３月に契約を行い、同年４月から11月末にかけてシステ

ムを構築した。また、国公立大学等を対象に大学ポートレート（国際発信版）に関する説

明会を平成29年８月28日に開催した。 
平成30年１月より、希望する大学が当該大学のページを公開できるよう、大学のシステ

ム入力を可能とした。平成30年８月以降、大学ポートレート（国際発信版）を正式に公開

し、運用を開始する予定である。 
 
 
 大学情報の利活用について  

 
認証評価機関連絡協議会と連携し、認証評価へ利用するための統一様式により大学ポー

トレートデータを各大学に提供へ向け準備を進めており、平成31年度より統一様式に対応

可能となるためのシステム改修を平成30年度内に終える予定である。 
平成29年度より評価企画課（大学ポートレートセンター）に情報活用ＴＦを設置し、収
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集、蓄積した大学情報を国公立大学・公立短期大学の担当者等が分析、活用を推進するた

めの方策について検討を進めた。 
大学情報分析ツール（ＢＩツール）を教育改善のための情報の活用に資するため、大学

情報活用研究会を開催し、情報活用の方策について検討を進めた。また、平成28年度に大

学情報分析ツールを国公立大学（短期大学含む）へ提供したことを踏まえ、大学ポートレ

ートシステムを通じ各大学に提供している教育研究データについて、各大学におけるＩＲ

（インスティテューショナル・リサーチ）等での活用促進のため、国公立大学・短期大学

の大学ポートレート担当部署及び国立大学の法人評価担当部署へ「大学における情報活用

ガイドブック－大学ポートレート関連データの利用法－」を平成30年３月28日に提供し

た。 

 

 
○ 「大学における情報活用ガイドブック－大学ポートレート関連データの利用法－」 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 大学等の評価関係者等に対する研修等  

 
大学等の自己評価担当者等に対し実効性のあるものとするため、毎年度、大学機関別認

証評価及び大学機関別選択評価、高等専門学校機関別認証評価及び選択的評価事項に係る

評価、並びに法科大学院認証評価のそれぞれについて研修を実施した。 
なお、研修会終了後に行ったアンケート調査（設問に対し「４：そう思う」から「１：

そう思わない」を４段階で調査）を行い、翌年度に向けて、資料の見直しや研修内容の改

善を図った。 
 
【アンケート調査の設問】 

「自己評価書作成に関する理解が深まった」 
「説明が分かりやすかった」 
「資料が分かりやすかった」 
「研修内容の分量が十分であった」 
「進行が適切であった」 
「この研修会に満足した」 

 
○ 自己評価担当者に対する研修会の参加者 

（中期目標期間） H26 H27 H28 H29 
大学（人） 367 182 133 132 
高等専門学校（人） 29 30 34 49 
法科大学院（人） 5 54 62 74 
 

 

 質保証人材育成事業  
 

評価事業部と研究開発部が協働の上、また大学等と連携しながら、大学等の質保証関係

者等に対する能力向上のための研修プログラムに係る教材開発を進めた。 
平成26年度は、機構内向けに研修プログラムの一部を試行的に実施するとともに、筑波

大学大学研究センター及び国立大学協会と連携し、「大学教育の質保証研修」を試行的に

実施した（平成26年11月26日開催、参加者数は132人）。参加者からの意見を踏まえ、教

材の汎用整備を図るなど、さらなるプログラムの開発を進めた。また、EA（Evaluability 
Assessment：自己評価力）ワークショップ「指標の選び方＆指標信頼性・妥当性のチェッ

６ 質保証連携 
（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 
  ② 質保証人材育成 

  大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の

担当者に対する研修を毎年度実施するなど、自己点検・評価、ＩＲ（インスティチュ

ーショナル・リサーチ）、大学評価等の質保証に関わる人材の能力向上のための取組

を行う。 
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クリスト」を開催し（平成27年１月29日開催、参加者数は27人）、参加者から高い評価を

得た。 
平成27年度は、大学関係者との連携により、EA教材をブラッシュアップし、９月の機構

内職員研修においてその教材を使用したほか、EAワークショップ「評価力を上げるための

目的・計画の作り方＆指標の選び方」を開催した（平成28年１月28・29日開催、参加者数

は31人）。 
平成28年度は、EAワークショップ「評価力を上げるための目的・計画の作り方」を開催

し（平成28年12月16日開催、参加者数は27人）、その結果を踏まえ、大学関係者との連携

により、EA教材のブラッシュアップを行った。また、同年12月開催の大学等の質保証に関

する機構職員研修（オプショナル）の結果を踏まえ、共通基礎に関する教材のブラッシュ

アップ及び追加を行った。さらに、過去に実施された機関別認証評価結果において「優れ

た取組」として指摘された事例を用いて、大学連携ワークショップ「「内部質保証と３つ

のポリシー」～認証評価における優れた取組から学ぶ～」を開催し（平成29年３月16日開

催、参加者数は71人）、参加者アンケートの結果から大学関係者のニーズを確認すること

ができた。 
平成29年度は、機構が作成した「教育の内部質保証ガイドライン」をテーマにした人材

育成セミナー「内部質保証ワークショップ」を２回開催した（平成29年11月６日及び平成

30年１月29日開催、参加者数は２回合計75人）ほか、ワークショップの実施内容を検証の

上、当該ガイドラインや説明動画を用いた研修プログラムの検討を行い、これらを試行的

に用いた機構内職員研修を実施した（平成30年３月19日開催、参加者数は22人）。 
また、大学における質保証人材育成に寄与するため、ウェブサイト「大学質保証ポータ

ル」を平成29年10月下旬に立ち上げた。外部への公開に向けて、機構内の既存情報等を基

にコンテンツの整理を行い、ポータルサイト内のページの充実を進めるとともに、人材育

成セミナーや機構内職員研修で使用した教材や説明動画を掲載するなど、大学等へのコン

テンツ提供方法等を検討した。 
平成30年度は、ＩＲ（インスティテューショナル・リサーチ）をテーマとして、大学ポ

ートレートセンター・評価事業部評価企画課で作成した「大学における情報活用ガイドブ

ック」を使ったセミナーの開催を予定している。また、平成29年度に立ち上げた大学質保

証ポータルの内容の充実を図るとともに、広報用チラシを作成、配布するなど、大学関係

者等への周知を予定している。 
 
 
○ 「大学教育の質保証研修」（平成26年11月26日（水）開催） 

https://www.niad.ac.jp/event/event2014/1256201_1207.html 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2014/12/25/no9_1_news13
9.pdf 

 
○ EAワークショップ「指標の選び方＆指標信頼性・妥当性のチェックリスト」（平成27年

１月29日（木）開催） 

https://www.niad.ac.jp/event/event2015/1259551_1207.html 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2015/03/11/no9_1_news14
1.pdf 
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○ EAワークショップ「評価力を上げるための目的・計画の作り方＆指標の選び方」（平成

28年１月28日（木）、29日（金）開催） 
https://www.niad.ac.jp/event/event2016/1282851_1207.html 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2016/03/25/no9_1_news15
4.pdf 

 
○ EAワークショップ「評価力を上げるための目的・計画の作り方」（平成28年12月16日

（金）開催） 
https://www.niad.ac.jp/event/event2016/1301401_1207.html 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2017/01/30/no9_1_news16
4.pdf 

 
○ 大学連携ワークショップ「内部質保証と３つのポリシー」～認証評価における優れた取組

から学ぶ～（平成29年３月16日（木）開催） 
https://www.niad.ac.jp/event/event2017/1308201_1207.html 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2017/04/21/no9_1_news16
7_1.pdf 

 
○ 人材育成セミナー「内部質保証ワークショップ」（平成29年11月６日（月）、平成30年

１月29日（月）開催） 
https://www.niad.ac.jp/event/event2018/1309301_1207.html 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2017/12/21/no9_1_news17
5.pdf 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2018/03/26/no9_1_news17
8.pdf 

 
○ 大学質保証ポータル 

https://niadqe.jp 
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  大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組に関する特記事項 

 
 教育研究情報・財務情報連携による大学経営手法のモデル開発に向けた取組  
 
  国立大学法人の教育研究情報と財務情報を連携させた大学経営手法のモデルを開発する

共同研究の実施に向けて、そのフレームを検討するため、平成 29 年５月に「教育研究情

報・財務情報連携による大学経営手法のフレーム検討ワーキンググループ」を設置した。

本ワーキンググループは、平成 29 年９月末までに５回開催し、９月には「教育研究情報・

財務情報連携による大学経営手法に関する共同プロジェクトのフレーム案」をとりまとめ

た。このとりまとめに基づく機構と国立大学法人との共同プロジェクトの実施に向け、複

数の大学との間で意見交換を行っている。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 国内外の質保証機関と連携した研修会等の開催  

 

国内外の質保証機関との連携による質の向上への取組として、毎年度、以下の研修会等

を行い、中期計画に定める毎年度５回以上の実施を達成している。 
 
【平成26年度】（計８回） 
・大学機関別認証評価等に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成26年５月、６月） 
・高等専門学校機関別認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成26年８月） 
・法科大学院認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成26年６月） 
・認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成26年４月） 
・「大学教育の質保証研修」（平成26年11月） 
・EAワークショップ「指標の選び方＆指標信頼性・妥当性のチェックリスト」 

（平成27年１月） 
・台湾高等教育評鑑中心基金会（HEEACT）執行長による講演会（平成26年５月） 
 
【平成27年度】（計９回） 
・大学機関別認証評価等に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成27年５月、６月） 
・高等専門学校機関別認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成27年８月） 
・法科大学院認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成27年８月） 
・認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成27年４月） 
・EAワークショップ「評価力を上げるための目的・計画の作り方＆指標の選び方」 

（平成28年１月） 
・ドイツアクレディテーション協議会（GAC）による講演会（平成27年10月） 
・オーストラリア高等教育質・基準機構（TEQSA）による講演会（平成28年２月） 
・タイ全国教育水準・質評価局（ONESQA）局長による講演会（平成28年３月） 
 
【平成28年度】（計６回） 
・大学機関別認証評価等に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成28年５月） 
・高等専門学校機関別認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成28年８月） 
・法科大学院認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成28年６月） 
・認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成28年４月） 
・EAワークショップ「評価力を上げるための目的・計画の作り方」（平成28年12月） 
・大学連携ワークショップ「内部質保証と３つのポリシー」～認証評価における優れた取組

から学ぶ～（平成29年３月） 
 

６ 質保証連携 
（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組 

① 我が国の大学等の評価の効果的かつ効率的な実施のため、認証評価機関連絡協議会等

を通じて、国内の評価機関等との連携・協力を進めるとともに、国内の評価機関等に対

して評価に関する専門的知見等の提供を行う。 
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【平成29年度】（計７回） 
・大学機関別認証評価等に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成29年５月） 
・高等専門学校機関別認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成29年８月） 
・法科大学院認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成29年６月） 
・認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成29年４月） 
・人材育成セミナー「内部質保証ワークショップ」（平成29年11月、平成30年１月） 
・米国コンピテンスベース教育事情に関する講演会（平成29年４月） 
 
【平成30年度（予定）】（計５回（予定）） 
・大学機関別認証評価等に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成30年６月） 
・高等専門学校機関別認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成30年８月） 
・法科大学院認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会（平成30年６月） 
・認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成30年４月） 
・人材育成セミナー（平成30年度内） 
 
 
 国内の評価機関との連携  

 
認証評価機関連絡協議会では、我が国の高等教育の質の保証と認証評価の充実に向けた

協力体制によって、相互の連携及び情報の共有を促進し、評価結果や大学の優れた取組等

の情報の積極的な発信や職員研修の実施に取り組んでいる。 
 
平成27年４月に認証評価機関連絡協議会のウェブサイトを立ち上げ、認証評価に関する

情報発信を開始した。ウェブサイトでは、前年度に認証評価を受けた大学等の評価結果の

概況と優れた取組をとりまとめ、毎年度公表している。また、平成27年９月からは各認証

評価機関の評価結果一覧を掲載しているほか、平成29年３月にはウェブサイトの英語版を

作成・公表するなど充実を図った。 
 
認証評価に対する社会的認知度の向上のための取組として、平成27年５月に東京都高等

学校進路指導協議会において、同協議会議長による「認証評価機関の評価結果で大学選び

が変わる」と題した講演を行った。また、平成28年度には認証評価機関連絡協議会のリー

フレットを作成するとともに、高校関係機関への周知や文部科学省初等中等教育局のメー

ルマガジンへの寄稿等を行った。 
 
また、同協議会では毎年度、同協議会参加機関の若手職員が企画した「認証評価機関連

絡協議会評価担当職員研修」を実施し、認証評価機関職員の能力向上に取り組んでいる。 
さらに、大学基準協会、日本高等教育評価機構及び短期大学基準協会との４機関で構成

する「機関別認証評価制度に関する連絡会」を輪番制により毎年度４回開催し、認証評価

の円滑な実施に向けた連絡調整や各機関が実施している評価についての情報交換等を行っ

た。 
 
 
○ 平成26年度認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成26年４月22日（火）開催） 

https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/hyouka/etc/vol.132/index.htm 
参加者数：106人 
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○ 平成27年度認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成27年４月21日（火）開催） 

https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2015/06/02/no9_1_news14
4.pdf 
参加者数：110人 
 

○ 平成28年度認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成28年４月28日（木）開催） 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2016/05/19/no9_1_news15
6.pdf 
参加者数：132人 
 

○ 平成29年度認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成29年４月24日（月）開催） 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/news/__icsFiles/afieldfile/2017/05/19/no9_1_news16
8.pdf 
参加者数：88人 

 
○ 平成30年度認証評価機関連絡協議会評価担当職員研修（平成30年４月23日（月）開催） 

※機構ニュース2018年５月号掲載予定 
参加者数：94人 
 

○ 認証評価機関連絡協議会ウェブサイト   〇 認証評価機関連絡協議会リーフレット 
https://jnceaa.jp/ 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 国際的な質保証ネットワークへの参画及び諸外国質保証機関との交流・取組  

 
国際的な質保証ネットワークへの参画及び諸外国の質保証機関との交流については、教

職協働の下、国際連携連絡会議にて、関係機関等との連携事項等をまとめたアクションプ

ランを設定し、連携方針を随時協議しながら実施した。 
 
１．国際ネットワーク及び海外の質保証機関との連携を通じた交流 
高等教育の質保証に関する国際会議への参加や、覚書締結機関等との連携活動を通じて、

海外の質保証の取組に関する情報収集を行うのみならず、日本の取組の情報発信を行いなが

ら、人的ネットワークを構築し、国際的な連携強化を図った。 
 
○ 国際ネットワークとの主な実績 
①高等教育質保証機関国際ネットワーク（INQAAHE） 
・隔年次総会及びフォーラムへの参加、発表 
・INQAAHE発行定期会報への寄稿（平成28年度、平成29年度（２回）） 
・INQAAHEからの女性による研究プロジェクトの実施（公募により採択） 

 
②アジア太平洋質保証ネットワーク（APQN） 
・APQN年次総会への参加、発表及びポスターセッション展示 
・研究開発部教員がAPQNプロジェクトリーダーに就任（平成28～29年度） 
・研究開発部教員がAPQNのco-opt理事に就任し、アジア太平洋地域における質保証用語の

共通理解に係る調査を実施（平成30年度～） 
・APQN発行冊子への寄稿（平成27年度）、ニュースレターへの記事掲載（平成29年度） 

 
平成29年３月に開催されたAPQN2018総会の「APQN Quality Awards」において、機構が

中国教育部高等教育教学評価センター（HEEC）及び韓国大学教育協議会（KCUE）と３機

関共同で申請した「キャンパス・アジア」モニタリングが「質保証における国際協力賞」を

受賞した。 
 
③米国高等教育アクレディテーション協議会（CHEA）及びCHEA国際質保証グループ

（CIQG） 
・CHEA年次総会及びCIQG年次会合への参加 
・CIQGニュースレターへの投稿（平成29年度） 
・CIQGと質の原則に係る連携の覚書締結（平成29年度） 

６ 質保証連携 
（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組 

② 我が国の高等教育の質保証に係る国際通用性の確保を図るとともに、グローバル時代

に即した質保証の発展に資するため、諸外国の質保証機関及び国際的な質保証ネットワ

ーク等と連携・協力した活動を行う。また、大学等の国際的な連携に伴う教育の質保証

に資する活動を行う。 
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○ 他の海外の質保証機関等との連携・交流実績 

機構は、諸外国の質保証機関等との間で連携協力の覚書を交わし、機関訪問やスタッフ交

流等による人材交流を図るほか、共同プロジェクトの実施やセミナーの共同開催等を通じ

て、日本の高等教育の質保証活動の改善に資するよう取り組んだ。第３期中期目標期間中に

４機関との新規締結を行い、平成30年度現在（予定）における覚書締結機関等は下表のとお

りとなっている。 
 
＜覚書締結機関等＞ 

質保証機関等名 
※下線は平成26年度から平成30年度に覚書締結 覚書締結年月 

英国高等教育質保証機構 
QAA（Quality Assurance Agency for Higher Education） 平成19年２月 

中国教育部高等教育教学評価センター 
HEEC（Higher Education Evaluation Center of the Ministry of 
Education） 

平成19年９月 

香港学術及職業資歴評審局 
HKCAAVQ（Hong Kong Council for Accreditation of Academic 
and Vocational Qualifications） 

平成22年３月 

オランダ・フランダースアクレディテーション機構 
NVAO （ Accreditation Organisation of the Netherlands and 
Flanders） 

平成22年６月 

オランダ高等教育国際協力機構 
Nuffic 平成22年６月 

韓国大学教育協議会 
KCUE（Korean Council for University Education） 平成22年８月 

マレーシア資格機構 
MQA（Malaysian Qualifications Agency） 平成23年３月 

インドネシア国立高等教育アクレディテーション機構 
BAN-PT（National Accreditation Agency for Higher Education） 平成23年３月 

フランス研究・高等教育評価高等審議会 
HCERES（High Council for the Evaluation of Research and 
Higher Education） 

平成23年３月 

台湾高等教育評鑑中心基金会 
HEEACT （ Higher Education Evaluation and Accreditation 平成23年６月 

APQN2017 総会 
（機構理事による発表） 
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Council of Taiwan） 
オーストラリア高等教育質・基準機構 
TEQSA（Tertiary Education Quality and Standards Agency） 平成26年５月 

ドイツアクレディテーション協議会 
GAC（The German Accreditation Council ） 平成27年10月 

タイ全国教育水準・質評価局 
ONESQA（The Office for National Education Standards and 
Quality Assessment） 

平成28年３月 

米国高等教育アクレディテーション協議会国際質グループ 
CIQG（CHEA International Quality Group） 平成30年１月 

 
①覚書締結機関等との主な取組 
・中国教育部高等教育教学評価センター（HEEC）設立10周年記念行事参加及び覚書更新

（平成26年９月） 
・英国高等教育質保証機構（QAA）年次会合への参加及び懇談（平成27年６月） 
・ドイツアクレディテーション協議会（GAC）との新規覚書締結及び講演会実施（平成27
年10月） 

・豪州高等教育質・基準機構(TEQSA)とのスタッフ交流（平成29年２月） 
・香港学術及職業資歴評審局（HKCAAVQ）とのスタッフ交流プログラム実施（平成29年
３月） 

・台湾HEEACT-APQN 2017 Global Summitへの参加、発表及び覚書更新（平成29年９

月） 
・韓国KCUE-KUAI院長による講演会及び共同研究打合せ（平成30年２月） 

 
②スタッフ交流プログラム 
平成27年度より、機構と海外の覚書締結機関との間で、両機関の事業や両国の質保証制度

等に関する調査や意見交換等を行うことにより、両機関の連携強化や業務の参考に資するこ

とを目的として、以下のとおりスタッフの相互派遣・受入を実施した。 
 

年度 派遣 受入 
平成27年度 － 豪州TEQSA 

平成28年度 豪州TEQSA、台湾HEEACT、 
香港HKCAAVQ － 

平成29年度 － 豪州TEQSA、台湾HEEACT 
平成30年度 
（予定） 豪州TEQSA 香港HKCAAVQ 

 
③機構とマレーシア資格機構（MQA）における質保証のプロセス・結果に係る比較調査 
 機構とMQAは、平成26年度に相互認証（相互信頼関係）の実現可能性を探るための合同専

門委員会を設置し、両機関における学士レベルの質保証のプロセス、基準、結果等について

比較調査を行った。平成29年度までに合同専門委員会を５回開催し、調査報告書をとりまと

めた。両機関の長により「両機関における質保証の成果の信頼に係る共同声明」の署名取り

交わしを行うとともに、本比較調査の成果を文部科学省へ報告した。 
 
④覚書締結機関との重点的調査研究 
・台湾高等教育評鑑中心基金会（HEEACT）との質保証手法に関する比較共同研究 
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平成29年度に日本と台湾における大学質保証制度改革の動向や課題について比較共同

研究を行った。特に、機構の実施する大学機関別認証評価の３巡目と、HEEACTの自己

認証制度やプログラム評価任意化の動きを整理し比較分析を行った。成果は共著論文に

まとめ、国際学術誌に投稿した。また、本共同研究の経験に基づき、INQAAHEの研究

補助金プログラムに共同で応募し、採択された。 
・韓国大学教育協議会・大学評価院（KCUE-KUAI）との共同研究 

平成29年度より、機構とKCUE-KUAIとの質保証枠組に関する比較共同研究を開始し

た。その成果は共著論文等で公表するとともに、平成31年３月開催予定のAPQN2019総
会で発表することとしている。 

 
２．ASEAN＋３（ASEAN諸国及び日中韓）質保証専門家会合 

「教育に関するASEAN＋３行動計画2010‐2017」に基づき、平成25年度に開催された

「第１回ASEAN＋３高等教育の流動性・質保証に関するWG」において、「ASEAN＋３学

生交流ガイドライン」を作成すること、及び「ASEAN＋３質保証専門家会合」を設置し、

ASEAN＋３各国の質保証機関関係者や政府関係者が定期的に集まることが提案された。この

ことを受けて、機構は関係国・地域の質保証機関と協議し、これらの機関と対話を進める場

を設定することで一致した。平成25年度にベトナムで第１回会合が開催され、第３期中期目

標期間中に３回（インドネシア（平成26年10月）、フィリピン（平成27年９月）、ラオス

（平成29年９月））会合を開催した。当行動計画期間の最終年に開催されたラオスでの第４

回会合では、過去の本会合の活動や成果のまとめとして機構が原案を作成した「パクセー宣

言」が採択された。 

 
３．日中韓質保証機関連携と「キャンパス・アジア」モニタリング 

「キャンパス・アジア」モニタリングは、平成21年度の第２回日中韓首脳サミットでの合

意により設置された「日中韓大学間交流・連携推進会議」（「キャンパス・アジア」構想）

の下、質保証分野における連携強化を推進し、三国の質保証を伴った大学間交流を促進する

取組で、日中韓三国の質保証機関間の実質的な連携を図るための枠組として、機構、中国教

育部高等教育教学評価センター（HEEC）、韓国大学教育協議会（KCUE）による「日中韓

質保証機関協議会」を、平成22年度に組織した。  
本協議会では、具体的な共同プロジェクトを進めるため、３つのプロジェクトグループを

設置しており、機構は、国際的な教育の質保証における連携に係るプロジェクトグループの

主査を担当し、「キャンパス・アジア」モニタリングの開発・実施を行った。 
 
○ キャンパス・アジアの質保証における共同の取組 

平成25年度に実施した日本側１次モニタリングの成果について、平成26年度にモニタリン

グ結果の英文サマリーを掲載した総括報告書（英語版）等を作成し、併せて開設した専用ウ

ェブサイトを通じて公開した。また、モニタリングで得られた優れた取組について紹介する

シンポジウムを平成26年11月に開催し、冊子として刊行した『優良事例集：質保証からみた

「キャンパス・アジア」』を配布した。当日は国内大学関係者等190名以上の参加があった。 
 ２次モニタリングについて、平成27年４月に「第６回日中韓質保証機関協議会」及び「第

５回日中韓大学間交流・連携推進会議」を開催し、基準、共同フレームワーク等の実施枠組

を定めた。プログラムを実施する三国の大学で構成される10件のコンソーシアムに対し、自

己評価書（英語）の作成を依頼し、三国の専門家による書面調査及び３件のコンソーシアム

については、共同訪問調査（平成27年11月（於：中国）、12月（於：日本）、平成28年１月

（於：韓国））を実施した。また、共同訪問調査を実施しない７件については、各国独自の

ヒアリング等を行い、結果を三国で共有した。 
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２次モニタリングの結果を、平成28年８月に各プログラム別報告書にとりまとめ、実施大

学に提供した。また、抽出した国際共同教育プログラムの優良事例等を紹介する共同モニタ

リング報告書「Useful Tips on How to Design an Interntional Cooperative Academic 
Program」を刊行した。平成29年６月には国際共同教育プログラムの質保証を行う実施体

制、手順、基準及び観点、留意事項等について詳細に明記した共同ガイドラインを三国合同

で作成した。２次モニタリングの成果については、広く国内外に発信しており、APQN総会

等の国際会議等において、平成28年度は４件、平成29年度は５件機構より発表を行った。 
また、平成28年度からは、本格実施プログラムとして17件のプログラムが開始されてお

り、これらの第２モードのプログラムに対して、平成30年度より共同ガイドラインに沿って

モニタリングを実施することとしている（予定）。 
こうした日中韓三国の共同の取組が評価され、平成29年度に2018APQNクオリティ・アワ

ードを受賞した（質保証における国際協力賞）。 
 
 
 
 
 
 
 

インドで行われた APQN クオ

リティ・アワード授賞式の様子 

共同モニタリング報告（左）及び

ガイドライン（右） APQN クオリティ・アワード記

念品の盾と機構幹部 
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〔中期目標〕Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
７ 調査研究 
 

我が国の大学等の教育研究について、国際通用性を踏まえた質の保証や向上に向けた環境を整備するための調査研

究を行い、調査研究の成果を機構の事業に活用するとともに、シンポジウム及び研究会等を開催し、その成果の活

用・普及を図る。その際、認証評価に係る調査研究について、機構が先導的役割を担うためのものに限定することと

する。調査研究の実施に当たっては、社会的要請の高い課題に取り組む。なお、調査研究業務の実施に当たっては、

経費の削減及び業務の効率化に配慮して実施することとする。 
 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
 
   次の調査研究を行う。 

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 
我が国の大学等が質の確保及び教育研究活動等の社会への説明責任を果たすことを支援するため、国際通用性

のある質の高い評価システムの在り方に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する大学等の評価を実証的

に検証し、本中期目標期間中に上記の調査研究に係る成果等を公表する。 
 
 

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 
学位の質の確保及び多様な学習機会への社会の要請に応えるため、学位授与の要件となる学習の成果の評価に

関する調査研究を行うとともに、機構の実施する学位授与を実証的に検証し、本中期目標期間中に上記の調査研

究に係る成果を公表する。 
 

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 
高等教育の質保証に係る情報の活用、大学等における質保証システムの構築及び国際的な質保証と学位・単位

の通用性に関する調査研究を行い、本中期目標期間中に上記の調査研究に係る成果を公表する。 
 
（２）調査研究の成果の活用及び評価 
 

（１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用するとともに、毎年度、４回以

上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査研究の成果の普及を図る。 
 

① 機構の事業への調査研究の成果の活用 
大学評価及び学位授与の各事業の実施結果を適切な手法を用いて分析して実証的研究の報告としてとりまと

め、評価手法の開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善に活用するとともに、その活用状況を報告・公

表する。 
 

② 社会への調査研究の成果の提供 
我が国の高等教育政策の動向に対応した調査研究の成果等を、シンポジウム及び研究会等の開催等により、毎

年度、社会及び高等教育関係者へ提供し、調査研究の成果を普及させる。 
 

③ 調査研究の成果と実績の評価 
調査研究の成果を学術論文として公表するほか、機構における事業実施の検証等の結果を高等教育関係者に報

告することにより、調査研究の実績を適切に評価し、研究の質を確保する方策をとる。 
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〔中期計画〕Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
７ 調査研究 
 

機構における大学評価、学位授与及び質保証連携の各事業等の基底となる基盤的研究並びに事業の検証等に係る実

証的研究を推進するとともに、我が国の高等教育の質保証に関する政策課題に対応した重点的調査研究を実施する。

その際、認証評価に係る調査研究について、機構が先導的役割を担うためのものに限定するものとする。調査研究の

実施に当たっては、機構の事業担当部課と共同で取り組むほか、経費の削減及び業務の効率化にも配慮しつつ、大学

等及び国内外の質保証機関等との連携により研究成果の共有と定着を図る。これらの調査研究の成果を機構の事業に

反映させるとともに、シンポジウム及び研究会等の開催等を通じて社会へ公開して普及に努め、調査研究の実績を適

切に評価する。 
 

（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
 
 次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 
① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 

ア 大学等の教育研究の評価の在り方に関する研究 
我が国における大学等の教育研究活動等の評価の適切性や効果の検証を通じて、今後の我が国の大学等の評

価の在り方を追究するとともに、評価の国際通用性を企図した教育研究活動等の評価の在り方及び高等教育政

策の進展に伴う要請に対応した評価システムに関する研究を行う。 
イ 機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究 

機構の実施する大学等の教育研究活動等の評価実施の結果を分析し、評価が大学等において有効に機能して

いるかどうかを検証するとともに、効果的で効率的な評価の在り方を実証的に研究する。 
 
② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 

ア 学位の要件となる学習の体系性に関する研究 
学位授与の要件となる学習の体系的な構成と学位の構造・機能について、学位・単位制度に関する理論基底

及び学位授与業務を通じて蓄積された知見と実績を踏まえて研究する。 
イ 機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究 

高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認定する方法を研究するとともに、機構

の学位授与の現状及び社会的要請を把握し、実施状況を検討して、今後の学位授与の在り方を実証的に研究す

る。 
 
③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 

ア 高等教育の質保証に係る情報の活用に関する研究 
質保証を確立するための評価において必要とされる情報の収集・整理・分析・公表等の検討及び教育研究活

動に関する指標の開発等、大学等における自己評価及び評価機関等による評価の活用に関する研究を行う。 
イ 大学等における教育研究の質保証及び質保証システムの構築に関する研究 

我が国の大学等における教育研究の質保証に資するため、学位授与に至る教育課程の編成及び学習成果の評

価手法等の在り方に関する調査研究を行うとともに、自律的な質保証活動を機能させるための多様な自己評価

手法等に関する参照指針とそれに基づく人材育成及び能力開発のためのプログラムの研究開発を進める。 
ウ 高等教育の国際的な質保証と学位・単位の国際通用性に関する研究 

質保証を伴う国際的な教育プログラムの在り方及び国内外で取得された学位及び単位の相互認証のための情

報提供の在り方について調査研究を行い、大学等の支援のための仕組みを検討する。 
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（２）調査研究の成果の活用及び評価 

 
（１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用するとともに、毎年度、４回以

上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査研究の成果の普及を図る。 
 
① 機構の事業への調査研究の成果の活用 

大学評価及び学位授与の各事業の実施結果に対する実証的研究の成果を報告としてとりまとめて、評価手法の

開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善に活用する。また、その状況を、調査研究と事業を一体的に捉

えた成果の活用状況として公表する。 
 
② 社会への調査研究の成果の提供 

質保証のための評価システムに関する研究成果、学位授与の要件等の学位システムに関する研究成果及び国際

通用性のある質保証に係る研究成果等を、社会及び高等教育関係者へ参照情報として提供する。また、定期的に

開催する大学質保証フォーラム等を通じて、これらの成果の普及を図る。 
 
③ 調査研究の成果と実績の評価 

基盤的研究及び実証的研究の研究成果を関連学協会等の学術論文誌及び機構で発行する学術誌『大学評価・学

位研究』に査読を受けて公表する。また、各年度の各事業実施の検証等の結果及び事業によっては区切りとなる

年度に当該期間の総括的な検証等の結果を高等教育関係者に報告する。さらに、各年度にシンポジウムを１回以

上、研究会を３回以上開催し、調査研究の成果について議論を行う。これらを通じて、調査研究の実績を適切に

評価して研究の質を確保するとともに、高等教育政策の動向に対応した調査研究の課題を不断に見直す。 
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財務情報及び人員に関する情報 

 H26 H27 H28 H29 H30 

経常費用（千円） 299,232 270,851 308,566 323,298  

経常収益（千円） 299,232 270,851 308,575 331,319  

 うち運営費交付金収益（千

円） 
294,986 264,829 303,874 324,681 

 

 うちその他収入（千円） 4,247 264,829 4,702 6,638  

従事人員数（人） 18.4(2) 15.3(2) 18.3(2) 17.3(3)  

注）従事人員数については、当該評価項目に係る業務を主として担当した人員数を記載。管理職員については、配下職員

の従事人員割合で按分。（年間の平均常勤職員数を実数、非常勤職員数を外数（）書きで表記） 

 

自己評価の結果 

中期計画 評定 根 拠 

７ 調査研究 

機構における大学評価、学位授与及び質保証連携の各事業

等の基底となる基盤的研究並びに事業の検証等に係る実証的

研究を推進するとともに、我が国の高等教育の質保証に関す

る政策課題に対応した重点的調査研究を実施する。その際、

認証評価に係る調査研究について、機構が先導的役割を担う

ためのものに限定するものとする。調査研究の実施に当たっ

ては、機構の事業担当部課と共同で取り組むほか、経費の削

減及び業務の効率化にも配慮しつつ、大学等及び国内外の質

保証機関等との連携により研究成果の共有と定着を図る。こ

れらの調査研究の成果を機構の事業に反映させるとともに、

シンポジウム及び研究会等の開催等を通じて社会へ公開して

普及に努め、調査研究の実績を適切に評価する。 

 

（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 

  次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究

に係る成果等を公表する。 

  ① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査

研究 

   ア 大学等の教育研究の評価の在り方に関する研究 

     我が国における大学等の教育研究活動等の評価の

適切性や効果の検証を通じて、今後の我が国の大学

等の評価の在り方を追究するとともに、評価の国際

通用性を企図した教育研究活動等の評価の在り方及

び高等教育政策の進展に伴う要請に対応した評価シ

ステムに関する研究を行う。 

   イ 機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に

関する調査研究 

 機構の実施する大学等の教育研究活動等の評価実

施の結果を分析し、評価が大学等において有効に機

能しているかどうかを検証するとともに、効果的で

効率的な評価の在り方を実証的に研究する。 

Ｂ 内部質保証、分野別評価、教育・研究水準の

評価など、我が国の高等教育政策や教育・研究

評価における課題であり、かつ、国際的通用性

が求められる課題に対して、先導的に調査研究

を行ったと評価される。また、調査研究の成果

は、学術論文や学会発表で公表した（上記指標

欄を参照）だけでなく、研修会の開催や、評価

設計や評価作業へ反映がなされるなど、実務へ

の活用が実現されており、評価者・大学へのア

ンケート調査からもその有効性が確認されたこ

とから、研究成果の意義があったと認められ

る。 

以上のことから、中期計画における所期の目

標を達成する見込みであると判断し、Ｂとし

た。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

  ② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査

研究 

   ア 学位の要件となる学習の体系性に関する研究 

   学位授与の要件となる学習の体系的な構成と学位

の構造・機能について、学位・単位制度に関する理

論的基底及び学位授与業務を通じて蓄積された知見

と実績を踏まえて研究する。 

   イ 機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に

関する調査研究 

Ｂ 
日本の大学及び機構が授与する「学位」に関

する諸課題について、理論的・実証的研究に取

り組んだ。「ア 学位の要件となる学習の体系

性に関する研究」においては、高等教育レベル

の職業教育と学位、及び学位プログラムと大学

の教育組織との関係に焦点を当て、学修・教育

の内容と水準の質的保証を含めて、制度的、社

会的、政策的側面からアメリカ、ヨーロッパ、

東アジア７か国の比較研究を実施し、成果を報
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     高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につ

ながる単位として認定する方法 を研究するととも

に、機構の学位授与の現状及び社会的要請を把握

し、実施状況を検討して、今後の学位授与の在り方

を実証的に研究する。 

告書や学会発表により公表した。「イ 機構の

実施する学位授与の教育的・社会的機能に関す

る調査研究」においては、機構の学位授与事業

に密接に関わる調査研究を行い、その成果を事

業実施に活かすとともに、分析結果を事業の改

善を検討するための資料とした。大学が授与す

る学位との同等性に常に留意しながら調査研究

を遂行し、調査の過程で得られた情報等は、我

が国の高等教育政策に関わる関係者に提供する

とともに、機構の学位授与事業の改善に反映さ

せた。 

以上のことから、中期計画における所期の目

標を達成する見込みであると判断し、Ｂとし

た。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

  ③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 

   ア 高等教育の質保証に係る情報の活用に関する研究 

   質保証を確立するための評価において必要とされ

る情報の収集・整理・分析・公表等の検討及び教育

研究活動に関する指標の開発等、大学等における自

己評価及び評価機関等による評価の活用に関する研

究を行う。 

   イ 大学等における教育研究の質保証及び質保証シス

テムの構築に関する研究 

   我が国の大学等における教育研究の質保証に資す

るため、学位授与に至る教育課程の編成及び学習成

果の評価手法等の在り方に関する調査研究を行うと

ともに、自律的な質保証活動を機能させるための多

様な自己評価手法等に関する参照指針とそれに基づ

く人材育成及び能力開発のためのプログラムの研究

開発を進める。 

   ウ 高等教育の国際的な質保証と学位・単位の国際通

用性に関する研究 

質保証を伴う国際的な教育プログラムの在り方及

び国内外で取得された学位及び単位の相互認証のた

めの情報提供の在り方について調査研究を行い、大

学等の支援のための仕組みを検討する。 

B 
それぞれの研究課題では、所期の目標に沿っ

た進展が見られ、相応の知見の蓄積が着実に行

われている。「ア 高等教育の質保証に係る情

報の活用に関する研究」ではソフトウェアや分

析ツールの実装が進み、同時に学術的な検討の

成果の公表も行われた。「イ 大学等における

教育研究の質保証及び質保証システムの構築に

関する研究」においては、アンケート調査等の

結果がデータとして着実に蓄積される一方、チ

ェックリストや研修用教材等の具体的な成果物

が生み出された。「ウ 高等教育の国際的な質

保証と学位・単位の国際通用性に関する研究」

においては、アンケート調査等に基づく質保証

のためのチェックリストの開発が進んだほか、

国内外での研究成果の公表が精力的に行われ

た。さらに、学習履歴に関する個別調査では、

機構の業務に具体的に貢献した。 

以上のことから、中期計画における所期の目

標を達成する見込みであると判断し、Ｂとし

た。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 

（２）調査研究の成果の活用及び評価 

（１）で行った調査研究の成果について、次のとお

り、機構の事業の改善に活用するとともに、毎年度、４

回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することによ

り、調査研究の成果の普及を図る。 

  ① 機構の事業への調査研究の成果の活用 

    大学評価及び学位授与の各事業の実施結果に対する

実証的研究の成果を報告としてとりまとめて、評価手

法の開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善

に活用する。また、その状況を、調査研究と事業を一

体的に捉えた成果の活用状況として公表する。 

  ② 社会への調査研究の成果の提供 

    質保証のための評価システムに関する研究成果、学

位授与の要件等の学位システムに関する研究成果及び

国際通用性のある質保証に係る研究成果等を、社会及

び高等教育関係者へ参照情報として提供する。また、

定期的に開催する大学質保証フォーラム等を通じて、

これらの成果の普及を図る。 

  ③ 調査研究の成果と実績の評価 

    基盤的研究及び実証的研究の研究成果を関連学協会

B 「① 機構の事業への調査研究の成果の活用」

においては、大学評価及び学位授与の各事業、

及び質保証連携に関して、研究開発部が中心と

なって実施する調査研究を事業担当部課との協

働で行うことによって、その成果を各事業の多

くの事例に反映させた。また、事業の実施結果

に対する実証的研究の成果を報告としてとりま

とめて事業の改善に活用した実績も得られ、機

構の事業への調査研究の成果の活用が図られた

といえる。 

「② 社会への調査研究の成果の提供」におい

ては、調査研究の各課題の中で社会への情報提

供が適切に行われるとともに、機構が主催する

フォーラムやシンポジウムを通じて、調査研究

の成果の普及が図られた。さらに、研究成果刊

行物編集委員会による学術誌の編集・刊行が適

切に行われるとともに、学術情報リポジトリを

利用した成果の公表が行われた。 

「③ 調査研究の成果と実績の評価」において

は、毎年度の各事業に係る事業関連説明会・研
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等の学術論文誌及び機構で発行する学術誌『大学評

価・学位研究』に査読を受けて公表する。また、各年

度の各事業実施の検証等の結果及び事業によっては区

切りとなる年度に当該期間の総括的な検証等の結果を

高等教育関係者に報告する。さらに、各年度にシンポ

ジウムを１回以上、研究会を３回以上開催し、調査研

究の成果について議論を行う。これらを通じて、調査

研究の実績を適切に評価して研究の質を確保するとと

もに、高等教育政策の動向に対応した調査研究の課題

を不断に見直す。 

修会及び研究会等により、機構の事業と密接に

関連する調査研究の成果を公表した。また、基

盤的研究及び実践的研究の成果を、学術論文等

48編、、学会発表等97件（うち国際会議等45

件）として公表した。さらに、大学における教

育研究活動の質の保証に係る取組を一層推進す

る目的で、平成26年度より毎年度「大学質保証

フォーラム」を研究開発部と事業部で協働して

開催し、国内外の招へい者による基調講演、パ

ネルディスカッション等を通じて活発な議論が

交わされた。 

機構の研究成果刊行物編集委員会の下で、大

学評価及び学位授与を中心として、それらに関

連する高等教育の諸課題・諸理論についての論

文、研究ノート・資料等を掲載する学術誌『大

学評価・学位研究』を継続して刊行した。平成

26年度から平成29年度まで４号を発行し、論文

６編、研究ノート・資料11編を収録した。本誌

を関係高等教育機関等へ送付するとともに、ウ

ェブサイト及び「大学改革支援・学位授与機構 

学術情報リポジトリ」にも掲載し、公表・提供

した。 

以上のことから、中期計画における所期の目

標を達成する見込みであると判断し、Ｂとし

た。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

標記計画に係る実績等は、以降の具体的な事項における実績・参考データにおいて記載

済み。 
 
 
 

７ 調査研究 
機構における大学評価、学位授与及び質保証連携の各事業等の基底となる基盤的研究並

びに事業の検証等に係る実証的研究を推進するとともに、我が国の高等教育の質保証に関

する政策課題に対応した重点的調査研究を実施する。その際、認証評価に係る調査研究に

ついて、機構が先導的役割を担うためのものに限定するものとする。調査研究の実施に当

たっては、機構の事業担当部課と共同で取り組むほか、経費の削減及び業務の効率化にも

配慮しつつ、大学等及び国内外の質保証機関等との連携により研究成果の共有と定着を図

る。これらの調査研究の成果を機構の事業に反映させるとともに、シンポジウム及び研究

会等の開催等を通じて社会へ公開して普及に努め、調査研究の実績を適切に評価する。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

大学改革支援・学位授与機構が行う大学機関別認証評価等の認証評価、国立大学法人等

の教育研究面の評価、並びに、機構以外が行う分野別第三者評価等との間の関係を含め

た、我が国の大学評価システムの新たな在り方の検討に資する調査研究を行った。本中期

目標期間には、第二期国立大学法人評価の設計に際して学系別（分野別）の評価基準に相

当する参考資料を開発するための調査研究、文部科学省の委託を受けた分野別の質保証や

評価の在り方に関する調査研究、第三サイクルの認証評価における内部質保証を重視する

評価のあり方に関する調査研究、第二期国立大学法人評価の検証と第三期評価のための調

査研究を行った。 
 
 我が国の大学評価システムの新たな在り方の検討に資する調査研究 

 （第二期国立大学法人評価における学系別参考例の開発） 
 
 我が国の大学評価の新たなあり方として、これまでの大学（機関）単位を中心とする評

価や大学等の目的適合性・目的達成度を中心とする評価から、よりいっそう、学問分野ご

との特性を踏まえた教育・研究水準を適切に評価できるシステムの実現が課題として挙げ

られる。 
そのため、平成28年度に機構が実施する「国立大学法人および大学共同利用機関法人に

おける教育研究の状況についての評価」における学部・研究科等ごとの教育・研究水準の

評価（「現況分析」）へ反映することを念頭に、各学系（分野）に即した評価基準のあり

方について調査研究を行い、その結果として、分野毎の「参考例」を作成した。 
調査研究においては、まず第一期中期目標期間の評価における学系（分野）ごとの優れ

た取組等の記載内容例を精査検討し、評価者と大学との共通の見解が形成できるかどうか

追究した。最初に平成26年度前半に人文学と工学の２学系について、機構教員と大学教員

からなる研究会を構成して検討会を開催して分野に特有の視点を討議した。そこでは、第

一期中期目標期間の評価結果の分析、及び政府・学術界・産業界の答申等において大学に

期待するとしている事項の整理を行い、学系別の教育・研究水準の記載内容例の素案を作

成して検討会に提示し、研究会により分野ごとの記載内容例の作成が可能であることを確

認した。この取り組みを踏まえて、平成26年度後半にさらに理学系、農学系、保健系、平

成27年度前半には教育系、社会科学系についても分析と研究会開催を行い、各分野に特有

の視点から記載内容例を作成した。その過程では分野ごとの記載内容例を比較分析して整

合性をとる作業を行い、「参考例」という名称を付して現況分析の評価者のための研修資

７ 調査研究 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
   次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 
ア 大学等の教育研究の評価の在り方に関する研究 
  我が国における大学等の教育研究活動等の評価の適切性や効果の検証を通じて、

今後の我が国の大学等の評価の在り方を追究するとともに、評価の国際通用性を企

図した教育研究活動等の評価の在り方及び高等教育政策の進展に伴う要請に対応し

た評価システムに関する研究を行う。 
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料とすることを国立大学教育研究評価委員会に提案し、平成27年３月には了承を得た。 
これら７分野の結果をとりまとめた報告書「教育・研究水準の学系別評価基準のあり方

にかかる調査研究報告書−学系別の教育・研究水準の評価にかかる参考例」を平成27年８月

に発刊し、ウェブサイトにも公表した。平成28年２月に開催した法人評価の評価者研修会

においては、この報告書（資料）と本報告書に基づいて作成した研修資料により説明を行

った。 
また、本調査研究に関連する学術論文を発表したほか、調査研究で得られた分析結果の

一部を含むシンポジウムや学会等での講演、文部科学省や内閣府等の府省の会議での発表

等を行い、大学関係者への啓発、及び府省の政策形成のための情報提供を行った。 
 
 

 大学教育における分野別質保証の在り方に関する調査研究  
 
大学教育における分野別の質保証については、平成20年12月の中央教育審議会答申「学

士課程教育の構築に向けて」においてその検討が求められている。そのため、平成26、27、
28年度の計３回に渡り、文部科学省先導的大学改革推進委託事業を各年度に受託し、調査

研究を行った。 
平成26年度委託事業では、諸外国の分野別質保証に関する取組の現状把握として、各国

調査を行った。大学評価制度や分野別質保証に関する専門知識を有する研究者を調査研究

協力者として委嘱して研究会を組織し、調査項目や調査方法等の詳細を検討した。米国、

英国、フランス、オランダ等各国の状況を対象に文献等で調査して、３回の研究会で確認

したほか、ヒアリング調査（フランス）や講演会（米国）、及び機構の連携協定締結先の

英国QAAにはメールを用いた質問紙調査を行うなど、多様な方法で調査を行った。 
また、国内での分野別質保証に関する取組の把握と分析として、平成26年10月時点で18

分野において策定されている日本学術会議の分野別参照基準を分野別質保証に活用する可

能性について、参照基準策定を担当した関係者に意見照会を行い、今後の分野別質保証に

おける参照基準文書の位置づけを検討した。 
 平成27年度受託事業では、海外諸国では分野別質保証を担う学協会や専門職能団体が担

っていることを踏まえて、我が国の学協会や資格・専門職団体に質保証に関連する取り組

み状況や意識についてのアンケート調査を実施した。有効回答数は学協会730団体

（36.1%）、資格・専門職団体99団体(37.1%)であった。また、分野別の第三者評価機関、

質保証に関連する取り組みを行っている学会、大学教育を認定して資格を授与している８

団体にはヒアリングを行って現状を調査した。さらに、各分野の大学教員10名程度が参加

する有識者懇談会を２回開催し、分野別質保証のあり方の検討を行った。 
また、平成27年度より、フランス国立社会科学高等研究院に１人を在外研究員として派

遣して海外調査を行い、フランス高等教育の評価枠組みや分野別質保証、国家資格枠組み

に関わる近年の動向について調査を行った。 
平成28年度受託事業では、後述する内部質保証システムのあり方についての検討を行う

とともに、人文学を対象とした分野別質保証の検討を行った。国立大学法人評価における

現況調査表の内容分析を行うとともに、人文学の大学教員や入試・就職に関する民間機関

の専門家を招いた検討会を設置し、研究会を３回実施した。その結果を「人文学系の教育

の質保証・評価のあり方について（検討まとめ）」としてとりまとめた。検討まとめで

は、人文学系において内部質保証システムの構築や、学修成果の評価において留意すべき

事項をまとめている。これらは、次項に示す「教育の内部質保証に関するガイドライン」

に基づいて大学が内部質保証を行う際に、人文学系において留意が必要な事項を提示した

ものとなっている。 
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 内部質保証システムの在り方、ならびに内部質保証システムを中心とする 

 機関別認証評価の在り方に関する調査研究 
 

第三サイクルの認証評価は、内部質保証を重視したシステムに転換することが求められ

ている。そのため、内部質保証システムやその中核となるプログラム・レビューに関する

ガイドラインを策定する調査研究を行った。計７回の研究会を開催して内部質保証のあり

方を検討するとともに、山口大学、英国バーミンガム大学への訪問調査、英国マンチェス

ター大学へのメール調査を実施した。これらの検討を踏まえて、「教育の内部質保証に関

するガイドライン」を策定し、冊子やウェブサイトの形で公表した。ガイドラインでは、

大学における内部質保証システムのあり方や、その中で核となるプログラム・レビューの

実施方法や基準の例示をしている。今後の第３サイクルの認証評価基準が内部質保証を重

視したものとなることから、大学が内部質保証システムを構築する際の参考になるものと

位置づけている。 
この内容は学会等での報告、関連論文の執筆を行うことで周知するとともに、ガイドラ

インを基にしたワークショップを平成29年11月と平成30年１月に開催した。また、本ガイ

ドラインは第三サイクル認証評価の検討材料となっており、このガイドラインの内容を踏

まえた認証評価基準の策定が行われた。 
 

 

 第二期国立大学法人評価の検証と第三期のあり方に関する調査研究  

 
第二期国立大学法人評価の作業が平成29年度に終了したことを受け、第三期評価の在り

方を検討するために、検証調査を行った。 
まず、評価者に対しては、平成28年度に研究業績水準判定の評価者、現況分析の評価者

に、平成29年度には達成度評価の評価者に対してアンケート調査を行い、評価方法の妥当

性や新たに評価者へ提供した資料の有効性を検証した。大学に対しては平成29年度に大学

及び学部・研究科を対象にアンケート調査を実施した。そこでは評価方法の妥当性等に加

えて、評価実施の効果・影響や、今後の第三期の評価の在り方について質問した。さらに

５大学に対してヒアリング調査を行った。上記の結果について、とりまとめを行い、平成

30年3月に報告書を公表した。 
また、併行して法人評価における各種の評価結果の分析を進めた。判定結果と自己評価

との差異の分析、判定内容の質的分析、研究業績判定の分析等を行い、その成果を学会等

で発表した。 
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  事業への成果の活用、及び主な学術論文・学会発表等 
 

○ 事業関連説明会・研修会等 

（研修会） 
国立大学法人等の教育研究評価に係る評価者研修会（達成状況判定会議），平成 28 年２月

29 日・３月 15 日，品川グランドセントラルタワー３階 The Grand Hall. 
林隆之「参考資料の利用方法について」 

国立大学法人等の教育研究評価に係る評価者研修会（現況分析部会），平成 28 年２月 22
日・３月 17 日，一橋講堂. 

林隆之「参考資料の利用方法について」 
国立大学法人等の教育研究評価に係る評価者研修会（研究業績水準判定），平成 28 年２月

15 日・２月 18 日，一橋講堂. 
林隆之「参考資料の利用方法について」 

平成 29 年度 大学改革支援・学位授与機構 人材育成セミナー「内部質保証ワークショップ」

第１回 平成 29 年 11 月 6 日，第２回 平成 30 年１月 29 日，学術総合センター. 
中期目標期間における教育研究の状況の評価に係る意見交換会，平成 30 年２月６日，一橋講

堂. 
 
○ 研究会等 
（研究会） 
教育・研究水準の学系別評価基準のあり方にかかる調査研究 分野別検討会（人文科学、工

学、理学、農学、教育、保健、社会科学の7学系について、平成26-27年度に各学系２回ず

つ計14回実施） 
質保証システムの現状と将来像に関する研究会 

第１回（平成28年５月13日），第２回（平成28年６月27日），第３回（平成28年７月15
日），第４回（平成28年12月15日），第５回（平成29年１月26日），第６回（平成29年２

月16日），第７回（平成29年３月13日），学術総合センター. 
人文学系における分野別質保証の在り方に関する研究会，第１回（平成29年１月30日），第

２回（平成29年３月９日），第３回（平成29年３月28日），学術総合センター. 
 
○ 学術論文・学会発表等 
（学術論文等） 
林隆之 (2014)「大学評価・質保証の新たな課題と組織的な情報分析」，『情報知識学会誌』，

24(4)，pp.370-380. 
林隆之 (2014)「大学の機能別分化・強化と評価指標の課題」，『研究技術計画』，29(1)， 

pp.18-30. 
林隆之，土屋俊 (2016)「学問分野による『卓越性』指標の多様性－多様な研究成果への報償

の必要」，石川真由美編『世界大学ランキングと知の序列化：大学評価と国際競争を問

う』，京都大学出版会，pp.325-345. 
林隆之 (2016)「研究資金」，「学術誌」，「引用数」，「研究評価」（事典の項目執筆），

『大学事典』，平凡社. 
林隆之 (2016)「英国における研究評価・教育評価の新たな動向」，『ＩＤＥ現代の高等教

育』，No.583，2016年8-9月号「特集 大学評価のいま」，pp.41-45. 
野田文香 (2017)「学習成果・評価のあり方」，谷川裕稔編『アメリカの大学に学ぶ学習支援

の手引き』，ナカニシヤ出版，pp.146-153. 
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林隆之 (2017)「教育研究の分野別評価・質保証」，『グローバル人材教育とその質保証－ 
高等教育機関の課題－』，ぎょうせい，pp.128-140. 

林隆之  (2017)「研究評価の拡大と評価指標の多様化」，『情報の科学と技術』67(4)，
pp.158-163.  

林隆之 (2017)「プログラム・レビューを核とする内部質保証」，『ＩＤＥ現代の高等教

育』，2017年11月号，pp.45-49. 
林隆之 (2018)「内部質保証システムの概念と要素：先行研究のレビューと『教育の内部質保

証に関するガイドライン』の定位」，『大学評価・学位研究』19号，pp.1-22.  
 
（学会発表等） 
林隆之 (2014)「大学の多様化・機能強化と指標の調和に向けて」，大学評価・学位授与機構

大学質保証フォーラム，2014 年８月１日，東京. 
林隆之，土屋俊 (2014)「研究成果の『卓越性』指標の多様性」，研究・技術計画学会第 29
回年次大会，2014 年 10 月 18-19 日，京都，立命館大学びわこくさつキャンパス. 

林隆之 (2014)「研究評価の国際潮流と日本の課題」，第 2 回電気通信大学研究大学強化促進

事業シンポジウム Unique & Exciting Research Symposium，2014 年 12 月８日. 
林隆之 (2015)「パネルディスカッション報告日本の大学評価から見える『国際的研究評価』

の課題」，大阪大学未来戦略フォーラム，2015 年２月６日. 
林隆之 (2015)「教育・研究水準を評価するための分野別基準の模索：学系別『参考例』の策

定」，日本評価学会，2015年12月13日，沖縄，JICA沖縄国際センター. 
高谷徹，林隆之 (2015)「研究者の業績評価の現状と課題に関する研究」，日本評価学会，

2015年12月13日，沖縄，JICA沖縄国際センター. 
林隆之，蝶慎一 (2016)「学協会・専門職団体による分野別質保証の取組状況と認識」，日本

高等教育学会第 19 回大会，2016 年６月 25-26 日，追手門学院大学. 
Cho, S., Shibata, Y., Yamazaki, H. (2017) “Quality Assurance in Higher Education and 

NIAD-QE”, NIAD-QE presentation at TEQSA．TEQSA Executive Conference Room, 
Melbourne Australia, the 10th of February, 2017. 

林隆之 (2017)「日本における内部質保証システムのあり方の検討：『内部質保証ガイドライ

ン』の策定に向けて」，日本高等教育学会第 20 回大会，2017 年５月 28 日. 
土屋俊 (2017)「内部質保証の評価」，高等教育質保証学会大会，2017 年８月 27 日，大阪大

学. 
林隆之 (2017)「国立大学法人評価からみる国立大学の『卓越した研究業績』の特性」，研

究・イノベーション学会年次学術大会，2017 年 10 月 28 日.  
T. Hayashi (2017) “Research Impact Evaluation of National Universities and R&D 

program: Japanese perspective, G7 working group on research assessment (2017 年 11
月９日). 

Shinichi Cho (2017) Defining Student Affairs in the Standards of Evaluation by Academic 
Discipline in Japanese Higher Education, International Conference on the 
Developments of Teaching and Leaning Quality Assurance in Higher Education, 
November 22, 2017, Macao Polytechnic Institute, Macao. 

林隆之 (2018)「人文学・社会科学における研究評価の課題～大学評価の現場における現在進

行形」，第４回人文・社会科学系研究推進フォーラム，2018 年３月 16 日.  
Syun Tutiya (2018) “The Obvious Answer to the Question, Which Comes First, Programs 

or Institutions?” Talk at the Panel on Management Capacity between Program 
Accreditation and Institutional Audit, APQN Academic Meeting, Nagpur, India, March 
24, 2018. 
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渋井進，高橋望 (2017)「大学評価における自己評価と評価結果の関係～国立大学法人評価の

現況分析結果をもとに～」，電子情報通信学会ヒューマン情報処理研究会，2017 年５月 17
日. 

渋井進，高橋望 (2017)「自己評価と評価結果のギャップをもたらす要因の検討‐国立大学法

人評価のデータを用いて‐」，日本心理学会第 81 回大会，2017 年９月 21 日.  
渋井進，坂口菊恵 (2018)「教育・研究水準の判定結果に影響する要因の検討～自己評価と評

価結果の関係を中心に～」，電子情報通信学会ヒューマンコミュニケーション基礎研究会，

2018 年１月 27 日.  
S. Shibui, E. Nakato (2018) “An exploratory analysis of the factor affecting education and 

research performance levels in Japanese national universities based on the evaluation 
reports”, 12th annual International Technology, Education and Development Conference,  
2018 年３月６日.  

蝶慎一 (2017)「大学教育の分野別質保証の取り組みと特徴‐分野別評価機関における『基

準』の比較から－」，大学教育学会第 39 回大会・課題研究集会，2017 年６月 11 日，広島

大学東広島キャンパス. 
蝶慎一 (2017)「米国学生支援における修士プログラム－『CAS Standards』基準の枠組みと

その評価－」，大学行政管理学会第 21 回大会 定期総会・研究集会，2017 年９月３日，西

南学院大学中央キャンパス. 
 
（報告書等） 
大学評価・学位授与機構 研究開発部 (2015)『教育・研究水準の学系別評価基準のあり方に

かかる調査研究報告書 学系別の教育・研究水準の評価にかかる参考例』（7 学系の参考例

を含む）. 
大学評価・学位授与機構 (2015)『大学教育における分野別質保証の在り方に関する調査研

究』報告書（平成 26 年度 文部科学省先導的大学改革推進委託事業）. 
大学評価・学位授与機構 (2016)『我が国における大学教育の分野別質保証の在り方に関する

調査研究報告書』（平成 27 年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業）. 
大学改革支援・学位授与機構 (2017)『大学教育における分野別質保証の在り方に関する調査

研究報告書』（平成28年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業）（質保証システムの

現状と将来像に関する研究会 (2017)「教育の内部質保証に関するガイドライン」，人文学

系における分野別質保証のあり方に関する研究会 (2017)「人文学系の教育の質保証・評価

のあり方について（検討まとめ）」を含む）. 
大学改革支援・学位授与機構 (2018)『「国立大学法人及び大学共同利用機関法人における教

育研究の状況についての評価」に関する検証結果報告書（第２期中期目標期間）』. 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

機構が実施した認証評価について、評価方法の適切性並びに評価の効果の検証を行うこ

とにより、評価事業の説明責任を果たすととともに、評価の改善に反映させるための調査

研究を行った。 
 
 機構の実施する評価の有効性に関する検証  
 
 機構で実施した大学機関別認証評価、高等専門学校認証評価、及び法科大学院認証評

価、並びに選択評価について、毎年、評価事業部と研究開発部が協働して、対象校及び評

価担当者に対してアンケート調査を実施し、評価の有効性を確認するための検証を行っ

た。得られた内容については、今後の対応方針を評価事業部と検討するとともに、結果を

報告書としてとりまとめ、ウェブサイトで公表した。さらに、第１サイクルと第２サイク

ルの評定傾向の比較分析を行った。これらの調査研究の成果は、第２サイクルの認証評価

の中間的検証の報告書に反映するともに、論文として公表した。 
さらに、第２サイクルの大学機関別認証評価、並びに高等専門学校認証評価に関する中

間報告書を平成28年度３月にそれぞれ刊行した。それを一般向けに要約した論考を『ＩＤ

Ｅ現代の高等教育』誌に発表するとともに、その内容の前提となった統計的分析を進展さ

せ、研究集会や国際学術誌で公表した。法科大学院認証評価についても、平成27年度に第

２サイクルが終了したため、そのオーバービューとして、評価支援課の協力を得て関連諸

会議等の資料を収集し、資料の分析を進めた。平成29年２月には分析の概要をまとめたの

ち、詳細資料を整理し、最終報告書作成の準備を完了した。 
認証評価結果に対するフォローアップの在り方について、国内の機関別認証評価機関に

おいて不適合や保留となった事例について、その後の状況の整理・分析を行った。この内

容は、機構の第3サイクル認証評価における基準構成やフォローアップの仕組みの検討に活

用された。 
第３サイクルの機関別認証評価に関する検証方法について、第１、第２サイクルに実施

された認証評価に関する評価者と対象機関に対するアンケート調査に基づいて評価項目の

精選と新規追加項目について検討を行い、改訂(簡略化)の基本方針を確定した。これを踏ま

えて、法科大学院認証評価の評価者に対する検証アンケートを実施した。 
 
 
 
 

７ 調査研究 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
   次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 
イ 機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究 
  機構の実施する大学等の教育研究活動等の評価実施の結果を分析し、評価が大学

等において有効に機能しているかどうかを検証するとともに、効果的で効率的な評

価の在り方を実証的に研究する。 
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 認証評価における重要テーマの分析  

 
第２サイクルの認証評価の検証として、質保証の重要テーマである単位の実質化、成績

評価の客観性・厳格性、シラバス、教育の内部質保証システムの観点について分析し、検

証を行った。 
単位の実質化については、大学機関別認証評価第１サイクルのオーバービューの中で、

学位課程別の分析を基に評価の検証を行った。また、単位制度の見直しを実施している米

国の政策動向及びアクレディテーションへの影響について調査した。単位の実質化に関す

る調査研究の成果については、国際会議及び関連学会で口頭発表を行うとともに、論文を

発表した。 
さらに、平成28年度までの第２サイクルの評価結果報告書について、「単位制度の実質

化」、「学習成果」、「成績評価の厳格化」に関する観点を対象に内容分析を行い、その

成果の一部を国際会議で発表を行うとともに、論文を公表した。 
 
 
  事業への成果の活用、及び主な学術論文・学会発表等 
 
○ 事業関連説明会・研修会等 
大学機関別認証評価説明会，平成26年５月26日，学術総合センター，及び平成26年６月３

日，大阪大学豊中キャンパス． 
高等専門学校機関別認証評価説明会，平成26年８月26日，学術総合センター． 
大学機関別認証評価説明会，平成27年５月28日，学術総合センター，及び平成27年６月５

日，大阪大学豊中キャンパス． 
法科大学院認証評価説明会，平成27年８月10日，学術総合センター． 
高等専門学校機関別認証評価説明会，平成27年８月21日，学術総合センター． 
大学機関別認証評価説明会，平成28年５月31日，学術総合センター． 
法科大学院認証評価説明会，平成28年６月13日，学術総合センター． 
高等専門学校機関別認証評価説明会，平成28年８月22日，学術総合センター． 
大学機関別認証評価説明会，平成29年５月30日，学術総合センター． 
法科大学院認証評価説明会，平成29年６月19日，学術総合センター． 
平成30年度から実施する３巡目の高等専門学校機関別認証評価に関する説明会，平成29年６

月26日，TKPガーデンシティ神保町プレミアムガーデン． 
高等専門学校機関別認証評価説明会，平成29年８月18日，学術総合センター． 
 
（研修会） 
大学機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成26年５月26日，学術総合センタ

ー，及び平成26年６月３日，大阪大学豊中キャンパス． 
大学機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成26年６月18日，及び６月20日，学術総

合センター． 
高等専門学校機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成26年８月26日，学術総合

センター． 
高等専門学校機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成26年６月13日，学術総合セン

ター． 
大学機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成27年５月28日，学術総合センタ

ー，及び平成27年６月５日，大阪大学豊中キャンパス． 
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法科大学院認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成27年８月10日，学術総合センタ

ー． 
大学機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成27年６月15日，及び６月16日，学術総

合センター． 
高等専門学校機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成27年８月21日，学術総合

センター． 
高等専門学校機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成27年６月23日，学術総合セン

ター． 
大学機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成28年５月31日，学術総合センタ

ー． 
法科大学院認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成28年５月31日，学術総合センタ

ー． 
大学機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成28年６月17日，学術総合センター． 
高等専門学校機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成28年６月17日，学術総合セン

ター． 
高等専門学校機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成28年８月22日，学術総合

センター． 
大学機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成29年５月30日，学術総合センタ

ー． 
法科大学院認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成29年６月19日，学術総合センタ

ー． 
大学機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成29年６月20日，学術総合センター． 
高等専門学校機関別認証評価評価担当者に対する研修会，平成29年６月14日，学術総合セン

ター． 
高等専門学校機関別認証評価自己評価担当者に対する研修会，平成29年８月18日，学術総合

センター． 
 
○ 学術論文・学会発表等 

（学術論文等） 
野田文香，渋井進 (2016)「『単位制度の実質化』と機関別認証評価」，『大学評価・学位研

究』17号，pp.19-33. 
Noda, A. (2016) “Dilemmas and challenges for governments, universities, and accreditors 

in implementing and evaluating the credit hour system in the U.S. and Japan”, 10th 
annual International Technology, Education and Development Conference (INTED) 
2016, Proceedings, pp.6182-6190, IATED Academy. 

Noda, A. (2016) “How do credit hours assure the quality of higher education? Time-based 
vs. competency-based debate”, CEAFJP Discussion Paper Series 16-05, pp.1-18, Centre 
d'Etudes Avancées Franco-Japonais de Paris, EHESS, France. 

Shibui, S., Takahashi, N. and Noda, A. (2017) “A Longitudinal Study of Effectiveness, 
Impact, and Challenges in the Japanese Quality Assurance System”, International 
Journal of Institutional Research and Management, 1, 83-102. 

渋井進，野田文香 (2018)「評価書分析による『単位制度の実質化』に係る指標・エビデンス

の可視化」，『大学評価・学位研究』19 号，pp.39-55. 
 
（学会発表等） 
野田文香 (2014)「米国高等教育のコンピテンシー基盤型教育をめぐる改革動向と課題」，大
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学教育学会第36回大会，2014年６月１日，名古屋大学. 
野田文香 (2014)「単位制度と認証評価／アクレディテーション－日米の政策議論と取組をめ

ぐって－」，日本高等教育学会第17回大会，2014年６月29日，大阪大学. 
Shibui, S., Noda, A. (2014) “Investigation of indicators for measuring the effectiveness of 

the credit hour system from university evaluation reports”, 28th International Congress 
of Applied Psychology (2014年７月10日, パリ国際会議場). 

渋井進，野田文香 (2014)「『単位の実質化』に関する評価結果報告書の内容分析」，日本心

理学会第78回大会，2014年９月10日，同志社大学. 
渋井進，野田文香 (2015)「評価の効率化のための大学と評価者のコミュニケーション支援シ

ステム」，電子情報通信学会，2015年３月17日，山代温泉瑠璃光. 
野田文香 (2015)「単位制度をめぐる高等教育政策の日米比較考察－政府・評価機関・大学の

連動関係－」，日本比較教育学会第51回大会，2015年６月13日，宇都宮大学. 
野田文香 (2015)「日本の大学国際化評価の課題と展望－高等教育機関への意識調査より

－」，日本高等教育学会第18回大会，2015年６月28日，早稲田大学. 
Shibui, S., and Noda A. (2015) “Content analysis of the evaluation reports to find the 

evidence for measuring the effectiveness of the credit hour system”, 14th European 
Congress of Psychology (2015年７月10日, Milano-Bicocca大学, イタリア). 

渋井進，野田文香 (2015)「『教育の内部質保証システム』に関する評価書の内容分析」，日

本心理学会第79回大会，2015年９月22日，名古屋国際会議場. 
渋井進，高橋望，野田文香 (2015)「大学評価支援へ向けた評価指標・エビデンスの可視

化」，電子情報通信学会HCGシンポジウム，2015年12月16日，富山国際会議場. 
Noda, A. (2016) “Quality assurance of higher education” (Centre d'études avancées franco-

japonais de Paris (CEAFJP)セミナー, 2016年１月21日, フランス国立社会科学高等研究院

(EHESS), パリ, フランス). 
Noda, A. (2016) “Dilemmas and challenges for governments, universities, and accreditors 

in implementing and evaluating the credit hour system in the U.S. and Japan”. 10th 
annual International Technology, Education and Development Conference (INTED) 
(2016年３月８日, バレンシア, スペイン). 

高橋望，渋井進，野田文香 (2016)「認証評価を通じた教育改善の取組状況の分析－第２サイ

クルにおける改善機能に着目して－」，大学教育改革フォ−ラムin東海2016，2016年３月

12日，愛知大学. 
高橋望，渋井進，野田文香 (2016)「機関別認証評価の大学アンケート分析から見えるもの－ 

第１サイクルと第２サイクルの比較を中心に－」，第5回大学情報・機関調査研究集会，

2016年７月12日. 
Shibui, S., Takahashi N. and Noda, A. (2016) “Visualization of the cognitive dimensions 

for evaluating universities by means of the content analysis of evaluation reports”, 
International Meeting of the Psychonomic Society PS 2016 (2016年５月７日). 

渋井進 (2017)「認証評価における内部質保証の考え方～内部質保証を評価する方法を中心に

～」，高等教育質保証学会第７回大会，2017年８月27日.  
Noda, A. and Shibui, S. (2017) “Quality Assurance in University Student Learning”, The 

9th Asian Conference on Education (2017年10月19日). 
渋井進 (2017)「大学評価・IRと心理学」，日本基礎心理学会第36回大会，2017年12月２日. 
 
（報告書等） 
大学評価・学位授与機構 (2015)『平成25年度に実施した大学機関別認証評価に関する検証結

果報告書』. 
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大学評価・学位授与機構 (2015)『平成24年度及び平成25年度に実施した大学機関別選択評価

に関する検証結果報告書』. 
大学評価・学位授与機構 (2015)『平成25年度に実施した高等専門学校機関別認証評価に関す

る検証結果報告書』. 
大学評価・学位授与機構 (2015)『平成25年度に実施した選択的評価事項に係る評価に関する

検証結果報告書 (高等専門学校) 』. 
大学評価・学位授与機構 (2015)『平成25年度に実施した法科大学院認証評価に関する検証結

果報告書』. 
大学評価・学位授与機構 (2016)『大学機関別認証評価に関する第２サイクルの中間検証結果

報告書』. 
大学評価・学位授与機構 (2016)『高等専門学校機関別認証評価に関する第２サイクルの中間

検証結果報告書』. 
大学評価・学位授与機構 (2016)『平成26年度に実施した大学機関別認証評価に関する検証結

果報告書』. 
大学評価・学位授与機構 (2016)『平成26年度に実施した大学機関別選択評価に関する検証結

果報告書 (大学) 』. 
大学評価・学位授与機構 (2016)『平成26年度及び平成27年度に実施した法科大学院認証評価

に関する検証結果報告書』.   
大学評価・学位授与機構 (2016)『平成26年度に実施した高等専門学校機関別認証評価に関す

る検証結果報告書』. 
大学評価・学位授与機構 (2016)『平成26年度に実施した選択的評価事項に係る評価に関する

検証結果報告書 (高等専門学校) 』. 
大学改革支援・学位授与機構 (2017)『平成27年度に実施した大学機関別認証評価に関する検

証結果報告書』. 
大学改革支援・学位授与機構 (2017)『平成27年度に実施した大学機関別選択評価に関する検

証結果報告書 (大学) 』. 
大学改革支援・学位授与機構 (2017)『平成26年度及び平成27年度に実施した法科大学院認証

評価に関する検証結果報告書』.  
大学改革支援・学位授与機構 (2018)『平成28年度に実施した大学機関別認証評価に関する検

証結果報告書』. 
大学改革支援・学位授与機構 (2018)『平成28年度に実施した大学機関別選択評価に関する検

証結果報告書 (大学) 』. 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

我が国の学位が国内外の高等教育機関と労働市場で適正に承認され、真正性を担保する

ために必要な制度的条件を明らかにすること、及び学位授与の要件となる学習の体系的な

構成と学位・単位制度に関する理論的基底を把握することを目的として、機構の学位授与

制度と我が国の高等教育政策に資する調査研究を行った。 
 
 学位の構造・機能と学位制度の理論的基底に関する研究  

 
機構の第３期中期目標・中期計画期間に合わせて、高等教育研究を専門とする外部学識

経験者と行政担当の文部科学省関係者、及び研究開発部教員からなる「学位システム研究

会（第３期）」を平成26年度に発足させ、学位授与の要件となる学習の体系的な構成と学

位の構造・機能に関する比較研究を実施している。 
20世紀末以降の産業・職業構造の変化と高等教育のユニバーサル化の進展を受けて、大

学における人材育成機能と、高等教育と職業との関係にも変化があらわれている。折しも

日本では、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関のあり方が政策課題とされ、議論

の俎上に載せられた。しかし高等教育（学士課程）レベルの職業教育が学位の取得に結び

つき、その学位が国際的な通用性を確保するためには、学位授与権を有する高等教育機関

の要件、学修・教育の内容と水準の質的保証を含めて、高等教育システムの構造と職業教

育の位置づけについての批判的な検討が必要である。こうした問題意識に基づき、学位シ

ステム研究会で「高等教育レベルの職業教育と学位に関する７か国比較研究」に取り組ん

だ。各国の高等教育において職業教育がどのような位置を占めているかを国際比較の枠組

みと共通の調査項目を用いて明らかにすることを目ざし、３つの柱（Ⅰ．高等教育の制

度、法的地位、Ⅱ．システムの構造と機能、Ⅲ．政策の動向）を設けて７か国共通の調査

項目を検討し、ワーキンググループ研究会で日本の状況と比較しながら各国担当者が調査

研究を進めた。制度的、社会的、政策的側面からアメリカ、ヨーロッパ、東アジアの７か

国の高等教育システムと職業教育の関係について分析し、学位システム研究会で総括を行

った後、研究の成果を『高等教育における職業教育と学位－アメリカ・イギリス・フラン

ス・ドイツ・中国・韓国・日本の７か国比較研究報告－』（大学評価・学位授与機構研究

報告第２号、平成28年８月）及び学会発表により公表した。 
平成26年度以降、学位システム研究会を８回、ワーキンググループ研究会を５回開催し

て研究を遂行し、平成29年度からは「学位」を与える課程（学位プログラム）に着目した

教育・学修のあり方について、主要諸国と日本の比較研究を進めている。 
 

７ 調査研究 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
   次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 
ア 学位の要件となる学習の体系性に関する研究 
  学位授与の要件となる学習の体系的な構成と学位の構造・機能について、学位・

単位制度に関する理論的基底及び学位授与業務を通じて蓄積された知見と実績を踏

まえて研究する。 
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 学位システム研究会（平成29年3月29日）    『高等教育における職業教育と学位』研究報告第2号 

 
 
 機構の学位授与事業に関わる諸外国の学位・単位制度調査  

 
外国での学習履歴を持つ学習者からの照会に対して、機構の学士の学位授与制度への申

請資格の有無について調査し、学位審査課を通じて本人に結果を通知した。平成26年度か

ら平成29年度までに17件（中国７件、台湾１件、韓国１件、オーストラリア２件、インド

ネシア１件、アメリカ３件、イタリア１件、英国１件）の照会を受けて、外国における学

校教育の課程の修了状況及び当該教育機関の正統性に関する調査を行った。このうち、中

国の高等教育機関修了者の申請資格については、中国高等教育研究の専門家である研究開

発部客員教授にも調査を依頼し、また、インドネシアの高等教育機関修了者については同

国の研究・技術・高等教育省課長ほか高等教育関係者の助言を得て、申請資格の有無と基

礎資格を有する者の区分（日本の大学等で学修する年数と修得単位数）を慎重に確認し

て、最終的な判断を下した。 
 
 
  事業への成果の活用、及び主な学術論文・学会発表等 
 
○ 事業関連説明会・研修等 

（研修会） 
平成29年度大学等の質保証に関する機構職員研修，平成29年７月27日，大学改革支援・学位

授与機構. 
吉川裕美子「学位と高等教育の質保証」 

 
○ 研究会等 

（研究会） 
学位システム研究会 
第３期第１回，平成26年８月27日，学術総合センター1112会議室. 
第３期第２回，平成27年３月16日，日本教育会館704号室. 
第３期第３回，平成27年６月12日，学術総合センター1112会議室． 
第３期第４回，平成27年８月27日，学術総合センター10階第１会議室. 
第３期第５回，平成28年３月28日，学術総合センター1112会議室. 
第３期第６回，平成28年10月24日，日本教育会館704号室. 
第３期第７回，平成29年３月29日，学術総合センター1112会議室. 
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第３期第８回，平成29年８月４日，学術総合センター1112会議室. 
 

学位システム研究会ワーキンググループ 
第３期ＷＧ研究会第１回，平成27年５月27日，学術総合センター特別会議室101. 
第３期ＷＧ研究会第２回，平成27年７月24日，学術総合センター1112会議室. 
第３期ＷＧ研究会第３回，平成28年１月６日，学術総合センター10階第１会議室. 
第３期ＷＧ研究会第４回，平成29年９月13日，学術総合センター10階第１会議室. 
第３期ＷＧ研究会第５回，平成29年12月20日，学術総合センター10階第１会議室. 

 
単位累積加算制度に関する日韓合同研究会，平成26年９月25日，大学評価・学位授与機構. 

Mori, Rie “Non-Matriculated Credit-Based Sudent Sysytem in Japan and Degree 
Awarding by NIAD-UE”. 

 
（講演会） 
ドイツ・アクレディテーション協議会講演会，平成27年10月７日，学術総合センター1112会

議室. 
吉川裕美子「ドイツの高等教育と質保証－アクレディテーション協議会（GAC）Olaf 

Bartz博士講演への導入－」 
 
○ 学術論文・学会発表等 

（学術論文等） 
ウルリッヒ・タイヒラー，吉川裕美子訳 (2014)「ボローニャ改革がドイツと欧州諸国の大学

の学修プログラムに与えた影響－ボローニャ・プロセス10年間の改革努力の総括」，『大

学評価・学位研究』第16号，pp.1-25． 
ティエリ・マラン，夏目達也訳 (2014)「フランス高等教育における学位・免状制度」，『大

学評価・学位研究』第16号，pp.27-43． 
森利枝 (2014)「米国高等教育における教学マネジメントへの学外統制メカニズム－単位制度

の運用を手がかりに－」，『高等教育研究』第17集，日本高等教育学会，pp.31-44. 
森利枝 (2015)「米国の高等教育におけるCompetency-Based Educationの展開に関する考

察」，『大学研究』第41号，筑波大学大学研究センター，pp.29-40. 
Rie MORI (2015) “In Defence of Japanese Liberal Education”, Liberal Education, 

Association of American Colleges and Universities, Vol. 101:4/102:1, Fall 2015/Winter 
2016, pp.72-75, Washington DC. 

溝上智恵子，森利枝 (2016)「アメリカの高等教育における職業教育と学位」，『高等教育に

おける職業教育と学位』，大学評価・学位授与機構研究報告第２号，2016年８月，pp.19-
34. 

吉川裕美子 (2016)「ドイツの高等教育における職業教育と学位」，『高等教育における職業

教育と学位』，大学評価・学位授与機構研究報告第２号，2016年８月，pp.83-114. 
吉川裕美子 (2017)「ドイツの産業・社会と専門職業教育」，『技能と技術』，1/2017，

pp.41-48. 
森利枝 (2018)「米国における学修成果可視化の展開」，『リクルート カレッジマネジメン

ト』209号，pp.12-15. 
 
（学会発表等） 
吉川裕美子 (2014)「ドイツの大学入学資格（アビトゥーア）をめぐる変化と大学への影

響」，日本高等教育学会第17回大会，2014年６月28日，大阪大学. 
浅野茂，小林雅之，森利枝，山田礼子，劉文君 (2014)「質保証に向けたIRの役割：日米比較
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の視点から」，日本高等教育学会第17回大会，2014年６月28日，大阪大学. 
吉川裕美子 (2015)「高等教育システムの多様化政策－ドイツの事例検討にもとづく比較的考

察－」，日本高等教育学会第18回大会，2015年６月28日，早稲田大学. 
石川裕之，大場淳，金子元久，夏目達也，篠原康正，南部広孝，濱中義隆，溝上智恵子，村

田直樹，森利枝，吉川裕美子（2016）「大学と職業教育－７か国比較」，日本高等教育学

会第19回大会，2016年６月25日，追手門学院大学. 
吉川裕美子（2016）「ドイツの産業・社会と専門職業教育」，職業大フォーラム2016（基調

講演），2016年11月11日，職業能力開発総合大学校. 
森利枝（2017）「教養教育をどうとらえるか－歴史的視点から考える－」，成城大学共通教

育センター連続公開講演会，2017年３月４日，成城大学. 
吉川裕美子 (2018)「大学改革支援・学位授与機構による学位授与制度と単位積み上げ型の学

士の学位授与」，中央教育審議会大学分科会将来構想部会制度・教育改革ワーキンググル

ープ（第11回），2018年２月27日，文部科学省. 
 
（報告書等） 
大学改革支援・学位授与機構 (2016)『高等教育における職業教育と学位－アメリカ・イギリ

ス・フランス・ドイツ・中国・韓国・日本の7か国比較研究報告』，大学評価・学位授与機

構研究報告第２号，172頁，2016年８月. 
https://www.niad.ac.jp/n_shuppan/project/__icsFiles/afieldfile/2016/11/21/no8_shokugyok
youikutogakui160913_2.pdf 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

学士の学位取得を目指す自学自習の申請者への学修支援の在り方と大学以外の高等教育

レベルの学修の成果を単位として認めるための調査研究を実施した。また、我が国の大学

の授与する学位の状況、及び学位に付記する名称を調査して、機構の授与する学位、及び

学位の国際通用性を検討するための情報収集とその分析を行った。さらに、機構の学位を

取得した者に対して、学位取得直後の調査を継続的に実施し、学位授与事業の検証を行っ

て事業の改善に反映させるための調査研究を行った。 
 
 学位授与における新たな単位累積加算の在り方の検討  

 
平成27年度から、短期大学及び高等専門学校の専攻科のうち、機構から特例の適用認定

を受けた専攻科（特例適用専攻科）の修了見込み者に対して、学士の学位授与に係る新た

な審査方式（特例と呼称）が適用されることになった。新たな審査方式では、専攻科にお

ける教育・学修に重点を置き、専攻科で修得する単位に関する新基準を加えた「修得単位

の審査」と、専攻科が開設し大学の学部４年に相当する学修の総括を目的とした学修総ま

とめ科目の履修とその実施状況に関する「学修総まとめ科目の履修に関する審査」を行

う。これにより従来の審査方式（通例と呼称）、すなわち「修得単位の審査」と「学修成

果・試験の審査」の下に授与される学士の学位と同等の学位の質を担保することとしてい

る。この新たな審査方式の実施に関して、研究開発部と学位審査課で協働して円滑な事業

実施の方策を検討し、説明会を開催して周知するとともに、平成27年度から実施状況の検

証を行い改善を図った。 
平成26年度には、新たな審査方式による審査について、各専門委員会・部会の主査連絡

会を開催し、この方式での学士の学位授与審査の基本的な考え方と具体的な手続の理解を

深めるよう努めた。また、工学系の主査を対象とする主査連絡会を開催し、特に複合領域

の専攻科に対する特例適用の審査について意見交換を行った。 
 さらに、短期大学及び高等専門学校の認定専攻科に対する特例適用の審査をより円滑に

行うために、申出書類（学修総まとめ科目の総表と個表）の様式の改定等について研究開

発部と学位審査課で協働して検討した上で、「平成27年度の特例適用認定の申出に係る説

明会」を開催し、周知を図った。あわせて、新たな審査方式による学士の学位申請者に対

する審査方法を検討し、申請書類（「学修総まとめ科目履修計画書」及び「学修総まとめ

科目成果の要旨」）の書式と作成ガイドラインについて、「特例の適用による学位授与の

申請に係る説明会」において説明し周知した。 
平成27年度には、引き続き新たな審査方式の実施の手順について検討し、申請者向けの

７ 調査研究 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
   次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 
イ 機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究 
  高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認定する方法

を研究するとともに、機構の学位授与の現状及び社会的要請を把握し、実施状況を

検討して、今後の学位授与の在り方を実証的に研究する。 
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「学士の学位の授与の特例に係る学位授与申請案内」と、専門委員向けの新たな審査方式

による審査の方法の説明書をとりまとめて事業に活用した。また、申請者に提出を求める

「学修総まとめ科目履修計画書」及び「学修総まとめ科目成果の要旨等」、並びに特例適

用専攻科に提出を求める「学修総まとめ科目の成績評価に係る書類」の審査方法を定め、

審査のためのオンラインシステムを学位審査課と協働して設計した。これに基づいて開発

したオンラインシステムを用いて、平成27年度に初めて特例適用専攻科修了見込み者から

特例での学士の学位授与申請を受け付け、11月～12月には「学修総まとめ科目履修計画

書」の審査、平成28年２月には「学修総まとめ科目成果の要旨等」及び「学修総まとめ科

目の成績評価に係る書類」の審査を実施した。これらの審査の経験を踏まえて、特例適用

専攻科を対象に「特例の適用による学位授与の申請等に関する説明会」を開催して、事業

の円滑な遂行に向けて取組を行った。 
平成28年度には、平成27年度に特例適用専攻科の申請者から提出された「学修総まとめ

科目履修計画書」及び「学修総まとめ科目成果の要旨等」、並びに特例適用専攻科から提

出された「学修総まとめ科目の成績評価に係る書類」を審査した結果を基に、専門委員よ

り付された各々の申請者に対するコメントと、特例適用専攻科の学修総まとめ科目の実施

状況に関するコメントを分析し、平成28年５月の専門委員会・部会における学修総まとめ

科目の実施状況に関する審議に資するとともに、新たな審査方式の実施状況調査の資料と

した。コメントの分析結果から、特例適用専攻科に共通する問題点と、個別に早急に改善

を要する問題点等が抽出された。専門委員会・部会及び学位審査会の審議を経て、早急に

改善を要する問題点は当該特例適用専攻科に、また共通する問題点については学位審査会

委員長コメントとしてすべての特例適用専攻科に８月下旬に通知された。この取組は以

後、毎年度継続して実施されている。 
認定専攻科に対する特例の適用認定に係る審査では、平成27年度に実施した審査の結

果、専攻科に置かれた同一の専攻に対して、機構の審査上の区分である「専攻の区分」ご

とに教員審査の基準が異なること、また専攻科の同一の専攻の授業科目に対して、「専攻

の区分」ごとに専門科目、関連科目などの「科目の区分」が異なる判定となる場合がある

こと等の問題が指摘された。これらの問題を解決するために、関係する工学系専門委員会

の各部会の主査と副主査による意見交換会を９月に開催し、専門委員間の意識統一を図る

とともに対応策を協議した。この協議の結果、特例適用審査における問題の改善方策とし

て８項目の対応策が合意され、11月の専門委員会・部会で了承された。この８項目の合意

事項は、平成29年度の審査から適用されることとなった。 
これらに加えて、特例適用専攻科における教育の実施状況等の審査（特例適用専攻科レ

ビュー）が平成29年度から実施されることに関して、検討を行った。特例適用専攻科は認

定専攻科のうち所定の要件を満たすものとして、学士の学位授与に係る特例の適用認定を

受けた専攻科であることから、認定専攻科における教育の実施状況等の審査（認定専攻科

レビュー）も行われなければならない。この２つの審査を具体的にどのように実施するか

について、平成28年度に研究開発部教員と学位審査課課員からなるレビュー実施検討WG
で検討した。その結果、特例の適用認定を受けた専攻科に対しては、特例適用専攻科のレ

ビューと認定専攻科のレビューを同一年度に実施することとし、対象校に対する説明会を

平成29年３月に開催した。平成29年度に初めて特例適用専攻科レビューを行い、短期大学

特例適用専攻科２校３専攻、高等専門学校特例適用専攻科11校25専攻を対象に、特例適用

専攻科と認定専攻科のレビューを同時に実施した。 
「新たな審査方式」は平成27年度の開始から実施３年目を迎え、この方式による学士の

学位授与審査はおおむね順調に実施されているものの、特例適用専攻科における変更届出

等に係る事務作業と当機構の学位審査業務の増加等いくつかの問題も明確になってきた。

研究開発部と学位審査課との協働により、これらの問題への対応策を協議した。 
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 機構の学位取得者への調査と学位授与事業の検証  

 
単位積み上げ型の学士の学位取得者を対象に、学位取得直後のアンケート調査を研究開

発部と学位審査課で協働して実施し、その結果を分析して学位授与事業の改善に活かし

た。 
従来の審査方式（通例）に加えて、平成27年度末に初めて新たな審査方式（特例）の下

で学士の学位を授与し、この特例申請による学位取得者に対して学位審査課と協働して

Webアンケートを実施した。平成27年度に特例適用専攻科の修了見込み者1,510人から学位

授与申請があり、1,489人に学士の学位が授与された。この1,489人に対して、新たな審査

方式の検証を目的として、平成28年３月から４月にかけて学位取得の直後Webアンケート

を実施し、回答（824人、回答率55.3％）の解析を行った。この結果、高等専門学校の特例

適用専攻科と短期大学の特例適用専攻科とでは、学修総まとめ科目の課題設定の時期と方

法、実施状況（実施時間や指導教員の指導時間等）に違いがあることが明らかとなった。

また、学位取得者は新たな審査方式についてはおおむね満足しているという結果が得られ

た。この理由としては従来の審査方式に比して、専攻科の修了研究にかける時間が増えた

ことが挙げられている。さらに、従来の審査方式（修得単位の審査と学修成果・試験の審

査）の下での通例申請による学位取得者に対する直後調査の解析方法と、特例適用専攻科

に在学して修了見込みで機構に申請し、専攻科修了時に機構から学士の学位が授与される

特例申請による学位取得者に対するWebアンケートの次年度以降の実施方法について、研

究開発部教員と学位審査課課員からなるアンケートWGにおいて検討した。 
平成29年度には、通例申請による学士の学位取得者（28年度10月期646名、29年度４月

期245名）への直後アンケートの結果を分析して（28年度10月期回答者数466名、回答率

72.1％、29年度４月期回答者数180名、回答率73.5％）、学位授与事業の改善に反映させる

べき事項を抽出した。また、特例申請による学位取得者（28年度10月期1,535名、29年度

４月期12名）への直後アンケートの結果の解析を行い（28年度10月期回答者数810名、回

答率52.7％、29年度４月期回答者数８名、回答率66.7％）、学士の学位取得者は新たな審

査方式についておおむね満足しているという結果を得た。 
学位取得者を対象とするこれらのアンケートに加えて、平成28年度には、新たな審査方

式の実施による特例適用専攻科の教育状況の変化の調査を目的として、特例適用専攻科専

攻長に対するWebアンケートを８月後半から９月前半にかけて実施した。高等専門学校の

特例適用専攻科専攻長からの回答（110専攻、回答率93.2％）の解析の結果は、９月29日に

開催された工学系専門委員会の各部会の主査・副査意見交換会における資料として用い

た。また、短期大学の特例適用専攻科専攻長に対するアンケート結果（18専攻、回答率

100％）の解析を行い、高等専門学校の特例適用専攻科へのアンケート結果と合わせて、特

例の適用認定に係る審査実施の問題等を整理した。 
このほか、毎年度４月に「学位審査会専門委員協議会」を研究開発部と学位審査課の協

働で開催し、研究開発部に蓄積された学位授与事業に関する業務実績と調査データに基づ

いて資料を作成し、新任の専門委員に対して学位授与制度の理念・意義と概要、審査手

順・方法等について説明した。他方で、学位審査会専門委員会の退任委員に対して、自由

記述によるアンケートを実施し、回答を整理した結果を研究開発部と学位審査課で検討し

た。 
平成27年度からは放送大学と共同して毎年「大学評価・学位授与機構で学士の学位をめ

ざす方への説明会」を開催している。参加者に対し研究開発部教員が分担して学士の学位

取得までの流れを説明し、説明会終了後には個別相談に応じている。そこでは、学位授与
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申請を検討している学習者との直接的な意見交換を通じて、機構の学位授与制度に対する

貴重な意見を得た。 
 
 
 修士課程の多様化と修士の学位審査の実態に関する調査研究  

 
機構が認定した教育施設（省庁大学校）に置かれる課程の修了者への修士の学位授与に

関して、修士論文を課さずに特定の課題についての研究（以下、課題研究）の成果の審査

に基づく修士の学位授与の要望があり、これに対応するために、平成29年度に修士課程の

多様化と学位審査に関する実態調査に着手した。まず、課題研究の成果の審査により修士

の学位を授与している７大学の９大学院研究科・専攻への訪問調査を実施した。その結果

を機構内で共有し議論するとともに、各研究科・専攻に対するアンケート調査の質問項目

の検討に活かした。次いで、課題研究の成果の審査に関する修了要件を学内規定として整

備している大学の研究科・専攻を対象に、規定の実際の運用状況についてアンケート調査

（第１次）を実施し、対象390大学のうち95％の大学から回答を得た。回答を得た大学のう

ち、課題研究の成果の審査により修士の学位を授与している大学は269校、783専攻であっ

た。この結果を踏まえ、修士課程の多様化と修士の学位審査の実態をより詳細に明らかに

するために、これらの大学の教務担当職員及び各専攻の専攻長等の教員を対象とするアン

ケート調査（第２次）を平成29年12月から平成30年１月にかけて実施した。243大学の教

務担当職員と574専攻・コースの専攻科長等教員から回答があり、単純集計の結果を３月末

までにまとめた。これにより、日本の大学院・研究科で課題研究の成果の審査に基づいて

修士の学位を授与している各専攻の教育体制、研究指導と学位審査の実情等について、全

体の傾向を把握した。さらに詳細な分析を平成30年度に実施している。 
 
 
 学修成果に求められる倫理的配慮の検討  
 
 単位積み上げ型の学士の学位授与に関して、従来の審査方式（通例）の申請者が学修成

果（レポート）を作成する際に留意すべき倫理的配慮を充実させるために、研究開発部教

員によるワーキンググループを編成し、数回にわたって検討を行った。人や動物を対象と

する際の倫理的配慮、及び盗用・ねつ造・改ざんの禁止等について留意すべき事項をまと

め、各専門委員会・部会で意見を照会した。得られた成案を平成27年２月13日の学位審査

会で審議し、承認を得て、学位授与申請の手引きである「平成27年度版 新しい学士への

途」に「『学修成果』作成の際に留意すべき倫理的配慮」として掲載した。併せて、学位

授与申請者にその確認を求めることとした。 
 
 
 学位に付記する専攻分野の名称に関する調査  

 
我が国の大学において授与されている学位に付記する専攻分野の名称に関して、研究開

発部と学位審査課が協働して、全国の国公私立大学を対象にオンライン調査を継続的に実

施した。平成29年度には、研究開発部でこの調査結果の分析を進め、学位に付記する専攻

分野の名称は、学士735種、修士608種、博士462種であること、また、例えば学士の学位

に関しては、全体の約66％が、唯一の大学で用いられている付記名称であることなどを明

らかにした。また、付記名称を学科系統別（「学科系統分類表」における中分類ごと）に

集計した結果と、英語での学位の表記を日本語での付記名称ごとに集計した結果を整理し
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て、ウェブサイト上に公表して機構外からの閲覧に供した。 
 
 
  事業への成果の活用、及び主な学術論文・学会発表等 
 
○ 事業関連説明会・研修等 
（説明会） 
平成27年度の特例適用認定の申出に係る説明会，平成27年３月25日，一橋講堂. 

吉川裕美子「認定専攻科修了見込み者に対する学位授与の審査の特例－新たな審査方式

の内容と考え方」 
特例の適用による学位授与の申請等に関する説明会，平成27年３月25日，一橋講堂. 

越光男「特例適用認定の審査を終えての課題と今後に向けて」 
特例の適用による学位授与の申請等に関する説明会，平成28年３月18日，一橋講堂. 

越光男「特例適用専攻科修了見込み者に対する学士の学位の授与に係る申請及び審査に

ついて」 
平成28年度の特例適用認定の申出に係る説明会，平成28年３月18日，一橋講堂. 

吉川裕美子「学位規則第６条第１項の規定に基づく学士の学位の授与に係る特例につい

て」 
複合専攻の審査に係る意見交換会，平成28年９月29日，大学改革支援・学位授与機構，学術

総合センター11階会議室（竹橋オフィス）. 
越光男，菊池和朗（各事項の説明） 

１．特例適用専攻科に対するアンケート結果について 
２．高等専門学校専攻科の分野構成について 
３．教員審査における審査基準について 
４．科目表審査について 
５．指導教員の研究業績と「個表」のテーマの関連について 

特例適用専攻科における教育の実施状況等の審査に係る説明会，平成29年３月22日，大学改

革支援・学位授与機構. 
越光男（質問等への対応） 

 
大学評価・学位授与機構で学士の学位をめざす方への説明会，平成28年２月７日，放送大学

文京学習センター. 
吉川裕美子「単位積み上げ型の学士の学位授与制度」 
森利枝「学位取得のための単位の修得－考え方と方法－」 
宮崎和光「学修成果の作成および試験についての留意事項」 
中原一彦「大学評価・学位授与機構で学士の学位取得をめざす方へ－医療関連分野を参

考に－」 
大学改革支援・学位授与機構で学士の学位をめざす方への説明会，平成29年２月４日，大阪

私学会館. 
森利枝「学位取得のための単位の修得－考え方と方法－」 
越光男「学修成果の作成および試験についての留意事項」 

大学改革支援・学位授与機構で学士の学位取得をめざす方への説明会，平成30年２月４日，

放送大学東京文京学習センター. 
森利枝「学位取得のための単位の修得－考え方と方法－」 
菊池和朗「学修成果の作成および試験についての留意事項」 
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エジプト高等教育省顧問等機構来訪説明，平成27年３月12日，大学評価・学位授与機構. 
吉川裕美子「大学評価・学位授与機構による単位積み上げ型の学士の学位授与制度」

(Awarding of Bachelor's Degrees through Individual Higher Learning and 
Outcomes Assessment) 

TEQSA/NIAD-UE Human Resource Exchange, February 1st, 2016, NIAD-UE. 
MORI, Rie “Degree-Awarding by NIAD-UE in the Context of Higher Education 

System in Japan”. 
 
（研修会） 
平成26年度学位審査会専門委員協議会，平成26年４月24日，大学評価・学位授与機構. 

越光男「学位授与制度の概要」 
森利枝「単位積み上げ型の学位授与と審査－修得単位の審査と学修成果・試験の審査」 
角田敏一「単位積み上げ型の学位授与と審査－小論文試験の作題と判定」 
吉川裕美子「短期大学・高等専門学校専攻科の認定と単位積み上げ型の学位授与」 
中原一彦「省庁大学校の課程認定と学位授与」 

平成27年度学位審査会専門委員協議会，平成27年４月23日，大学評価・学位授与機構. 
越光男「学位授与制度の概要」 
森利枝「単位積み上げ型の学位授与－修得単位の審査と学修成果・試験の審査－」 
毛利尚武「小論文試験の作題と判定」 
六車正章「短期大学・高等専門学校専攻科の認定－専攻科の認定・レビューの目的と審

査の具体的方法－」 
吉川裕美子「短期大学・高等専門学校認定専攻科に対する特例の適用認定と修了者への

学位授与 
宮崎和光「省庁大学校の課程認定と学位授与」 

平成28年度学位審査会専門委員協議会，平成28年４月21日，大学改革支援・学位授与機構. 
吉川裕美子「学位授与制度の概要」 
森利枝「単位積み上げ型の学位授与」（修得単位の審査と学修成果・試験の審査） 
奈良信雄「省庁大学校の課程認定と学位授与」 
宮崎和光「単位積み上げ型の学位授与」（小論文試験の作題と合否判定） 
六車正章「短期大学・高等専門学校専攻科の認定」 
越光男「短期大学・高等専門学校専攻科に対する特例の適用認定と修了者への学位授

与」 
平成29年度学位審査会専門委員協議会，平成29年４月20日，大学改革支援・学位授与機構． 

吉川裕美子「学位授与制度の概要（全体）」 
森利枝「単位積み上げ型の学位授与と審査」 
越光男「短期大学・高等専門学校専攻科の認定」 
越光男「短期大学・高等専門学校専攻科に対する特例の適用認定と修了者への学位授

与」 
吉川裕美子「学位授与制度の概要（省庁大学校）」 
六車正章 「省庁大学校の課程認定と学位授与」 

学位授与制度研修会，平成27年６月22日，桐朋学園芸術短期大学. 
森利枝「短大専攻科からの学士取得－大学評価・学位授与機構の学位授与事業」 

 
○ 学術論文・学会発表等 

（学術論文等） 
山田道夫 (2017)「学位授与事業の25年－データから見る成果と課題－」，『大学評価・学位

研究』第18号，pp.37-53. 



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 176 - 

高橋望，森利枝 (2018)「学位に付記する専攻分野の名称の多様性の構造－平成27年度調査か

らみる現状と変動－」，『大学研究』，筑波大学大学研究センター（印刷中）. 
 
（学会発表等） 
宮崎和光 (2015)「学位取得者に対するアンケート調査の分析」，電気学会システム研究会，

2015年６月20日，東京. 
森利枝 (2016)「高等教育機関が授与する学位名称に関する世界の動向について」，チューニ

ングによる大学教育のグローバル質保証研究会，2016年９月８日，国立教育政策研究所. 
 
（報告書等） 
宮崎和光，毛利尚武，武市正人 (2016)『学士学位取得者に対する「１年後・５年後調査」の

分析－「学位取得に対する満足度」を中心に－』，大学評価・学位授与機構 研究開発部，

2016年２月． 
学位に付記する専攻分野の名称（平成28年11月14日公開） 
 平成27年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（学士） 

http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_H27meishou_bachelor.pdf 
 平成27年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（修士） 

http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_H27meishou_master.pdf 
 平成27年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（博士） 

http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_H27meishou_doctor.pdf  
学位に付記する専攻分野の名称（平成29年６月27日公開） 
 平成28年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（学士・日本語） 

http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_H28meishou_bachelor.pdf 
 平成28年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（修士・日本語） 

http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_H28meishou_master.pdf 
 平成28年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（博士・日本語） 

http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_H28meishou_doctor.pdf  
 平成28年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（学士・英語） 

http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_2016data_fuki_Bachelor_English.p
df 

 平成28年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（修士・英語） 
http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_2016data_fuki_Master_English.pdf 

平成28年度 学位に付記する専攻分野の名称一覧（博士・英語） 
http://www.niad.ac.jp/n_shuppan/meishou/no9_13_2016data_fuki_Doctor_English.pdf 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

高等教育機関の質保証を確立するために必要とされる情報の収集・整理・分析・公表等

の検討及び教育研究活動に関する指標の開発等に関する研究を行った。特に、大学ポート

レートとその基盤情報としての大学情報のデータベースの開発及び運用支援を通じて、高

等教育の質保証や大学評価等に有効な情報の活用に関する研究を行った。 
 

 大学ポートレートのための技術開発  

 

大学ポートレートシステム改良のために次のような各種の技術開発を行った。データ入

力（学校基本情報からの大学組織データの生成）のためのツールの開発、トップページの

アンケート機能の開発、BI（ビジネスインテリジェンス）機能の高速化（ユニバース紐付

け・スケジューリング等）の技術的検討、情報提供機能（大学ニュース：RSS/ATOM）の

開発、システム利用履歴の分析、検索機能の問題点の分析とプロトタイプ開発（全文検索

システム）、ポートレートWebページ改良のための検討とプロトタイプ開発（スマートフ

ォン、タブレット対応のレスポンシブデザイン）、ポートレートの公表情報から様々な種

類のデータを抽出する手法の開発とポートレートシステム一般閲覧者が利用する「お気に

入り機能」を融合し複数学部の公表内容を一覧表示するプロトタイプの作成等を実施し

た。これら成果を大学ポートレートシステムの改良において活用した。 
大学ポートレートの活用及び今後の改良に資する次のような技術開発を実施した。分析

指標・公表方法及びBIツール有効活用の検討、海外のシステム事例（U-Map等）の調査実

施、分析・公表の試作システム（ユーザインタフェース、評価指標例）の開発、社会にお

けるオープンデータ公開・分析システムの進展を踏まえた様々なウェブサービスの調査と

Web APIシステムの試作、データ活用と人材育成についての検討、大学ポートレート関連

機関（国立大学協会等）や大学への説明やデモの実施を行った。また研究開発の知見を活

用し大学ポートレートリニューアルシステム（大規模改修）及び国際発信版システムの設

計開発を事業部と協調し実施した。 
今後，大学ポートレートの大規模改修や国際発信システムの運用を踏まえた新たなシス

テム開発・運用方法及び評価での利活用の研究開発を継続して行う予定である。 
 
 
 
 
 

７ 調査研究 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
   次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 
ア 高等教育の質保証に係る情報の活用に関する研究 
  質保証を確立するための評価において必要とされる情報の収集・整理・分析・公

表等の検討及び教育研究活動に関する指標の開発等、大学等における自己評価及び

評価機関等による評価の活用に関する研究を行う。 
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 大学情報の活用のための分析ツールの開発  

 

発展性のある大学情報データベースと情報処理システムの研究、及び本機構事業に対す

る情報技術による支援のための技術開発を行った。 
大学情報データを用いた分析・可視化方法の基礎的研究として、データの追加・変動に

対処する多変量解析の感度解析・可視化方法の研究を実施した。また、文書（テキスト）

情報処理に関して学位授与事業における科目分類支援システムの開発検討、評価報告書の

テキストマイニングや電子化について検討を実施した。大学ポートレートで公表の文書情

報（大学・学部の目的と3ポリシー等）の抽出ツールを作成し、いくつかの大学（学部）を

対象に３ポリシー間の類似度を計算・学習するプロトタイプ的な手法を開発した。 
事業との連携業務として、情報支援ツール（国立大学法人評価における「研究業績リス

ト」収集・整理ツール）の開発、及び高等教育に関する質保証関係「用語集」のオンライ

ン版の開発を行った。 
大学基本情報（国公立大学）のWeb APIの開発と改良を実施した。これを活用し各大学

がプロフィールを把握し相対的位置の確認等により自らを特徴づける評価指標の探索をす

るための支援システム（XU-Profiler）を設計・開発した。これを機構内の研修で試用する

とともに、ユーザ機能等を追加した上で大学関係者に提供した。さらにこの支援システム

を拡張改良した（対象データの追加拡張、フィルタ機能の多様化と高度化、指標の設定方

法の改良、システム応答の高速化等）。また、大学基本情報についてパーソナルなビジネ

スインテリジェンスツールを利用した大学情報分析ツールを試作開発した。 
各大学から収集する大学情報データの信頼度を高めるための方法について、平成28年度

のデータ分析集及び入力データ集（平成22～27年度分）の修正依頼等の記録を分析し、法

人評価で使用したデータにおける修正依頼・内容の概況のまとめと今後のデータ収集につ

いての提言を行った。 
大学の財務情報と質保証情報の連携に関する研究を開始し、財務情報の理解と集積（機

構内外に存在する大学財務情報の把握・理解、及び財務情報の収集・蓄積）、大学財務指

標の把握等を行った。一般的な財務情報の表現言語（XBRL）を大学情報に対応するよう拡

張を行い、今後の財務分析への利便性を向上させた。 
今後，財務情報を含む大学情報の活用の重要性がさらに高まることが想定され、新たな

情報活用のためのプロトタイプシステムの作成、及び既に開発を行った各種のシステムの

改良を継続して行う。また、国立大学法人評価等、本機構事業に対する情報技術による支

援のための技術開発を進めていく予定である． 
 
 
  事業への成果の活用、及び主な学術論文・学会発表等 
 
○ 事業関連説明会・研修会等 
（研修会） 
国立大学協会大学評価委員会， 平成27年11月19日，学術総合センター. 

武市正人，井田正明「大学ポートレートの概要」 
国立大学協会大学評価委員会，平成28年２月24日，KKRホテル東京会議室. 

武市正人，井田正明「大学基本情報の提供について」 
国立大学協会大学評価委員会，平成29年１月30日，学術総合センター. 

武市正人，井田正明「大学ポートレートと大学情報の活用について」 
国立大学協会大学評価委員会，平成29年12月15日，学士会館. 
井田正明「大学ポートレートについて」 
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大学ポートレート大学情報活用研究会（第１回），平成28年８月31日，学術総合センター. 
大学ポートレート（国際発信版）に関する説明会，平成29年８月28日，一橋講堂. 
井田正明「大学ポートレート国際発信－システムについての説明－」 

 
○ 学術論文・学会発表等 

（学術論文等） 
宮崎和光，井田正明 (2014)「テキストマイニング応用の進展 －学位授与事業における シラ

バス分類－」『日本知能情報ファジィ学会誌』，Vol.26，No.2，pp.42-50. 
Kazuteru Miyazaki, Masaaki Ida (2014) “A Study on the Practial Use of Course 

Classification Support System in Degree-Awarding of NIAD-UE”, Proceedings of SICE 
Annual Conference 2014, pp. 928-934. 

Masaaki Ida (2015) “First-Order Perturbation of Correspondence Analysis with Multiple 
Categories, Proceedings of the International Multiconference of Engineers and 
Computer Scientists 2015”, Vol.2, pp.991-994.  

Masaaki Ida (2015) “Correspondence Analysis and Perturbation of Chi-Squared Value”, 
Proceedings of ICACT2015, the 17th International Conference on Advanced 
Communication Technology, pp.197-200. 

井田正明 (2017)「大学組織情報の提供と分析」，大学改革支援・学位授与機構高等教育質保

証シリーズ『グローバル人材教育とその質保証－高等教育機関の課題』，ぎょうせい，

pp.107-114. 
水田健輔 (2018)「国立大学法人の運営財源と人材育成・養成」，『日本労働研究雑誌』，

No.694，pp.48-61. 
 
（学会発表等） 
井田正明 (2015)「コレスポンデンス分析におけるデータ変動の影響」，FIT2015，vol.1，

pp.181-182. 
井田正明，高萩栄一郎 (2015)「社会科学系におけるデータ分析人材の育成－データサイエン

ティストと財務分析－」，第41回ファジィ・ワークショップ講演論文集（日本知能情報フ

ァジィ学会），pp.3-4. 
井田正明，高萩栄一郎 (2016)「社会科学系におけるWeb APIを用いたデータ分析教育」，第

26回ソフトサイエンス・ワークショップ，日本知能情報ファジィ学会，pp.30-31. 
井田正明 (2016)「文書情報の変動による分析結果への影響に関する考察」，第32回ファジィ

システムシンポジウム，日本知能情報ファジィ学会, pp.393-394.  
井田正明，高萩栄一郎 (2016)「社会科学系におけるWeb APIを用いたオープンデータ分析の

教育」，FIT2016，情報処理学会，Vol.3，pp.489-490. 
M. Ida, M. Takeichi (2016) “Data Providing Service of Japanese College and University 

Portraits, International Conference on The New Frontiers of Teaching and Learning 
Quality Assurance in Higher Education”, Macao Inst. of Tech. and Asia Pacific Quality 
Network (Macau, China), 22-24 November 2016. 

井田正明，高萩栄一郎 (2017)「財務分析とWeb APIを利用したプログラミングの教育」，第

27回ソフトサイエンス・ワークショップ，日本知能情報ファジィ学会，pp.59-60. 
井田正明，高萩栄一郎 (2017)「Web API を用いた社会科学系のデータ分析－財務分析を主

な対象として－」，日本知能情報ファジィ学会第33 回ファジィシステムシンポジウム講

演論文集，pp.667-668. 
井田正明，高萩栄一郎 (2018)「社会科学系オープンデータとWeb APIを利用したプログラミ

ング教育」，日本知能情報ファジィ学会第28回ソフトサイエンス・ワークショップ講演論
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文集，pp.65-66.  
宮崎和光 (2018)「Character-level CNNを用いたテキスト分類に関する一考察」，電気学会

システム研究会，電気学会研究会資料，ST-18-017. 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

高等教育の質保証を確立するために、大学等の内部質保証システムも含めて、自律的な

質保証システムの構築に向けた検討を行うとともに、質保証のためのさまざまな手法につ

いて調査を行った。また、学習成果の評価手法を追究するとともに、３ポリシーの整合性

と学位の付記名称の関係に関する研究を行った。 
 
 大学における民間的手法の実態に関する調査研究  

 
大学の運営に導入された民間的手法・発想の有効性を検証し、民間的手法・発想が機能

するための条件を明らかにするために、調査研究を行った。まず、研究を進めるための基

礎として、民間的手法・発想にかかる政府の高等教育政策に関するレビューを行い、さら

にそれを補完するためにテキスト分析等の計量的分析を行った。そして平成29年５月に、

それまでの研究成果を学会で報告した。 
上記の成果を踏まえ、「民間的手法」の意味をより具体的に明らかにするためにさらに

研究を進めた。まず、民間的手法のひとつであるTQM (Total Quality Management)の考え

方と共通点が多い「大学教育の内部質保証システム」に基づき、市場競争的な環境に置か

れている専門学校等の教育機関を分析した。その結果、運営が比較的順調な組織では、教

育及び経営の２つのPDCAサイクル及び両者をつなぐ結節点が存在していることが確認さ

れた。この結果を分析枠組とした上で、民間的手法の観点から大学の運営の構造を明らか

にするために、複数の大学を調査対象として分析を行った。その結果、大学の運営におい

ても、２つのPDCAサイクルと結節点が存在していることが確認された。その上で、大学

において民間的手法が適用しうるのか、またその成立条件とは何かという点について考察

を行った。最終的に平成30年３月に、上記の一連の研究結果を報告書としてとりまとめ

た。 
 
 
 質保証人材の能力開発プログラムの開発･提供  

 
国立大学の幹部教職員を主たる対象にした内部質保証研修プログラムを開発し、それに

基づいた研修を平成26年度に試行的に実施し、それによって開発へのフィードバックを得

た。内部質保証に不可欠なプログラム・レビューを大学の教育現場で実効的に実施するた

めの手段として、教育プログラムの担当者の能力向上のために「プログラム・レビューの

７ 調査研究 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
   次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 
イ 大学等における教育研究の質保証及び質保証システムの構築に関する研究 
  我が国の大学等における教育研究の質保証に資するため、学位授与に至る教育課

程の編成及び学習成果の評価手法等の在り方に関する調査研究を行うとともに、自

律的な質保証活動を機能させるための多様な自己評価手法等に関する参照指針とそ

れに基づく人材育成及び能力開発のためのプログラムの研究開発を進める。 
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チェックリスト（仮題）」案並びに「プログラム・レビューのツールボックス」を作成し

た。さらに、内部質保証に関する実務者向けの教材を開発し、機構内並びに大学で研修に

使用した。 
Evaluability Assessment手法に関して、指標デザインと妥当性の検証方法の開発を目的

に、研究会を組織してその開発を進めた。指標の妥当性と信頼性にかかるチェックリスト

を開発した。これに基づいて、自己評価力向上のためのワークショップを平成26年度以降

７回開催した。それを通じて、教材となる事例を収集し、またファシリテーション手法の

開発を進めた。 
 
 
 教育成果にかかる指標のチェックリストの開発  

 
教育成果にかかる指標のチェックリストの作成と有用性の検討を行った。また、スーパ

ーグローバル大学創成支援事業の構想調書に大学が記載を求められた指標を題材に、国

立、私立大学の複数の事業担当者に依頼して、チェックリストを用いて指標の妥当性に関

するWEBアンケート調査を実施した。統計的に分析した結果、チェックリストの有用性が

確認された。さらに、大学が独自で設定した指標と申請書で既に設定されている指標との

間での妥当性評定値の差や、アンケート自由記述欄の分析を通して、大学の指標に対する

認識に関する特性が明らかとなった。これらの研究成果を学会及び学術誌において公表し

た。 
 
 

 評価書分析による内部質保証の認識に関する研究  

 
大学が内部質保証をいかに捉え、また大学間でその認識にいかなる差異があるかを把握

して、大学の内部質保証システムの構築を支援するため、基礎データの把握をめざした。

大学の自己評価書を素材にテキストマイニング手法や多変量解析によって、内部質保証に

関する指標やエビデンスを抽出・分析し、研究の成果を学会等で発表した。 
 
 
 学習成果の評価手法の検討  

 
特定の教科分野において、教科内容に即していかに具体的に学習成果を設定し、かつ

個々の学習成果に適した教授学習法、評価法をいかに構想するかについて、歴史学を対象

に、外部の研究協力者とともに研究会を３回開催して検討した。また、研究成果の一部を

国際会合で発表し、各国の状況を踏まえたフィードバックを得た。 
 
 
 ３ポリシーの整合性と学位の付記名称の関係に関する研究  

 
平成29年度より、学位に付記する専攻分野の名称と、３ポリシーのうち学位に付記する

専攻分野の名称との親和性が最も高く期待できるディプロマ・ポリシーの間の整合性に関

する調査研究を開始した。付記名称とディプロマ・ポリシーを独立に与えるという手法を

採り、オンラインでのアンケート調査及びコンピュータによる機械学習の手法を用いたマ

ッチング機能の検証を行い、二者間の整合に関する実証研究を行った。これらの成果は研

究開発部教員らが連名で学会及びシンポジウムで発表した。
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  事業への成果の活用、及び主な学術論文・学会発表等 
 
○ 事業関連説明会・研修等 

（研修会） 
大学教育の質保証研修，平成26年11月26日，筑波大学. 
Evaluability Assessmentワークショップ 
 第１回 平成27年１月29日，大学評価・学位授与機構 
第２回 平成27年９月２日，大学評価・学位授与機構 
第３回 平成27年11月20日，旭川医科大学 
第４回 平成28年１月28-29日，大学評価・学位授与機構 
第５回 平成28年11月30日，学術総合センター 
第６回 平成28年12月16日，学術総合センター 
第７回 平成29年３月29日，学術総合センター 

奈良女子大学研修会，平成30年３月15日，奈良女子大学. 
竹中亨「内部質保証体制の構築に向けて」 

大学改革支援・学位授与機構職員研修，平成30年3月19日，大学改革支援・学位授与機構. 
竹中亨「大学の現場から見た内部質保証」 

 

○ 研究会等 

（研究会） 
大学への民間的発想・手法導入の有効性の検証と自律的活用のための指針の開発研究チーム

MTG，学術総合センター1105 会議室. 
第１回 平成 28 年４月６日，第２回 平成 28 年７月 11 日. 

次世代歴史教育研究会，大阪大学文学研究科. 
第１回 平成29年８月19日，第２回 平成29年９月11日，第３回 平成30年３月10日. 

 

○ 学術論文・学会発表等 

（学術論文等） 
渋井進，浅野茂，橋本貴充，小野宏， 小野達也，山﨑その，田中弥生 (2017)「自己評価力

向上支援のための評価指標設定に関するチェックリストの開発」，『大学評価・学位研

究』18号，pp.21-36. 
森利枝 (2016)「４章１節・大学のダッシュボードを作る」，「４章３節・SWOT分析」，小

林雅之・山田礼子編『大学のIR：意思決定支援のための情報収集と分析』，慶應義塾大学

出版会，pp. 45-55，pp. 62-69. 
 
（学会発表等） 
渋井進，田中弥生 (2016)「大学評価支援へ向けた指標設定のチェックリストの開発」，日本

評価学会春季第13回全国大会，平成28年５月28日. 
渋井進，高橋望 (2016)「教育の内部質保証システムに対する大学の認識の多様性」，電子情

報通信学会HCGシンポジウム，平成28年12月７日. 
Susumu SHIBUI, Nozomi TAKAHASHI (2017) “Visualization of Indicators for Measuring 

the Internal Quality Assurance System in Japanese Universities”, The 15th Hawaii 
International Conference on Education (2017年１月５日). 

Susumu SHIBUI, Nozomi TAKAHASHI (2017) “An Exploratory Data Analysis of the 
Indicators and Evidence for Measuring the Internal Quality Assurance System”, 
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INQAAHE Conference 2017 (2017年２月28日). 
渋井進 (2017)「大学評価と指標・エビデンス」，九州地区大学IR機構勉強会，平成29年２月

17日. 
田中弥生，飯間敏弘 (2017)「大学政策における民間的手法の意味と断層」，日本評価学会 

春季第14回大会，Proceedings，pp.111-116，平成29年５月20日，JICA地球ひろば. 
宮崎和光，森利枝，高橋望 (2017)「ディプロマ・ポリシーと学位に付記する専攻分野の名称

の整合性に関する研究－深層学習による接近－」，平成29年12月８日，電気学会システム

研究会，電気学会研究会資料，ST 2017(74-78)，pp.23-28. 
宮崎和光，高橋望，森利枝 (2018)「学習機能を利用したディプロマ・ポリシーマッチングテ

ストの性能改善」，平成30年３月７日，第45回知能システムシンポジウム，6 ページ分. 
Toru TAKENAKA (2018) “Competence-based learning outcome: More effective QA and 

More International Harmonization”, APQN Annual Meeting, Nagpur, 2018年3月23日. 
 
（報告書等） 
大学改革支援・学位授与機構研究成果および平成27～29年度科学研究費補助金研究成果報告

書 (2018)『大学への民間的発想・手法導入の有効性の検証と自律的活用のための指針の開

発』，140頁. https://www.niad.ac.jp/publication/tyousa/project.html  
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

質保証を伴う国際的な教育プログラムの在り方及び国内外で取得された学位及び単位の

相互認証のための情報提供の在り方について調査研究を行い、大学等の支援のための仕組

みの検討を行った。 

 

 東アジアにおける国際的な共同教育プログラムの質保証手法の開発  

 
平成26年度から平成28年度にかけて、研究開発部と評価事業部国際課が協働して調査研

究を行い、東アジアにおける国際的な共同教育プログラムの質を保証するための手法の開

発を行った。この調査研究では国内の大学及び、共同教育プログラムのパートナーである

東アジア各国（東南アジアを含む）の大学及び質保証団体に対するヒアリングを基に、実

践的な質保証ツールとして使用できるチェックリスト及び手引き書を開発した。この調査

の成果は質保証団体の国際的な会合や、比較教育の国際学会等で数次に亘って公表し、報

告書にまとめた。 
 このほか、アジア圏内の質保証団体の国際会議での招待講演及びパネルディスカッション

においても、研究成果を公表した。 
 
 
 国際的な共同学位プログラムの質保証の在り方の検討  

 
平成26年度より、アジア地域の各国での高等教育政策における共同学位プログラムの取

扱いに関して情報の収集と分析を行い、特に、タイ王国、フィリピン共和国、香港におけ

る政策と運用について詳細に調査を行いその成果を国内外に発表した。これと並行して国

際的な共同学位プログラムの質保証の検討に資するため、各国の高等教育機関の認可、ア

クレディテーション及び政策的評価等に関する情報の収集と分析、我が国の現状との比較

検討を遂行し、その成果を国内の学術誌及び国際学会において公表した。 
また、平成29年度より、東アジアにおける国際的な共同教育プログラムについて開発し

た質保証手法に基づき、東アジアに限らず国際的な共同教育プログラムの実施における内

部質保証での使用を想定したチェックリストの開発を開始した。この開発の成果は、アジ

ア圏内の質保証団体連合の年次会議での口頭発表を通じて公表した。 
 
 
 

７ 調査研究 
（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
   次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。 

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 
ウ 高等教育の国際的な質保証と学位・単位の国際通用性に関する研究 
  質保証を伴う国際的な教育プログラムの在り方及び国内外で取得された学位及び

単位の相互認証のための情報提供の在り方について調査研究を行い、大学等の支援

のための仕組みを検討する。 
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 学生移動に伴い国内外の高等教育機関に必要な情報提供の在り方の検討  

 
平成26年度より、研究開発部と評価事業部国際課が協働で、国を越えて移動する学生の

受入れと送り出しを高等教育機関が行う際に必要とされる情報と、情報提供を組織的に行

う機関の在り方について検討するために、国内全大学と海外関係機関を対象にした、外国

での学習履歴の認証の実態とニーズに関する調査とその分析を継続した。また当該テーマ

に関する公開研究会を開催し、諸外国のケースに関する講演、ワークショップ、テーマ別

討論などを通じて知見の獲得とネットワークの確立に努めた。これらの成果は国内外での

学会、研究会、国際会議、講演などを通じて公表し、報告書にまとめた。 
また、平成29年度からは、学習履歴の同等性の問題に関し、諸外国における国家資格枠

組み（NQF）の近年の動向についてフランスのNQFを中心に調査研究を開始しした。この

成果は国内外の学会、講演、学会誌掲載の論文などを通じて広く公表した。 
 
 

 韓国及び東アジア圏内の学位と単位の相互認証に関する調査研究  

 

平成26年度から27年度にかけて、韓国における外国での学業資格の認定のためのナショ

ナル・インフォメーション・センター（NIC）の設立に向けた動向について調査し、我が

国における状況との比較検討を行った。この成果は招聘講師による講演、報告書、国内外

での研究会を通じて公表した。 
このほか、我が国における国際的な学位と単位の認証に係る現状と課題に関する調査結

果を、国際会議での招待講演及びパネルディスカッションにおいて公表した。 
 

 

 高等教育の国際的な質保証と国際的人材交流に関する研究  

 
平成27年度には、人材の国際的交流に関連する我が国の高等教育の質保証の枠組みの有

効性と課題について分析するとともに、高等教育の質保証を中心とした人材の質の捉え方

に関する国際的な動向について、国際機関、EU、ASEAN等によるワーキングペーパー、

レポート、提言書、サーベイデータ等に基づく動向分析を行い、これらの成果を研究会で

発表した。 
 
 

 機構の学位授与事業に関わる諸外国の学位・単位制度調査  

 
外国での学習履歴を持つ学習者からの照会に対して、機構の学士の学位授与制度への申

請資格の有無について調査し、学位審査課を通じて本人に結果を通知した。平成26年度か

ら平成29年度までに17件（中国７件、台湾１件、韓国１件、オーストラリア２件、インド

ネシア１件、アメリカ３件、イタリア１件、英国１件）の照会を受けて、外国における学

校教育の課程の修了状況及び当該教育機関の正統性に関する調査を行った。このうち、中

国の高等教育機関修了者の申請資格については、中国高等教育研究の専門家である研究開

発部客員教授にも調査を依頼し、また、インドネシアの高等教育機関修了者については同

国の研究・技術・高等教育省課長ほか高等教育関係者の助言を得て、申請資格の有無と基

礎資格を有する者の区分（日本の大学等で学修する年数と修得単位数）を慎重に確認し

て、最終的な判断を下した。（再掲） 
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  事業への成果の活用、及び主な学術論文・学会発表等 
 
○ 研究会等 

（研究会） 
国際的な共同教育プログラムの質保証に関する研究会，平成27年２月27日，学術総合センタ

ー. 
「国境を越える学生の学修履修の取扱い」に関する公開研究会，平成27年11月11日，TKP東
京駅日本橋カンファレンスセンター. 

 
○ 学術論文・学会発表等 

（学術論文等） 
井福竜太郎，秦絵里 (2015)「『外国での学習履歴の審査』および『海外で修得した単位の認

定』に関する実態調査」，ウェブマガジン『留学交流』Vol. 47，2015年2月号，（独）日

本学生支援機構。 
森利枝 (2015)「アメリカにおける学習成果重視政策議論のインパクト」，深堀總子編『アウ

トカムに基づく大学教育の質保証－チューニングとアセスメントに見る世界の動向』， 
pp.235-250，東信堂. 

森利枝 (2016)「米国のアクレディテーションの動向」，『ＩＤＥ現代の高等教育』No.583，
2016年 8-9月号，pp.45-49. 

森利枝 (2016)「米国のIRとAIR」，『ＩＤＥ現代の高等教育』No.586，2016年12月号，

pp.55-60. 
KIM, Sounghee, SAITO, Kiyoko (2017) “Developing and Verifying a Checklist for Internal 

Quality Assurance of International Collaborative Programs in Asia”, Proceedings paper 
of APQN Conference 2017. 

齋藤聖子 (2017)「グローバル人材育成の質保証 」，『グローバル人材教育とその質保

証』，第二部第３節，pp. 142-151，ぎょうせい. 
野田文香 (2017)「フランスの高等教育における分野別コンピテンス育成をめぐる国家資格枠

組み（NQF）の役割と機能」，『大学教育学会誌』39(2)，pp.76-84.   
野田文香 (2017)「フランスの高等教育における質保証制度改革」，『大学マネジメント』

13(2)，pp.31-37.  
森利枝 (2018)「フィリピンの高等教育政策と国際通用性－2013年基礎教育拡大法のインパク

ト－」，『大学評価・学位研究』19号，pp.57-66. 
 
（学会発表等） 
Mori, Rie (2014) “Development of Japanese QA System and NIAD-UE's Evaluation”, The 

2nd HKCAAVQ/NIAD-UE Joint Workshop, September 29th, 2014, The Hong Kong 
Council for Accreditation of Academic and Vocational Qualifications, Hong Kong. 

Mori, Rie (2015) “Cross Boarder Higher Education and Ensuring Issues of Quality 
Assurance in Japan”, February 11th, 2015, Korea University Higher Education Policy 
Research Institute, Seoul, Korea. 

Kim, Sounghee (2015) “A Study on International Collaborative Programs between Japan 
and Asian Countries: Importance of Deveoping a Checklist”, INHQAAHE Conference 
2015, April 2nd, 2015, The Drake Hotel, Chicago, IL. 

MORI, Rie (2015) “Student Mobility and Credential Recognition in Japanese 
Universities”, International Symposium on University Internationalization, April 28th 
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2015, Southwest Jiaotong University, China. 
Sounghee Kim (2015) “Towards the development of a checklist for international 

collaborative programs between Japan and Asian Countries”, ASEAN Plus Three QA 
Expert Meeting, September 3rd, Manila, Philippines. 

齋藤聖子 (2015) 世界でおきる高等教育質保証の変革」，JICAセミナー，平成27年11月17
日，JICA研究所. 

Sounghee KIM (2016) “Internal quality assurance of international collaborative programs: 
A checklist based on research on cases between Japanese and Asian Universities”, CIES 
2016, March 7th, 2016, Vancouver, Canada. 

Kiyoko SAITO (2016) “The New Role of Accreditation”, IIAI AAI 2016, 5th International 
Congress on Advanced Applied Informatics, International Institute of Applied 
Informatics, July 12th, 2016, Kumamoto City International Center. 

Rie MORI (2016) “Development of Qualification-Recognition Mechanisms in East Asian 
Higher Education Systems” (日本教育社会学会第68回大会，平成28年９月17日，名古屋大

学). 
森利枝，吉川裕美子 (2017)「日本におけるFCEおよびNICの需要と展望」，外国学歴・資格

認証（FCE）にかかわるセミナー＆ワークショップ，平成29年１月25日，東洋大学. 
Kiyoko SAITO and Sounghee KIM (2017) “Maturity Level of Quality Assurance for Cross 

Border Higher Education in Japan”, CIES 2017, Comparative and International 
Education Society, March 7th, 2017, Atlanta, Georgia. 

Rie MORI (2017) “Quality Assurance of Higher Education in Japan: In Search of 
Sustainable Practices”, AUN-QA International Conference 2017, Universiti Kebangsaan 
Malaysia, March 28th, 2017. 

Noda, A. (2017) “Quality Assurance of Japanese Higher Education: Trends and 
Challenges” (台日高等教育改革フォーラム，台湾教育部，2017年5月5日，台湾大学). 

Sounghee KIM, Kiyoko SAITO (2017) “Developing and Verifying a Checklist for Internal 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

研究開発部が中心となり事業担当部課と連携して実施し、その成果を直接、各事業に反

映させた調査研究課題、及び成果を事業の改善に活用した事業の実施結果に対する実践的

研究として、以下の事例が挙げられる。 
 
① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 
 
《我が国の大学評価システムの新たな在り方の検討に資する調査研究（第二期国立大学法人

評価における学系別参考例の開発）》 
調査研究で開発した学系別の「参考例」は、平成28 年度に機構が実施した「国立大学法

人および大学共同利用機関法人における教育研究の状況についての評価」における学部・

研究科等ごとの教育・研究水準の評価（「現況分析」）において、評価者のための資料と

して用いられ、評価者研修会でその内容を説明するともに、資料として配布された。ま

た、ウェブサイトにて公表することにより、評価を受ける大学側も参照できるようにし

た。その結果、上記評価後のアンケート調査では、評価者の81%、大学の学部・研究科の

66%が、「参考例」を参照したことが示された。 
 
《大学教育における分野別質保証の在り方に関する調査研究》 

本調査によって得られた国内外の分野別質保証についての情報を踏まえて、第三サイク

ル認証評価の設計が行われており、日本の分野別質保証の実施状況や認識の現状を踏まえ

て、分野別質保証を内部質保証として学内で行うことを重視した認証評価基準にするとと

もに、学外の分野別第三者評価機関による評価を受けている場合の結果情報等の活用方策

を検討した。 

 
《内部質保証システムの在り方、ならびに内部質保証システムを中心とする機関別認証評価

の在り方に関する調査研究》 
調査研究事業で開発した「教育の内部質保証に関するガイドライン」を踏まえて、第三

サイクルの認証評価において、内部質保証を重視した評価基準の策定が行われた。また、

本ガイドラインに基づくワークショップを評価事業部とともに２回開催し、内部質保証の

考え方を大学と共有した。 
 

７ 調査研究 
（２）調査研究の成果の活用及び評価 
   （１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用する

とともに、毎年度、４回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査

研究の成果の普及を図る。 
① 機構の事業への調査研究の成果の活用 
  大学評価及び学位授与の各事業の実施結果に対する実証的研究の成果を報告として

とりまとめて、評価手法の開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善に活用す

る。また、その状況を、調査研究と事業を一体的に捉えた成果の活用状況として公表

する。 
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《第二期国立大学法人評価の検証と第三期のあり方に関する調査研究》 
国立大学法人評価の検証結果について、平成30年３月に報告書を公表するとともに、同

年２月には「中期目標期間における教育研究の状況の評価に係る意見交換会」を開催して

検証結果の内容を大学に対して説明した。また、検証結果について国立大学教育研究評価

委員会においても報告しており、第三期法人評価を設計するための検討材料となってい

る。 
 
《機構の実施する評価の有効性に関する検証》 

機構で実施した大学機関別認証評価、高等専門学校認証評価、及び法科大学院認証評

価、並びに選択評価について、毎年、評価事業部と研究開発部が協働して、対象校及び評

価担当者に対してアンケート調査を実施しており、得られた内容については、今後の対応

方針を評価事業部とともに検討している。 

 
《認証評価における重要テーマの分析》 

単位制度の実質化」等のいくつかのテーマについて分析を行った結果を、第三サイクル

の認証評価における評価基準や留意点の策定において参考にした。 

 
② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 
 
《学位授与における新たな単位累積加算の在り方の検討》 

  平成27年度の特例適用専攻科修了見込み者から適用されることになった、学士の学位授

与における新たな審査方式（特例）の実施にあたって、研究開発部と学位審査課で協働し

て円滑な事業実施の方策を検討し、説明会を開催して周知を図った。さらに、新たな審査

方式による申請と審査に関する説明書をとりまとめるとともに、審査のためのオンライン

システムを設計し、これらを用いて審査の実施を支援するなど、調査研究の成果を機構の

学位授与事業に活かした。 
平成28年度からは、特例適用専攻科修了見込み者の「学修総まとめ科目」の履修に関す

る審査の結果、専門委員が付した各申請者に対するコメントと、特例適用専攻科に対する

学修総まとめ科目の実施状況に関するコメントを分析し、分析結果から特例適用専攻科に

共通する問題点と、個別に早急に改善を要する問題点等を抽出して、早急に改善を要する

問題点については、各専門委員会・部会及び学位審査会の審議を経て、当該特例適用専攻

科に８月下旬に通知した。 
また、単位積み上げ型の学士の学位授与に関して、従来の審査方式（通例）の申請者が

学修成果（レポート）を作成する際に留意すべき倫理的配慮について研究開発部で検討

し、各専門委員会・部会及び学位審査会の審議を経て、学位授与申請の手引きである「平

成27年度版 新しい学士への途」に掲載した。 
 
《機構の学位取得者への調査と学位授与事業の検証》 

単位積み上げ型による学士の学位取得者（４月期、10月期）を対象に、従来の審査方式

（通例）と新たな審査方式（特例）の双方について学位取得直後のアンケート調査を研究

開発部と学位審査課が協働して実施し、その結果を分析して学位授与事業に反映させるべ

き事項を抽出した。これらの検討とともに、学位審査会専門委員会の退任委員への自由記

述によるアンケートを実施し、回答を整理した結果を研究開発部と学位審査課で検討し、

学位授与事業の改善に活かした。また、放送大学と共同で「大学改革支援・学位授与機構

で学士の学位をめざす方への説明会」を開催し、参加者からの個別相談にも応じて、機構

の学位授与制度を広く知らせることに努めた。 
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《機構の学位授与事業に関わる諸外国の学位・単位制度調査》 

外国での学習履歴を持つ学習者からの照会に対して、機構の学士の学位授与制度への申

請資格の有無について調査し、学位審査課を通じて本人に結果を通知した。平成26年度か

ら平成29年度までに17件（中国７件、台湾１件、韓国１件、オーストラリア２件、インド

ネシア１件、アメリカ３件、イタリア１件、英国１件）の照会を受けて、外国における学

校教育の課程の修了状況及び当該教育機関の正統性に関する調査を行った。このうち、中

国の高等教育機関修了者の申請資格については、中国高等教育研究の専門家である研究開

発部客員教授にも調査を依頼し、また、インドネシアの短期高等教育機関修了者について

は同国の研究・技術・高等教育省課長ほか高等教育関係者の助言を得て、申請資格の有無

と基礎資格を有する者の区分（日本の大学等で学修する年数と修得単位数）を慎重に確認

して、最終的な判断を下した。 
 
③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 
 
《大学ポートレートのための技術開発》 

大学ポートレートシステム改良のために以下の各種の技術開発を行い、大学ポートレー

トセンター事務室と連携して、大学ポートレートシステムの改良（設計・開発）に直接的

に反映させた。 
データ入力支援（学校基本情報からの大学組織データの生成）ためのツールの開発 
トップページのアンケート機能の開発、情報提供機能（大学ニュース：RSS/ATOM）の

開発 
システム利用履歴の分析、検索機能の問題点の分析とプロトタイプ開発（全文検索シス

テム試作） 
ポートレートWebページ改良（レスポンシブデザイン）のための検討とプロトタイプ開

発 
大学ポートレートシステムの公表情報から種々のデータを抽出する手法（スクレイピン

グ）の開発 
大学ポートレートシステムの一般閲覧者が利用するお気に入り機能と融合させ複数学部

の公表内容を一覧表示するプロトタイプの作成 
大学ポートレートのリニューアルシステム（大規模改修）及び国際発信版システムの設

計開発 
 
《大学情報の活用のための分析ツールの開発》 

大学情報の活用を促進するための評価指標探索支援システムを開発し、総務課と連携し

て機構内の研修で試用するとともに、機能を追加開発した上で、大学ポートレートセンタ

ー事務室と連携して大学関係者に提供した。評価支援課と連携し，各大学から収集する大

学情報データの信頼度を高めるための方法についての検討と今後のデータ収集についての

提言を行った。評価企画課と連携し、質保証ポータルサイトの開発環境の整備とプロトタ

イプシステムの作成を行った。情報支援ツール（国立大学法人評価における研究業績リス

トの収集・整理ツール）の開発を行った。高等教育に関する質保証関係「用語集」のオン

ライン版の開発を行った。 
 
《質保証人材の能力開発プログラムの開発･提供》 

国立大学の幹部教職員を主対象にした内部質保証研修プログラム、及び実務者向けの教

材の開発を進め、成果としてそれぞれの教材を作成し、それに基づいた研修を実施した。



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 

- 193 - 

さらに、機構からの出講による同様の研修を奈良女子大学で平成30年３月に行った。

Evaluability Assessment手法の研究を進め、成果として、指標の妥当性と信頼性にかかる

チェックリストを開発し、それに基づいてワークショップを７回開催した。 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

調査研究の成果のうちで、社会及び高等教育関係者への参照情報として提供したものに

は、以下のような事例が挙げられる。 
 
① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 
 
《我が国の大学評価システムの新たな在り方の検討に資する調査研究（第二期国立大学法人

評価における学系別参考例の開発）》 
調査研究で開発した「参考例」は機構ホームページで公表することで、高等教育関係者

や社会に提供している。また、その内容の一部は、京都大学で開催された人文学・社会科

学の評価の在り方に関するシンポジウムでの基調講演、及び京都大学出版会から出版され

た書籍の章を通じて広く情報を提供した。 

 
《大学教育における分野別質保証の在り方に関する調査研究》 

本調査研究は文部科学省先導的大学改革推進委託事業にて行っており、報告書３冊を機

構や文部科学省のホームページにて広く公表している。また、この内容について学会発表

を複数回行うとともに、英国の事例について高等教育関係者が読者である雑誌に論文を公

表した。 
 
《内部質保証システムの在り方、ならびに内部質保証システムを中心とする機関別認証評価

の在り方に関する調査研究》 
内部質保証について「教育の内部質保証に関するガイドライン」をウェブサイトで公表

するととともに、高等教育関係者が読者である雑誌と学会等において発表し、広く社会に

情報を提供した。 
 
《第二期国立大学法人評価の検証と第三期のあり方に関する調査研究》 

国立大学法人評価の検証についての報告書をウェブサイトにて公表し、法人評価が実際

にどのように行われ、大学や評価者から適切なものと受け止められているのかが社会から

も分かるような情報を提供した。また、その内容を平成30年度に学会発表する予定であ

る。 
 

７ 調査研究 
（２）調査研究の成果の活用及び評価 
   （１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用する

とともに、毎年度、４回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査

研究の成果の普及を図る。 
② 社会への調査研究の成果の提供 
  質保証のための評価システムに関する研究成果、学位授与の要件等の学位システム

に関する研究成果及び国際通用性のある質保証に係る研究成果等を、社会及び高等教

育関係者へ参照情報として提供する。また、定期的に開催する大学質保証フォーラム

等を通じて、これらの成果の普及を図る。 
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《機構の実施する評価の有効性に関する検証》 
各種の認証評価に関する検証報告書を毎年公表しており、認証評価の有効性が分かる情

報を社会に提供した。また、その内容を踏まえた論文を『大学評価・学位研究』等に発表

した。 
 
《認証評価における重要テーマの分析》 

現在の高等教育の質保証における重要テーマの一つである単位の質保証について、論文

を『大学評価・学位研究』等に発表し、高等教育関係者が参照できる情報を提供した。 
 
② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 
 
《学位の構造・機能と学位制度の理論的基底に関する研究》  

「高等教育レベルの職業教育と学位に関する７か国比較研究」を実施し、アメリカ、ヨ

ーロッパ、東アジアの７か国における高等教育システムと職業教育との関係について、制

度的、社会的、政策的側面から分析した。高等教育（学士課程）レベルの職業教育が学位

の取得に結びつき、その学位が国際的な通用性を確保するためには、学位授与権を有する

高等教育機関の要件、学修・教育の内容と水準の質的保証を含めて、高等教育システムの

構造と職業教育の位置づけに関する批判的な検討が必要であるとの観点から国際比較研究

を行い、その成果をまとめて平成28年度に『高等教育における職業教育と学位－アメリ

カ・イギリス・フランス・ドイツ・中国・韓国・日本の７か国比較研究報告－』（大学評

価・学位授与機構研究報告第２号）を刊行した。 
 
《学位に付記する専攻分野の名称に関する調査》 

我が国の大学において授与されている学位に付記する専攻分野の名称に関して、研究開

発部と学位審査課が協働して、全国の国公私立大学を対象にオンライン調査を継続的に実

施した。平成28年度の調査結果に基づき、日本語での付記名称と英語による学位の表記に

関して整理した結果を、平成29年度にウェブサイト上に公表して機構外からの閲覧に供し

た。 
 
③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 
 
《大学における民間的手法の実態に関する調査研究》 

高等教育関連の政策における「民間的手法」の理解や導入経緯を明らかにすべく、政策

に関連する文書を対象に、テキストマイニングやコレスポンデンスの手法による分析を行

い、「民間的手法」がいかなる政策的含意をもつかを解明した。成果として、研究結果の

一端を学会で発表するとともに、平成30年に報告書を刊行した。 
 
《学習成果の評価手法の検討》 

特定の教科分野において、教科内容に即していかに具体的に学習成果を設定し、かつ

個々の学習成果に適した教授学習法、評価法をいかに構想するかについて、歴史学を対象

に、外部の研究協力者とともに研究会で検討した。研究結果の一端を国際機関の会合で発

表した。 
 
《３ポリシーの整合性と学位の付記名称の関係に関する研究》 

学位に付記する専攻分野の名称と、各大学の３ポリシーのうち学位に付記する専攻分野

の名称との親和性が最も高く期待できるディプロマ・ポリシーの間の整合性に関して、オ



Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

- 196 - 

ンラインでのアンケート調査及びコンピュータによる機械学習の手法を用いたマッチング

機能の検証を行い、二者間の整合に関する実証研究を行った。研究結果を国内の学会等で

発表した。 
 

 これらの個別課題によるもののほか、機構が社会に公開している以下の会合等で、調査
研究の成果について情報提供を行った。 

 
 
 大学質保証フォーラム  

 
平成 26 年度より、大学における教育研究活動の質の保証に係る取組を一層推進する目的

で、「大学質保証フォーラム」を研究開発部と事業部で協働して開催している。国内外の

招へい者による基調講演、パネルディスカッション等を通じて活発な議論が交わされた。 
 
○ 大学質保証フォーラム 

平成 26 年度大学質保証フォーラム，平成 26 年８月１日，一橋講堂. 
「大学の多元的道しるべ～ランキング指標を問う～」 
平成 27 年度大学質保証フォーラム，平成 27 年７月 28 日，一橋講堂. 
「知の質とは‐アカデミック・インテグリティの視点から－」 
平成 28 年度大学質保証フォーラム，平成 28 年８月５日，一橋講堂. 
「質保証、だれが何をどうするか」 
平成 29 年度大学質保証フォーラム，平成 29 年８月７日，一橋講堂. 
「教員と職員－学生のための大学をつくる－」 

 
 
 NIAD-UE シンポジウム  

 
 「NIAD-UE シンポジウム 国際共同教育プログラムの質保証：日中韓の連携による教

育の質モニタリングを通して見えてきたことは」を開催した（平成 26 年 11 月 27 日、一橋

講堂）。本シンポジウムは「キャンパス・アジア」モニタリングの１次モニタリングによ

り明らかになった優れた取組を国内の高等教育関係者と共有する目的で開催し、各プログ

ラムからの事例発表を通じて、国際的な共同教育プログラムの企画・運営にあたって、教

育の質の保証の観点から重要な点や課題等について、議論を深めた。 
 

 
さらに、以下の活動によって、調査研究の成果を社会及び高等教育関係者に公表した。 

 
 学術誌の発行等による調査研究の成果の提供  

 
機構の研究成果刊行物編集委員会の下で、大学評価及び学位授与を中心として、それら

に関連する高等教育の諸課題・諸理論についての論文、研究ノート・資料等を掲載する学

術誌『大学評価・学位研究』を継続して刊行した。平成26年度から平成29年度まで４号を

発行し、論文６編、研究ノート・資料11編を収録した。 
『大学評価・学位研究』の冊子を関係高等教育機関等へ送付するとともに、ウェブサイ

ト及び「大学改革支援・学位授与機構 学術情報リポジトリ」にも掲載し、研究成果の公

表・提供を行った。 
また、研究開発部教員の研究業績等を、科学技術振興機構の「researchmap」サービス
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等を利用して社会に公表した。 
 
○ 学術誌『大学評価・学位研究』 
  https://www.niad.ac.jp/publication/tyousa/gakujutsushi.html 
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  第３期中期計画－Ⅱ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  実績・参考データ 
 

基礎的研究及び実証的研究の研究成果については、関連学協会等の学術論文誌及び機構

の学術誌『大学評価・学位研究』に査読を受けて公表し、また関連学協会等における学会

発表、機構の報告書等により公表している。その詳細及び開催した研究会、事業関連説明

会・研修会等の状況については、「（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調

査研究」の各項に具体的に記載している。調査研究の成果の公表状況の概要は以下のとお

りである。 
 
○ 研究成果の公表状況                        （単位：件） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 
学術論文等 9  11    17  11   
学会発表等 18  20  22  37   

(うち国際会議等) (7) (7) (9) (15)  
研究会・研修会等 
（事業関連を含む） 23  12  17  9  

 

シンポジウム 2  2  1  1   
 
 

※学術誌の発行及びシンポジウムの開催については、「Ⅱ－７－（２）－② 社会への調

査研究の成果の提供」に前掲。 
 
 
 
 
 

７ 調査研究 
（２）調査研究の成果の活用及び評価 
   （１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用する

とともに、毎年度、４回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査

研究の成果の普及を図る。 
③ 調査研究の成果と実績の評価 
  基盤的研究及び実証的研究の研究成果を関連学協会等の学術論文誌及び機構で発行

する学術誌『大学評価・学位研究』に査読を受けて公表する。また、各年度の各事業

実施の検証等の結果及び事業によっては区切りとなる年度に当該期間の総括的な検証

等の結果を高等教育関係者に報告する。さらに、各年度にシンポジウムを１回以上、

研究会を３回以上開催し、調査研究の成果について議論を行う。これらを通じて、調

査研究の実績を適切に評価して研究の質を確保するとともに、高等教育政策の動向に

対応した調査研究の課題を不断に見直す。 
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  その他 
 
 法人統合に係る記念式典  

 

  平成28年８月に、一橋講堂にて、独立行政法人大学評価・学位授与機構と独立行政法人

国立大学財務・経営センターとの統合による新法人発足の記念式典を開催した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                      法人統合記念式典の様子 

 
 
 統合記念シンポジウム  

 

  大学改革の成果と課題を明らかにし、大学による主体的取組を支援するとともに、これ

らの活動を社会に広く発信することで大学と社会の対話の契機とすることを目指し、平成

28年度からの３年間、「大学と社会の対話を通して高等教育の発展を考える」を統一テー

マとしてシンポジウムを開催することとした。 

  第１回となる平成28年度は、平成29年３月に「先導的取組を通して大学改革の成果と課

題を考える ―グローバル化と地方創生の観点から―」のテーマで開催し、高等教育関係者

を中心に114人の参加があり、また、第２回となる平成29年度は、平成29年12月に「先導的

取組を通して大学改革の成果と課題を考える ―人材とナレッジ―」のテーマで開催し、

145人の参加があった。 
第３回となる平成30年度は平成30年12月に開催予定（テーマ未定）である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１回シンポジウムフライヤー   第２回シンポジウムフライヤー 
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Ⅲ～Ⅵ 財務内容の改善に関する事項 

    （中期目標Ⅳ） 
 

 
〔中期目標〕Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 
 
１ 予算の適正かつ効率的な執行 
 

予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構長の
リーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 
また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事

業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明
性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 

 
２ 固定的経費の削減 
 

効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率化を進め 
ること等により、固定的経費の節減を図る。 
また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 
給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況については公表する。 
 
３ 資産の有効活用 
 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣旨を

踏まえ、売却等の措置を検討する。 
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自己評価の結果 

中期目標・中期計画 評定 根 拠 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 
 （中期目標Ⅳ） 
１ 予算の適正かつ効率的な執行 

 予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運
営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構
長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うこと

により、効率的な執行を図る。 
 また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに
厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果

を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等によ
り見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一
層の透明性を確保する観点から、内部監査の充実、決算

情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 
２ 固定的経費の削減 
 効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシ

ングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率化を
進めること等により、固定的経費の節減を図る。 
 また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏

まえ、厳しく見直しをする。 
 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考
慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組む

とともに、その検証結果や取組状況については公表す
る。 

３ 資産の有効活用 

 小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、そ
の改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣
旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金

計画 

１ 予算    別紙１のとおり 

２ 収支計画  別紙２のとおり 

３ 資金計画  別紙３のとおり 

４ 人件費の効率化 

 総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見

直しをする。 

 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考

慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組む

とともに、その検証結果や取組状況については公表す

る。 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額  82億円 

２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付

金の受入れに遅延が生じた場合、予定していない退職

手当の支出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る

関係国立大学法人の債務償還遅延（この場合の借換え

は行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場

合等が想定される。 

 

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 

  小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、そ

の改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣

旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

  決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構法に定める業務の充実及

び組織運営の改善のために充てる。 

Ｂ セグメント区分を設定し、業務別に執行状況

を把握することにより、適切な予算配分等を行

った。 

内部監査等を通じて予算執行等の適正性を確

認するとともに、より適正な会計処理を実施す

る体制を整備した。 

固定的経費については、平成26年度から平成

29年度で約18,700千円の削減を実現した。 

平成26年度から平成29年度における小平第二

住宅の入居率は以下のとおりとなっており、売

却等の措置の検討を行うとされる事態には至ら

なった。 

 平成26年度 90.1％ 

 平成27年度  89.1％ 

 平成28年度  95.8％ 

 平成29年度  62.7％ 

  

また、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに

関する実施計画」（平成24年12月14日行政改革

担当大臣）及び「国家公務員宿舎法施行令の一

部を改正する政令」（平成28年１月22日政令第

一四号）（財務省）に基づき、平成26年４月１

日付及び平成28年４月１日付で、国家公務員宿

舎の見直し内容を踏まえ、宿舎使用料の見直し

を行った。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期目標Ⅳ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 予算の適正かつ効率的な執行  
 
  業務の説明責任の観点から、業務別に適正な予算管理を行うため、業務ごとのセグメン

ト区分を設定し、セグメント情報を毎年開示している。 
  また、文部科学大臣に財務諸表等を提出するとともに、ウェブサイト（９月掲載）や官

報掲載（11月掲載）により、内容を公表した。 
 

【セグメント区分】 
  ・教育研究活動等評価 
    機関別認証評価 
    分野別認証評価 
    国立大学法人評価等 
  ・国立大学施設支援 
  ・学位授与 
  ・質保証連携 
  ・調査研究 
  ・法人共通 

【セグメント情報】 
 ・事業費用 
  事務費 
   備品・消耗品費 
   旅費交通費 
   報酬・委託・手数料 
   減価償却費 
   給与及び賞与 
   法定福利費 
   その他 
  一般管理費 
  財務費用 
 ・事業収益 
   運営費交付金収益 
   補助金等収益 
   手数料収入 
   処分用資産賃貸収入 
   処分用資産売却収入 
   施設費交付金収益 
   受取利息 
   財務収益 
 ・その他収入 
 ・事業損益 
 ・総資産 
   流動資産 

１ 予算の適正かつ効率的な執行 
 予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係

る情報を把握し、機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効

率的な執行を図る。 
また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実

施を促進し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの

実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、内部監査の

充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 
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 監査の実施  

 

  内部監査については、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構内部監査規則」に基

づき、機構における業務、予算執行及び会計処理の適正を期すことを目的として、各年度

において、年１回、定期監査を実施し、契約手続や資産の管理状況、科学研究費補助金、

法人文書の管理状況、施設費貸付・交付事業等について点検した。また、会計伝票、契約

書類等の決裁書類を確認する日常監査を行っており、業務の適切かつ効率的な執行が図ら

れている。 
  監事監査については、企画調整会議、運営委員会、評議員会、自己点検・評価委員会な

どの諸会議に監事が出席し、監査室のバックアップ体制により、その会議の席上で意見聴

取しながら監査を実施し、法人の長がリーダーシップを発揮できる環境整備、法人のミッ

ションの役職員への周知徹底、組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対

応等を確認することで監査機能の充実を図っている。そのうちの会計監査に関しては、財

務諸表等に対する意見聴取を会計監査人と連携し、各年度において、年１回、実施した。

また、業務に関する監査に関しては、中期目標・年度計画に対する定期的な監査（執行状

況確認等）に加え、機構の事務・事業のうち特定事項について関係部局からヒアリング等

を実施し、内部統制の現状把握・課題への対応についての確認を行った。 
  そのほか、役員と会計監査人、監事と会計監査人とのディスカッションを定期的に行

い、役員との意思疎通や会計監査人との連携を図っている。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   固定資産 
    有形固定資産 
     建物 
     構築物 
     工具器具備品 
     土地 
 その他の資産 
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  第３期中期目標Ⅳ 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 固定的経費の削減状況  

 
業務の質の向上を図りつつ、業務の効率化や経費の節減を目的として、以下のような取

組等を通じて、効率的な運営を行うことにより、固定的経費の削減を進めた。 
  

取 組 内 容 削減額

コピー機リース料に係る契約台数や単価の見直しによる削減 △  3,521千円

基幹システム運用保守サポート業務について仕様書の見直しにより
複数者応札となったことによる削減

△  1,498千円

機関別認証評価結果発表に係る広告の見直し △  788千円

会議資料のペーパーレス化の推進による複写機保守料の削減 △  972千円

パック商品活用推進による旅費の削減 △  518千円

会議資料のペーパーレス化の推進による複写機保守料の削減 △  639千円

電気料に係る契約の複数年契約としたことによる削減 △  1,500千円

平成29年度 小平本館～竹橋オフィス間通信回線契約の複数年契約としたことに
よる削減

△  9,256千円

平成26年度

平成27年度

平成28年度

 
 
 
 
 
 
 
 

２ 固定的経費の削減 
効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業

務の一層の効率化を進めること等により、固定的経費の節減を図る。 
また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 
給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化

に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況については公表する。 
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Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 
 
１ 予算の適正かつ効率的な執行 
 

予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構長の
リーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 
また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事

業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明
性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 

 
２ 固定的経費の削減 
 

効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率化を進め 
ること等により、固定的経費の節減を図る。 
また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むととも

に、その検証結果や取組状況については公表する。 
 

３ 資産の有効活用 
 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣旨を
踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

 
〔中期計画〕Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
 
１ 予算    別紙１のとおり 
 
２ 収支計画  別紙２のとおり 
 
３ 資金計画  別紙３のとおり 
 
４ 人件費の効率化 

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 
給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況については公表する。 
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自己評価の結果 ※Ⅲ～Ⅵについてまとめて記載 

中期目標・中期計画 評定 根 拠 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 
 （中期目標Ⅳ） 
１ 予算の適正かつ効率的な執行 

 予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運
営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構
長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うこと

により、効率的な執行を図る。 
 また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに
厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果

を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等によ
り見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一
層の透明性を確保する観点から、内部監査の充実、決算

情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 
２ 固定的経費の削減 

 効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシ

ングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率化を
進めること等により、固定的経費の節減を図る。 
 また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏

まえ、厳しく見直しをする。 
 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考
慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組む

とともに、その検証結果や取組状況については公表す
る。 

３ 資産の有効活用 

 小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、そ
の改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣
旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金

計画 

１ 予算    別紙１のとおり 

２ 収支計画  別紙２のとおり 

３ 資金計画  別紙３のとおり 

４ 人件費の効率化 

 総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見

直しをする。 

 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考

慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組む

とともに、その検証結果や取組状況については公表す

る。 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額  82億円 

２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付

金の受入れに遅延が生じた場合、予定していない退職

手当の支出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る

関係国立大学法人の債務償還遅延（この場合の借換え

は行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場

合等が想定される。 

 

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 

  小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、そ

の改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣

旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

  決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構法に定める業務の充実及

び組織運営の改善のために充てる。 

Ｂ セグメント区分を設定し、業務別に執行状況

を把握することにより、適切な予算配分等を行

った。 

内部監査等を通じて予算執行等の適正性を確

認するとともに、より適正な会計処理を実施す

る体制を整備した。 

固定的経費については、平成26年度から平成

29年度で約18,700千円の削減を実現した。 

平成26年度から平成29年度における小平第二

住宅の入居率は以下のとおりとなっており、売

却等の措置の検討を行うとされる事態には至ら

なった。 

 平成26年度 90.1％ 

 平成27年度  89.1％ 

 平成28年度  95.8％ 

 平成29年度  62.7％ 

  

また、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに

関する実施計画」（平成24年12月14日行政改革

担当大臣）及び「国家公務員宿舎法施行令の一

部を改正する政令」（平成28年１月22日政令第

一四号）（財務省）に基づき、平成26年４月１

日付及び平成28年４月１日付で、国家公務員宿

舎の見直し内容を踏まえ、宿舎使用料の見直し

を行った。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅲ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 収 入  

 

 第３期中期目標期間における各事業年度ごとの収入状況は以下のとおりである。 

 
 

○ 平成 26 年度収入状況                       （単位：千円） 

収入 予算額 決算額 差引増減額 備考 

運営費交付金 1,250,145 1,250,145 0  

補助金等収入 0 28,592 28,592  

受託事業等収入 0 54,860 54,860  

大学等認証評価手数料 386,940 380,400 △6,540  

学位授与審査手数料 133,016 124,433 △8,583  

その他 7,523 11,458 3,935  

寄附金等収入 0 2,210 2,210  

計 1,777,624 1,852,098 74,474  
 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
１ 予算    別紙１のとおり 
２ 収支計画  別紙２のとおり 
３ 資金計画  別紙３のとおり 
４ 人件費の効率化 

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 
給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適

正化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況については公表する。 
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〇 平成 27 年度収入状況                      （単位：千円） 

収入 予算額 決算額 差引増減額 備考 

運営費交付金 1,562,994 1,562,994 0  

大学等認証評価手数料 360,072 324,238 △35,835  

学位授与審査手数料 130,369 121,912 △8,457  

大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金収入 0 80,094 80,094  

補助金等収入 0 17,138 17,138  

受託事業等収入 0 7,145 7,145  

寄附金等収入 0 2,000 2,000  

その他 8,696 11,873 3,177  

計 2,062,131 2,127,394 65,262  
 
〇 平成 28 年度収入状況                       （単位：千円） 

 収入 予算額 決算額 差引増減額 備考 

運営費交付金 2,168,628 2,168,628 0  

大学等認証評価手数料 174,356 166,223 △8,133  

学位授与審査手数料 126,177 118,404 △7,773  

大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金収入 0 80,324 80,324  

受託事業等収入 0 5,940 5,940  

寄附金等収入 0 2,012 2,012  

長期借入金等 62,400,000 56,653,211 △5,746,789  

長期貸付金等回収金 74,750,853 74,750,853 0  

長期貸付金等受取利息 10,001,093 8,727,486 △1,273,608  

財産処分収入 3,010,000 3,010,000 0  

財産賃貸収入 146,817 143,828 △2,989  

財産処分収入納付金 473,972 1,488,822 1,014,850  

有価証券利息 5,636 7,058 1,422  

その他 10,511 25,365 14,854  

計 153,268,043 147,348,153 △5,919,890  
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〇 平成 29 年度収入状況                      （単位：千円） 
収入 予算額 決算額 差引増減額 備考 

運営費交付金 1,760,712 1,760,712 0  

大学等認証評価手数料 130,583 142,366 11,783  

学位授与審査手数料 128,183 123,002 △5,181  

大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金収入 0 80,630 80,630  

寄附金等収入 0 2,000 2,000  

長期借入金等 60,100,000 67,567,425 7,467,425  

長期貸付金等回収金 73,041,561 73,041,561 0  

長期貸付金等受取利息 7,832,941 6,847,983 △984,959  

財産処分収入 2,010,000 2,010,000 0  

財産賃貸収入 129,600 115,951 △13,649  

財産処分収入納付金 111,020 1,575,933 1,464,913  

有価証券利息 0 0 0  

その他 10,580 17,564 6,984  

計 145,255,180 153,285,126 8,029,946  

 
※各年度とも、各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 支 出  

 

  第３期中期目標期間における各次号年度ごとの支出状況は以下のとおりである。 

 

○ 平成26年度支出状況                       （単位：千円） 

支出 予算額 決算額 差引増減額 備考 

業務等経費 1,035,642 899,274 △136,368  
うち、人件費 

(退職手当を除く) 
689,456 585,538 △103,918  

うち、物件費 340,618 297,954 △42,664  

うち、退職手当 5,568 15,782 10,214  

国際化拠点整備事業費 0 28,592 28,592  

受託事業等 0 54,860 54,860  

大学等評価経費 386,940 296,851 △90,089  

学位授与審査経費 133,016 124,433 △8,583  

一般管理費 222,026 310,859 88,833  
うち、人件費 

(退職手当を除く) 
131,619 224,783 93,164  

うち、物件費 90,407 86,076 △4,331  

うち、退職手当 0 0 0  

計 1,777,624 1,714,869 △62,755  
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○ 平成27年度支出状況                       （単位：千円） 

支出 予算額 決算額 差引増減額 備考 

業務等経費 1,356,325 1,166,423 △189,902  
うち、人件費 

(退職手当を除く) 
787,461 633,494 △153,967  

うち、物件費 536,812 520,944 △15,868  

うち、退職手当 32,052 11,984 △20,068  

大学等評価経費 360,072 263,701 △96,371  

学位授与審査経費 130,369 121,912 △8,457  
大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金

支出 
0 80,094 80,094  

国際化拠点整備事業費 0 17,138 17,138  

受託事業等 0 7,145 7,145  

寄附金支出 0 1,820 1,820  

一般管理費 215,365 319,800 104,435  
うち、人件費 

(退職手当を除く) 
127,670 220,585 92,915  

うち、物件費 87,695 94,177 6,482  

うち、退職手当 0 5,037 5,037  

計 2,062,131 1,978,033 △84,098  
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○平成 28 年度支出状況                         （単位：千

円） 
支出 予算額 決算額 差引増減額 備考 

業務等経費 1,845,540 1,554,049 △291,491  

うち、人件費 
(退職手当を除く) 

1,011,347 1,001,099 △10,248  

うち、物件費 830,411 540,434 △289,977  

うち、退職手当 3,782 12,516 8,734  

大学等評価経費 174,356 185,131 10,775  

学位授与審査経費 126,177 118,404 △7,773  

大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金支出 0 80,324 80,324  

受託事業等 0 5,585 5,585  

寄附金支出 0 2,012 2,012  

一般管理費 333,599 433,981 100,382  

うち、人件費 
(退職手当を除く) 

164,530 255,870 91,340  

うち、物件費 165,498 178,111 12,613  

うち、退職手当 3,571 0 △3,571  

施設費貸付事業費 61,670,651 55,923,862 △5,746,789  

施設費交付事業費 4,000,000 3,861,907 △138,093  

長期借入金等償還 75,480,202 75,480,202 0  

長期借入金等支払利息 9,889,607 8,436,726 △1,452,881  

公租公課等 43,469 43,460 △9  

債券発行諸費 13,806 13,590 △216  

債券利息 97,681 60,228 △37,453  

計 153,675,088 146,199,456 △7,475,628  
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〇平成 29 年度支出状況                        （単位：千円） 
支出 予算額 決算額 差引増減額 備考 

業務等経費 1,451,165 1,209,548 △241,617  
うち、人件費 
(退職手当を除く) 800,660 798,493 △2,167  

うち、物件費 566,006 380,175 △185,831  

うち、退職手当 84,449 30,880 △53,619  

大学等評価経費 130,583 162,278 31,695  

学位授与審査経費 128,183 123,002 △5,181  

大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金支出 0 80,630 80,630  

寄附金支出 0 3,299 3,299  

一般管理費 320,127 418,393 98,266  
うち、人件費 
(退職手当を除く) 159,594 284,555 124,961  

うち、物件費 160,533 133,839 △26,694  

うち、退職手当 0 0 0  

施設費貸付事業費 59,592,541 67,059,966 7,467,425  

施設費交付事業費 4,000,000 3,783,048 △216,952  

長期借入金等償還 73,549,020 73,549,020 0  

長期借入金等支払利息 7,753,695 6,6614,331 △1,139,363  

公租公課等 34,506 34,278 △229  

債券発行諸費 13,698 13,698 0  

債券利息 65,550 38,583 △26,967  

計 147,039,067 153,090,073 6,051,006  
 
※各年度とも、各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 収支計画  

 
第３期中期目標期間における各事業年度ごとの収支計画は以下のとおりである。 

 
○ 平成 26 年度収支計画                       （単位：千円） 

区別 予算額 決算額 差引増減額 

費用の部 

経常費用 

業務等経費 

国際拠点整備事業費 

受託事業等経費 

大学等評価経費 

学位授与審査経費 

一般管理費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

固定資産除却損 

1,851,827 
1,851,827 
1,005,955 

0 
0 

386,940 
133,016 
213,723 
112,193 

0 
0 
0 

1,837,022 
1,826,748 

859,928 
28,592 
54,860 

294,345 
124,433 
344,010 
120,580 

0 
10,274 
10,274 

△25,079 
△25,079 

△146,027 
28,592 
54,860 

△92,595 
△8,583 
130,287 

8,387 
0 

10,274 
10,274 

収益の部 

 経常収益 

運営費交付金収益 

補助金等収益 

受託事業等収益 

大学等認証評価手数料 

学位授与審査手数料 

資産見返物品受贈額戻入 

資産見返運営費交付金戻入 

雑収入 

臨時利益 

資産見返物品受贈額戻入 

資産見返運営費交付金戻入 

1,851,827 
1,851,827 
1,212,155 

0 
0 

386,940 
133,016 

5,045 
107,148 

7,523 
0 
0 
0 

1,920,570 
1,910,296 
1,199,670 

28,592 
54,860 

380,400 
124,433 

5,045 
103,235 
14,061 
10,274 

6,658 
3,616 

68,743 
58,469 

△12,485 
28,592 
54,860 
△6,540 
△8,583 

0 
△3,913 

6,538 
10,274 

6,658 
3,616 

純利益 0 83,549 83,549 

総利益 0 83,549 83,549 
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○ 平成 27 年度収支計画                       （単位：千円） 

区分 予算額 決算額 差引増減額 

費用の部 

経常費用 

業務等経費 

大学等評価経費 

学位授与審査経費 

大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金経費 

国際化拠点事業経費 

受託事業等経費 

寄附金経費 

一般管理費 

減価償却費 

財務費用 

 臨時損失 

固定資産除却損 

2,126,405 
2,126,405 
1,336,327 

360,072 
130,369 

0 
0 
0 
0 

202,017 
97,620 

0 
0 
0 

1,933,738 
1,933,738 

950,410 
261,195 
121,912 
80,094 
17,138 

7,145 
1,808 

348,919 
145,098 

20 
0 
0 

△192,667 
△192,667 
△385,917 
△98,877 
△8,457 
80,094 
17,138 

7,145 
1,808 

146,902 
47,478 

20 
0 
0 

収益の部 

 経常収益 

運営費交付金収益 

大学等認証評価手数料 

学位授与審査手数料 

大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金収益 

補助金等収益 

受託事業等収益 

寄附金収益 

資産見返物品受贈額戻入 

資産見返運営費交付金戻入 

財務収益 

雑収入 

 臨時利益 

  固定資産売却益 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返運営費交付金戻入 

2,126,405 
2,126,405 
1,529,648 

360,072 
130,369 

0 
0 
0 
0 

5,045 
92,575 

0 
8,696 

0 
0 
0 
0 

1,994,674 
1,994,274 
1,298,086 

324,238 
121,912 
80,094 
17,138 

7,145 
1,808 

11,908 
120,473 

28 
11,445 

400 
400 

0 
0 

△131,731 
△132,131 
△231,562 
△35,834 
△8,457 
80,094 
17,138 

7,145 
1,808 
6,863 

27,898 
28 

2,749 
400 
400 

0 
0 

純利益 0 60,936 60,936 

総利益 0 60,936 60,936 
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○平成 28 年度収支計画                       （単位：千円） 

区分 予算額 決算額 差引増減額 
費用の部 17,417,884  15,642,895 △1,774,989 
 経常費用 17,417,884 15,642,895 △1,774,989 
  業務等経費 1,829,444 1,549,148 △280,371 
  大学等評価経費 174,356 185,853 11,497 
  学位授与審査経費 126,177 118,404 △7,773 
  大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金経費 0 80,324 80,324 
  寄附金経費 0 2,012 2,012 

施設費交付事業費 4,000,000 3,861,907 △138,093 
支払利息 9,800,219 8,272,443 △1,527,776 
処分用資産売却原価 998,386 961,274 △37,112 
その他の業務経費 445,834 611,529 165,695 

  一般管理費 332,035 439,772 107,737 
  減価償却費 99,993 158,159 58,166 
  財務費用 13,806 13,598 △208 
臨時損失 0 76 76 
 固定資産除却損 0 76 76 
収益の部 16,007,459 15,652,527 △354,932 
 経常収益 16,007,459 15,652,451 △355,008 
  運営費交付金収益 2,150,968 1,963,635 △187,333 
  大学等認証評価手数料 174,356 166,223 △8,133 
  学位授与審査手数料 126,177 118,404 △7,773 
  大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金収入 0 80,324 80,324 

受託事業等 0 5,585 5,585 
  寄附金収益 0 2,012 2,012 

処分用資産賃貸収入 146,817 143,828 △2,989 
処分用資産売却収入 3,010,000 3,010,000 0 
施設費交付金収益 473,972 1,488,822 1,014,850 
受取利息 9,814,232 8,502,033 △1,312,199 
財務収益 433 1,792 1,359 
資産見返物品受贈額戻入 5,045 7,708 2,663 
資産見返運営費交付金戻入 94,948 136,845 41,897 
雑収入 10,511 25,240 14,729 

 臨時利益 0 76 76 
  資産見返物品受贈額戻入 0 0 0 
  資産見返運営費交付金戻入 0 76 76 
純損失 1,410,425 0 0 
大学改革支援・学位授与機構法第 

１８条積立金取崩額 
1,410,425 0 0 

純利益 0 9,556 9,556 
総利益 0 9,556 9,556 
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○平成29年度収支計画                        （単位：千円） 

区分 予算額 決算額 差引増減額 
費用の部 14,451,886 12,969,712 △1,482,174 
 経常費用 14,451,886 12,969,712 △1,482,174 
  業務等経費 1,442,643 1,125,956 △316,687 
  大学等評価経費 128,076 214,988 86,912 
  学位授与審査経費 128,183 123,002 △5,181 
  大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金経費 0 80,630 80,630 
  国際化拠点整備事業費 0 0  
  寄附金経費 0 3,299 3,299 
施設費交付事業費 4,000,000 3,783,048 △216,953 
支払利息 7,638,479 6,432,589 △1,206 
処分用資産売却原価 623,905 607,175 △16,730 
その他の業務経費 34,506 599,026 564,520 
  一般管理費 317,551 428,892 △111,341 
  減価償却費 124,846 156,433 31,587 
  財務費用 13,698 13,701 3 
臨時損失 0 0 0 
 固定資産除却損 0 0 0 
収益の部 12,043,755 12,456,821 413,066 
  運営費交付金収益 1,760,712 1,619,048 △141,664 
  大学等認証評価手数料 130,583 142,366 11,783 
  学位授与審査手数料 128,183 123,002 △5,181 
  大学ﾎﾟｰﾄﾚｰﾄ運営負担金収益 0 80,630 80,630 
  補助金等収益 0 0 0 
  寄附金収益 0 3,299 3,299 
処分用資産賃貸収入 129,600 115,951 △13,649 
処分用資産売却収入 2,010,000 2,010,000 0 
施設費交付金収益 111,020 1,575,933 1,464,913 
受取利息 7,651,836 6,626,193 △1,025,643 
財務収益 0 198 198 
資産見返物品受贈額戻入 5,045 7,071 2,026 
資産見返運営費交付金戻入 106,196 135,675 29,479 
資産見返寄附金戻入 0 82 82 
雑収入 10,580 17,375 6,794 
 臨時利益 0 0 0 
  資産見返物品受贈額戻入 0 0 0 
  資産見返運営費交付金戻入 0 0 0 
純損失 2,408,131 512,890 △1,895,241 
大学改革支援・学位授与機構法第１８条
積立金取崩額 2,408,131 542,531 △1,865,601 

総利益 0 29,641 29,641 
※各年度とも、各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 資金計画  

 

第３期中期目標期間における各事業年度ごとの資金計画は以下のとおりである。 

 
○ 平成 26 年度資金計画                      （単位：千円） 

区別 予算額 決算額 差引増減額 

資金支出 
業務活動による支出 
投資活動による支出 
財務活動による支出 

 
次年度への繰越金 

 

1,777,624 
1,739,634 

37,990 
0 

 
0 

2,420,405 
1,830,422 

250,158 
12,300 

 
327,525 

642,781 
90,788 

212,168 
12,300 

 
327,525 

資金収入 
業務活動による収入 
運営費交付金による収入 
その他の収入 

投資活動による収入 
財務活動による収入 

 
前年度からの繰越金 

 

1,777,624 
1,777,624 
1,250,145 

527,479 
0 
0 

 
0 

2,420,405 
1,867,947 
1,250,145 

617,802 
0 
0 

 
552,458 

642,781 
90,323 

0 
90,323 

0 
0 

 
552,458 

 
 
 
○ 平成 27 年度資金計画                      （単位：千円） 

区分 予算額 決算額 差引増減額 

資金支出 
業務活動による支出 
投資活動による支出 
財務活動による支出 

 
次年度への繰越金 

 

2,062,131 
2,028,785 

33,346 
0 

 
0 

1,796,858 
1,761,030 

23,220 
12,608 

 
663,545 

△265,273 
△267,755 
△10,126 

12,608 
 

663,545 

資金収入 
業務活動による収入 
運営費交付金による収入 
その他の収入 

投資活動による収入 
財務活動による収入 

 
前年度からの繰越額 

 

2,062,131 
2,062,131 
1,562,994 

499,137 
0 
0 

 
0 

2,132,877 
2,132,477 
1,562,994 

569,483 
400 

0 
 

327,525 

70,746 
70,346 

0 
70,346 

400 
0 

 
327,525 
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○平成 28 年度資金計画                        （単位：千円） 

区分 予算額 決算額 差引増減額 

資金支出 153,661,282 185,670,566 32,009,284 

 業務活動による支出 78,163,420  70,761,757 △7,401,663 
 投資活動による支出 17,660 39,415,001 39,397,341 
 財務活動による支出 75,480,202 75,493,807 13,605 
    

 次年度への繰越金 0 6,043,892 6,043,892 

    
資金収入 159,143,892 190,231,470 31,087,578 
 業務活動による収入 90,866,098 90,710,249 △155,849 

運営費交付金による収入 2,168,628 2,168,628 0 
承継債務負担金債権の回収による

収入 
40,772,544 40,772,544 0 

承継債務負担金債権に係る利息の

受取額 
4,420,134 4,420,134 0 

施設費貸付金の回収による収入 33,978,309 33,978,309 0 
施設費貸付金に係る利息の受取額 5,580,960 4,307,352 △1,273,608 
処分用資産の売却による収入 3,010,000 3,010,000 0 
処分用資産の貸付による収入 146,817 143,828 △2,989 
施設費交付金の納付による収入 473,972 1,488,822 1,014,850 

  利息及び配当金の受取額 3,690 5,284 1,594 
  その他の収入 311,044 415,348 104,304 
 投資活動による収入 5,891,600 42,881,600 36,990,000 
 財務活動による収入 62,386,194 56,639,621 △5,746,573 
    
 前年度からの繰越金 0 663,545 663,545 
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○平成29年度資金計画                        （単位：千円） 

区分 予算額 決算額 差引増減額 

資金支出 147,025,370 158,883,231 11,857,861 
 業務活動による支出 73,476,350 79,458,322 5,981,972 
 投資活動による支出 0 5,862,283 5,862,283 
 財務活動による支出 73,549,020 73,562,625 13,605 
    
 次年度への繰越金 0 14,549,707 14,549,707 
    

資金収入 145,241,483 167,389,046 22,147,563 
 業務活動による収入 85,155,180 85,725,318 569,137 

運営費交付金による収入 1,760,712 1,760,712 0 
承継債務負担金債権の回収による 

収入 
37,657,544 37,657,544 0 

承継債務負担金債権に係る利息の 

受取額 
3,329,880 3,329,880 0 

施設費貸付金の回収による収入 35,384,017 35,384,017 0 
施設費貸付金に係る利息の受取額 4,503,061 3,518,103  △984,958 
処分用資産の売却による収入 2,010,000 2,010,000 0 
処分用資産の貸付による収入 129,600 115,951 △13,649 
施設費交付金の納付による収入 111,020 1,575,933 1,464,913 

  利息及び配当金の受取額 0 189 189 
  その他の収入 269,346 372,990 103,644 
 投資活動による収入 0 14,110,000 14,110,000 
 財務活動による収入 60,086,302 67,553,727 7,467,425 
    
 前年度からの繰越金 0 6,043,892 6,043,892 
    

 
※各年度とも、各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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 人件費の効率化  

 
  常勤役職員に係る人件費については、政府の方針を踏まえ、業務の特殊性及び業務量に

応じた適正な職員配置を行いつつ、その効率化に努めている。各年度の役職員の報酬・給

与等の検証結果や取組状況については、翌年度６月に公表している。 

また、各年度の人事院勧告に基づく一般職の職員の給与に関する法律及び関連人事院規

則の改正に伴い、役職員の給与規則等について、国に準じて一部改正を行っている。 

なお、中期目標・中期計画期間の評価手数料収入により、機関別認証評価事業を実施す

るための当該期間の人件費を賄った。 

 
 
※ 職員数については、「中期計画－Ⅰ（２）」に前掲。 
 
 
〇 平成26年度の給与水準の公表 

http://www.niad.ac.jp/n_koukai/houshu/__icsFiles/afieldfile/2015/06/24/no10_pay_level
_H26_2.pdf 

 
〇 平成27年度の給与水準の公表 

http://www.niad.ac.jp/n_koukai/houshu/__icsFiles/afieldfile/2016/06/24/no10_pay_level
_kikou_H27_2.pdf 

 
〇 平成28年度の給与水準の公表 
 http://www.niad.ac.jp/media/001/201706/no10_pay_level_kikou_H28.pdf 

 
 
〇 年度別給与・報酬等支給総額 
（大学改革支援・学位授与機構） 

年  度 平成28年度 平成29年度 
給与・報酬等支給総額（千円） 1,173,619 991,549 

比較増△減（％） － △15.5％ 
 
（旧大学評価・学位授与機構） 

年  度 平成26年度 平成27年度 
給与・報酬等支給総額（千円） 863,036 865,109 

比較増△減（％） － 0.2％ 
 
 
（旧国立大学財務・経営センター） 

年  度 平成26年度 平成27年度 
給与・報酬等支給総額（千円） 157,397 141,466 

比較増△減（％） － △10.1％ 
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〇 年度別対国家公務員指数 
（大学改革支援・学位授与機構） 

年  度  平成28年度 平成29年度 

対国家公務員

指数の状況 

年齢勘案 99.7 99.3 
年齢・地域勘案 99.3 98.5 
年齢・学歴勘案 98.3 97.8 
年齢・地域・ 
学歴勘案 98.9 97.9 

 
（旧大学評価・学位授与機構） 

年  度  平成26年度 平成27年度 

対国家公務員

指数の状況 

年齢勘案 96.0 99.8 
年齢・地域勘案 98.2 100.6 
年齢・学歴勘案 94.9 98.8 
年齢・地域・ 
学歴勘案 97.8 100.5 

 
 
（旧国立大学財務・経営センター） 

年  度  平成26年度 平成27年度 

対国家公務員

指数の状況 

年齢勘案 109.1 107.8 
年齢・地域勘案 95.8 97.2 
年齢・学歴勘案 111.3 106.7 
年齢・地域・ 
学歴勘案 99.7 96.9 
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Ⅳ 短期借入金の限度額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 
 
１ 予算の適正かつ効率的な執行 
 

予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構長の
リーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 
また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事

業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明
性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 

 
２ 固定的経費の削減 
 

効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率化を進め 
ること等により、固定的経費の節減を図る。 
また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むととも
に、その検証結果や取組状況については公表する。 
 

３ 資産の有効活用 
 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣旨を

踏まえ、売却等の措置を検討する。 
 

 
〔中期計画〕Ⅳ 短期借入金の限度額 
 
１ 短期借入金の限度額  82億円 
 
２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合、予定していない退職手当の支

出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人の債務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）な
どにより緊急に資金が必要となる場合等が想定される。 
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  第３期中期計画－Ⅳ 

 
 
 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

第３期中期目標期間中において、短期借入金を必要とする事態は生じなった。 
 
 
 
 
 

Ⅳ 短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額  82億円 
２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合、

予定していない退職手当の支出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学

法人の債務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）などにより緊急に資金が必要と

なる場合等が想定される。 
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Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 
 
１ 予算の適正かつ効率的な執行 
 

予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構長の

リーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 
また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事

業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明

性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 
 
２ 固定的経費の削減 
 

効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率化を進め 
ること等により、固定的経費の節減を図る。 
また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むととも
に、その検証結果や取組状況については公表する。 
 

３ 資産の有効活用 
 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣旨を
踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

 
〔中期計画〕Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 
 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣旨を踏
まえ、売却等の措置を検討する。 
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  第３期中期計画－Ⅴ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

第３期中期目標期間中において、各年度の年間平均入居率が、売却等の措置を行うとさ

れる事態には至らなかった。 
  また、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成 24 年 12 月 14 日行

政改革担当大臣）及び「国家公務員宿舎法施行令の一部を改正する政令」（平成 28 年１月

22 日政令第一四号）（財務省）に基づき、平成 26 年４月１日付及び平成 28 年４月１日付

で、国家公務員宿舎の見直し内容を踏まえ、宿舎使用料の見直しを行った。 
 
 
 
〇小平第２住宅 年間平均入居 

（単位：％） 
 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 
年間平均入居率 90.1 89.1 95.8 62.7 

   
 
 

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 
小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国

の資産債務改革の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 
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Ⅵ 剰余金の使途 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 
 
１ 予算の適正かつ効率的な執行 
 

予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、機構長の
リーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 
また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事

業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明
性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。 

 
２ 固定的経費の削減 
 

効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率化を進め 
ること等により、固定的経費の節減を図る。 
また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むととも
に、その検証結果や取組状況については公表する。 

 
３ 資産の有効活用 
 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革の趣旨を

踏まえ、売却等の措置を検討する。 
 

 
〔中期計画〕Ⅵ 剰余金の使途 
 

決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法に定める業務の充実及び組織

運営の改善のために充てる。 
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  第３期中期計画－Ⅵ 

 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 

 平成26年度及び27年度決算において機関別認証評価事業に係る利益が発生し、積立金と

して整理した。 
 平成28年度及び平成29年度決算において発生した利益のうち、一般勘定に係るものは積

立金として、施設整備勘定に係るものは大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金とし

て整理した。 
 
 
 
 
 

Ⅵ 剰余金の使途 
決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法に

定める業務の充実及び組織運営の改善のために充てる。 
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Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に

関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〔中期目標〕Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 
 
１ 事業の適切な実施に当たり、職員の幅広い人材確保と資質の向上を図る。 

 
〔中期計画〕Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
 

１ 人事に関する計画 

 

（１）方針 

① 業務運営の効率化を推進し、業務量の変動に応じた柔軟な組織体制を構築するとともに、人事交流により幅

広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。 

② 特に事務系職員には、専門的な能力の向上を図るため、実践的研修を実施するとともに専門的研修事業の活

用を行い、各種研修へ年間延べ 200 名以上の職員を参加させる。 

 

（２）人員に係る指標 

常勤職員数（期限付職員を除く。）については、適宜適切に、業務等を精査し、職員数の適正化に努める。 

 

（参考） 

中期目標期間中の人件費総額 

中期目標期間中の人件費総額見込み 

         4,547 百万円 

 

ただし、上記の額は、役員及び常勤職員に対する給与、賞与、その他の手当、法定福利費であり、退職手当

は含まない。 
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自己評価の結果 

中期計画 評定 根 拠 

１ 人事に関する計画 

（１）方針 

① 業務運営の効率化を推進し、業務量の変動に応じた

柔軟な組織体制を構築するとともに、人事交流により

幅広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配

置を行う。 

② 特に事務系職員には、専門的な能力の向上を図るた

め、実践的研修を実施するとともに専門的研修事業の

活用を行い、各種研修へ年間延べ200名以上の職員を

参加させる。 

 

（２）人員に係る指標 

常勤職員数（期限付職員を除く。）については、適宜

適切に、業務等を精査し、職員数の適正化に努める。 

 

 

（参考） 

    中期目標期間中の人件費総額 

    中期目標期間中の人件費総額見込み 

         4,547百万円 

 

     ただし、上記の額は、役員及び常勤職員に対する

給与、賞与、その他の手当、法定福利費であり、退

職手当は含まない。 

 

Ｂ 人員の適正配置を実施した。 

また、人事交流により幅広い人事の確保を図

りつつ、業務の継続性にも配慮した。 

さらに、研修の実施により事務系職員の能力

向上を図った。 

以上のことから中期計画における所期の目標

を達成する見込みであると判断し、Ｂとした。 

＜課題と対応＞ 

 特記すべき課題は検出していない。 
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  第３期中期計画－Ⅶ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  実績・参考データ 
 
 業務運営の効率化、柔軟な組織体制の構築  

 
  業務運営の効率化については、毎年度各課・室の組織目標で業務効率化を掲げ、業務運

営の効率化を推進している。 
事務系職員については、各事業の業務量の変動等を踏まえて、組織の見直し、人員の適

正配置を実施した。 
 
※ 詳細は、「中期計画－Ⅰ（２）」に前掲。 

 
 
 人事交流による幅広い人材の確保  

 
  他機関との人事交流は、課長以上を除くすべての役職段階の職について実施し、組織の

活性化と機構の業務に即応できる人材を確保した。 
 
 〇 人事交流の実施状況 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 
機関 40 50 58 41 32 
人数 52 63 77 51 39 

 
 
 実践的研修の実施、専門的研修事業の活用  

 
  業務遂行に必要となる職員の資質及び専門的な能力の向上を図り、機構において実践的

研修を実施するとともに、外部機関が実施している専門的研修を積極的に活用し、各年度

延べ200名を超える事務系職員を各種研修に参加させた。 
 
 ① 実践的研修等（機構実施） 
  ・ 質保証研修（全職員を対象に、機構が実施する大学評価、学位授与等の高等教育の

質保証に係る業務に関する基礎知識を獲得し、理解を深めることを目的に平成27年度

より実施） 
  ・ 評価事業研修（全職員を対象に平成26年度実施） 

１ 人事に関する計画 
（１）方針 

① 業務運営の効率化を推進し、業務量の変動に応じた柔軟な組織体制を構築するとと

もに、人事交流により幅広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行

う。 
② 特に事務系職員には、専門的な能力の向上を図るため、実践的研修を実施するとと

もに専門的研修事業の活用を行い、各種研修へ年間延べ200名以上の職員を参加させ

る。 
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  ・ 学位授与事業研修（全職員を対象に平成26年度実施） 
・ パソコン研修（全職員を対象に、総務省主催情報システム統一研修のうち、CD-

ROMを利用したeラーニングを四半期ごとに実施） 
  ・ 英語研修（事務系職員を対象に、研修委託事業者からの講師派遣による研修を実

施） 
  ・ メンタルヘルス研修（全職員を対象に実施） 
  ・ ハラスメント研修（全職員を対象に実施） 
 
  ◯ 英語研修の様子 

    
 ② 専門的研修等（外部機関実施） 
   放送大学の活用並びに情報システム、会計、人事等に関する研修等に参加 
 
 ③ 文部科学省関係機関職員行政実務研修 
 
 ④ 海外派遣研修（事務系職員をオーストラリアへ派遣） 
 

⑤ 事務系職員が自主的に行う研修及び資格取得に対する助成（事務系職員を対象に平成27
年度より実施） 

 
◯ 第３期中期目標期間中の研修受講状況 
  

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 
実践的研修等 229 366 589 263 
専門的研修等 55 51 63 52 
合計 284 417 652 315 

 
 
 
 
 
 



Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

- 233 - 

 
  第３期中期計画－Ⅶ 

 
 
 
 
 
 
  実績・参考データ 
 
 職員数の適正化  

 
  業務量の変動に応じた職員数の確保に努めつつ、各課・室の組織目標で業務効率化を掲

げ、必要に応じ業務内容等の精査を行って職員数の適正化に努めている。 
 
 〇 常勤職員数 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 
年度当初 133 128 179 148 136 
年度末 132 139 177 147 未定 

 
 
 
 
 

１ 人事に関する計画 
（２）人員に係る指標 

常勤職員数（期限付職員を除く。）については、適宜適切に、業務等を精査し、職員数

の適正化に努める。 



 

 

 

 

 

＜参 考＞ 

 

・ 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の中期目標 

・ 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の中期計画 

 



（平成 28 年４月１日 文部科学大臣指示） 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の中期目標 

 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 29 条の規定により、独立行政法人大学改革支援・学位授

与機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を次のとおり定める。 

 

 

（前文） 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、高等教育の発展に資する業務の公

共的重要性に鑑み、業務の公正かつ能率的、効果的な運営を基本方針として、以下の業務を総合的に行うこと

により、大学等（大学、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関をいう。）の教育研究水準の向上を図る

とともに、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「国立大学法

人等」という。）の教育研究環境の整備充実を図り、併せて、高等教育の段階における多様な学習の成果が適

切に評価される社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目標とする。 

 

（１）大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について、評価を行い、そ

の結果について、当該大学等及び設置者に提供し、並びに公表すること。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施

設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付けを行うこと。 

 

（３）国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若しくは整備又

は設備の設置に必要な資金の交付を行うこと。 

 

（４）学校教育法第 104 条第４項の規定により、学位を授与すること。 

 

（５）大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うために必要な

学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。 

 

（６）大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する情報及び大学における各種の学習の機会に関

する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

 

中期目標の期間において、機構は、我が国の認証評価制度全体の改善に資するために、国際的な動向等を踏

まえた効果的・効率的な評価方法の開発等とその実証を通じた評価の改善サイクルの構築、民間認証評価機関

や大学等への専門的知見の提供等の取組を通じて、先導的役割を果たすことが求められる。 

また、機構は、国立大学法人等の施設整備等に必要な資金の多様かつ安定的な財源確保を行う観点から、貸

付け及び交付等の融資等業務（施設費貸付事業、施設費交付事業、承継債務償還業務及び旧特定学校財産の管

理処分並びにこれらに密接に関連する業務）と、これらに密接に関連する調査、分析、助言等を総合的に行う

ことにより、国立大学法人等の教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を図り、もって国立大学法

人等の教育研究の一層の振興を図る役割を果たしていく必要がある。 

さらに、機構は、我が国において大学以外で学位を授与することができる唯一の機関として、多様化する学

習者に対して学位取得の機会を提供することにより、我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等



 

教育機関の国際通用性を伴った多様な発展に寄与していくことが求められる。 

併せて、グローバル社会に対応した大学等の国際化の促進が求められる中、我が国の高等教育の質保証機関

として、機構の国際的な役割の重要性が高まっている。機構が、高等教育の質保証に関する調査研究や大学等

における質保証の支援、国内外の質保証機関等との連携を通じた活動を推進し、我が国の高等教育の国際通用

性の向上に資することを期待する。 

 

 

機構が、これまでの評価及び財務・経営情報に関する知見を活かしつつ、教育研究活動の評価及び施設費貸

付事業それぞれの質の向上を図るなど、法人統合の効果を十分に発揮し、このような役割を果たすことにより、

大学等の教育研究活動面と経営面の改革を支援するため、機構の中期目標を以下のとおりとする。 

 

 

Ⅰ 中期目標の期間 

 

機構の第３期の中期目標の期間は、平成 26 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの５年間とする。 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

 運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見直し、効率化を進

める。また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合による事務の合理化を図っているところであ

るが、今後も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業務の効率化を図る。 

 

（１）一般管理費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以上を削減する

ほか、その他の事業費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％以上の

業務の効率化を図る。 

   また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、事

業の継続性に十分留意する。 

 なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価の実施等に伴う事務・事業の

業務量の変動に対応して、組織の見直しを図る。 

 

（３）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に関する基本的な

方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）により決定された「独立行政法人における調達等合理化の取組の

推進について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、適正化を推進する。 

 

（４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏まえ、必要に応

じて情報システム環境の見直しを図る。 

 

（５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制における内部統制の仕組みを整備するとともに、機構長

をはじめとした関係職員で構成する企画調整会議を毎月開催し、機構のミッションや管理運営方針の役職

員への周知徹底を図るなど適切な業務運営と内部統制の充実・強化を図り、必要に応じて見直しを行う。 

 



 

 

Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

１ 総合的事項 

 

（１）機構の高等教育の発展に資するという業務の性格に鑑み、幅広く大学関係者及び有識者等の参画を得た

業務運営を行うため、会議における外部有識者（大学関係者及び有識者）の割合を 80％以上とする。 

 

（２）機構の業務運営及び事業について、効果的かつ効率的に推進するために、ＰＤＣＡ（Plan（計画）、Do

（実行）、Check（評価）、Act（改善））サイクルを構築することを目的とし、自己点検・評価委員会を年

に３回以上開催する。 

また、本中期目標期間中に業務等に関する自己点検・評価の結果についての外部検証を行い、その結果

に基づき、業務の見直しを図る。なお、調査研究については、その成果及び活用状況等について高等教育

関係者による評価を受ける。 

 

２ 教育研究活動等の評価 

 

我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行えるよう、認証評価制度全体の改善に資するため、

評価に関する調査研究や国内外の質保証機関との連携等により得られた知見を活用して新たな評価方法の開

発等を行い、その実証を通じて、継続的に評価の進化を図るためのサイクルを構築する。こうした取組を推進

し、民間認証評価機関や大学等への専門的知見の積極的提供を図るため、認証評価機関連絡協議会を年間２回

以上開催するなど、先導的役割に特化することとする。 

さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究水準の向上に資するため、調査研究等の成果を

活用し、評価を行う。 

 

（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 

 

現行の評価制度の枠組みによらない取組として、毎年度、大学等の希望に応じ、大学等の個性の伸長及び

特色の明確化に一層資するための評価等を実施する。これにより、評価の選択肢の拡充や、先進的な評価手

法の開発等に資する。 

 

② 大学、高等専門学校又は専門職大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 

 

毎年度、大学又は高等専門学校の求めに応じて、その教育研究等の総合的状況に関する評価又は専門職大

学院の教育研究活動の状況に係る評価を適切に実施し、その結果を当該大学等に提供し、教育研究活動等の

質を保証するとともに、その改善に資する。併せて当該大学等の活動について、広く国民の理解と支持が得

られるよう、毎年度、評価結果を公表する。 

なお、民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教育機関への影響を

考慮しつつ、機構自らが実施する認証評価について、本中期目標期間中にその数を段階的に削減し将来的な

廃止を含めた在り方を検討する。また、法科大学院に係る評価については、政府における法曹養成制度改革



 

の動向を踏まえ、本中期目標期間中に当該評価に係る運営費交付金の具体的な削減目標を設定し、その負担

割合を段階的に削減することとする。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価 

 

文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請に基づいて、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育

研究の質の向上と個性の伸長に資するとともに、社会に対する説明責任を果たすことを実施方針とし、国立大

学法人及び大学共同利用機関法人 90 法人の教育研究の状況についての評価を適切に実施する。 

 

  

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

 

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営のため、機構は、我が国の高等教育及び学術研究の中心的な役割を

果たしている国立大学法人等における教育研究環境の整備充実と財務及び経営の改善を図ることにより、国立

大学法人等が、より一層、活性化及び発展し、社会に貢献できるよう支援することを基本とする。 

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活動基盤であって、

質の高い、安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文部科学省の施設整備等に関する計画に基

づき、国立大学法人等の施設整備等を多様な財源により安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、

機構において、文部科学省の策定する方針に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付

け及び交付を行う。また、訪問調査を年に５回以上実施することにより、事業が適切に機能しているかを確認

する。 

なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大学法人等と密接な連携を図りつつ、円滑な業務の

推進に努める。 

 

（１）施設費貸付事業については、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、教育研究環境の整備充実

のため、毎年度、長期借入金等を財源として土地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要

な資金の貸付けを行う。特に、大学附属病院については、近年の社会情勢や医療構造の変化に対応すべく

教育・研究・診療等の機能を確実に提供することが求められていることから、これらを十分に踏まえた資

金の貸付けを実施する。 

それに際しては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善にも資するよう、効率

的な資金の調達を実施するとともに、国立大学法人等の収支状況等に即した精度の高い審査を実施し、債

権の確実な償還に努め、債権を確実に回収する。 

 

（２）施設費交付事業については、毎年度、国立大学法人等に対し、教育研究環境の整備充実のため、土地の

取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の交付を行う。 

なお、中長期的視点からその在り方及び財源の確保について検討を行い、本中期目標期間中に一定の結

論を得る。 

 

４ 国から承継した財産等の処理 

 

（１）国から承継した旧国立学校設置法第９条の５第１号に規定する特定学校財産の処分については、公用・

公共用優先の原則等を勘案しながら、処分の予定時期等を定めた計画を策定し、毎年度その進捗状況を明



 

確にする。 

 

（２）国立大学法人法附則第 12 条第１項の規定により国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務

（旧国立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る

利子の支払いを確実に行う。 

 

 

５ 学位授与 

 

我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教育機関の国際通用性を伴った多様な発展等に寄

与するため、大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階の様々な学習の成果を評価し、大学の

卒業者又は大学院の修了者と同等の水準にあると認められる者に対して学位を授与する。また、学位授与事業

に関する情報発信のための説明会を毎年度３回開催する。なお、学位授与事業の実施に当たっては、調査研究

の成果を活用する。 

また、事業全体について効率化及び合理化を図るとともに、学位審査手数料の引上げにより、中期目標期間

終了時までに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げることとする。なお、省庁大学校修了者に対する

学位授与については、引き続き運営費交付金を充当せずに収支均衡させることとする。 

 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与  

単位積み上げ型による学士の学位授与については、審査により学士の水準を有していると認められる者に対

して学士の学位を授与する。 

また、短期大学及び高等専門学校の専攻科の申し出に基づき、学校教育法第 104 条第４項第１号に規定する

文部科学大臣の定める学習として、専攻科の教育内容等が大学教育に相当する水準を有しているか審査を行い、

機構が定める要件を満たすものについて認定することにより、当該専攻科で修得した単位が大学で修得した単

位と同等であることを保証し、機構が授与する学位の水準を確保する。 

機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科修了見込み者に対する審査については、学位の審査

と授与を円滑に行うため、新たな審査方式を導入する。 

 

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 

学校教育法第 104 条第４項第２号に規定する学校以外の教育施設の課程で大学又は大学院に相当する教育

を行うものの認定に当たっては、省庁大学校からの認定の申出に基づき、大学の学部、大学院の修士課程又は

博士課程の水準を有しているか審査を行い、認定することにより、当該課程が大学又は大学院の水準と同等で

あることを保証し、機構が授与する学位の水準を確保する。また、省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請

を行う者に対しては、審査により、学士、修士又は博士の学位の水準を有していると認められる者にそれぞれ

の学位を授与する。 

 

（３）学位授与事業についての広報 

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する学習者に対して有用な情報を提供するとともに、学位授与事業

に関する情報を積極的に発信し、社会における理解の増進や申請者の拡大に資する。 

 

 

６ 質保証連携 



 

 

我が国の高等教育の発展に資するため、大学等と連携し、大学等における質保証を支援する。また、国内外

の質保証機関と連携し、研修会等を毎年度５回以上実施するなど、我が国の評価制度全体の改善と高等教育へ

の国際的な信頼性を高めるための活動を行う。 

なお、これらの事業実施に当たっては、調査研究の成果を活用する。 

 

（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 

 

① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 

 

大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に役立てるとともに、機構が行う評価の改善・向上に

活用するため、諸外国の質保証の動向等についてウェブサイト等により情報提供を行うなど、大学等の教

育研究活動等の状況に係る情報の収集、整理及び提供を行う。この際、国際連携ウェブサイトの年間アク

セス数を 16 万件以上を目指す。 

また、学習機会の多様化や生涯学習の展開が進む社会の状況を踏まえて、各種の学習に関する情報及び

学位授与状況等の情報の収集、整理、提供を行う。 

これらの業務の一環として、データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表の仕組みとしての大学

ポートレートを、日本私立学校振興・共済事業団と連携して、運用する。大学ポートレートでは、大学の

機能・特色に応じた多様な情報を国内外の様々な者に提供することにより、社会において実態に即した大

学像の共有が図られるように努める。当該目標を達成するため、毎年度、大学ポートレートへの大学の参

加状況や利用者の利用状況等の把握・分析等を行い、その改善に取り組むものとする。 

 

② 質保証人材育成 

 

大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の担当者に対する研修

を毎年度実施するなど、質保証に関わる人材の能力向上に資する活動を行う。 

 

（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組 

 

   我が国の高等教育に係る国際的な信頼性を高めるため、国内外の質保証機関や評価機関等と連携し、国

際的な質保証活動に参画するとともに、多様化する高等教育の質の向上及び質保証に資する活動を行う。 

 

 

７ 調査研究 

 

我が国の大学等の教育研究について、国際通用性を踏まえた質の保証や向上に向けた環境を整備するため

の調査研究を行い、調査研究の成果を機構の事業に活用するとともに、シンポジウム及び研究会等を開催し、

その成果の活用・普及を図る。その際、認証評価に係る調査研究について、機構が先導的役割を担うための

ものに限定することとする。調査研究の実施に当たっては、社会的要請の高い課題に取り組む。なお、調査

研究業務の実施に当たっては、経費の削減及び業務の効率化に配慮して実施することとする。 

 

（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 



 

 

   次の調査研究を行う。 

 

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 

我が国の大学等が質の確保及び教育研究活動等の社会への説明責任を果たすことを支援するため、国

際通用性のある質の高い評価システムの在り方に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する大学

等の評価を実証的に検証し、本中期目標期間中に上記の調査研究に係る成果等を公表する。    

 

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 

学位の質の確保及び多様な学習機会への社会の要請に応えるため、学位授与の要件となる学習の成果

の評価に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する学位授与を実証的に検証し、本中期目標期間

中に上記の調査研究に係る成果を公表する。 

 

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 

高等教育の質保証に係る情報の活用、大学等における質保証システムの構築及び国際的な質保証と学

位・単位の通用性に関する調査研究を行い、本中期目標期間中に上記の調査研究に係る成果を公表する。 

 

（２）調査研究の成果の活用及び評価 

   

（１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用するとともに、毎年度、４

回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査研究の成果の普及を図る。 

 

① 機構の事業への調査研究の成果の活用 

大学評価及び学位授与の各事業の実施結果を適切な手法を用いて分析して実証的研究の報告として

とりまとめ、評価手法の開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善に活用するとともに、その活

用状況を報告・公表する。 

 

② 社会への調査研究の成果の提供 

我が国の高等教育政策の動向に対応した調査研究の成果等を、シンポジウム及び研究会等の開催等に

より、毎年度、社会及び高等教育関係者へ提供し、調査研究の成果を普及させる。 

 

③ 調査研究の成果と実績の評価 

調査研究の成果を学術論文として公表するほか、機構における事業実施の検証等の結果を高等教育関

係者に報告することにより、調査研究の実績を適切に評価し、研究の質を確保する方策をとる。 

 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

 

１ 予算の適正かつ効率的な執行 

 

予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、

機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 



 

また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その

結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内

容等の一層の透明性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図

る。 

 

２ 固定的経費の削減 

 

効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率

化を進めること等により、固定的経費の節減を図る。 

また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組

むとともに、その検証結果や取組状況については公表する。 

 

３ 資産の有効活用 

 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革

の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 事業の適切な実施に当たり、職員の幅広い人材確保と資質の向上を図る。 



平成28年4月1日 文部科学大臣認可

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の中期計画

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第30条の規定により、独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構（以下「機構」という。）が中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」

という。）を次のとおり定める。

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見直

し、効率化を進める。また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合による事務の

合理化を図っているところであるが、今後も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業

務の効率化を図る。

（１）一般管理費（退職手当を除く）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以

上を削減するほか、その他の事業費（退職手当を除く）について、中期目標の期間中、毎

事業年度につき１％以上の業務の効率化を図る。

また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業である

ことに鑑み、事業の継続性に十分留意する。

なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも

留意する。

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価の実施等の各

事業の業務量の変動に伴い、必要に応じて組織の見直しを行うとともに、人員の適正配置

を実施する。その際、管理業務について、集約化やアウトソーシングの活用などにより、

法人全体として管理部門をスリム化することについて検討する。

（３）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に

関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）により決定された「独立行政法人に

おける調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日総務大臣決定）に基づき、

適正化を推進するため、機構が策定する「調達等合理化計画」に沿って、取組を着実に実

施するとともに、その取組状況を公表する。

（４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏

まえ、必要に応じて情報システム環境の見直しを図るとともに、事務情報化を推進し、事

務処理のより一層の効率化を図る。

（５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制における内部統制の仕組みを整備すると

ともに、適切な業務運営を行うため、リスクマネジメント体制の整備、企画調整会議の毎

月の開催等による組織にとって重要な情報の把握及び機構のミッションや管理運営方針の

役職員への周知徹底を行い、内部統制の充実・強化を図り必要に応じて見直しを行う。ま

た、監事による監査や会計監査人による法定監査により、機構の業務運営全般について厳

格なチェックを行う。

（６）予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係

る情報を把握し、機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効
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率的な執行を図る。

また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実

施を促進し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの

実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、内部監査の

充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置

１ 総合的事項

（１）大学関係者及び有識者等の参画を得て業務運営を行うため、会議における外部有識者（大

学関係者及び有識者）の割合を80％以上とする。なお、評価事業及び学位授与事業の実施

に当たっては、評価担当者や審査委員となる外部の学識経験者について負担の軽減を図り

つつ、計画的な確保を行う。

（２）機構の業務運営及び事業について、効果的、効率的に推進するために、自己点検・評価

委員会を年に３回以上開催し、達成目標、実施体制を明確に設定した上で、その推進を図

るとともに、進捗状況のフォローアップを適時、適切に行い、これらに関する自己点検・

評価を実施して、その結果に基づき業務等の見直しを図る。

また、次期中期目標期間における業務の改善に資する観点から、本中期目標期間中に、

外部検証委員会において、自己点検・評価の結果についての検証等を実施し、その結果に

基づき、業務の見直し・改善を図る。

なお、調査研究については、その成果及び活用状況等について高等教育関係者による評

価を受ける。

２ 教育研究活動等の評価

我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行えるよう、評価に関する調査研究

や国内外の質保証機関との連携等により得られた知見を活用し、大学等（大学、短期大学、

高等専門学校、大学共同利用機関をいう。）の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するた

めの評価、及び、大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価

を行う。また、民間認証評価機関や大学等に専門的知見の提供等を積極的に行うため、認証

評価機関連絡協議会を年間２回以上開催する。これらの取組を推進することにより、認証評

価全体の改善に資するための先導的役割に特化する。

さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究水準の向上に資するため、文

部科学省国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、調査研究等の成果を活用し、国立大

学法人及び大学共同利用機関法人の中期目標期間における教育研究の状況について評価を行

う。

（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等

ア 毎年度、大学等の希望に応じて、研究活動の状況、地域貢献活動の状況、教育の国

際化の状況等について、それぞれ機構が定める評価基準に従って選択評価を行い、評

価結果を当該大学等に通知するとともに公表する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年

度、評価担当者の研修を実施する。
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ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を

行うことにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげ

る。

エ 評価の国際通用性や高等教育政策上の要請を踏まえた評価システムを構築するた

め、本中期目標期間中に評価に関する調査研究の成果を反映した新たな評価基準等の

策定に向けた検討を行う。

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価

ア 毎年度、大学、高等専門学校及び法科大学院の求めに応じて、機構が定める評価基

準に従って大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況について評価

を行い、評価結果を当該大学、高等専門学校及び法科大学院に通知するとともに公表

する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年

度、評価担当者の研修を実施する。

ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を

行うことにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげ

る。

エ 民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教育

機関への影響を考慮しつつ、機構自らが実施する認証評価について、本中期目標期間

中にその数を段階的に削減し将来的な廃止を含めた在り方を検討する。

オ 認証評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を除き、原則と

して手数料収入で必要な経費を賄うよう、合理化・効率化を図る。

カ 法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価については、政府における法曹養

成制度改革の動向を踏まえ、本中期目標期間中に当該評価に係る運営費交付金の具体

的な削減目標を設定し、その負担割合を段階的に削減する。

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する評価

ア 国立大学法人及び大学共同利用機関法人90法人の第２期中期目標期間における教育

研究の状況について、評価を行い、評価結果について、文部科学省国立大学法人評価

委員会に提出するとともに、社会に公表する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう、評価体制等を構築し、大学の教育情報

に係るデータベースを活用するとともに、評価担当者の研修を実施する。

ウ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第２期中期目標期間における教育研究の

状況の評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うこと等により検証し、第３

期の評価に向けた評価方法を改善するための検討を行う。

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活

動基盤であって、質の高い、安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文部科

学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等の施設整備等を多様な財源により

安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、文部科学省の策定する方針に基づき、

国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付け及び交付を行う。

なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大学法人等と密接な連携を図りつ

つ、円滑な業務実施に努める。

（１）施設費貸付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大学共同利用機関

法人に対し、大学附属病院の施設整備及び国立大学の移転による整備等に必要な資金と

して貸付けを行う。
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② 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行により資金の調達を行う。

その際、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資するよう、

公募等による効率的な資金の調達に努める。

③ 貸付けの審査に当たって、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度の高い審査

を実施することにより償還確実性の確保に努める。

また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機能の達成状況と

そのバランス等を確認する。

なお、これらが確実に実施できる審査体制の構築に努める。

④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行うた

め、年間５箇所以上の貸付先訪問調査を実施する。

⑤ 民間資金の調達にあたり、ＩＲ活動として年間５箇所以上の投資家を訪問し、説明及

び情報発信を行う。

⑥ 機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を効果的・効率的に行うための調査、

分析を行う。

（２）施設費交付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特定学校財産を処

分することで得られる収入、各国立大学法人等からの財産処分収入の一定部分の納付金

等の財源により、国立大学法人等に対し、施設整備等に必要な資金として交付を行う。

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和30年法律第179号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図るため、

年間５箇所以上の交付先訪問調査を実施する。

③ 交付事業財源の確保について、文部科学省及び国立大学法人等の関係機関との連携を

図るとともに、外部有識者、専門家の協力を得る等により本中期計画期間中に具体的な

検討を行い、一定の結論を得る。

４ 国から承継した財産等の処理

（１）旧特定学校財産の管理処分

国から承継した旧特定学校財産である東京大学生産技術研究所跡地については、施設費

交付事業等の財源に充てるため、独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館用地として

貸与しつつ、売却を進める。

なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画において策定することとし、毎年

度その進捗状況を明確にする。

（２）承継債務償還

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係国立大学

法人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく国立

学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る利子の支払いを確実

に行う。

５ 学位授与

我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教育機関の国際通用性を伴った多

様な発展等に寄与するため、大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階の様

々な学習の成果を評価し、大学の卒業者又は大学院の修了者と同等の水準にあると認められ

る者に対して学位を授与する。なお、学位授与事業の実施に当たっては、調査研究の成果を

活用する。
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さらに、事業全体について効率化及び合理化を図るとともに、学位審査手数料の引上げに

より、中期目標期間終了時までに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げる。また、

省庁大学校修了者に対する学位授与については、引き続き運営費交付金を充当せずに収支均

衡させる。

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与

① 単位積み上げ型による学士の学位授与については、申請者に係る修得単位の審査並び

に学修成果についての審査及び試験等を行い、各専攻分野の学士の水準を有していると

認められる者に対して、申請後６月以内に学士の学位を授与する。

また、引き続き、インターネットを利用した電子申請の推進、不合格者に対する個別理

由の通知など、利便性向上の取組を推進する。

② 短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定申出に基づき、大学教育に相当する水準を

有しているか審査を行い、基準を満たす専攻科については認定するとともに、一定期間

ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。

③ 機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科の修了見込み者に対する審査

については、学位の質を担保しつつ、円滑な学位の審査と授与を行うための新たな審査

方式を平成27年度中に導入する。

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与

① 省庁大学校からの課程の認定申出に基づき、大学の学部、大学院の修士課程又は博士

課程の水準を有しているか審査を行い、認定するとともに、一定期間ごとに、その水準

を維持しているか審査を行う。

② 省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請を行う者に対しては、審査により各専攻分

野の学士、修士又は博士としての水準を有していると認められる者に、学士は申請後１

月以内に、修士及び博士は原則として申請後６月以内に学位を授与する。

（３）学位授与事業についての広報

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する潜在的な学習者に対する支援のため、また、

学位授与事業に関する情報を積極的に発信して、社会における理解の増進や申請者の拡大

に資するため、電子媒体やパンフレット等により、機構の学位授与制度について広報する。

また、学位授与事業に関する情報発信のための説明会を毎年度３回開催する。

６ 質保証連携

大学等における質保証を支援するため、大学等と連携し、大学等における内部質保証シス

テムの確立に資するよう、国内外の質保証に係る情報の収集、整理及び提供、質保証に関わ

る人材の能力開発を行う。また、大学等における各種の学習の機会等に関する情報の収集、

整理及び提供を行う。

さらに、国内外の質保証機関と連携し、研修会等を毎年度５回以上実施するなど、我が国

の評価制度全体の改善に資する活動を行う。また、我が国の高等教育への国際的な信頼性を

高めるため、国際的な質保証活動に積極的に参画し、関係機関と協力して活動を行う。

併せて、これらの活動について社会に広く発信する。

（１） 大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組

① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供

ア 大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に資するための情報を収集・整理

し、提供する。

イ 国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係

る制度情報や動向について収集・整理し、ウェブサイト等により提供する。国際連携
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ウェブサイトの年間アクセス数は、16万件以上とする。

ウ 高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対応するため、各

種の学習に関する情報及び大学における学位授与状況調査等の学位に関する情報を収

集・整理し、提供する。

エ データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表の仕組みとしての大学ポートレ

ートを、日本私立学校振興・共済事業団と連携して、運用する。その際、毎年度、大

学ポートレートへの参加大学数や大学による情報公表の状況、大学ポートレートウェ

ブサイトへのアクセス状況及び利用者の意見の把握・分析等を通じてその効果を検証

するとともに、その結果を踏まえて改善に取り組むものとする。

② 質保証人材育成

大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の担

当者に対する研修を毎年度実施するなど、自己点検・評価、ＩＲ（インスティチューシ

ョナル・リサーチ）、大学評価等の質保証に関わる人材の能力向上のための取組を行う。

（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組

① 我が国の大学等の評価の効果的かつ効率的な実施のため、認証評価機関連絡協議会等

を通じて、国内の評価機関等との連携・協力を進めるとともに、国内の評価機関等に対

して評価に関する専門的知見等の提供を行う。

② 我が国の高等教育の質保証に係る国際通用性の確保を図るとともに、グローバル時代

に即した質保証の発展に資するため、諸外国の質保証機関及び国際的な質保証ネットワ

ーク等と連携・協力した活動を行う。また、大学等の国際的な連携に伴う教育の質保証

に資する活動を行う。

７ 調査研究

機構における大学評価、学位授与及び質保証連携の各事業等の基底となる基盤的研究並び

に事業の検証等に係る実証的研究を推進するとともに、我が国の高等教育の質保証に関する

政策課題に対応した重点的調査研究を実施する。その際、認証評価に係る調査研究について、

機構が先導的役割を担うためのものに限定するものとする。調査研究の実施に当たっては、

機構の事業担当部課と共同で取り組むほか、経費の削減及び業務の効率化にも配慮しつつ、

大学等及び国内外の質保証機関等との連携により研究成果の共有と定着を図る。これらの調

査研究の成果を機構の事業に反映させるとともに、シンポジウム及び研究会等の開催等を通

じて社会へ公開して普及に努め、調査研究の実績を適切に評価する。

（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究

次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究

ア 大学等の教育研究の評価の在り方に関する研究

我が国における大学等の教育研究活動等の評価の適切性や効果の検証を通じて、今

後の我が国の大学等の評価の在り方を追究するとともに、評価の国際通用性を企図し

た教育研究活動等の評価の在り方及び高等教育政策の進展に伴う要請に対応した評価

システムに関する研究を行う。

イ 機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究

機構の実施する大学等の教育研究活動等の評価実施の結果を分析し、評価が大学等

において有効に機能しているかどうかを検証するとともに、効果的で効率的な評価の

在り方を実証的に研究する。

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究

ア 学位の要件となる学習の体系性に関する研究

学位授与の要件となる学習の体系的な構成と学位の構造・機能について、学位・単
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位制度に関する理論的基底及び学位授与業務を通じて蓄積された知見と実績を踏まえ

て研究する。

イ 機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究

高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認定する方法

を研究するとともに、機構の学位授与の現状及び社会的要請を把握し、実施状況を検

討して、今後の学位授与の在り方を実証的に研究する。

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究

ア 高等教育の質保証に係る情報の活用に関する研究

質保証を確立するための評価において必要とされる情報の収集・整理・分析・公表

等の検討及び教育研究活動に関する指標の開発等、大学等における自己評価及び評価

機関等による評価の活用に関する研究を行う。

イ 大学等における教育研究の質保証及び質保証システムの構築に関する研究

我が国の大学等における教育研究の質保証に資するため、学位授与に至る教育課程

の編成及び学習成果の評価手法等の在り方に関する調査研究を行うとともに、自律的

な質保証活動を機能させるための多様な自己評価手法等に関する参照指針とそれに基

づく人材育成及び能力開発のためのプログラムの研究開発を進める。

ウ 高等教育の国際的な質保証と学位・単位の国際通用性に関する研究

質保証を伴う国際的な教育プログラムの在り方及び国内外で取得された学位及び単

位の相互認証のための情報提供の在り方について調査研究を行い、大学等の支援のた

めの仕組みを検討する。

（２）調査研究の成果の活用及び評価

（１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用すると

ともに、毎年度、４回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査研究

の成果の普及を図る。

① 機構の事業への調査研究の成果の活用

大学評価及び学位授与の各事業の実施結果に対する実証的研究の成果を報告としてと

りまとめて、評価手法の開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善に活用する。

また、その状況を、調査研究と事業を一体的に捉えた成果の活用状況として公表する。

② 社会への調査研究の成果の提供

質保証のための評価システムに関する研究成果、学位授与の要件等の学位システムに関

する研究成果及び国際通用性のある質保証に係る研究成果等を、社会及び高等教育関係

者へ参照情報として提供する。また、定期的に開催する大学質保証フォーラム等を通じ

て、これらの成果の普及を図る。

③ 調査研究の成果と実績の評価

基盤的研究及び実証的研究の研究成果を関連学協会等の学術論文誌及び機構で発行する

学術誌『大学評価・学位研究』に査読を受けて公表する。また、各年度の各事業実施の

検証等の結果及び事業によっては区切りとなる年度に当該期間の総括的な検証等の結果

を高等教育関係者に報告する。さらに、各年度にシンポジウムを１回以上、研究会を３

回以上開催し、調査研究の成果について議論を行う。これらを通じて、調査研究の実績

を適切に評価して研究の質を確保するとともに、高等教育政策の動向に対応した調査研

究の課題を不断に見直す。

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 予算 別紙１のとおり

２ 収支計画 別紙２のとおり

３ 資金計画 別紙３のとおり
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４ 人件費の効率化

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化

に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況については公表する。

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額 82億円

２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合、予定

していない退職手当の支出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人の債

務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場合等が

想定される。

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の

資産債務改革の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。

Ⅵ 剰余金の使途

決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法に定
める業務の充実及び組織運営の改善のために充てる。

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

（１）方針

① 業務運営の効率化を推進し、業務量の変動に応じた柔軟な組織体制を構築するととも

に、人事交流により幅広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。

② 特に事務系職員には、専門的な能力の向上を図るため、実践的研修を実施するととも

に専門的研修事業の活用を行い、各種研修へ年間延べ200名以上の職員を参加させる。

（２）人員に係る指標

常勤職員数（期限付職員を除く。）については、適宜適切に、業務等を精査し、職員数

の適正化に努める。

（参考）

中期目標期間中の人件費総額

中期目標期間中の人件費総額見込み

4,547百万円
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ただし、上記の額は、役員及び常勤職員に対する給与、賞与、その他の手当、法定福

利費であり、退職手当は含まない。

２ 中期目標の期間を超える債務負担

長期借入金 （単位：百万円）

区 分 H28 H29 H30

長期借入金 70,480 68,601 64,790

償 還 金

区 分 中期目標 次期以降 総 債 務

期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入金 203,872 701,125 904,997

償 還 金



（別紙１）

（単位：百万円）

収入

運営費交付金

大学等認証評価手数料

学位授与審査手数料

長期借入金等 0 158,400 158,400

長期貸付金等回収金 0 216,939 216,939

長期貸付金等受取利息 0 27,241 27,241

財産処分収入 0 9,030 9,030

財産賃貸収入 0 320 320

財産処分収入納付金 0 474 474

有価証券利息 0 6 6

その他

支出

業務等経費

うち　人件費（退職手当を除く）

　　　　　　　 物件費

        　　　 退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

一般管理費

うち　人件費（退職手当を除く）

　　　　　　　 物件費

         　　　退職手当

施設費貸付事業費

施設費交付事業費

長期借入金等償還

長期借入金等支払利息

公租公課等

債券発行諸費

債券利息

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

※施設整備勘定は平成２８年度～平成３０年度の予算である。

計 9,494 414,682 424,176

0 41 41

0 318 318

0 26,882 26,882

0 102 102

0 12,000 12,000

0 218,872 218,872

4 0 4

0 156,467 156,467

738 0 738

660 0 660

642 0 642

1,402 0 1,402

41 0 41

1,224 0 1,224

3,809 0 3,809

2,376 0 2,376

6,226 0 6,226

計 9,494 412,410 421,904

642 0 642

48 0 48

7,580 0 7,580

1,224 0 1,224

平成２６年度～平成３０年度　予算

区分 一般勘定 施設整備勘定 法人全体



［人件費の見積り］
　期間中総額：４，５４７百万円を支出する。

［運営費交付金の算定ルール］

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を
決定。±０％

（３）一般管理費（Ｃ(y)＝Pc(y）＋Ｅ(y)＋Tc(y)）
　毎事業年度の一般管理費中の物件費Ｅ(y)については、以下の数式により決定する。

 一般管理費中の物件費　Ｅ(y)＝Ｅ(y-1)×β(係数)

Ｅ(y)：当該事業年度における一般管理費中の物件費。Ｅ(y-1)は直前の事業年度におけるＥ(y)。

 事業経費中の物件費　Ｒ(y)＝Ｒ(y-1)×β(係数)×γ(係数)

Ｒ(y)：当該事業年度における事業経費中の物件費。Ｒ(y-1)は直前の事業年度におけるＲ(y)。
β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を
決定。±０％

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決
定。±０％

Tc(y)：当該事業年度における一般管理費中の退職手当。
γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決
定。±０％
σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年度におけ
る具体的な係数値を決定。±０％

（２）事業経費（Ｒ(y)＋Pr(y)＋Tr(y)）
　毎事業年度の事業経費中の物件費Ｒ(y)については、以下の数式により決定する。

　　 ＝｛（Pr(y-1)×γ(係数)＋Pc(y-1)｝×σ(係数)＋Tr(y)＋Tc(y)

Ｐ(y)：当該事業年度における人件費(退職手当を含む)。
Pr(y)：当該事業年度における事業経費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐr(y-1)は直前の事業年度におけ
るＰr(y)。
Pc(y)：当該事業年度における一般管理費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐc(y-1)は直前の事業年度にお
けるＰc(y)。
Tr(y)：当該事業年度における事業経費中の退職手当。

ε(y)：当該事業年度における特殊経費。重点施策の実施、事故の発生等の事由により当該年度に限り
時限的に発生する経費であって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる規模の経費。これらについ
ては、各事業年度の予算編成過程において具体的に決定。
α1：一般管理効率化係数、３％。中期目標に記載されている削減目標を踏まえ、各事業年度の予算編成
過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。
α2：事業効率化係数、１％。中期目標に記載されている削減目標を踏まえ、各事業年度の予算編成過程
において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。

（１）人件費
　毎事業年度の人件費Ｐ(y)については、以下の数式により決定する。

Ｐ(y)＝Pr(y)＋Pc(y)＋Tr(y)＋Tc(y)

　Ａ(y)＝｛（Ｃ(y)－Tc(y)）×α1(係数)＋Tc(y)｝＋｛（Ｒ(y)＋Pr(y)）×α2(係数)＋Tr(y)｝＋ε(y)－Ｂ(y)

Ａ(y)：当該事業年度に交付する運営費交付金。
Ｂ(y)：当該事業年度における自己収入。
Ｃ(y)：当該事業年度における一般管理費。

　ただし、上記の額は、役員及び常勤職員に対する給与、賞与、その他の手当、法定福利費であり、退職
手当は含まない。

　毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）については、以下の数式により決定する。



（４）事業収入
　毎事業年度の事業収入Ｂ(y)の見積額については、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年
度における具体の数値を決定。



（別紙２）

（単位：百万円）

一般勘定 施設整備勘定 法人全体

費用の部 9,838 41,777 51,615

経常費用 9,838 41,777 51,615

業務等経費 6,140 0 6,140

大学等評価経費 1,224 0 1,224

学位授与審査等経費 642 0 642

施設費交付事業費 0 12,000 12,000

支払利息 0 26,638 26,638

処分用資産売却原価 0 2,995 2,995

その他の業務経費 0 102 102

一般管理費 1,348 0 1,348

減価償却費 484 0 484

財務費用 0 41 41

　

収益の部 9,838 36,506 46,344

運営費交付金収益 7,440 0 7,440

大学等認証評価手数料 1,224 0 1,224

学位授与審査等手数料 642 0 642

処分用資産賃貸収入 0 320 320

処分用資産売却収入 0 9,030 9,030

施設費交付金収益 0 474 474

受取利息 0 26,681 26,681

財務収益 0 0 0

資産見返物品受贈額戻入 20 0 20

資産見返運営費交付金戻入 464 0 464

雑収入 48 0 48

純損失 0 5,271 5,271

大学改革支援・学位授与機構法第１８条積立金取崩額 0 5,271 5,271

総利益 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

※施設整備勘定は平成２８年度～平成３０年度の収支計画である。

平成２６年度～平成３０年度　収支計画

区分



（別紙３）

（単位：百万円）

一般勘定 施設整備勘定 法人全体

資金支出 9,494 414,641 424,135

業務活動による支出 9,355 195,769 205,124

投資活動による支出 139 0 139

財務活動による支出 0 218,872 218,872

　

次期中期目標期間への繰越金 0 0 0

資金収入 9,494 418,258 427,753

業務活動による収入 9,494 254,008 263,502

運営費交付金による収入 7,580 0 7,580

承継債務負担金債権の回収による収入 0 111,468 111,468

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 0 10,141 10,141

施設費貸付金の回収による収入 0 105,471 105,471

施設費貸付金に係る利息の受取額 0 17,100 17,100

処分用資産の売却による収入 0 9,030 9,030

処分用資産の貸付による収入 0 320 320

施設費交付金の納付による収入 0 474 474

利息及び配当金の受取額 0 4 4

その他の収入 1,914 0 1,914

投資活動による収入 0 5,892 5,892

財務活動による収入 0 158,359 158,359

   前期中期目標期間よりの繰越金 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

※施設整備勘定は平成２８年度～平成３０年度の資金計画である。

平成２６年度～平成３０年度　資金計画

区分


